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概　　　　　要

1　国立大学法人等の業務実績報告書の分析に係るケーススタディ

業務実績報告書は、国立大学法人法に基づく平成16年度から平成21年度を目

標期間とした「中期目標」に沿った記載を行っている。一方、政策的観点からは

平成18年に策定された第3期科学技術基本計画の内容を把握することが求めら

れている。業務実績報告書は、その名のとおり、運営体制の改善、教育研究組織

の見直し、人事の適正化、教育の成果、教育内容、施設・設備等、各国立大学法

人の業務実績全般が網羅されており、結果として、第3期科学技術基本計画に対

応する内容を含んでいる。

かかる観点から、第3期科学技術基本計画に掲げられた「個々の人材が活きる

環境の形成」のための取組をケーススタディの対象として取り上げ、国立大学法

人及び大学共同利用機関法人（以下「国立大学法人等」という。）が、第　3期基

本計画開始前後において、どの程度の数の法人で、どのように取り組んできてい

るかを、平成16、17及び18事業年度に係る業務の実績に関する報告書（以下「業

務実績報告書」という。）の記載から把握した。その結果、基本計画における「個々

の人材が活きる環境の形成」に係る国立大学法人等の取組状況の大半を把握する

ことが出来た。

今後、第3期科学技術基本計画における国立大学法人等に期待される取組状況

を把握するために、別途アンケート調査を行うなど国立大学法人等の負担増とな

らないよう、業務実績報告書もしくはこれに類するような形式を活用し、かつ基

本計画に係る取組状況を把握できる体制整備が期待される。
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2　国立大学法人における人材が活きる環境の形成に向けた取組状況

「人材が活きる環境の形成」に向けた取組として第3期科学技術基本計画には

以下の7つの項目が掲げられている。

①　公正で透明性の高い人事システムの徹底

（訝　若手研究者の自立支援

③　人材の流動性の向上

④　自校出身者比率の抑制

（9　女性研究者の活躍促進

⑥　外国人研究者の活躍促進

⑦　優れた高齢研究者の能力の活用

これらの項目には、国立大学法人等に期待等される取組として計　28の事項が

あった。これらの事項全体の取組率の動向をみてみると、第3期基本計画前の平

成16、17事業年度から、計画が開始された平成18事業年度にかけ増加傾向にあ

る。このような中、大半の事項は取組率30％未満という状況となっている。しか

し、平成18事業年度は、5年間にわたる第3期基本計画の初年度であり、予算措

置もまだ十分になされている環境ではないことなどから、第3期基本計画初年度

としては相応の動向になっている。

（1）公正で透明性の高い人事システムの徹底【p7　表3－1－1、図3－1－1】
・半数以上の国立大学法人等で公募を実施している（56％1）

・優れた努力に対する公正な評価による積極的処遇に係る取組は、第3期基本

計画の開始した平成18事業年度に取組率が増加している（12％　→　22％）

・「自己点検評価への人事システムの適切な位置付け及び改革・改善」と「第三

者評価における人事システムの改革・改善への対応」については、平成16

年度から導入された第三者評価等に対する体制整備にまずは対応している状

況であり、これらの取組を実施するまでには至っていない

（2）若手研究者の自立支援　【p13～14　表3胃2－1、図3－2－1】

・学長裁量経費等に若手研究者の枠を設ける、研究スペースを確保するなど若

手研究者の活躍の場の整備、各国立大学法人等でさまざまな若手研究者の活

躍の場の整備に取り組んでいる（63％）

1概要で、（）内の数値は、平成18事業年度における国立大学法人等の取組率。ただし
矢印→のある場合は、前者が平成17事業年度、後者が平成18事業年度における取組率。
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・テニュア・トラック制導入については、第3期基本計画前は準備・検討段階

であったが、第3期基本計画が開始した平成18事業年度には取組率10％で、

実際に取り組まれるまでに至っている

公募が進む一方で、若手研究者の採用過程の透明化にまでは十分踏み込めて

いない

（3）人材の流動性の向上　【p19～20　表3－3－1、図3－3－1】
・国立大学法人等で広く任期制の導入が進んでいる（86％）

再任可能な任期制や再審制による雇用は、特に第3期基本計画の開始した平

成18事業年度に取組率が増加（12％　→　23％）

・若手一回異動の原則の奨励は、各事業年度とも数％の取組率にとどまってい

る

（4）自校出身者比率の抑制　【p24　表3－4－1、図3－4－1】
・教員の自校出身者比率の抑制に係る取組は、各事業年度とも取組率数％にと

どまり、これら取組を行っている国立大学法人等の顔ぶれも各事業年度とも、

ほぼ同じになっている

（5）女性研究者の活躍促進　【p28　表3－5－1、図3－5－1】
・女性研究者の積極的採用と当該関連制度等の整備が、積極的に取り組まれ

（47％）、その取組率が事業年度ごとに大きく増加している

女性研究者の積極的”採用”についての取組率が伸びている一方で、積極的”登

用”はそれほど進んでいない（8％）

（6）外国人研究者の活躍促進　【p33　表3－6－1、図3－6－1】
・外国人研究者の住宅確保等生活環境に配慮した受入体制の構築が、外国人研

究者の活躍促進に係る取組で最も高い取組率となっている（22％）

（7）優れた高齢研究者の能力の活用　【p38　表3－7－1、図3－7－1】
・定年後の競争的資金等の活用による研究継続の取組は取組率　5％、定年後に

研究職以外の立場で科学技術振興のため活躍できる取組は16％

概　要　－3



表1　「個々の人材が活きる環境の形成」に係る基本計画記載指標の取組率

（事業年度別・項目別）

指　 標

第 3 期 基 本 計 画 前 第 3 期 基 本 計 画

平成 1 6 平 成 1 7 平 成 1 8

事 業 年 度 事 業年 度 事 業 年 度

公 正 で 透 明 性 の 高 い 人 事 システム の 徹 底

（丑 公 募 制 の 整 備 と公 募 制 を適 用 した

採 用 48 ％ 5 6％ 5 6％

（塾 研 究 者 採 用 に係 る競 争 的な選 考 8％ 11％ 10 ％

③ 優 れ た努 力 に対 す る公 正 な評 価

による積 極 的 処遇
11％ 12％ 2 2％

④　 自己 点 検 評 価 へ の人 事 システ ム

の適 切 な位 置 付 け及 び 改 革 ・改 善 ー － －

⑤　 第 三 者 評 価 にお ける人 事 システム

の 改革 ・改 善 へ の対 応 － － －

若 手 研 究 者 の 自立 支 援

（丑 テニ ュア ・トラック制 の導 入
－ － 10 ％

（塾　 若 手 研 究者 の助 教 ポストの確 保 － 1％ 16％

③　 若 手 研 究者 の活 躍 の場 の整 備 52％ 6 4％ 63 ％

④ 若 手 研 究 者 の採 用 過 程 の透 明化
ー － －

（諺　 ポストドクター の研 究 職 以 外 の進

路も含 めたキャリアサポ ー ト
1％ 2％ 1％

⑥　 若 手 研 究 者 が 民 間 企 業 等 と接 す

る機 会 の 充 実
1％ 4％ 3％

⑦ 若 手 研 究者 の 国 際 経 験 の 充 実 22％ 2 7％ 2 7％

人 材 の 流 動 性 の 向 上

① 任 期 制 の広 範 な 定 着 に係 る取組 88％ 8 4％ 8 6％

② 再 任 可 能 な任 期 制 や 再 審 制 によ

る雇 用
1 1％ 12％ 2 3％

③ 複 数 の大 学 同 時 の任 期 制 へ の移

行 － － －

（彰　 若 手 一 回 異 動 の原 則 の奨 励 1％ 2％ 1％
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指　 標

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成16 平成17 平成1 8

事業年度 事業年度 事業年度

自校出身者比率の抑制

①　 教員の自校出身者比率の抑制に
係る取組 9％ 7％ 7％

女性研究者の活躍促進

（丑　次世代育成支援対策推進法に基

づく行動計画に係る研究と出産・育児
等の両立支援等の取組

－ 6％ 8％

②　 女性研究者の積極的採用と当該

関連制度等の整備
26％ 4 1％ 47％

③　 女性研究者の積極的登用と当該

関連制度等の整備 4％ 4％ 8％

④　 女性研究者の採用等の数値 目標

設定 6％ 9％ 13％

外国人研究者の活躍促進

（丑　外国人研究者の住宅確保等生活

環境に配慮した受入体制の構築 20％ 25％ 22％

②　 外国人研究者の活躍促進を図る

ための行動計画の策定 － 胃 －

③　 外国人研究者の身元保証 － － －

④　 我が国で博士号を取得した留学
生の外国人ポストドクター招へい制度
応募のための運用改善

胃 － －

（∂　英語での告知等研究者採用時に

外国人研究者が応募しやすい環境の
啓備

11％ 8％ 9％

優れた高齢研究者の能力の活用

（D　定年後の競争的資金等の活用に

よる研究継続の取組 3％ 1％ 5％

②　 定年後の研究職以外の立場で科

学技術振興のため活躍できる取組 12％ 15％ 16％

注　取組法人数0法人の取組率は、「－」表記とした。
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図1　「個々の人材が活きる環境の形成」に係る基本計画記載指標の取組率
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注1）図中凡例の略記は以下のとおり。
シ：　「公正で透明性の高い人事システムの徹底」に係る指標
若：　「若手研究者の自立支援」に係る指標
流：　「人材の流動性の向上」に係る指標
自：　「自校出身者比率の抑制」に係る指標
女：　「女性研究者の活躍促進」に係る指標
外：　「外国人研究者の活躍促進」に係る指標
高：　「優れた高齢研究者の能力の活用」に係る指標
例えば、「流①　任期制の広範な定着に係る取組」は、「人材の流動性の向上」に係る
指標の「①　任期制の広範な定着に係る取組」を示す。
2）平成18事業年度の取組率が10％未満の指標は、省略している。
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1　はじめに

平成16年4月に国立大学等が法人化して以来、従来よりも自律的かつ柔軟な

研究運営が可能となった。その後3年が経過し、各大学法人では中期計画に沿っ

て、それぞれの特徴を活かした教育・研究を進めており、その実施状況は各大学法

人から公表される資料からも伺い知ることができる。

その間、科学技術基本計画は第2期から第3期へと進み、第3期科学技術基本

計画においては、科学の発展と絶えざるイノベーションの創出を通じて、社会・

国民に研究成果を還元する科学技術を目指すため、科学技術システムの改革に対

する必要性が重視されている。

そのような中で、国立大学法人等が我が国の科学技術政策推進に重要な役割を

担っていることは言うまでもない。第　3期科学技術基本計画では、「大学」とい

う単語だけをみても第2期科学技術基本計画に比べ倍増し、200を超えているこ

とからも、その役割がますます大きくなっていることが伺える。

第3期科学技術基本計画では、政府研究開発の効果的・効率的推進に資するた

め、総合科学技術会議は、国立大学法人等の科学技術関係活動に係る資源投入の

状況や活動状況の把握を強化するとともに、必要な場合には関係府省に対し改善

措置を求めることとしている。

そこで本調査研究では、国立大学法人等の第3期科学技術基本計画に係る活動

状況の把握の観点から、各国立大学法人等により公開されている事業年度に係る

業務の実績に関する報告書（以下「業務実績報告書」という。）について、第　3

期科学技術基本計画の科学技術システム改革に関する項の中でも筆頭に掲げられ

ている、「個々の人材が活きる環境の形成」に関する取組について、国立大学法人

等の取組状況を整理することにより、各種検討に資することとした。

なお、業務実績報告書は、国立大学法人法に基づく平成16年度から平成21年

度を目標期間とした「中期目標」に沿った記載を行っており、必ずしも平成18

年に策定された第3期科学技術基本計画の内容を反映した記載とはなっておらず、

また、基本計画記載事項に沿って各国立大学法人等の実施状況を記載することと

もなっていない2。したがって、国立大学法人等において基本計画記載事項につい

て取り組んでいる場合でも、業務実績報告書には未記載となっている可能性が含

まれている。今後、第3期科学技術基本計画における国立大学法人等に期待され

る取組状況を把握するために、別途アンケート調査を行うなど国立大学法人等の

負担増とならないよう、業務実績報告書もしくはこれに類するような形式を活用

し、かつ基本計画に係る取組状況を把握できる体制整備が期待される。

2業務実績報告書についての詳細は、本報告書p2「（2）調査対象資料」を参照されたい。
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2　調査の目的と方法

2．1　調査の目的
第3期科学技術基本計画に掲げられた「個々の人材が活きる環境の形成」（「第

3章　科学技術システム改革」の「1．人材育成、確保、活躍の促進」の「（1）個々

の人材が活きる環境の形成」）のための取組について、国立大学法人及び大学共同

利用機関法人が、第3期基本計画開始前後においてどの程度の数の法人で、どの

ように取り組んできているかを、平成16、17及び18事業年度に係る業務の実績

に関する報告書（以下「業務実績報告書」という。）の記載から把握する。

2．2　調査の方法
（1）調査対象機関
87国立大学法人及び4大学共同利用機関

（2）調査対象資料
国立大学法人及び大学共同利用機関法人（以下「国立大学法人等」という。）の

平成16事業年度、平成17事業年度及び平成18事業年度に係る業務の実績に関

する報告書（以下「業務実績報告書」という。）

業務実績報告書を調査対象とした理由は以下のとおりである。

国立大学法人法の成立により平成16年4月1日から国立大学は法人化され、

同時に、文部科学省に置かれた国立大学法人評価委員会の評価を受けることとす

る制度が導入された3。各国立大学法人等は、各事業年度終了時の評価を受けるた

め、年度計画に定めた項目ごとにその実績を明らかにした報告書を当該事業年度

の終了後3月以内に国立大学法人評価委員会に提出することとされている4。これ

が本調査で調査対象とした業務実績報告書である。

この各事業年度終了時の評価では、主として中期目標の達成に向けた事業の進

捗状況を確認する観点から、各法人が定めた中期計画の具体的実施状況の評価が

行われる。ここで中期目標とは、文部科学大臣が、あらかじめ国立大学法人等や

国立大学法人評価委員会の意見を聴いて策定されるものであり、これに基づき各

国立大学法人等では、中期計画や年度計画を策定する5。業務実績報告書では、こ

れら中期目標、中期計画、年度計画、そしてこれらに基づく実施状況が項目ごと

に一覧できる。この中期目標は、平成16年度から平成21年度を目標期間として

おり、平成18年3月の第3期科学技術基本計画（以下「基本計画」という。）閣

議決定前に策定されている。したがって、業務実績報告書の記載には、基本計画

3　国立大学法人法第35条において読み替えて準用する独立行政法人通則法適用
4　国立大学法人法施行規則第10条第1項
5　国立大学法人法第30条及び第31条
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の内容は必ずしも反映されてはおらず、なおかつ、基本計画記載事項に沿って各

国立大学法人等の実施状況を業務実績報告書に記載することともなっていない。

しかし、業務実績報告書は、その名のとおり、運営体制の改善、教育研究組織の

見直し、人事の適正化、教育の成果、教育内容、施設・設備等、各国立大学法人

の業務実績全般が網羅されており、各国立大学法人等100ページ前後にのぼる膨

大な書類である。本調査の事前検討においても、基本計画に係る国立大学法人等

に期待等される事項の取組状況の大半は抽出可能であろうと判断した。

なお、当該業務実績報告書は、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する

法律第22条第1項及び同法施行令第12条第2項に規定する情報として、各国立

大学法人等のホームページ等で公開されている。

業務実績報告書に類似する資料として、国立大学法人法第35条において読み

替えて準用する独立行政法人通則法第38条第2項に基づき、毎事業年度、財務

諸表に添えることとされている当該事業年度の事業報告書（以下「事業報告書」

という。）がある。事業報告書の作成にあたっては、業務実績報告書の相当する記

載の引用・抜粋や、様式の変更は妨げないこととされている。また、事業報告書

は、国立大学法人評価委員会における意見聴取の直接の対象とはされていない。

さらに、当該財務諸表については、当調査と連携して行った調査研究「国立大学

法人の財務分析」6において、調査対象としている。

以上から業務実績報告書は、

①　業務運営・財務内容等の状況や教育研究等の質の向上の状況等について、

文部科学省から示されている統一の様式で、各国立大学法人の業務実績全

般が網羅されており、広範にわたる基本計画の取組状況を傭撤することが

可能

②　毎事業年度作成されており、基本計画開始前後にわたる取組状況の各年

変化を把握することが可能

③　本調査と連携して行った「国立大学法人の財務分析」の調査対象である

財務諸表と関連性が高く、財務分析結果の補完に適当

④　公開情報であり、何人も本調査の結果の確認等が可能

⑤　国立大学法人等に新たなアンケート調査等の負担をかけずに調査を行う

ことが可能

と考え、国立大学法人等の業務実績報告書を本調査における調査対象とした。

なお前述のとおり、業務実績報告書は、必ずしも第3期科学技術基本計画の内

容を反映した記載とはなっておらず、また、基本計画記載事項に沿って各国立大

学法人等の実施状況を記載することともなっていないことから、国立大学法人等

6　治部眞里・安高志穂・水越彩香・佐藤真輔、2007、「国立大学法人の財務分析」、調査資料
150、文部科学省科学技術政策研究所
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において基本計画記載事項について取り組んでいる場合でも、業務実績報告書に

は未記載となっている可能性が含まれていることを申し添える。

（3）調査項目等
第3期科学技術基本計画の「第3章　科学技術システム改革」の「1．人材育

成、確保、活躍の促進」の「（1）個々の人材が活きる環境の形成」の以下の全7項

目を調査対象とした。

①　公正で透明性の高い人事システムの徹底

②　若手研究者の自立支援

③　人材の流動性の向上

④　自校出身者比率の抑制

⑤　女性研究者の活躍促進

⑥　外国人研究者の活躍促進

⑦　優れた高齢研究者の能力の活用

上記7項目別に、各項目の基本計画の記載から国立大学法人等に期待される取

組に係る事項を「基本計画記載指標」として設定し、これらの指標に係る取組を、

各国立大学法人等の業務実績報告書の「項目別の状況」のうち実際に事業年度中

に実施した取組を記載している「計画の進行状況等」、「判断理由（計画の実施状

況等）」及び「特記事項」の各欄から抽出した。

さらに、基本計画には記載されていないが各項目に関連する取組や準備・検討

段階の取組についても、参考のためにそれぞれ抽出した。

なお、当該「個々の人材が活きる環境の形成」を調査項目に設定した理由は以

下のとおりである。

第3期科学技術基本計画における2本の基本姿勢の1つとして「人材育成と競

争的環境の重視　～　モノから人へ、機関における個人の重視」が掲げられている。

科学技術システム改革に取り組むに当たっても、若手研究者や女性研究者、さら

に外国人研究者等、多様な個々人が意欲と能力を発揮できるよう根本的な対応を

進めていくこととされており、優れた人材を育て活躍させることに着目して投資

する考え方に重点を置いている。このように、第3期科学技術基本計画の基本姿

勢であり、かつ、科学技術システム改革に係る計画事項の筆頭に掲げられている

「個々の人材が活きる環境の形成」に関する取組について、国立大学法人等の取

組状況を把握するため、本調査における調査項目に設定した。
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参考　第3期科学技術基本計画目次
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ィ．曲事甘壇焼くの他力瑚ンス7ムの故事　▼・・

し21Il竿技術施策の成肩

C3）Il学技術をめぐる内外の環境変化と判事技術の役劉

2　第3鞠捕十酉における■本姿勢

（り社会・国民に支祷され、成臭を壇元する隅術　‥
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注［ここコは本報告書調査対象項目。
iY
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3　調査結果

3．1　公正で透明性の高い人事システムの徹底

基本計画 第 3 章　科学技術システム改革

該当箇所 1 ．人材の育成、確保、活躍の促進

（1 ）個々の人材が活きる環境の形成

①　 公正で透明性の高い人事システムの徹底

該当記述

注　下線部

自由な創意工夫により新たな価値を生み出すためには、人事にお

ける健全な競争の促進 と公正さの担保が必要であり、我が国の科学

技術活動において人材の競争性 ・流動性 ・多様性を高めることを原

則 とし、能力主義に基づ く公正で透明性の高い人事システムを広くは国立大

学法人関 徹底させる。

連事項 具体的には、研究者の採用において、公募等の開かれた形で幅広

く候補者を求め、性別、年齢、国籍等を問わない競争的な選考を行

う。また、研究者の処遇において、能力や業績の公正な評価の上で、

優れた努力に積極的に報いる。

大学や公的研究機関は、それぞれの特性を踏まえつつ、人事シス

テムを自己点検評価に適切に位置付け、改革 ・改善を実施す ること

が求められ る。また、大学や公的研究機関について実施す る第三者

評価においても、人事システムの改革 ・改善が徹底されるよう適切

に対応することが望まれる。 さらに、国は、組織に対する競争的な

支援制度において、制度の趣旨に応 じ人事 システム改革の状況を審

査の一指標 とす ること等により、大学や公的研究機関の取組を促進

する。

基本計画 ①　 公募制の整備 と公募制を適用 した採用

記載事項 ②　 研究者採用に係 る競争的な選考

の うち国 ③　 優れた努力に対す る公正な評価による積極的処遇

立大学法 ④　 自己点検評価への人事システムの適切 な位置付け及び改革 ・改

人等の取 蓋
口

組状況を

把握す る

ための指

標

⑤　 第三者評価 における人事システムの改革 ・改善への対応

基本計画 ⑥　 基本計画記載指標以外の 「公正で透明性の高い人事システムの

記載事項 徹底」に関連する取組

以外の指 ⑦　 「公正で透明性の高い人事システムの徹底」に係る準備 ・検討

標 段階の取組
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表3・1・1「公正で透明性の高い人事システムの徹底」に係る基本計画記載指標

の取組法人数及び取組率（事業年度別）

指　 標

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成16事業年度 平成17事業年度 平成18事業年度

法人数 忍 も 法人数 岩 島 法人数 £ 旨

① 公募制の整備と公募制を適用し
た採用

45　　　 48％ 53　　　 56％ 51　　　 56％

② 研究者採用に係る競争的な選
考 7　　　　 8％ 10　　　 11％ 9　　　 10％

③　 優れた努力に対する公正な評価
による積極的処遇 10　　　 11％ 11　　 12％ 20　　　 22％

④　 自己点検評価への人事システム

の適切な位置付け及び改革・改善
0 0 0

（9　第三者評価における人事システ
ムの改革・改善への対応 0 0 0

注　平成17事業年度には、旧富山3法人（旧富山大学、旧富山医科薬科大学、旧高岡短期大
学）及び旧筑波技術短期大学を含む。

図3・1・l r公正で透明性の高い人事システムの徹底」に係る基本計画指標の

取組率（事業年度別）

平成16　　　平成17：平成18
1

第3期基本計画前 ：第3期基本計画
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①公募制の整備と公募制
を適用した採用

一書－②研究者採用に係る競争
的な選考

－」ンa③優れた努力に対する公
正な評価による積極的処遇

一後トー④　自己点検評価への人事
システムの適切な位置付け
及び改革・改善

C i⑤第三者評価における人
事システムの改革・改善へ
の対応

（事業年度）



表3・1・2　基本計画記載指標以外の「公正で透明性の高い人事システムの徹底」

に関連する取組法人数及び取組率（事業年度別）

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成16事業年度 平成17事業年度 平成18事業年度

法人数 宏 も 法人数 濃 も 法人数 讃 旨

5　　　　 5％ 8　　　　 8％ 15　　　 16％

注　表3・1・1の注に同じ。

表31－3　「公正で透明性の高い人事システムの徹底」に係る準備・検討段階の

取組法人数及び取組率及び取組率（事業年度別）

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成16事業年度 平成17事業年度 平成18事業年度

法人数 濃 も 法人数 濃 も 法人数 讃 旨

24　　　 26％ 44　　　 46％ 28　　　 31％

注　表3・1・1の注に同じ。

●　「公正で透明性の高い人事システムの徹底」に係る指標の中で、「①　公募制

の整備と公募制を適用した採用」が最も高い取組率となっている（表　3・1・1、

図3・1－1）。平成18事業年度には、全法人の56％（51法人）で取り組まれてお

り、半数以上の国立大学法人等で公募が行われている。
7

【取組事例】　（平成18事業年度・滋賀大学）

教員の一般公募を法人化前から継続実施。他大学、他機関、研究者人材デ

ータベース、大学ホームページ等へ情報提供し、広く公募により教員を採用

●　次に多く取り組まれている指標は、「③　優れた努力に対する公正な評価によ

る積極的処遇」であり、特に第3期基本計画の開始した平成18事業年度に取

組率が高くなっている（表3・1・1、図3・1・1）。平成18事業年度には、全法人の

7本報告書で挙げている取組事例は、本調査で把握した各国立大学法人等の取組から、各指
標における主たる取組や特色ある取組を取り上げたものであり、全法人が一律に行わなけ
ればならないと考えているものではない。
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22％（20法人）で取り組まれている。

研究者に対する評価の実施だけでなく、評価結果に基づく「努力に対する積

極的処遇」も取組が進んでおり、具体的な処遇として特別昇給や勤勉手当の支

給等が行われている（巻末参考資料）。

【取組事例】　（平成18事業年度・お茶の水女子大学）

個人活動評価要綱に基づき、教育、研究、社会貢献、大学運営・経営の4

分野の教員の個人活動評価を行い、24　の研究分野の外部評価委員によって

評価を受け、大学教員の給与の査定に、個人活動評価の評価結果を基礎デー

タとして活用

「

－

．

－

i

－

．

　

－

　

．

．

．

！

．

－

－

．

1

．

1

」

●　さらに、上記「③　優れた努力に対する公正な評価による積極的処遇」に関

連した検討等の取組が多く認められ、「準備・検討段階の取組」として抽出して

いる（表3－P3、巻末参考資料）。したがって、平成19事業年度以降、「③　優

れた努力に対する公正な評価による積極的処遇」に係る取組法人数は増加して

いくと思われる。

【取組事例】　（平成18事業年度・熊本大学）

教員の個人活動評価の位置付け、個人活動評価を賞与、給与等に反映させ

る方法等について検討し、勤勉手当制度の運用方針案及び昇給制度の運用方

針案をとりまとめ

．

…

－

…

．

．

－

．

…

－

1

…

」

●　「②　研究者採用に係る競争的な選考」は、平成18事業年度では9法人（全

法人の10％）にとどまっている（表3・1・1、図3・い1）。

本指標については、下記事例のように、「人種、国籍、性別等を問わない採用

を実施」等研究者採用に係る競争的な選考の実施について業務実績報告書に具

体的に記載のあった国立大学法人等を抽出したものである。

本指標「研究者採用に係る競争的な選考」は、次項「若手研究者の自立支援」

における指標「④　若手研究者の採用過程の透明化」と関連の深い取組である

が、同指標でも各事業年度とも取組法人が認められていない（表3－2－1）。公募

制は半数以上の国立大学法人等で行われているものの、さらにその選考過程に

おける「研究者採用に係る競争的な選考」や「採用過程の透明化」までは十分

踏み込めていないものと思われる。

【取組事例】　（平成18事業年度・電気通信大学）

人事の基本方針に基づき、人種、国籍、性別等を問わない採用を実施　－

●　「④　自己点検評価への人事システムの適切な位置付け及び改革・改善」と

「⑤　第三者評価における人事システムの改革・改善への対応」については、
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各事業年度とも取組法人が認められなかった（表3－1－1）。

平成14年の学校教育法の改正により、平成16年度から第三者評価による評

価が導入されることとなった。さらに、平成16年の法人化移行に伴い、文部

科学省に置かれた国立大学法人評価委員会の評価を受けることとする制度も導

入された。平成16事業年度から平成18事業年度の業務実績報告書の記載から

は、各国立大学法人とも、これらの評価をはじめとする各種評価に対する体制

整備に、まずは対応している状況であることが伺えた。したがって、「自己点検

評価への人事システムの適切な位置付け」等ピンポイントの事項への対応まで

は認められるに至らなかったと思われる。
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3．2　若手研究者の自立支援

基本計画 第 3 章　科学技術システム改革

該当箇所 1 ．人材の育成、確保、活躍の促進

（1 ）個々の人材が活きる環境の形成

②　 若手研究者の自立支援

該当記述

注　下線部

公正で透明な人事評価に基づく競争性の下、若手研究者に自立性

と活躍の機会を与えることを通 じて、活力ある研究環境の形成を指

向することとし、特に、世界的研究教育拠点を目指す大学等におい

は国立大

学法人関

連事項

ては、人材の流動性向上、分野の事情等に配慮 しつつ、テニュア ・

トラック制 （若手研究者が、厳格な審査を経てより安定的な職 を得

る前に、任期付きの雇用形態で自立 した研究者 としての経験を積む

ことができる仕組み）をはじめ、若手研究者に自立性 と活躍の機会

を与える仕組みを導入することを奨励する。また、大学においては、

若手研究者の活躍を一層促進するため、助教の確保 と活躍の場の整

備がなされることが望まれる。

国は、このための環境整備 （スター トアップ資金の提供、研究支

援体制の充実、研究スペースの確保等）に組織的に取 り組む大学等

を支援するとともに、大学等の取組状況を組織に対する競争的な支

援制度の審査の一指標 とする。また、若手研究者が研究スペースを

確保できるような大学の施設マネジメン トを促進する。

さらに、競争的資金の拡充を目指す中で、若手研究者を対象 とし

た支援を重点的に拡充するとともに、競争的資金全般における若手

研究者の積極的な申請を奨励する。その際、スター トア ップ時期に

配慮 したプログラムの設置や、若手研究者自らが研究組織を率いて

研究を遂行できる金額が支給されるプログラムの拡充に配慮す る。

これらの取組を通 じて、若手研究者への研究資金配分を相当程度高

めることを目指す。

若手研究者を対象とした競争的資金等の申請資格については、出

産 ・育児や社会人経験等を伴 う多様なキャリアに配慮 し、一律的な

年齢制限ではなく研究経歴によるものを設けるなど、それぞれの制

度趣旨に応 じ制度改善を進める。

なお、ポス トドクター等 1 万人支援計画が達成 され、ポス トドク

ターは今や我が国の研究活動の活発な展開に大きく寄与 している

が、ポス トドクター後のキャリアパスが不透明であるとの指摘があ

る。このため、研究者を志すポス トドクターは自立 して研究が行え

る若手研究者の前段階と位置付け、若手研究者の採用過程の透明化

や自立支援を推進する中でポス トドクター支援を行 う。また、ボス

トドクターに対するアカデ ミックな研究職以外の進路も含めたキヤ

リアサポー トを推進するため、大学や公的研究機関の取組を促進す
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るとともに、民間企業等とポス トドクターの接する機会の充実を図

且。

また、若手研究者やポス トドクターの時期から国際経験を積み海

外研究者 と切磋琢磨できるよう、海外の優れた研究機関での研究機

会や海外研究者 との交流機会を拡大すべく引き続き施策の充実を図

互。

基本計画 ①　 テニュア ・トラック制の導入

記載事項 ②　 若手研究者の助教ポス トの確保

の うち国 ③　 若手研究者の活躍の場の整備

立大学法 ④　 若手研究者の採用過程の透明化

人等の取 ⑤　 ポス トドクターの研究職以外の進路も含めたキャリアサポー ト

組状況を ⑥　 若手研究者が民間企業等 と接する機会の充実

把握する

ための指

標

（診　 若手研究者の国際経験の充実

基本計画 ⑧　 基本計画記載指標以外の 「若手研究者の自立支援」に関連する

記載事項 取組

以外の指

標

⑨　 「若手研究者の自立支援」に係る準備 ・検討段階の取組

注　指標①、②、③、④では、リサーチアシスタント、ティーチングアシスタント等を含む

学生（以下「学生等」という。）を除く、若手研究者に係る記載を抽出した。学生等に係る
指標①、②、③、④の記載は、「その他の若手研究者の自立支援に係る取組」として抽出す
ることとした。
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表3廿1「若手研究者の自立支援」に係る基本計画記載指標の取組法人数及び

取組率（事業年度別）

指　 標

第 3期基本計画前 第 3 期基本計画

平成 1 6事 業年度 平成 1 7事業年度 平成 18 事業年度

法人数 宏 も 法 人数 岩 島 法人数 讃 旨

① テニュア小ラック制の導入 0 0 9　　　 10％

② 若手研 究者 の助教ポストの確
保 0 1　　　 1％ 15　　　 16％

③ 若手研 究者 の活躍の場 の整　 2）

備 48　　　 52％ 6 1　　　 64％ 5 7　　　　 63％

若手研 究者の研究費等助成及

び助成制度 の整備 46　　　 49％ 54　　　　 57％ 5 6　　　　 62％

若手研 究者研 究スペ ースの確保 3　　　　 3％ 3　　　　 3％ 8　　　　 9％

その他 5　　　　 5％ 20　　　 21％ 7　　　　 8％

④　 若 手研 究者 の採用過程の透 明

化 0 0 0

（ヨ　ポストドクターの研究職 以外の進
路も含 めたキャリアサポート 1　　　 1％ 2　　　　 2％ 1　　　 1％

⑥ 若 手研 究者 が民間企業等と接 す

る機 会の充実 1　　　 1％ 4　　　　 4％ 3　　　　 3％

⑦　 若 手研 究者 の国際経験の充実 20　　　　 22％ 26　　　　 27％ 2 5　　　 27％

注1）平成17事業年度には、旧富山3法人（旧富山大学、旧富山医科薬科大学、旧高岡短期
大学）及び旧筑波技術短期大学を含む。
2）指標に内訳がある場合、1法人において重複して取り組まれている場合は、1として
計算。
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図3・2・1「若手研究者の自立支援」に係る基本計画指標の取組率（事業年度別）

平成16　　　平成17

第3期基本計画前

：平成18
1

：第3期基本計画

①テニュア・トラック制の導
入

一書・－（塾若手研究者の助教ポス
トの確保

一〇一一③若手研究者の活躍の場
の整備

－4－④若手研究者の採用過程
の透明化

⑤ポストドクターの研究職
以外の進路も含めたキャリ
アサポート

一一一∴一一⑥若手研究者が民間企業
等と接する機会の充実

－■トー⑦若手研究者の国際経験
の充実

（事業年度）

表3・2・2　基本計画記載指標以外の「若手研究者の自立支援」に関連する

取組法人数及び取組率（事業年度別）

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成16事業年度 平成1 7事業年度 平成 18事業年度

法人数 忍 も 法人数 岩 島 法人数 讃 旨

基本計画記載指標以外のl若手研 2）
究者の自立支援」に係関連する取
組

43　　　 46％ 59　　　　 62％ 67　　　　 74％

R A 、TA 等学生を除く若手研究者

の採用及び採用制度の整備
30　　　 32％ 41　　　 43％ 28　　　 31％

R A 、TA 等学生の採用及び採用
制度の整備 18　　　 19％ 20　　　 21％ 56　　　　 62％

その他の若手研究者の自立支援
に係る取組 24　　　 26％ 39　　　 41％ 37　　　 41％

注　表3・2・1の注に同じ。
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表3・2・3　「若手研究者の自立支援」に係る準備・検討段階の取組法人数及び

取組率（事業年度別）

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成16事業年度 平成17事業年度 平成18事業年度

法人数 忍 も 法人数 岩 島 法人数 認 定

21　　　 23％ 26　　　 27％ 53　　　　58％

注　平成17事業年度には、旧富山3法人（旧富山大学、旧富山医科薬科大学、旧高岡短期大
学）及び旧筑波技術短期大学を含む。

●　「若手研究者の自立支援」に係る指標の中で、「③　若手研究者の活躍の場の

整備」が各事業年度とも最も高い取組率となっており、平成18事業年度には、

全法人の63％（57法人）で取り組まれている（表3－㌢1、図3－㌢1）。

「若手研究者の活躍の場の整備」として、「若手研究者の研究費等助成及び助

成制度の整備」、「若手研究者研究スペースの確保」等の取組が行われている。

中でも、「若手研究者の研究費助成及び助成制度の整備」が主となっており、平

成18事業年度には、全法人の63％（57法人）で取り組まれている。学長裁量

経費等に若手研究者の枠を設けるなど、各国立大学法人等でさまざまな若手研

究者への研究費助成制度を整備している（巻末参考資料）。業務実績報告書には、

研究費助成額や採択件数等定量的記述も多く認められた。

【取組事例】　（平成18事業年度・福島大学）
‾－「

］

学内の競争的な研究助成予算として、37歳以下の若手研究者を支援し奨

励することを目的とした奨励的研究経費を助成

●　次に多く取り組まれている指標は、「⑦　若手研究者の国際経験の充実」であ

り、平成18事業年度には、全法人の27％（25法人）で取り組まれている（表

3－2－1、図3－2－1）。

【取組事例】　（平成18事業年度・豊橋技術科学大学）
［

E

サバティカル制度の一環として若手研究者育成プログラムを実施し、若手E
教員を海外に派遣 ‥－

●　「①　テニュア・トラック制の導入」については、第3期基本計画前の平成

16、17事業年度では取組法人は認められず、「準備・検討段階の取組」がされ

ている状況であったが、第　3期基本計画が開始した平成18事業年度には、9

法人（全法人の10％）で実際に取り組まれるまでに至っている（表3－2－1、図
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3－2－1）。本指標は、いわゆる「テニュア・トラック制」の導入等に関する取組

であるが、平成18事業年度においても、テニュア・トラック制導入に関連し

た準備、検討の取組も認められることから、平成19事業年度以降も、「①　テ

ニュア・トラック制の導入」に係る取組法人数は増加していくと思われる。

【取組事例】　（平成18事業年度・名古屋大学）

高等研究院で、テニュア・トラック制度を導入。国際公募を実施し、

名を高等研究院の特任助教授、特任講師として選考・採用

●　「②　若手研究者の助教ポストの確保」は、平成16事業年度は取組法人数0

法人であったが、平成17事業年度には1法人、平成18事業年度には15法人

（全法人の16％）で取り組まれるに至っている（表3－2－1、図3－2－1）。

この動向は、「助教」が、平成17年の学校教育法の改正により、平成19年4

月1日から新設されることとなったことに対応したものと考えられる。平成18

事業年度において、助教ポストに関連した準備、検討の取組も認められること

から、助教制度が本格的に始動する平成19事業年度以降、取組法人数が増加

していくと思われる。
「
l
i
i
圧

【取組事例】　（平成18事業年度・東京工業大学）

学生の教育研究を指導するとともに、研究に従事する者を助教と位置づ

ナ。若手教員が自らの資質・能力を十分に発揮できる体制を整備

●　「④　若手研究者の採用過程の透明化」については、各事業年度とも取組法

人は認められなかった（表3・2・1）。これは前項「公正で透明性の高い人事シス

テムの徹底」における指標「②　研究者採用に係る競争的な選考」と関連の深

い取組であるが、同指標でも全法人の10％前後の取組率にとどまっている（表

3・1・1）。

●　「⑤　ポストドクターの研究職以外の進路も含めたキャリアサポート」、「⑥

若手研究者が民間企業等と接する機会の充実」についても、各事業年度とも数

法人の取組にとどまっている（表3・2－1、図3－2－1）。

【取組事例】　（平成18事業年度・群馬大学）

博士後期課程学生13名を学外の研究機関・企業に派遣し、研究者としての

視野を広げる特別実習を実施

●　基本計画記載指標以外の「若手研究者の自立支援に係る取組」に関連する取

組は、事業年度ごとに取組率が増加しており、平成18事業年度には全法人の

74％（67法人）で取り組まれている（表　3・2・2）。各国立大学法人等において
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何らかの若手研究者の自立支援に係る取組が行われていることが伺える（巻末

参考資料）。

中でも「RA、TA等学生の採用及び採用制度の整備」は、第3期基本計画が

開始した平成18事業年度に取組率が大きく増え、全法人の62％（56法人）で

取り組まれている。基本計画でも「博士課程在学者への生活費相当額程度の支

給により若手を育成すること」、「ポストドクター・研究支援者・外部研究人材

等への人件費の措置によって若手研究者が自立して研究組織を編成すること」

が掲げられており、「RA、TA等学生の採用及び採用制度の整備」について、将

来の若手研究者の創出と、既存の若手研究者の自立支援の両側面から、国立大

学法人等において積極的に取り組んでいるものと思われる。

【取組事例】　（平成18事業年度・浜松医科大学）

分子イメージング先端研究センターで、学部学生を研究補助者として参画

させ、研究志向を育成することを目的としたジュニアリサーチアシスタント

制度を整備

－17　－
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3．3　人材の流動性の向上

基本計画 第 3 章　科学技術システム改革

該当箇所 1 ．人材の育成、確保、活躍の促進

（1 ）個々の人材が活 きる環境の形成

③　 人材の流動性の向上

該当記述

注　下線部

研究者の流動性を向上し活力ある研究環境を形成する観点から、

大学及び公的研究機関は任期制の広範な定着に引き続き努める。ま

た、任期付きの職を経てより安定的な職に就いた場合には、落ち着

は国立大 いて研究活動等に専念することが期待 されるが、その活動の活性化

学法人 関 を維持するため、例えば、再任可能な任期制や、適性や資質 ・能力

連事項 の審査を定期的に行 う再審制による雇用を行 うことを奨励する。任

期制の拡大に当たっては、分野により事情は異なるものの、民間も

含めた研究者全体として流動性が高まっていくことが必要であるた

め、例えば、複数の大学が同時に任期制へ移行することや、民間の

研究機関における流動性の向上などが望まれる。

また、研究者をより安定的な職に就ける際には、出身大学学部卒

業後に、大学等の機関又は専攻を、公正で透明性ある人事システム

の下で少なくとも 1 回変更した者 を、選考することが望ま しい （「若

手一回異動の原則」の奨励）。

基本計画 ①　 任期制の広範な定着に係る取組

記載事項 ②　 再任可能な任期制や再審制による雇用

の うち国 ③　 複数の大学同時の任期制への移行

立大学法

人等の取

組状況を

把握する

ための指

標

④　 若手一回異動の原則の奨励

基本計画 ⑤　 基本計画記載指標以外の 「人材の流動性の向上」に関連する取

記載事項 組

以外の指

標

⑥　 「人材の流動性の向上」に係る準備 ・検討段階の取組
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表3t3・1「人材の流動性の向上」に係る基本計画記載指標の取組法人数及び

取組率（事業年度別）

指　 標

第 3 期基本計画前 第 3期 基本計画

平成 16 事業年度 平成 17 事業年度 平成 18 事業年度

法人数 岩 も 法人数 讃 ㌔ 法人数 讃 旨

① 任期制の広範な定着に係る取 2）

組 82　　　 88％ 8 0　　　 84％ 78　　　 86％

任 期制 の整備と任期制を適 用し

た採用 69　　　 74％ 6 9　　　 73％ 7 1　　　 78％

公募制 の整備と公募制を適 用し

た採用
45　　　 48％ 5 3　　　 56％ 5 1　　　 56％

その他 5　　　　 5％ 14　　　 15％ 14　　　 15％

② 再任 可能な任期制や 再審制 によ

る雇用
10　　　 11％ 11　　 12％ 2 1　　　 23％

③　 複 数の大学同時の任期制への移

行 0 0 0

④　 若 手一 回異動 の原則の奨励 1　　　 1％ 2　　　　 2％ 1　　　 1％

注1）平成17事業年度には、旧富山3法人（旧富山大学、旧富山医科薬科大学、旧高岡短期
大学）及び旧筑波技術短期大学を含む。
2）指標に内訳がある場合、1法人において重複して取り組まれている場合は、1として
計算。
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図3㍗・1「人材の流動性の向上」に係る基本計画指標の取組率（事業年度別）

100％

90％

80％

取　70％

60％

組　50％

率
30％

20％

10，も

0％

（》任期制の広範な定着に
係る取組

－4－－②再任可能な任期制や再
審制による雇用

③複数の大学同時の任期ブ
制への移行

－1トー④若手一回異動の原則の
奨励

平成16　　平成17：平成18（事業年度）
l

第3期基本計画 ：第3期基本計画

表3・3・2　基本計画記載指標以外の「人材の流動性の向上」に関連する

取組法人数及び取組率（事業年度別）

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成16事業年度 平成17事業年度 平成18事業年度

法人数 岩 も 法人数 濃 も 法人数 濃 旨

11　　 12％ 11　　 12％ 18　　　 20％

注　平成17事業年度には、旧富山3法人（旧富山大学、旧富山医科薬科大学、旧高岡短期大
学）及び旧筑波技術短期大学を含む。
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表3－3－3　「人材の流動性の向上」に係る準備1検討段階の取組法人数及び

取組率（事業年度別）

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成16事業年度 平成17事業年度 平成18事業年度

法人数 忍 も 法人数 孟 宗 法人数 孟 宗

42　　　 45％ 43　　　 45％ 47　　　 52％

注　表3・3－2の注に同じ。

●　「人材の流動性の向上」に係る指標の中で、「（D　任期制の広範な定着に係る

取組」が各事業年度とも最も高い取組率となっており、平成18事業年度には、

全法人の86％（78法人）で取り組まれている（表3－3－1、図3－3－1）。これは、

本調査の指標の中で最も高い取組率である。

「任期制の広範な定着に係る取組」として、「任期制の整備と任期制を適用し

た採用」、「公募制の整備と公募制を適用した採用」等の取組が行われている。

中でも「任期制の整備と任期制を適用した採用」が主となっており、平成18

事業年度には、全法人の　78％（71法人）で取り組まれている。国立大学法人

等で広く任期制の導入が進んでいることが伺える。

【取組事例】　（平成18事業年度・島根大学）

すべての新センター等の教員への任期制導入が完了。新センター等以外既

存の部局等計13組織で、任期制を導入済み。任期制適用率は、医学部医学

科65％、医学部附属病院82％、保健管理センター出雲100％、産学連携セ

ンター100％、総合科学研究支援センター67％

●　さらに、「①　任期制の広範な定着に係る取組」に関連し、実際の任期制導入

までには至らないものの、その検討を進めているなどの取組も多く、それらは

「準備・検討段階の取組」として抽出している（表3－3－3、巻末参考資料）。し

たがって、平成19事業年度以降も「①　任期制の広範な定着に係る取組」に

係る取組法人数は増加していくと思われる。

【取組事例】　（平成18事業年度・大阪教育大学）

任期制の導入の具体的な方策を検討。平成19年度から新規に採用する助i

教は、任期制を導入することとする方針を決定
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●　「②　再任可能な任期制や再審制による雇用」は、特に第3期基本計画が開

始された平成18事業年度に取組率が増えており、全法人の23％（21法人）で

取り組まれるようになっている（表　3・3－1、図　3－3－1）。前述の任期制の導入推

進と連動した動向と考えられる。

【取組事例】　（平成18事業年度・新潟大学）

のための審査基準を決定。再任審査を実施

●　「③　複数の大学同時の任期制への移行」は、各事業年度とも取組法人数は

0法人であり、国立大学法人等が積極的に他法人と連携して同時に任期制へ移

行している取組は認められなかった（表　3－3・1）。しかし、「①　任期制の広範

な定着に係る取組」では、各事業年度とも全法人の8割超と高い取組率となっ

ており、国立大学法人等で広く任期制の導入等が進んでいることから、結果的

には、複数大学同時の任期制への移行を果たしていると言えよう。

また、平成18事業年度業務実績報告書において、帯広畜産大学と旭川医科

大学で、広域にわたる異動を行う職員に対する広域異動手当を新設するなどと

と
　
異

∴
【
；
㌧
「
冊

た本指標に関連する取組もみられる8。

取組事例】　（平成18事業年度・帯広畜産大学）

法人間の教員流動化のため、職員給与規程等について、他の国立大学法人

の均衡に配慮し、60km以上の広域にわたる異動を行う職員に対する広域

動手当を新設するなど制度改正を実施

【取組事例】　（平成18事業年度・旭川医科大学）

L璽

広域異動手当を新設。他の国立大学等から異動して来た教員に対する給与

での待遇を整備

●　「④　若手一回異動の原則の奨励」は、各事業年度とも1～2法人のみに

とどまっている（表3－3－1、図3－3－1）。これは次項「自校出身者比率の抑制」

と関連性の高い取組であるが、同指標も各事業年度とも10未満という少な

い取組法人数にとどまっている（表3－4－1）。

任期制の導入、公募の実施等は行われているものの、さらに人材の流動性

の向上に資するための若手一回異動の原則の奨励や自校出身者比率の抑制と

いった取組までは進んでいないものと思われる。

【取組事例】　（平成18事業年度・自然科学研究機構）

分子科学研究所で、研究教育職員の内部昇格禁止とする制度を実施

8　　当該2国立大学法人の取組は、両法人が連携して同時に取り組んだか否かは不明なため、
「基本計画記載指標以外の「人材の流動性の向上に係る取組」に関連する取組」に区分し
た。
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3．4　自校出身者比率の抑制

基本計画 第 3 章　科学技術システム改革

該当箇所 1 ．人材の育成、確保、活躍の促進

（1 ）個々の人材が活きる環境の形成

③　 自校出身者比率の抑制

該当記述

注　下線部

多様な人材が互いに知的触発を受けなが ら、創造性を発揮 し切磋

琢磨する研究環境を形成することは、新 しい研究領域の創生や研究

組織の活力を保つためには不可欠である。このことに鑑みれば、真

は国立大 に優秀な人材を公正にかつ透明性を持って採用した結果 として教員

学法人関 の自校出身者比率 （自校学部出身者比率）が高くなることがありう

連事項 るとしても、それが過度に高いことは、概 して言えば望ましいこと

ではない。 このため、各大学においては教員の自校出身者比率に十

分な注意を払 うとともに、その比率が過度に高い大学にあってはそ

の低減が図られることを期待する。国は、各大学の教員の職階別の

自校出身者比率を公表す る。

基本計画

記載事項

の うち国

立大学法

人等の取

組状況を

把握する

ための指

標

（丑　 教員の自校出身者比率の抑制に係 る取組

基本計画

記載事項

以外の指

標

②　 「自校出身者比率の抑制」に係る準備 ・検討段階の取組
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表3・4・1「自校出身者比率の抑制」に係る基本計画記載指標の取組法人数及び

取組率（事業年度別）

指　 標

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成16事業年度 平成17事業年度 平成18事業年度

法人数 讃 ㌔ 法人数 岩 島 法人数 孟 旨

（丑　教員の自校出身者比率の抑制
に係る取組 8　　　　 9％ 7　　　　 7％ 6　　　　 7％

注　平成17事業年度には、旧富山3法人（旧富山大学、旧富山医科薬科大学、旧高岡短期大
学）及び旧筑波技術短期大学を含む。

図3・4・l r自校出身者比率の抑制」に係る基本計画指標の取組率（事業年度別）
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表3・グ2　「自校出身者比率の抑制」に係る準備・検討段階の取組法人数及び

取組率（事業年度別）

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成16事業年度 平成17事業年度 平成18事業年度

法人数 濃 も 法人数 忍 も 法人数 讃 旨

1　　　 1％ 0　　　　 0％ 0　　　　 0％

注　表3－4・1の注に同じ。

●　「①　教員の自校出身者比率の抑制に係る取組」の取組法人数は、各事業年

度とも10未満という少ない取組法人数にとどまっている（表3・車1、図3－4－1）。

加えて、取組を行っている国立大学法人等の顔ぶれも各事業年度とも、ほぼ同

じ国立大学法人等となっている。

【取組事例】　（平成18事業年度・秋田大学）

「同一大学出身者の割合，外国人，女性及び障害者の積極的登用に関する

指針」の学内への周知，浸透を図るとともに，その推進に努力。

●　「①　教員の自校出身者比率の抑制に係る取組」は、前項「人材の流動性の

向上」の「④　若手一回異動の原則の奨励」と関連の深い取組であるが、同指

標も各事業年度とも1～2法人のみにとどまっている（表3－3－1）。
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3．5　女性研究者の活躍促進

基本計画 第 3 章　 科学技術 システム改革

該 当箇所 1 ．人材の育成 、確保、活躍の促進

（1 ）個 々の人材が活 きる環境の形成

⑤　 女性研究者の活躍促進

該当記述

注　下線部

女性研究者がその能力を最大限に発揮できるようにするため、男

女共同参画の観点も踏まえ、競争的資金等の受給において出産 ・育

児等に伴 う一定期間の中断や期間延長を認めるなど、研究 と出産 ・

は国立大 育児等の両立に配慮 した措置を拡充する。

学法人関

連事項

大学や公的研究機関等においては、次世代育成支援対策推進法に

基づき策定 ・実施する行動計画に、研究 と出産 ・育児等の両立支援

を規定 し、環境整備のみな らず意識改革を含めた取組を着実に実施

することが求められる。国は、他のモデル となるような取組を行 う

研究機関に対する支援等を行 う。

大学や公的研究機関は、多様で優れた研究者の活躍を促進する観

点から、女性研究者の候補を広 く求めた上で、公正な選考により積

極的に採用す ることが望まれる。また、採用のみならず、昇進 ・昇

格や意思決定機関等への参画においても、女性研究者を積極的に登

用することが望ましい。

女性研究者の割合については、各機関や専攻等の組織毎に、目標

や理念、女性研究者の実態が異なるが、当該分野の博士課程 （後期）

における女性の割合等を踏まえつつ、各組織毎に女性の採用の数値

目標を設定し、その目標達成に向けて努力するとともに達成状況を

公開するなど、女性研究者の積極的採用を進めるための取組がなさ

れることを期待する。現在の博士課程 （後期）における女性の割合

に鑑みると、期待 される女性研究者の採用 目標は、自然科学系全体

としては 2 5 ％ （理学系 2 0 ％、工学系 1 5 ％、農学系 3 0 ％、保

健 系 3 0 ％） である。

国は、各大 学や公的研究機関における女性研究者の活躍促進に係

る取組状況や女性研究者の職階別の割合等を把握 し、公表する。

さらに、理数好きの子どもの裾野を広げる取組の中で、女子の輿

味 ・関心の喚起 ・向上にも資する取組を強化するとともに、女性が

科学技術分野に進む上での参考となる身近な事例やロールモデル等

の情報提供を推進する。
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注1）各国立大学法人等が策定した次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画当該計画中

に、狙塁上＿出産・育児等の両立支援に係る規定が有るか無いか、そして、その関連取組
をしているか否かは、業務実績報告書ではわからなかった。したがって、指標①には、
当該行動計画に基づく環境整備や意識改革等の取組を行っている旨の記載を抽出した。
なお、当該行動計画の策定は義務であるため、策定したのみの記載は抽出しなかった。

2）基本計画の記載にあるように「女性の区且の数値目標を設定」している記載は、業務
実績報告書にはなく、教員全体に占める女性教員比率等の数値目標の設定の記載しかな
かった。したがって、指標を「④　女性研究者の採用笠の数値目標設定」とした。また、
当該指標に係る抽出にあたっては、業務実績報告書の「項目別の状況」の記載のうち「中
期計画」及び「年度計画」において数値目標を設定している場合は当該欄の記載も抽出
するとともに、記載事業年度以降特にその数値目標の設定解除等見受けられない場合は
前事業年度の記載を準用した。

9　301人以上の常時雇用者を有する国立大学法人等においては、次世代育成支援対策推進法
（平成15年7月16日法律第120号）第12条第1項に基づく一般事業主行動計画を策定し、
平成17年4月1日以降速やかに届け出なければならない。
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表3・5・1「女性研究者の活躍促進」に係る基本計画記載指標の取組法人数及び

取組率（事業年度別）

指　 標
平成 16事業年度 平成 17事業年度 平成18事業年度

法人数 謡 も 法人数 濃 も 法人数 漂 L

の　 次世代育成支援対策推進法に
基づく行動計画に係る研究と出産・
育児等の両立支援等の取組

0 6　　　　 6％ 7　　　　 8％

（訪　女性研究者の積極的採用と当該
関連制度等の整備 24　　　　 26％ 39　　　 41％ 43　　　 47％

③　 女性研究者の積極的登用と当該
関連制度等の整備 4　　　　 4％ 4　　　　 4％ 7　　　　 8％

④　 女性研究者の採用等の数値目
標設定 6　　　　 6％ 9　　　　 9％ 12　　　 13％

注　平成17事業年度には、旧富山3法人（旧富山大学、旧富山医科薬科大学、旧高岡短期大
学）及び旧筑波技術短期大学を含む。

図3・5－1「女性研究者の活躍促進」に係る基本計画指標の取組率（事業年度別）
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表3・5－2　基本計画記載指標以外の「女性研究者の活躍促進」に関連する

取組法人数及び取組率（事業年度別）

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成 16事業年度 平成 1 7事業年度 平成1 8事業年度

法人数 濃 も 法人数 濃 も 法人数 語 呂

基本計画記載指標以外の「女性研 2）

究者の活躍促進」に関連する取組 30　　　 32％ 47　　　　 49％ 48　　　　 53％

保育園等乳幼児関連施設、その

他女性関連施設整備 9　　　 10％ 18　　　 19％ 24　　　 26％

育児・介護休業制度、長期履修

学生制度等の制定・運用 8　　　　 9％ 14　　　 15％ 6　　　　 7％

セクシュアル・ハラスメント等関連

取組、各種相談窓口整備 9　　　 10％ 16　　　 17％ 5　　　　 5％

女性研究者研究費助成等研究
支援 2　　　　 2％ 4　　　　 4％ 7　　　　 8％

男女共同参画関係の取組 5　　　　 5％ 11　　　 12％ 16　　　 18％

その他 8　　　　 9％ 10　　　 11％ 23　　　　 25％

注1）平成17事業年度には、旧富山3法人（旧富山大学、旧富山医科薬科大学、旧高岡短期
大学）及び旧筑波技術短期大学を含む。
2）指標に内訳がある場合、1法人において重複して取り組まれている場合は、1として
計算。

表3・5－3　「女性研究者の活躍促進」に係る準備・検討段階の取組法人数及び

取組率（事業年度別）

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成16事業年度 平成17事業年度 平成18事業年度

法人数 孟 告 法人数 忍 も 法人数 孟 忘

32　　　　34％ 36　　　 38％ 41　　　 45％

注　平成17事業年度には、旧富山3法人（旧富山大学、旧富山医科薬科大学、旧高岡短期大
学）及び旧筑波技術短期大学を含む。
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●　本項「女性研究者の活躍促進」は本調査対象の全7項目中唯一、全指標の取

組率が各事業年度増加している。「女性研究者の活躍促進」に係る基本計画記載

事項については、各国立大学法人等において着実に取組が進んでいることが伺

える。

●　「女性研究者の活躍促進」に係る指標の中で、「②　女性研究者の積極的採用

と当該関連制度等の整備」が各事業年度とも最も高い取組率となっているとと

もに、その取組率が事業年度ごとに大きく増加している（表3－5－1、図3－5・1）。

平成18事業年度では、全法人の47％（43法人）で行われている。

【取組事例】　（平成18事業年度・北海道大学）

女性教員採用部局に、ポイント制教員人件費管理システムによるポイント

を付与

●　「③　女性研究者の積極的登用と当該関連制度等の整備」については、各事

業年度とも取組率10％未満にとどまっている。前述「②　女性研究者の積極的

採用と当該関連制度等の整備」では取組率が各事業年度で増加し平成18事業

年度には47％までに伸び積極的採用が進んでいる一方で、積極的”登用”はそれ

ほど進んでいないものと思われる。

【取組事例】　（平成18事業年度・静岡大学）

新たに副学長（男女共同参画・学生担当）を設け、同職に女性教員を登用
」－＿

●　「④　女性研究者の採用等の数値目標設定」は、取組率が事業年度ごとに伸

びてきており、平成18事業年度には13％（12法人）となっている。

なお、基本計画の記載にあるように「女性の逸足の数値目標を設定」してい

る記載は、業務実績報告書にはなく、教員全体に占める女性教員比率等の数値

目標の設定の記載しかなかった。したがって、指標を「④　女性研究者の採用

等の数値目標設定」とした。

【取組事例】　（平成18事業年度・鳴門教育大学）

」　＿

中期目標期間中に、女性教員の割合を20％に引き上げる

●　「①　次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画に係る研究と出産・育児

等の両立支援の取組」についても、各事業年度とも取組率10％未満にとどまっ

ている。次世代育成支援対策推進法により当該行動計画を平成16年度末まで

に策定し、平成17年4月1日以降届け出ることとなっていることから、平成

17年度以降に当該取組が見受けられる（表3－か1、図3－5－1）。しかし、そもそ

も当該行動計画に研究と出産・育児等の両立支援に係る規定が有るか無いか、

さらに、その関連取組をしているか否かは、全国立大学法人等の業務実績報告
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書に記載がなかった。したがって、指標①には、当該行動計画に基づく環境整

備や意識改革等の取組を行っている旨の記載を抽出した。当該行動計画に研究

と出産・育児等の両立支援に係る規定の有無は、各国立大学法人等が策定して

いる当該行動計画本文の確認の必要があると考える。

【取組事例】　（平成18事業年度・東京大学）

次世代育成支援対策行動計画に基づき、子育てに関連する情報提供及び諸

i制度を紹介するホームページの開設

●　基本計画記載指標以外の「女性研究者の活躍促進に係る取組」に関連する取

組は、事業年度ごとに取組率が増えている（表3－5－2）。平成18事業年度には、

全法人の53％（48法人）で取り組まれている。

中でも「保育園等乳幼児関連施設、その他女性関連施設整備」が最も多く、

平成18事業年度では24法人（全法人の26％）で取り組まれている。

その他にも「育児・介護休業制度、長期履修学生制度等の制定・運用」、「セ

クシュアル・ハラスメント等関連取組、各種相談窓口整備」、「女性研究者研究

費助成等研究支援」、「男女共同参画関係の取組」等様々な取組が展開されてお

り、半数以上の国立大学法人等で何らかの女性研究者の活躍促進に係る取組が

行われている（巻末参考資料）。

【取組事例】　（平成18事業年度・愛媛大学）

院内保育施設を建設し、開所
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3．6　外国人研究者の活躍促進

基本計画 第 3 章　科学技術システム改革

該当箇所 1 ．人材の育成、確保、活躍の促進

（1 ）個々の人材が活きる環境の形成

⑥　 外国人研究者の活躍促進

該当記述

注　下線部

科学技術活動においては、世界一流の研究者をはじめとする優秀

な人材が、国籍を問わず数多く日本の研究社会に集まり、活躍でき

るようにする必要がある。

大学や公的研究機関において、優れた外国人研究者の招へい ・登は国立大

学法人関 用を促進するため、国は、研究環境のみならず住宅確保、子弟教育

連事項 等の生活環境にも配慮 した組織的な受入体制の構築を支援する。ま

た、世界的研究教育拠点を目指す大学や公的研究機関は、外国人研

究者の活躍促進 を図るための行動計画を策定することが期待され、

国は、その取組状況を把握 し、公表する。

さらに、外国人研究者の受入れの円滑化を図るため、出入国管理

制度や査証発給のあ り方に係 る必要な見直しや運用改善等を一層推

進する。外国人研究者の住宅確保等については、大学や公的研究機

関と地方公共団体等 との連携により外国人研究者の身元保証を行 う

こと等の充実が期待され る。

一方、優れた外国人留学生の我が国への定着に資するため、我が

国で博士号を取得 した留学生が外国人ポス トドクター招へい制度に

円滑に応募できるよう運用改善を行 う。

なお、大学や公的研究機関は、研究者の採用の際、英語での告知

を徹底 し英語での応募を認めるなど、外国人研究者が応募 しやすい

環境を整備することが期待 される。

基本計画 ①　 外国人研究者の住宅確保等生活環境に配慮 した受入体制の構築

記載事項 ②　 外国人研究者の活躍促進を図るための行動計画の策定

の うち国 ③　 外国人研究者の身元保証

立大学法 ④　 我が国で博士号を取得 した留学生の外国人ポス トドクター招へ

人等の取 い制度応募のための運用改善

組状況を ⑤　 英語での告知等研究者採用時に外国人研究者が応募 しやすい環

把握する

ための指

標

境の整備

基本計画 ⑥　 基本計画記載指標以外の 「外国人研究者の活躍促進」に関連す

記載事項 る取組

以外の指

標

⑦　 「外国人研究者の活躍促進」に係る準備 ・検討段階の取組

胃　32　－



表3せ1「外国人研究者の活躍促進」に係る基本計画記載指標の取組法人数

及び取組率（事業年度別）

指　 標

第 3期基本計画前 第3期基本計画

平成 16事業年度 平成 17事業年度 平成 18事業年度

法人数 岩 も 臥 数 忍 も 法人数 孟 旨

（D　外国人研究者の住宅確保等生
活環境に配慮した受入体制の構築

19　　　 20％ 24　　　 25％ 20　　　 22％

②　 外国人研究者の活躍促進を図る
ための行動計画の策定 0 0 0

③　 外国人研究者の身元保証 0 0 0

（彰　我が国で博士号を取得した留学
生の外国人ポストドクター招へい制度
応募のための運用改善

0 0 0

（9　英語での告知等研究者採用時に
外国人研究者が応募しやすい環境
の整備

10　　　 11％ 8　　　　 8％ 8　　　　 9％

注　平成17事業年度には、旧富山3法人（旧富山大学、旧富山医科薬科大学、旧高岡短期大
学）及び旧筑波技術短期大学を含む。

図3・6・1「外国人研究者の活躍促進」に係る基本計画指標の取組率（事業年度別）
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（む外国人研究者の住宅確
保等生活環境に配慮した受
入体制の構築

一書－②外国人研究者の活躍促
進を図るための行動計画の
策定

－4トー③　外国人研究者の身元保
証

細・●－④我が国で博士号を取得
した留学生の外国人ポスト

ドクター招へい制度応募の
ための運用改善

ここ＿ニー⑤英語での告知等研究者
採用時に外国人研究者が
応募しやすい環境の整備

l

平成16　　　平成17i　平成18　（事業年度）
l

第3期基本計画前 ：第3期基本計画
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表3・6・2　基本計画記載指標以外の「外国人研究者の活躍促進」に関連する

取組法人数及び取組率（事業年度別）

第 3期基本計画前 第3 期基本計画

平成 16 事業年度 平成 1 7事業年度 平成 18 事業年度

法人数 忍 も 法人数 濃 も 法人数 讃 忘

基本計 画記載 指標 以外 のI外 国人 2）
研 究者 の活躍促進」に関連する取
組

57　　　　 61％ 74　　　 78％ 71　　　 78％

外 国人研究者の採用 、招 へい、

受け入れ 39　　　　 42％ 58　　　 6 1％ 57　　　　 63％

外国人研究者の処遇改善 、採 用
制度の整備 、採用情報 の公開 23　　　　 25％ 41　　　 43％ 25　　　 27％

ホームページ等の外 国語化 15　　　 16％ 15　　　 16％ 12　　　 13％

国際交流関連組織 の設置 5　　　　 5％ 7　　　　 7％ 4　　　　 4％

学術 交流協 定の締結 8　　　　 9％ 7　　　　 7％ 5　　　　 5％

研 究スペ ースの確保 5　　　　 5％ 3　　　　 3％ 3　　　　 3％

その他 4　　　　 4％ 9　　　　 9％ 12　　　 13％

注1）平成17事業年度には、旧富山3法人（旧富山大学、旧富山医科薬科大学、旧高岡短期
大学）及び旧筑波技術短期大学を含む。
2）指標に内訳がある場合、1法人において重複して取り組まれている場合は、1として
計算。

表3・針3　「外国人研究者の活躍促進」に係る準備・検討段階の取組法人数及び

取組率（事案年度別）

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成16事業年度 平成17事業年度 平成18事業年度

法人数 濃 も 法人数 岩 島 法人数 讃 旨

40　　　 43％ 33　　　 35％ 31　　　 34％

注　平成17事業年度には、旧富山3法人（旧富山大学、旧富山医科薬科大学、旧高岡短期大
学）及び旧筑波技術短期大学を含む。
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●　「外国人研究者の活躍促進」に係る指標の中で、「①　外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受入体制の構築」が最も高い取組率であり、平成18

事業年度では、全法人の　22％（20法人）で取り組まれている（表　3－6－1、図

3－6－1）。
．

！

．

．

．

．

】

．

．

．

．

－

．

」

【取組事例】　（平成18事業年度・長岡技術科学大学）

外国人研究者の宿泊施設について、市内関係機関及び民間不動産関係への

サポート依頼を行うとともに宿舎を確保

●　次に多く取り組まれている指標は「⑤　英語での告知等研究者採用時に外国

人研究者が応募しやすい環境の整備」であるが、取組率は、平成18事業年度

でも全法人の9％（8法人）にとどまっている（表3－6－1、図3－6－1）。
…

…

…

．

．

」

【取組事例】　（平成18事業年度・佐賀大学）

各学部等は英語版公募要領を作成して広く国外にも教員公募情報を発信

●　「②　外国人研究者の活躍促進を図るための行動計画の策定」、「③　外国人

研究者の身元保証」及び「④　我が国で博士号を取得した留学生の外国人ポス

トドクター招へい制度応募のための運用改善」の3指標については、各事業年

度とも取組法人が認められなかった（表3－6－1）。

このうち「②　外国人研究者の活躍促進を図るための行動計画の策定」につ

いては、業務実績報告書には記載が認められなかったが、11国立大学法人等で

全学的に策定しているとの調査結果10もあることから、各国立大学法人等にお

いて業務実績報告書に当該計画策定の旨が記載されることを期待する。

●　基本計画記載指標以外の「外国人研究者の活躍促進」に係る取組に関連する

取組については、取組率も高く、平成18事業年度では全法人の78％（71法人）

で取り組まれている（表3－6－2、図3－6－1）。

中でも、「外国人研究者の採用、招へい、受け入れ」が最も多く、平成18事

業年度では全体の63％（57法人）で取り組まれている。

その他にも「外国人研究者の処遇改善、採用制度の整備、採用情報の公開」、「ホ

ームページ等の外国語化」、「国際交流関連組織の設置」、「学術交流協定の締結」、

「研究スペースの確保」等様々な取組が展開されており、8割の国立大学法人

等で何らかの外国人研究者の活躍促進に係る取組が行われている（巻末参考資

料）。

10　「平成18年度　大学等における科学技術・学術活動実態調査報告」（2006、文部科学省
科学技術政策研究所科学技術基盤調査研究室）の平成18年7月14日現在の調査結果であ
る。
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【取組事例】　（平成18事業年度・京都大学）

外国人研究員制度等の活用により、約　540名の外国人教員、外国人研

究員等を受け入れ

京都大学教育研究振興財団の長期招へい（若手）制度等により、外国か

らの博士取得後研究員を招へい外国人学者や外国人共同研究者等として

受け入れ。延べ155名
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3．7　優れた高齢研究者の能力の活用

基本計画 第 3 章　科学技術 システム改革

該 当箇所 1 ．人材 の育成、確保 、活躍 の促進

（1 ）個々の人材が活 きる環境の形成

（9　 優れ た高齢研 究者 の能力の活 用

該 当記述

注　下線部

研究活動 において年功主義を残 し、能力主義 を徹底 しないまま安

易に雇用期間の延長等 を行 うことは、若手研 究者の登用の機会 を奪

い、研究現場の活力を失わせ る恐れがある。

は 国立 大 一方、国際的に見て真 に優 秀 と認 め られ る研究者 が年齢 を問わず

学法 人 関 活躍 し成果 をあげてい くことは、我が国の科学技術水準 の向上 に と

連事項 って重要で あ り、定年後 も競争 的資金や外部 資金等の活 用によ り何

らかの形で研究を継続 できるよ う、大学に促す。また、定年後の研

究者が、研 究職以外の立場で広 く科学技術振興 のため活躍 できるよ

う、その能 力や知見 を十分活 かす取組 を促進す る。

基本計画 ①　 定年後の競争的資金等の活用 による研究継続 の取組 1）

記載事項 ②　 定年後 に研 究職以外 の立場 で科学技術振興 のため活躍 できる取

の うち国

立大学法

人等 の取

組状況 を

把握す る

ための指

標

組　 2）

基本 計画 ③　 基本計画記載指標 以外の 「優れ た高齢研 究者 の能力の活 用」 に

記載 事項 関連す る取組

以 外の指 ④　 「優れ た高齢研 究者 の能力の活用」に係 る準備 ・検討段階の取

標 組

注1）競争的資金や外部資金等の活用により研究を継続できる取組と判断できる記載のみ抽

出した。

2）①に含まれない研究職も含む、科学技術振興のため活躍できる取組を抽出した。
3）定年退職とその他の事由による退職との区別が判断できない記載は抽出しないことと

した。
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表3・7・1「優れた高齢研究者の能力の活用」に係る基本計画記載指標の

取組法人数及び取組率（事業年度別）

指　 標

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成16事業年度 平成17事業年度 平成18事業年度

法人数 濃 も 法人数 岩 島 法人数 盈 ㌔

①　定年後の競争的資金等の活用
による研究継続の取組 3　　　　 3％ 1　　　 1％ 5　　　　 5％

Q）定年後に研究職以外の立場で
科学技術振興のため活躍できる取
組

11　　 12％ 14　　　 15％ 15　　　 16％

注　平成17事業年度には、旧富山3法人（旧富山大学、旧富山医科薬科大学、旧高岡短期大
学）及び旧筑波技術短期大学を含む。

図3サ1「優れた高齢研究者の能力の活用」に係る基本計画指標の取組率

（事業年度別）

18％

16％

14％

取12％

10％

組
8％

率
6％

4％

2％

0％

（彰　定年後の競争的資金等
の活用による研究継続の取
組

－4－－②　定年後に研究職以外の
立場で科学技術振興のため
活躍できる取組

平成16　　　平成17

第3期基本計画前

平成18　（事業年度）

第3期基本計画
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表3・7・2　基本計画記載指標以外の「優れた高齢研究者の能力の活用」に関連

する取組法人数及び取組率（事業年度別）

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成16事業年度 平成17事業年度 平成18事業年度

法人数 濃 も 法人数 岩 島 法人数 讃 旨

5　　　　 5％ 5　　　　 5％ 14　　　 15％

注　表3・7－1の注に同じ。

表3・7・3　「優れた高齢研究者の能力の活用」に係る準備・検討段階の

取組法人数及び取組率（事業年度別）

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成16事業年度 平成17事業年度 平成18事業年度

法人数 濃 も 法人数 岩 島 法人数 孟 旨

8　　　　 9％ 11　　 12％ 13　　　 14％

注　表3－7・1の注に同じ。
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●　「優れた高齢研究者の能力の活用」に係る指標の中で、「②　定年後に研究職

以外の立場で科学技術振興のため活躍できる取組」が最も高い取組率である（表

3－7－1、図3ワ－1）。しかし、取組率は最も多い平成18事業年度においても、16％

（15法人）にとどまっている。

【取組事例】　（平成18事業年度・宇都宮大学）

本学退職者を対象とした報酬を受けないで教育研究活動等を行うための
や
ヽノ材人援支学大宮都

用
字
　
活

ンク登録者（12名）のうち3名を非常勤講師として

●　もうひとつの基本計画記載事項の指標である「（D　定年後の競争的資金等の

活用による研究継続の取組」は、最も取組法人数の多い平成18事業年度にお

いても、5法人（全法人の5％）のみである（表3－7・1、図3・7・1）。

【取組事例】　（平成18事業年度・横浜国立大学）

外部資金導入等に貢献が見込まれる者及び在職中に技術者リカレント教

育の実践を通じ社会貢献に顕著な功績のあった者を引き続き採用

●　平成16年の高年齢者雇用安定法改正11に伴う平成18年4月1日からの施行

措置に対応するため、定年延長や再雇用制度が取り入れる取組が、「基本計画記

載指標以外の「優れた高齢研究者の能力の活用」に関連する係る取組」や「準

備・検討段階の取組」で多く見受けられる（巻末参考資料）。
「
】
E
I
は

【取組事例】　（平成18事業年度・信州大学）

改正高年齢者雇用安定法の趣旨に沿ったシニア雇用制度を導入。定年退職

後の継続雇用を制度化

11高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年5月25日法律第68号）の改正に伴
い、事業主は、①定年の引上げ、②継続雇用制度の導入、③定年の定めの廃止、のいずれ
かの措置を講じなければならないこととするなどとなった。
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4　総括

基本計画の「第　3章　科学技術システム改革」の「1．人材育成、確保、活躍

の促進」の「（1）個々の人材が活きる環境の形成」の記載には、国立大学法人等に

期待等される取組として28の指標があった。

これら全体の取組率をみてみると、第3期基本計画前の平成16、17事業年度

から、第3期基本計画の開始された平成18事業年度にかけ増加傾向にある。そ

のような中、大半の指標は取組率30％に満たない状況となっているが、平成18

事業年度は、承知のとおり、5年間にわたる第3期基本計画の初年度あり、基本

計画に沿った施策に対する予算措置等もまだ十分になされている環境ではない。

したがって、第3期基本計画初年度としては相応の動向と考えられる。

これらの指標を取組率の動向から以下のとおりまとめる。

（1）第3期基本計画が開始された平成18事業年度に取組率が40％を超えてい

る指標

まずは、第3期基本計画が開始された平成18事業年度に取組率が40％を超え

ている4指標についてみてみる（表4－1）。これらは、同じく平成18事業年度の

取組率が30％を割っているその他の指標を大きく引き離している。

取組率の高い指標から順に、

・（流動性）12（》　任期制の広範な定着に係る取組　（86％）

・（若手）③　若手研究者の活躍の場の整備　（63％）

・（人事システム）①　公募制の整備と公募制を適用した採用　　（56％）

・（女性）②　女性研究者の積極的採用と当該関連制度等の整備　（47％）

である。

「（流動性）①　任期制の広範な定着に係る取組は、各事業年度とも　8割超の

高い取組率となっており、本調査指標の中で最も高い取組率である。これは、本

調査の指標の中で最も高い取組率である（表4－1、図4・1）。

さらに、任期制の導入を進める上で、公募で広く開かれた採用を行っていくこ

とが基本計画で望まれているが、公募制の導入等に係る「（人事システム）①　公

募制の整備と公募制を適用した採用」や、広く女性研究者を求める「（女性）②　女

性研究者の積極的採用と当該関連制度等の整備」のいずれの指標も高い取組率と

なっている。任期制や公募制の導入と、女性研究者の積極的採用が、広く国立大

12 本項では、以下のとおり略している。
（人事システム）
（若手）
（流動性）
（自校）
（女性）
（外国人）
（高齢）

「公正で透明性の高い人事システムの徹底」に係る指標
「若手研究者の自立支援」に係る指標
「人材の流動性の向上」に係る指標
「自校出身者比率の抑制」に係る指標
「女性研究者の活躍促進」に係る指標
「外国人研究者の活躍促進」に係る指標
「優れた高齢研究者の能力の活用」に係る指標

ー　41－



学法人等で取り組まれている。

「若手研究者の自立支援」に係る指標の「③　若手研究者の活躍の場の整備」

は、前述の　3指標と取組の中身を異にする指標である。「若手研究者の活躍の場

の整備」として、「若手研究者の研究費等助成及び助成制度の整備」、「若手研究者

研究スペースの確保」等の取組が行われている（表3－2・1、巻末参考資料）。中で

も、「若手研究者の研究費助成及び助成制度の整備」が主となっており、学長裁量

経費等に若手研究者の枠を設けるなど、各国立大学法人等でさまざまな若手研究

者への研究費助成制度を整備している。業務実績報告書には、研究費助成額や採

択件数等定量的記述も多く認められた。

（2）第3期基本計画前の平成17事業年度から、基本計画が開始された平成18

事業年度に取組率が大きく増えた指標

次に、基本計画が開始された平成18事業年度に取組率が大きく増え、かつそ

の取組率が10％超となった4指標についてみてみる。

・（流動性）②　再任可能な任期制や再審制による雇用　（12％　→　23％）

・（人事システム）③　優れた努力に対する公正な評価による積極的処遇

（12％　→　22％）

・（若手）②　若手研究者の助教ポストの確保

・（若手）（彰　テニュア・トラック制の導入

である。

（1％　→16％）

（－　→10％）

「（流動性）②　再任可能な任期制や再審制による雇用」は、前述の広く国立大

学法人等で取り組まれている任期制の導入推進と連動した動向と考えられる。

「（人事システム）③　優れた努力に対する公正な評価による積極的処遇」、「（若

手）①　テニュア・トラック制の導入」及び「（若手）②　若手研究者の助教ポス

トの確保」は、実際の取組に至っている状況に加え、検討、準備等の取組も多く

認められるため、平成19事業年度以降も取組率が増加していくと思われる。

「（若手）②　若手研究者の助教ポストの確保」については、「助教」が、平成

17年の学校教育法の改正により、平成19年4月1日から新設されることとなっ

たことが取組率増加に大きく影響していると考えられる。

（3）各事業年度とも取組法人が認められなかった指標

次に、各事業年度とも取組法人が認められなかった以下の7指標についてみて

みる。

・（人事システム）④　自己点検評価への人事システムの適切な位置付け及び

改革・改善

・（人事システム）⑤　第三者評価における人事システムの改革・改善への対

応

・（若手）④　若手研究者の採用過程の透明化

・（流動性）③　複数の大学同時の任期制への移行
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・（外国人）②　外国人研究者の活躍促進を図るための行動計画の策定

・（外国人）③　外国人研究者の身元保証

l（外国人）④　我が国で博士号を取得した留学生の外国人ポストドクター招

へい制度応募のための運用改善

「（人事システム）④　自己点検評価への人事システムの適切な位置付け及び改

革・改善」と「（人事システム）（9　第三者評価における人事システムの改革・改

善への対応」については、平成16年度から学校法人法の改正や国立大学法人法

の制定に伴い第三者評価による評価が導入され、各国立大学法人とも、これらを

はじめとする各種評価に対する体制整備に、まずは対応している状況であり、「自

己点検評価への人事システムの適切な位置付け」等ピンポイントの事項への対応

までには至らなかった状況であったためと思われる。平成19年度事業以降の取

組増加を期待したい。

「（流動性）③　複数の大学同時の任期制への移行」については、国立大学法人

等が積極的に連携して同時に任期制へ移行している取組は認められなかった。し

かし、「（流動性）①　任期制の広範な定着に係る取組」では、各事業年度とも全

法人の8割超と高い取組率となっており、国立大学法人等で広く任期制の導入等

が進んでいることから、結果的には、複数大学同時の任期制への移行を果たして

いると言えよう（表4－1）。

「（外国人）②　外国人研究者の活躍促進を図るための行動計画の策定」、「③

外国人研究者の身元保証」及び「④　我が国で博士号を取得した留学生の外国人

ポストドクター招へい制度応募のための運用改善」の3指標で取組法人が認めら

れなかった。このうち「②　外国人研究者の活躍促進を図るための行動計画の策

定」については、業務実績報告書には記載が認められなかったが、11国立大学法

人で全学的に策定しているとの調査結果13もあることから、各国立大学法人等に

おいて業務実績報告書に当該計画策定の旨が記載されることを期待する。

「③　外国人研究者の身元保証」及び「④　我が国で博士号を取得した留学生

の外国人ポストドクター招へい制度応募のための運用改善」については、なかな

か取組まれるまでに至らず、除路となっていることが伺える。

「（若手）④　若手研究者の採用過程の透明化」については、取組法人が認めら

れたものの取組率が低かった「（人事システム）②　研究者採用に係る競争的な選

考」や、「（流動性）④　若手一回異動の原則の奨励」、「（自校）①　教員の自校出

身者比率の抑制に係る取組」と関連の深い取組でもある（表4・1）。前述のように、

国立大学法人等で広く任期制の導入が進み、公募にも積極的に取り組まれている

一方で、実際の選考過程における透明化までには至っていないものと思われる。

13「平成18年度　大学等における科学技術・学術活動実態調査報告」（2006、文部科学省科
学技術政策研究所科学技術基盤調査研究室）の平成18年7月14日現在の調査結果である。
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表4・1「個々の人材が活きる環境の形成」に係る基本計画記載指標の取組率

（事業年度別・項目別）

指　 標

第 3 期 基 本 計 画 前 第 3 期 基 本 計 画

平 成 1 6 平 成 1 7 平 成 1 8

事 業 年 度 事 業 年 度 事 業 年 度

公 正 で 透 明 性 の 高 い 人 事 シ ス テ ム の 徹 底

① 公 募 制 の 整 備 と公 募 制 を 適 用 した

採 用 48 ％ 5 6％ 5 6％

（診 研 究 者 採 用 に係 る競 争 的 な 選 考 8％ 11％ 10％

③ 優 れ た 努 力 に 対 す る公 正 な 評 価

に よる積 極 的 処 遇
11％ 12％ 22 ％

④　 自 己 点 検 評 価 へ の 人 事 シ ステ ム

の 適 切 な 位 置 付 け 及 び 改 革 ・改 善 － － ー

⑤　 第 三 者 評 価 に お け る人 事 シ ステ ム

の 改 革 ・改 善 へ の 対 応 － － －

若 手 研 究 者 の 自立 支 援

① テ ニ ュア ・トラック制 の 導 入
ー ー 10％

②　 若 手 研 究 者 の 助 教 ポ ストの 確 保
－ 1％ 16％

③ 若 手 研 究 者 の 活 躍 の 場 の 整 備 52％ 64 ％ 63％

④ 若 手 研 究 者 の 採 用 過 程 の 透 明 化
ー － －

⑤ ポ ス トドクター の 研 究 職 以 外 の 進

路 も含 め た キ ャリア サ ポ ー ト 1％ 2，‘ 1％

⑥　 若 手 研 究 者 が 民 間 企 業 等 と接 す

る機 会 の 充 実
1％ 4％ 3 ％

⑦ 若 手 研 究 者 の 国 際 経 験 の 充 実 22％ 2 7％ 27％

人 材 の 流 動 性 の 向 上

① 任 期 制 の 広 範 な 定 着 に 係 る取 組 88％ 8 4％ 86％

②　 再 任 可 能 な任 期 制 や 再 審 制 に よ

る雇 用
1 1％ 12％ 23％

③ 複 数 の 大 学 同 時 の 任 期 制 へ の 移

行 － － －

④　 若 手 一 回 異 動 の 原 則 の 奨 励 1％ 2％ 1％
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指　 標

第3期基本計画前 第3期基本計画

平成1 6 平成 17 平成18
事業年度 事業年度 事業年度

自校出身者比率の抑制

①　 教員の自校出身者比率の抑制に

係る取組 9％ 7％ 7％

女性研究者の活躍促進

（丑　次世代育成支援対策推進法に基
づく行動計画に係る研究と出産・育児

等の両立支援等の取組
－ 6％ 8％

②　 女性研究者の積極的採用と当該

関連制度等の整備 26％ 41％ 47％

③　 女性研究者の積極的登用と当該

関連制度等の整備 4％ 4％ 8％

④　 女性研究者の採用等の数値 目標

設定 6％ 9％ 13％

外国人研究者の活躍促進

①　 外国人研究者の住宅確保等生活
環境に配慮した受入体制の構築 20％ 25％ 22％

（塾　外国人研究者の活躍促進を図る

ための行動計画の策定 － － －

③　 外国人研究者の身元保証 － － －

④　 我が国で博士号を取得した留学
生の外国人ポストドクター招へい制度
応募のための運用改善

一 － －

（9　英語での告知等研究者採用時に
外国人研究者が応募しやすい環境の
準備

11％ 8％ 9％

優れた高齢研究者の能力の活用

（丑　定年後の競争的資金等の活用に

よる研究継続の取組
3％ 1％ 5％

②　 定年後の研究職以外の立場で科
学技術振興のため活躍できる取組 12％ 15％ 16％

注　取組法人数0法人の取組率は、「－」表記とした。
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図4・1「個々の人材が活きる環境の形成」に係る基本計画記載指標の取組率

（事業年度別）

100％「

％07取

％05組

準　30％

10％∴一一一‥一一一一一…

流①任期制の広範な定着に係る取
組

→トー若③　若手研究者の活躍の場の整備

一母－シ（り公募制の整備と公募制を適用
た採用

－■トー女②　女性研究者の積極的採用と当
該関連制度等の整備

ノ若（∋　若手研究者の国際経験の充実

－4胃流②再任可能な任期制や再審制に
よる雇用

－4－外（D　外国人研究者の住宅確保等生
活環境に配慮した受入体制の構築

シ（診優れた努力に対する公正な評
価による棲榛的処遇

－」トー高②定年後の研究職以外の立場で
科学技術振興のため活躍できる取組

－4トー若②若手研究者の助教ポストの確
保

－1ト胃女④　女性研究者の採用等の数値目
標設定

－eユー若（彰テニュア・トラック制の導入

シ②研究者採用に係る競争的な選
考

平成16　　　平成17

第3期基本計画前

平成18　（事業年度）

：第3期基本計画
l

注1）図中凡例の略記は以下のとおり。
シ：　「公正で透明性の高い人事システムの徹底」に係る指標
若：　「若手研究者の自立支援」に係る指標
流：　「人材の流動性の向上」に係る指標
自：　「自校出身者比率の抑制」に係る指標
女：　「女性研究者の活躍促進」に係る指標
外：　「外国人研究者の活躍促進」に係る指標
高：　「優れた高齢研究者の能力の活用」に係る指標
例えば、「流（丑　任期制の広範な定着に係る取組」は、「人材の流動性の向上」に係る
指標の「①　任期制の広範な定着に係る取組」を示す。
2）平成18事業年度の取組率が10％未満の指標は、省略している。
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（4）総括
以上から、第3期科学技術基本計画の「第3章　科学技術システム改革」の「1．

人材育成、確保、活躍の促進」の「（1）個々の人材が活きる環境の形成」に掲げら

れた取組に係る国立大学法人及び大学共同利用機関法人の取組状況について、そ

の業務実績報告書から、以下のようなことがわかった。

①　第3期科学技術基本計画の「個々の人材が活きる環境の形成」おいて、国

立大学法人等に期待等される取組等として28の指標があった

これら全体の取組率をみてみると、第3期基本計画前の平成16、17事業

年度から、計画が開始された平成18事業年度にかけ増加傾向にある。この

ような中、大半の指標は取組率30％未満という状況だが、平成18事業年度

は、5年間にわたる第3期基本計画の初年度であり、計画に沿った施策に対

する予算措置等もまだ十分になされている環境ではなく、第3期基本計画初

年度としては相応の動向になっている

②（1）任期制や公募制の導入、（2）女性研究者の積極的採用、（3）若手研究者の

活躍の場の整備（若手研究者への研究費等助成や研究スペースの確保等）に

ついて、国立大学法人等の取組率が5割以上と高く、広く取り組まれている

③（1）再任可能な任期制、（2）公正な評価による努力に対する積極的処遇、（3）

テニュア・トラック制の導入、（4）若手研究者の助教ポストの確保について、

基本計画が開始された平成18事業年度に取組率が大きく増加し、取組率が1

割以上になっている

④　国立大学法人等で広く任期制や公募制の導入が進んでいる一方で、実際の

選考過程において透明性ある環境までには至っていない

⑤（1）外国人研究者の身元保証、（2）我が国で博士号を取得した留学生の外国

人ポストドクター招へい制度応募のための運用改善については、国立大学法

人等にとって特に陸路になっている
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5　今後の課題等

本調査において調査対象とした業務実績報告書は、その名のとおり国立大学法

人等の業務実績を網羅しており、基本計画における「個々の人材が活きる環境の

形成」に係る国立大学法人等の取組状況の大半を把握することが出来た。

しかし、業務実績報告書は、国立大学法人法に基づく平成16年度から平成21

年度を目標期間とした「中期目標」に沿った記載を行っており、必ずしも平成18

年に策定された第3期科学技術基本計画の内容を反映した記載とはなっておらず、

また、基本計画記載事項に沿って各国立大学法人等の実施状況を記載することと

もなっていない。したがって、国立大学法人等において基本計画記載事項につい

て取り組んでいる場合でも、業務実績報告書には未記載となっている可能性が含

まれている。例えば、「女性研究者の活躍促進」に係る「次世代育成支援対策推進

法に基づき策定・実施する行動計画に、研究と出産・育児等の両立支援を規定し

ているか否か」といったように、極めてピンポイントな指標については、必ずし

も業務実績報告書からは把握できるとは限らない。このように基本計画において

ピンポイントに取組を掲げている事項については、別途、国立大学法人等にアン

ケート調査等で把握する必要があると考える。また、今回特に取組法人数が少な

かった取組についても別途把握し確認等を行う必要があると考える。

本調査では、基本計画「第　3章　科学技術システム改革」の「1．人材育成、

確保、活躍の促進」の「（1）個々の人材が活きる環境の形成」に係る事項のみを対

象に調査を行ったが、基本計画にはこの他に国立大学法人等に期待等される取組

として、200を超える事項を掲げている。これらすべてについて各国立大学法人

等の取組状況を把握するために、アンケート調査等することは現実的には困難で

あろう。そのため、業務実績報告書もしくはこれに類するような形式を活用し、

かつ国立大学法人等の負担増とならないような、基本計画に係る取組状況を把握

できる体制整備が期待される。そのためにも、科学技術基本計画に係る国立大学

法人等の取組について、的確に把握し、公正に評価した上で各国立大学法人等に

資源配分をする仕組み等、国立大学法人等の科学技術基本計画遂行に係るインセ

テイブの必要性を感じる。
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6　参考資料　「個々の人材が活きる環境の形成」に係る国立大学法人
等別取組状況（事業年度別・指標別）

注）表中、指標内訳において1法人中重複して取り組まれている場合は、1とし

て計算。
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6．1　公正で透明性の高い人事システムの徹底
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平成16事業年度【公正で透明性の高い人事システムの徹底】

大学名

①　 公募制の整備と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努力に対する公 （粉　その他の公正で透明性 ⑦ 準備・検討段階の取組

を適用した採用 的な選考 正な評価による積極的処遇 の高い人事システムの徹底

に係る取組

小計 45法人 7法人 10法人 5法人 24法人

北海道大
学

公募制について、研究科等

における公募の実施状況
や、公募によらない選考を
行っている場合には、その

理由等について調査し、とり
まとめ

北海道教

育大学

教員選考基準等の見直しを

行い、評価項目として、「研
究 ・教育上の業績」「管理運

営に関わる貢献」の他に、
新たに「社会活動に関わる

貢献」「学校教育を中心とし
た教育への深い理解と関

心」を加え、より適切な教員
採用等を行う体制を整備

室蘭工業
大学

教員採用は公募を原則。研

究者人材データベースに登
録するとともに、本学のホー

ムページにも掲載

教員の業績評価システムを

構築。平成17年度の試行

し、学内研究資金 の配分に

反映させることに

帯広畜産

大学

教 員採用は公募を原則 学 内の助手を対象に公募を
行い、多元的業績評価を基

に12 名中7名昇任

旭川医科

大学

教 員任期制導入が了承さ

れ、具体的な再任基準に基
づく規程の素 案を検討

弘前大学

・教職員採用は原則公募 医学部医学科、附属病院 ・評価結果を研究 費に反映
制 。教員採用で公募による で、教 員評価 システムを構 させることを視野に入れて、

者 は22名（全採用人数の 築し、評価結果を講座・部門 教員の研究活動を評価する
40％）

・公募情報は、ホームペー
ジに教員公募情報を掲載

毎の教育研究基盤的経費 ための評価基準の策定に向

の傾斜配分に反映 けて、調査・分析

・医学部で、教員任期制実
施に向けて評価方法を再検
討し、医学部教員任期制実

施要項を見直し

岩手大学

・科学技術振興事業団の研

究者人材データベース

J R EC 」N のほか、本学ホー
ムページ等に掲載して公募

・学外に対し、各部局で公募
を科学技術振興機構JR EC －

IN 等で公表する際に選考
過程を明示

東北大学

文学研究科等21部局で、公

募情報のホームページ等へ

の掲載に関する基本方針を
策定し、ホームページ等に
掲 載

・教員選考過程の透明性確
保のための基本方針、公募

応募者からの情報開示請求
等に対する対応策に必要な

準備等を実施

・教員採用公募情報を、ホー
ムページあるいは国の内外

で発行されている関連分野
の主要雑誌等に掲載するた
めに必要な準備等を実施

宮城教育

大学

定年退職者等の後任補充

に伴う教員の採用8件全て
公募。（独）科学技術振興機
構 の研究者人材データベー

ス及び本学ホームページで
も公募

山形大学

・教員選考基準に基づき、

全学部と教員選考のあった

2つの学内共同教育研究施
設で公募を実施

・インターネットを活用した公
募 先の拡大を推進

教 員の昇進に当たっては、
従来から教育・研究業績、

管理運営への関与について
審査を実施。各部局では勤

勉手当の成績優秀者の選
考に当たって、これらの業績

を反映

福島大学
公募要件を緩和 教員評価とインセンティブに

ついて諮問を受け検討開始

茨城大学

教員の勤勉手当の支給に

係る勤務評価規程 に基づ

き、学部毎に教員評価部会
を設置し、教育、研究及び

社会貢献上の業績を評価す
る評価基準を制定

筑波大学
公募制による教員人事を徹

底

埼玉大学
一般公募制を原則とするな

どの基本方針を策定
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平成16事業年度【公正で透明性の高い人事システムの徹底】

大学名

① 公募制の整備と公募制 ②　 研究者採用に係る競争 （診 優れた努力に対する公 ⑥　 その他の公正で透明性 ⑦　 準備・検討段階の取組

を適用した採用 的な選考 正な評価 による積極的処遇 の高い人事システムの徹底

に係る取組

東京医科

歯科大学

医歯学総合研究科歯学系

教 員（分野責任者を除く全
員）の教育・研究 ・臨床に関

する平成15年度の業績評価
を実施し、公募選考への客

観 的指標として提供

医歯学総合研究科歯学系、

生命情報科学教育部・疾患

生命科学研究部、生体材料

工学研究所、難治疾患研究
所等で、教員行政評価実施
体制が確立。インセンティブ

付与あるいは付与体制を検
討

東京外国

語大学

地域 ・国際講座 、国際協力 学部、大学院等の採用人事 ・学部は、教育と研究面での
特 化コース、大学院国際文 の公募に際して国籍や性別 業績に対する評価に基づき

化講座教授 、大学院平和構 による制限を設定しなかっ 昇任を決定
築 ・紛争予防講座講師 、大

学院言語教育学講座教授、

A A 研講師を公募で選考

た ・大学院 は、研究業績評価

に基づき博士後期課程担 当
者を配置

・A A 研は、①研究業績、②
研究所の活動及びその成
果普及への貢献度を基準に

人事評価を実施

・留 日センターは、昇任に際
して教育、研究、社会貢献 、
組織運営の各項 目について

の評価するシステム

・教職 員の人事評価にあた
り、学長が部局長・室長に対

して、各部局の設置 日的及
び評価基準に基づく推薦を
依頼し、その意見を参考に

しながら役員会審議後、学
長が評価結果を勤勉手当、

特別昇給に反映

東京芸術
大学

採用は、原則公募 教員の採用及び昇任等に

関する選考要項を制定し、

等しい能力を持つ候補者が
複数あった場合には、他大

学出身者．女性，外国人．
障害者を積極的に選考

任期の更新時における評価

制度として、学部等の特性

に応じた、教育、研究 、学内
運営、社会貢献等の多面的

に評価できる評価制度を学
部ごとに作成することとして
検討開始

東京工業

大学

評価を実施した大学院生命

理工学研究科で、評価結果
を勤勉手当の支給 に反映す

る方策を検討し、実施

電気通信

大学

教員の選考にあたっては、 人材の多様化、性 別にとら 教職員 の昇進について厳正

原則、公募制 によるものと われない採用等を内容とす かつ公正な評価を行うた

する、優れた人材の確保 に る教員人事の基本方針を策 め、教育、研究、社会貢献、

努 力するとともに、人事の透

明性、公平性を確保するな
どを内容とする教 員人事の
基本方針を策定

定 管理運営の4領域の活動成

果を収集し、適切な評価を

行うことのできる教員基本
データベースシステムの構

築を推進

横浜国立

大学

・教員採用53名中公募採用

は29名

・公募要項のフォーマットを
統一し、ホームページで情

報を公開

新潟大学

公募制を基本に教員を選

考 。公募による採用者の割
合 は前年度比32．2％増、平

成 16年度公募採用率 は

88．9％

教育研究組織間の流動性を
高めるため、評価センターを

設置し、個人業績収集シス

テムを構築して、業績評価
及び業務提案の先進性等

の評価の在り方について検
討開始

福 井大学

教 員採用は、原則、関係大 工学部で、教育部門の懸賞 教員の個人評価に関する全

学 ・高専 ・研究機関・人材 制度を導入しており、昇任 学的な基本方針を定め、評

データベースJ R EC －1N に公 等の選考時の評価観点の 価結果の優れた教 員にはイ

募 一つとして導入 ンセンテイブを付与すること

を決定

山梨大学

教員の教育評価案をについ

て検討開始 。評価結果を教
育研究の予算配分に反映

することも検討

静 岡大学
本年度教員採用は、原則公

募で実施

浜松医科

大学

・教 員再任規程等を制定し、

任期満了となる教員の再任
審査を実施

・教 員の任期制を実施する
過程 で、業績の評価をして
再任 一非再任を決定すること

とし、その評価項目を学内
規則として制定
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大学名
① 公募制の整備と公募制 ②　 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努力に対する公 ⑥　 その他の公正で透明性 ⑦ 準備・検討段階の取組
を適用した採用 的な選考 正な評価による積極的処遇 の高い人事システムの徹底

に係る取組

名古屋大
学

公募による研究者採用を推

進

新たに文学研究科、工学研

究科、生命農学研究科、総

合保健体育科学センターに
おいて、公募要領や採用に

関する申し合わせ等に、ポ
ジティブ・アクションをとるこ

とを記載
名古屋工
業大学

公募を推進。人事案件41件

中2 1件で実施
豊橋技術

科学大学

23名の採用等のうち14名を

公募採用

公募制の在 り方等について

検討を開始

三重大学
看護部長 ・副部長の公募制

を導 入

滋賀医科

大学

・関学以来実施している教 ・全面的な教員任期制導入 国籍、性別、障害等の差別

員公募制度を関学以来実施 こ伴い、再任時における業 がないよう教員選考結果を
・公募件数は、教授5件、助 績評価方法等として、スク 公開する方策等について検

教授4件、講師3件

・副看護部長 ・看護師長を公
募制で選抜

リー二ング方式の適用、教
育、研究 、診療及び運営貢

献の4つの評価項 目を制定

・教員任期制に係る業績評
価方法等の取扱において、

再審査権の保証を明示し手
続きを制定

討

大阪大学
医学系研究科等数部局で、

全教員人事を公募制で実施

大阪外国
語大学

他大学の公募要綱を調査。

公募要項の作成指針をとり
まとめ

大阪教育
大学

公募は、科学技術振興事業

団への掲載依頼とともに、
大学ホームページにも掲

載。このほか、全国国公私
立大学や都道府県教育委

員会、政令都市教育委員
会、都道府県教育センター

へも公募情報を送付

神戸大学

・自然科学研究科全専攻 経済経営研究所で、年度毎 医学研究科で、再任審査に 医学系研究科で、再任審査

で、公募制を導入 の教員別研究計画の策定と 必要な業績評価法を確 立 に必要な業績評価法の確

・国際文化学部、工学部、農 自己評価、及び5年毎の外 し、再任審査制度案を作成 立・適正な業績評価と再任

学部、法学研究科、経済学 部評価 の実施 ・年度毎に教 基準の設定に基づく任期制

研究科、経営学研究科 、経 員別に研究計画を提 出させ の確立と人事の流動化を推
済経営研究所、国際協 力研 年度末にこれを評価。これ 進するために、再任審査に

究科で、公募制による採用 を5年毎に蓄積 した上で、外 必要な業績評価法を確立

を実施 国人研究者を含めた外部評

価を実施。かかる業績評価

に基づいて組織全体の人事
構成を修正・検討

し、再任審査制度案を作成

奈良教育

大学

・教員の公募は、本学の

ホームページに掲載すると

ともに、科学技術振興機構

のホームページにも掲載。
さらに、電子メールを活用

し、国公私立大学及び関係
団体のホームページの

w e bm asterあてに送信
・助手を含め教員の新規採
用は、全て公募が原則

鳥取大学

教員の公募 は教員選考に
関する基本方針に基づき適

正に運用

教員の個人業績評価の実

施要項を策定。平成15年度

に試行し、平成16年度から
開始。その評価の結 果が給

与等の処遇に反映されるよ
うな具現化については、平

成17年度以降に検討

岡山大学

教 員の募集 は教員選考基

準に関する規則で公募を原

則。公募要領を関係機 関に
配布すると同時に、W ebサイ

トに掲載し、広く国内外へも
公表

教授、助教授、講師、助手

を対象とした「教育」r研究」
「社会責献」「管理運営」の4

領域について評価する教 員
個人評価システムを構築

し、教 員の個人評価を本格
実施。評価結果について

は、教育研究の活性化に加
えて、結果活用に関する方

針を定め、処遇等に反映さ

せる

広島大学

教員選考についての基本指
針に基づき、採用と昇任を

区別せず原則公募制とし、
学内外に対して公募

山口大学

・教員の採用は、原則全学
部が公募制を導入

・公募 は、本学ホームペー
ジ等に掲載
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大学名
①　 公募制の整備 と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努力に対する公 ⑥ その他の公正で透 明性 ⑦　 準備 ・検討段階の取組

を適用した採用 的な選考 正な評価による積極的処遇 の高い人事システムの徹底

に係る取組

徳島大学

各部局の評価システムを活

用し、業績の顕著な教員に
対して、業績手当（6月期勤

務成績優秀者）184人、業績
手当（12月期勤務成績優秀

者）146人、特別昇給 122人

に優遇措置

香川大学
教員の公募状況等をホーム

ペ胃ジに掲載するなど公表

愛媛大学
教員選考の基本方針で、教
員の公募を原則とする旨、

決定

高知大学

教員選考にあたり性 別・国

籍等を問わないこと等の改
善指導を実施

公募制及の基本方針 、各学

部での公募状況について調
査

福岡教育

大学

教授の昇任人事における公

募制の導入や教員の任期

制について、実施大学から
資料を収集

九州大学

教員人事の基本方針を制 教員人事の基本方針、教員 評価結果に基づくインセン

定。公開公募を原則とする 選考規程を制定。基本方針 テイブ付与や教員の再任審

とともに、公募状況を四半期 では、多様な経歴を有する 査への反映方法等について
ごとにホームページに公

表。講師以上では42ポスト

のうち31ポストについて、ま
た、助手では62ポストのうち

30ポストについて公開公募
を実施

者．他大学出身者．女性 ．

外国人等の積極的採用を明

示

検討

長崎大学

既に任期制を導入している

医歯薬学総合研究科及び

熱帯医学研究所で、再任条
件を決定

熊本大学

・原則公募を推進すること、

教員選考に際してはあらか
じめ企画委員会に設置した

教員人事専門委員会の評
価を受けることを大学の方

針として決定。この方針に基
づき、広く公募すること、国
籍・性別に関わらず公平 ・公

正に審査すること等を学内
規程を整備し、運用

・教 員公募では、全世界か
らの応募が可能となるよう、
本学英文ホームペ胃ジに掲

載するだけでなく、研究者人
材データベースJ RE C－1N に

掲載

・教職員の人事評価システ

ムの構築について検討を推
進。平成18年度から実施に

移し、平成19 年度から評価

結果に基づくインセンティブ

の付与を行うことに

・能力・業績 ・適正の判定方
法等について継続検討予定

宮崎大学
公募制について全学的な方

針を策定し規定化
鹿児 島大 公募制により44名任用

鹿屋体育

大学

t教 員の公募は、本学ホー

ムページ掲載のほか、他大
学の学長あてに依頼するな
ど学外に向け広く募集

・教 員の選考は、基本的に
は公募

琉球 大学
教員採用は原則公募。公募
件数27件

北陸先端
科学技術

大学院大
学

・既に教員採用には原則公 教 員採用は、国籍、言語、 教員の再任 に関する要項を

募。採用者18名中公募によ 性別、経歴 等にとらわれな 改正するとともに、再任にあ

る採用者は9名 い優秀な教育・研究者を確 たっての教 員の業績評価シ

・教 員採用は原則公募を。

公募情報をホームページ

（本学 、（独）科学技術振興機
構、外国の学会）及び学会
誌に掲載

保に努力 ステムの充実化の1つとし

て、教員選考委員に他分野

の委員を加え、総合的評価
を行うシステムを導入

富山医科
薬科大学

学部等で、任期満了時の再

任用 に際しての業績等の評
価方法等及び基準の策定

等を検討

旧富山大
学

教員採用は原則公募 教員について、学会賞の受

賞等顕著な研究業績を挙げ

たと認められる場合等に、
特別昇給あるいは勤勉手当
を特別加算

筑波技術

短期大学

教員の採用は、全て公募制

（大学設置・学校法人審議
会関係を除く）。4件の教員

公募を実施
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平成16事業年度【公正で透明性の高い人事システムの徹底】

大学名

（彰　 公募制の整備と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努力に対する公 ⑥　 その他の公正で透明性 （参　 準備・検討段階の取組

を適用した採用 的な選考 正な評価による積極的処遇 の高い人事システムの徹 底

に係る取組

人間文化

研究機構

・国立民族学博物館で、公
募で助教授1名採用

・国立歴史民俗博物館で、
公募実施

・国文学研究資料館で、公
募実施

・国際 日本文化研究セン
ターで、助手については公
募制

・総合地球環境学研究所
で、公募で教授 1名、助手1
名採用

・国立民族学博物館で、公
募で助教授1名採用

高エネル
ギー加速器

研究機構

・教員人事は、原則公募制。

公募 内容は、主幹会議で承
認した案を、運営会議で決

定する方式

・公募は、従来同様に、学協
会誌の掲載 に加えて、研究
者人材データベースJ RE C－

INへの掲載、メールやホー
ムページ等を活用

・公募実績 総数39件 （教員
26件 （教授9件、助教授6件、
助手 11件）、研究機関研究

員13件）

情報・シス

テム研究機
構

・研究教育職員の採用は、

原則公募制

・公募書類の関係機関への
送付 、研究所、関係学会の
ホームページへ掲載

・公募による採用は、助教授
1名、助手6名
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平成17事業年度【公正で透明性の高い人事システムの徹底】

大学名

（D　公募制の整備 と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③　 優れた努力に対する公 ⑥　 その他の公正で透 明性 （》 準備・検討段階の取組

を適用 した採用 的な選考 正な評価による積極的処遇 の高い人事システムの徹底

に係る取組

小計 53法人 10法人 11法人 8法人 44法人

北海道大

学

国際公募は、インターネッ

ト・ジャーナル等で実施

・能力、職責及び業績を適

切に反映したインセンティブ

の高い人事 ・給与制度につ

いて、他の国立大学や私立
大学における動向等を踏ま

え検討。昇任・昇格人事、職
層 、月例給与、勤勉手当に

ついて、新たな人事・給与制
度に関する中間報告を取り

まとめ

・公募以外の方法により教
員人事を行った理由等を分
析

室蘭工業

大学

教員採用は原則公募。ホー

ムページに掲載

教 員の多面的評価システム

の平成17年度における試行

の結果を踏まえ、一部の
データを利用し、学 内研究

資金の配分に反映させるシ

ステムの構築を検討
小樽商科

大学

経済学科の教員採用で、外

国の学会誌に公募を掲載

帯広畜産

大学

・教員採用は、原則公募 ・公募の上、多元的業績評 ・多元的業績評価の評価結

・学内公募3件を含め合計14 価を基に助教授から教授に 臭を昇任、昇給、賞与に反

件の教 員公募を実施 4名昇任

・学内から助手を対象に公
募を行い、多元的業績評価

を基に講師又は助教授に7
名昇任

映させる方法について検討

旭川医科
大学

任期制に係る再任基準を定
め、任期制を導入

北見工業

大学

教員に対する勤勉手当は、

教員評価制度に基づいて評
価した結果を反映

弘前大学

教員採用における公募の実
施状況

・人文学部 ・4名すべて

・教育学部 ．7名すべて
・医学部医学科 ．採用28名
中 3名を公募採用

・医学部保健学科 ：17名す
べて

・理工学部 ：2名すべて

・農学生命科学部 ・3名すべ
て

医学部 医学科で、任期満了

となる教員について評価 、
審査を行った結果 、対象者

全員を再任

岩手大学

・公募情報は、ホームペー

ジ等に掲載するとともに、科
学技術振興機構の研究者

人材データベースを活用

・各部局で公募の際に選考
過程を明示

東北大学

各部局で、教員採用の公募

制を実施し、公募情報を

ホームページに掲 載。一部
部局で、国の内外で発行さ
れている関連分野の主要雑

誌等に公募情報を掲載

各部局で、教員の選考過程

の公表について検討

宮城教育
大学

定年退職者等の後任補 充

に伴う教員採用3件全て公
募。関係機関のほか、（独）

科学技術振興機構の研究
者人材データベース及び本

学のホームページにも登録

して公碁

教員の教 育研究等の活動

状況に対する自己評価は、
意見の申し出期間を設定

し、結果を各人に通知し、そ

の後、教育研究活動への指
導・助言を行い、処遇への

反映も検討

秋 田大学

公募制による教 員選考の推

進に関する指針を策定、周
知

同一大学出身者の割合、外

国人、女性及び障害者の積
極的登用に関する指針を策

定し、周知
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平成17事業年度【公正で透明性の高い人事システムの徹底】

大学名

① 公募制の整備と公募制 （a　研究者採用に係る競争 ③　 優れた努力に対する公 （む　その他の公正で透明性 ⑦　 準備・検討段階の取組

を適用した採用 的な選考 正な評価による積極的処遇 の高い人事システムの徹底

に係る取組

山形大学

・教員選考基準に基づき、
全学部及び学内共同教育

研究施設で、内部昇格では
なく原則公募制を実施

・人文学部で、実務家教員
の公募採用を実施

・インターネットを活用して公
募先を拡大

・教員の個人評価指針に基
づき教員の個人評価を本格

実施することに伴い、その

評価結果を給与に適正に反
映させる制度について、更

に検討を重ねることを決定

・大学運営評価システムは、
各部局における前年度の事
業実績等をト胃タルで評価

し、その結果を予算配分に

反映させる仕組みを平成18
年度から実施することを決

定

・既に任期制 を採用している
部局で、中間審査のための
評価基準作成作業を開始

福島大学

教員の公募文書の英語版を

作成。また、ホームページに
掲載し公募を実施

茨城大学

教員の採用は、公募制が原

則。全学で公募制を導入。
教員採用23名全 員公募制

による

教員の研究 評価に係るイン

センティブを検討中

筑波大学

先端学際領域研究センター

で、任期付教員の再任審査
については学外者を含めて
実施

・組織評価を戦略的な資源

配分に反映させる方法につ

いては、評価 システム確立

の過程において検討予定

・教 員の流動化定員の再配
置を透明性を確保 しつつ厳
格に行うため、組織評価シ

ステムの構 築に着手

宇都宮大
学

各学部で、本学ホームペー

ジ及び（独）科学技術振興機
構の研究者人材データベー

ス（J REC J N ）等により公募

群馬大学

評価指針等を制定。指針に

基づき、18年度に試行評
価、19 年度に本評価を実施

し、各教 員についての適正
な評価と共に、評価結果に

基づく、戦略的な資源配分

について今後検討

埼玉大学

教員採用 は、原則一般公募

制 。大学再構築計画に明記

学長が活動報告書を活用し

た具体的な勤務実績評価の
方策を部局長会議 ・教育研
究評議会に提案し、現在協

議中

千葉大学
再審査制等について検討。

報告書をとりまとめ

東京外 国
語大学

採用人事 は公募で実施 学部、大学院等の採用人事

の公募に際して国籍や性別

による制限を設定しなかっ
東京農 工

大学

各部局で、教員採用の基本
方針として公募制を推進

東京芸術

教員の採用は、原則公募 教員の採用及び昇任等に 任期の更新時における評価

制。他大学へ公募要領を配 関する選考要項に基づき、 制度として、学部等の特性

布すると同時にホームペー 教員の新規採用にあたり、 に応じた、教育、研究、学内

大学 ジに掲載 同一の能力であった場合外

国人教員等を優先的に採用

運営、社会貢献等の多面的

に評価できる評価制度を学
部ごとに作成することを検討

東京工業

大学

・教員評価を実施した大学 任期制を導入している部局 教 員評価を実施した部 局等

院生命理工学研究科、大学

院総合理工学研究科、精密

工学研究所および留学生セ

ンターで、評価結果を給与、
勤勉手当に反映する方策を

検討し、活用

・教員評価を実施した大学
院生命理工学研究科におい

て評価結果を資源配分に反
映する方策を検討し、助手
ポストおよび非常勤職員の

配置を実施

で再任基準を制定 で、評価結果を給与、勤勉

手当に反映する方策を検討

東京海洋
大学

教員採用は、公募制を採用

お茶の水女

子大学

・助手以上の大学教員新規

採f削ま、原則公募制。選考

を行った新規採用12件 中公
募10件

・教 員公募は学長名で行
い、公募条件を役員会の方
針を踏まえ実施するなど教
員人事に関する新たなス

キームを設定

人事評価システムを整備

し、勤務実績の評価を給与
に反映する制度を設計
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平成17事業年度【公正で透明性の高い人事システムの徹底】

大学名

（彰　公募 制の整備 と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努 力に対する公 ⑥　 その他 の公正で透明性 ⑦　 準備・検討段階の取組
を適用した採用 的な選考 正な評価による積極的処遇 の高い人事システムの徹底

に係る取組

電気通信
大学

人事の基本方針に基づき、 人事の基本方針に基づき、 優秀な教員へのインセン
教員人事は原則公募で実
施

人種、国籍、性別等を問わ
ない採用を実施

テイブの付与など評価結果

の有効活用について、平成

18年度実施に向けて検討

横浜国立

大学

教員の採用は、原則公募。

公募要領をウェブサイト上で

公開

・工学研究院で、教員業績

評価を実施し、勤勉手当の
成績率に反映

・経営学部で、研究活動の
評価に基づく研究費配分を

言式行的に導入

新潟大学

・新規教員の採用は、原則 任期制教 員の再任審査に 再任可の任期制を導入して
公募制。この方針を徹底 ついて、審議機関、審査時 いる組織で、再任のための
・公募制を基本に教員を選

考。公募採用者数が68人、

公募採用率86 1％

・（独）科学技術振興機構の
研究者人材データベースの
活用、インターネットの利用
等により、外国人教員採用

機会の増大を推進

期等を含めた基本方針を策
定

教 員活動評価基準及びそ

の決定時期の全学的方針を
検討

長岡技術

科学大学

教 員評価を試行し、平成18

年度以降本格実施で教員

の処遇（昇給、勤勉 手当の
成績率等）に反映させること

を検討

金沢大学

学長裁量の人員枠を活用 し

て、時限的性格を持つプロ
ジェクト等で雇用する教員

は、原則として公募

福井大学

・公募により10名の教員を

採用

・教員採用は、原則 、関係大
学・高専 ・研究機関 ・人材
データベースJR EC －ZN に公

募

平成18 年度から試行予定の
教員個人評価において、高

い評価結果を受けた者に対
するインセンティブ付与の可

能性、内容・方法について
検討

信州大学

教員の任期制導入を検討。

限定的任期制の導入（特定

の講座等の組紛 こ任期制を
適用）を進めていくこと、業
績審査制の導入の2つを並

行して進めて行くことに

山梨大学

教員採用手続きは原則公募
制とするとともに、事前に採

用計画を学長承認とする規
程を整備

教員の個人評価方針及び

教員の個人評価実施要領を
策定し、これに基づいた各

学部等における評価方針 等
を定めて、評価結果を予算

配分に反映することを含む
教員の個人評価を平成18年

度から全学的に開始する体
制を整備

岐阜大学

教育・研究 ・診療上で優れた

実績・業績があれば、性 別

に関係なく採用する方針 の
下で広く公募を実施

静岡大学
本年度教 員採用は、公募で

実施

名古屋大
学

・文科系部局でも公募によ 新たに7部局が公募要項 に 臨床検査技師 ・診療放射線
る教員採用数が増加するな ポジティブ・アクションを記 技師等のコメディカル職員
ど公募比率（講師以上）

49％

・講師以上で外部からの採
用率44 ％

・公募要領を本学W ebサイ
ト、関連学会等W ebサイト等

載。記載部局は合計12部局 の3 年任期付雇用につい

て、評価 に基づく2年間の 延
長を次年度から実施するこ

とを決定

名古屋工

業大学

原則公募 。33件の公募を実

施

豊橋技術

科学大学

公募制の在 り方等について

検討を開始。公募の方法、

公募要件・資格等公募制と
する場合の基準等を作成す
るためのデータを収集

三重大学

・教 員個人評価に関する実
施要項案を取 りまとめ。優

遇措置の検討の資料とする

ため研究環境アンケート調
査を実施

・教員個人評価の結果に基
づき、特 に優れた者には相

応のインセンティブを付与す

ること等、評価結果の活用

－　60　－



平成17事業年度【公正で透明性の高い人事システムの徹底】

大学名
①　 公募制の整備と公募制 ②　 研究者採用に係る競争 （診 優れた努 力に対する公 ⑥　 その他の公正で透明性 ⑦ 準備 ・検討段階の取組
を適用した採用 的な選考 正な評価による積極的処遇 の高い人事システムの徹底

に係る取組

滋賀大学

・教員の一般公募を法人化

前か ら継続実施

・他大学、他機関、研究者人
材データベース、大学ホー

ムページ等へ情報提供し、
広く公募により教員を採用

・国際センターで、任期制教
員の公募を実施

滋賀医科

大学

教員任期制に係る業績評価

方法等の取扱において、再
審査権の保証を明示し手続

きを制定

国籍、性別、障害等の差別

がないよう教員選考結果を

公開する方策等について
は、個人情報保護との関連

で慎重に検討
京都工芸

繊維大学

再任の審査基準を平成18年

度前半に定め、公表

大阪大学

・15部局で、教員の採用時

に公募制を採用

・8部局で、公募の一部を海
外の雑誌等に掲載

・公募は、他大学及び他機
関等から応募できるよう学
外への公募をホームページ

等で実施

大阪外国

語大学

公募要項の内容を充実 職員評価システム及びイン

センティブ・システムの具体
的な制度設計に着手

大阪教育

大学

教員の公募要綱作成の際 教員の個人評価に基づく資 個人評価の基本的考え方を
の留意事項を策定 源配分として、公開講座等

の実施状況に基づき研究費
に反映

策定。給与等への反映方法

についても今後整備を進め
ることとに

神戸大学 公募制を実施
奈良女子

大学
教員の新規採用は原則公

≡

鳥取大学

研究活動等の業績評価は、

従前どおり実施することし、

評価結果を反映させる資金
配分は、学内の競争的資金

として教育研究改善推進費

（学長裁量経費）を設 け、そ
の採択・不採択の判断に外
部資金（科学研究費補 助
金）等の採択状況を勘案し

て配分することに。また、処
遇面は、引き続き検討する

ことに

島根大学

教員の採用は原則公募 ・評価 （競争的）配分経費に

ついては1／2留保し、評価方
法確定後に平成18年度予
算配分に反映させることに

・教職員の職務に対するモ
チベーションを高めるため、
評価結果を給与等の処遇に

反映させることとしている
が、その具体 的方法につい

て検討開始

・男女共同参画推進計画を
策定するための提案書を作

成 。女性、外国人等に対す
る学内における既存の制

度、慣行、意識、大学政策

の見直しを行うことも提言

岡山大学

国際共同研究推進のため、

共同研究員の公募及び大
学院学生・ボスドク（P D F）の

募集を国際的に展開

・査定昇級等の選考の基礎

となる、教員を含めた職員
個 人評価制度の基本方針を
策定の検討に着手

t一部部局で、任期制導入
の可否 ・再任基準の検討

広島大学
教員選考についての基本指

針を踏まえ、教員の選考

は、原則公募

山口大学
各部局等の教員の公募状

況を調査

徳島大学

教員の採用は公募 各部局に対し、教員の選考

で、国籍、性別、ハンディ
キャップを排除し、真に優秀
な人材を確保するよう通知。

教員公募における募集要項

には、性別等による差別を
排除し、公正な選考を行っ

ている旨を記載し、本学の
姿勢を外部にアピール

教 員業績評価・処遇制度を

策定するため、全学教員の

10 ％に業績評価を試 行し、
評価項 目・評価基準等を見

直し。平成18年度に全学教
員に対する業績評価を試行

し、その結果により、本格稼
働を行うことに
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大学名

（彰　 公募制の整備と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努力に対する公 ⑥　 その他の公正で透明性 （》 準備・検討段階の取組

を適用した採用 的な選考 正な評価による積極的処遇 の高い人事システムの徹底

に係る取組

鳴門教育
大学

業績評価の評価結果を給与

に反映させるため、業績評
価を反映する給与システム

についてを制定 し、平成18
年度から実施することに

香川大学

各学部で、採用方針等の教

員の公募の情報をホーム

ページやメールで公表

愛媛大学

・教員の評価結果を人事考

査に反映させる制度を検
討。教員個人評価に基づく

教員の処遇及びインセン

ティブの付与についてをとり
まとめ

・教員選考に関する規程案
の中で公募制について明文

化。部局ごとに具体的方策
を定め推進していくことに

高知大学

・予算の傾斜配分について

は、科研費の申請状況等に

よる傾斜配分の制度を確立
し、評価 に基づく配分を実施

・人的資源の傾斜配分につ
いても、評価に基づく配分を
実施

評価に基づく配分は、継続

検討中

福 岡教育

大学

公募制の検討を実施

九州大学

・教員人事の基本方針及び
教員選考規程に基づき、教

員の採用は原則公開公募

・教員の公募及び採用状況
を四半期ごとにホームペー
ジに公表

教員業績評価の全学的な
実施要領を策定。平成18年

度から全教員を対象とした2

年間の試行を実施すること

に。給与面でのインセンティ
ブ付与や、任期制部局にお

ける再任審査への反映等を
含む評価結果の活用方法
等は、この試行の検証の中

で具体的な検討を進めるこ

九州工業
大学

教育職員評価の評価結果

の活用について、研究資金
の配分へは当面活用しな

い、賞与へは参考資料とす
ることがあり得る、給与への
反映は時間をかけて検討、

と決定

佐賀大学

教員選考の規程等に基づ
き、原則公募。46件の教員

人事を公募で実施

・医学部で、任期制の再任

審査 、運用上の問題点を検
討

・有明海総合研究プロジェク
ト等の研究組織 で、再任審
等 ‘‾、　　 ‾　 ヽ
査　 をす丁つ組織につして検

討

長崎大学
講師以上の採用教員33名

中19名を公募で採用

熊本大学

・公募による選考割合 は、 教員採用では、能力・業績 ・ 教員個人活動評価の試行

76．74 ％ 適正に基づく審査を行うた 結果を検証。評価結果を昇

・公募制の拡大に向けて、 め、各部局で複数の教員に 給、賞与等に反映させる旨

教育職員の選考基準評価 よる教員選考委員会を設置 の指針の改定を実施。今

方針を策定し、教員選考基 し、公正な人事を実施。公 後、個人活動評価の結果を

準の評価を実施

・教員公募では、全世界か

募要領 についての評価を実

施し、男女の区別なく優秀な

人事評価に反映させる方

法、人事評価の結果を給与
らの応募が可能となるよう、 人材を広く求めていくことを 等に反映させる方法につい
本学英文ホームページに掲

載するだけでなく、研究者人

材データベースJR EC －IN に
掲載

推進 て結論を出す予定

大分大学 公募制を推進

宮崎大学

公募制については、策定さ

れている全学的方針に基づ
き実施

人事・給与一体 型のシステ

ムとすることにして、評価結

果を導入できる仕様書の検
討を開始

鹿児島大

学

教員の採用に際し、教員選 性別、国籍等にとらわれな 理学部で、教育 ・研究内容と ・教員の任期に関する規則

考の方針に基づき、広く公 い適正な教員選考を実施 業績をデータベース化し、学 を胃部改正し、再任を行う際
幕を行い、適任者が得られ 部長裁量経費を配分。ま の業績審査の主な事項につ
るように公正な人事を実施。 た、教員の昇格基準に論文 いて明記
人事交流等を除くと100 ％に

近い割合で広く公募を実施
数と質の評価を考慮 ・工学部で、任期制教員の

中間審査、再任審査に係る

手続き、業績評価等につい

ての細則、申合せを制定
し、審査を実施
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大学名
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を適用した採用 的な選考 正な評価による積極的処遇 の高い人事システムの徹底

に係る取組

鹿屋体育

大学

・教 員の公募 は、本学ホー

ムペ胃ジ掲載のほか、他大
学の学長あてに依頼するな
ど学外に向け広く募集

・公募で助手を採用
・教 員の選考 は教員選考規
則に基づき、教 員選考特別
委員会を設置 して実施

教員に係る自己点検 ・評価

結果は、各教員にフィード
バックするとともに、教育研

究経費傾斜配分のための
基礎資料に活用

琉球大学 教員採用は原則公募

総合研究

大学院大
学

試行的に人事評価システム

を策定し、教 員の勤務評定

を試行。この評価結果を勤
勉手当に反映させる方法に

ついて検討

北陸先端

科学技術

大学院大
学

・教員採用は原則公募。公 教員採用は、国籍、言語、 ・教 員業績データベースシス

募実績23件、採用者8名 性別、経歴等に捕われない テムを構築。これにより、教

・公募情報をホームページ、優秀な教育・研究者を確保 員の個人評価の結 果を任

学会誌に掲載 に努力 用、処遇 （特別昇給、勤勉手
当支給率）等へ、よりよく反

映させることを可能に

・任期制の教員に係る評価
について、総合的な検討に
着手

奈良先端

科学技術

大学院大
学

教員の業績評価システムと

して、教育、研究、社会連
携、大学 （講座）運営の4つ

の分野における実績から業
績評価を行い、給与等に反

映

富山医科
薬科 大学

学部及び研究所等で、教職

員の業績評価システム等学
部等独 自の評価基準を設

け、研究費等の一部傾斜配

分を実施

全学部等の教員へ任期制を
導入しており、今後、任期満

了時の再任用に際しての業
績等の評価方法等及び基

準の策定等が求められてお

り、各学部等で検討

旧富山大

学

教員の採用は原則公募 ・教員業績評価教員の教

育・研究活動に対する評価

は、全学的には特別昇給等

に従来から活用

・教育学部で、各教員は昨
年度の研究活動に基づき報

告書を委員会に提出し、委
員会はこれを4段階に評価

し、その評価結果に基づき
配分比率経費の配分。ま

た、詳細な評価基準を作成

人間文化

研究機構

国際 日本文化研究センター

文化資料研究企画室助教

授について、公募選考を実
施

高エネル
ギー加速器

研究機構

・年俸制の任期付きの常勤
教員とする博士研究員9名

を公募

・教 員人事は、博士研究員、
研究機関研究 員を含め公募

で実施

・公募実績総数29件（教授5
件、助教授7件、助手 7件、

研究機関研究 員1件、博士

研究員9件）

・公募の情報は、学協会誌
への掲載、各種メーリングリ
ストを利用した公募案内と
共に、機構ホームページに

求人情報を公開、JR EC －1N

研究者データベースへ登載

情報 ・シス

テム研究機
構

・研究教育職員の採用は、

原則公募

・公募方法は、機構本部及
び各関係学会のホームペー

ジに公募情報を掲載

・公募採用実績は、教授2
名、助教授3名 、助手3名

各研究所で、任期満了に伴

う再任制度について審査会
を設置
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大学名
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を適用した採用 的な選考 正な評価による積極的処遇 の高い人事システムの徹底

に係る取組

小計 51法人 9法人 20法人 15法人 28法 人

北海 道教
育大学

教育研究活性化経黄 （傾斜

配分による教員の研究費）

の配分システムを見直し。
外部資金獲得、地域貢献度

をさらに評価することに
室蘭 工業

大学
教 員採用は原則公募。ホー
ムページに掲載

小樽商科

大学
教 員採用は、原則公募制

帯広畜産

大学

教 員採用は、原則公募 ・教員について、多元的業

績評価の活用の充実を図
り、評価項 目の中の外部研

究資金の取得状況を賞与に

反映

・昇任等の教員人事を実施
する際、多元的業績評価に

より教育、研究、社会 貢献、
管理運営に係る業績評価を

行い、教員7名を昇任させた

ほか、助手から助教への移
行審査の際にも活用

研究業績の評価方針、イン

センティブを付与する方策
等について検討

旭川医科
大学

任期制適用者の再任審査

は、助手以上の教員に毎年

実施する教員評価に基づき
行うことに

北見 工業
大学

教員評価制度の構築や人

事評価 に基づく昇給制度等

の適切な実施に向け検討。
評価結果と昇給率のガイド

ラインを策定し、昇給に反映

弘前大学

・人文学部、教育学部、医学 平成18年9 月30 日と平成19 教員業績評価実施要項案
部保健学科、理工学部、農 年3月31日任期満了者の審 において、研究分野の評価
学生命科学部で、80の採

用 ・昇任ポスト中28ポストで
公募を行い、学外採用者は

23人

・医学部医学科、附属病院
で、53の採用 ・昇任ポスト
中、3ポストで公募を行い、
学外採用者は2人

査を実施。対象者全員を再

任

基準では、著書・論文 ・特

許、競争的資金等の件数等

の研究業績をバックデータ
として、極めて高い研究業

績を挙 げた教員を評価する

システムを構築

岩手大学

・公募ではJ ST の研究者人
材デ胃タベースJR EC －IN を

活用するほか、本学ホーム

ページ等を利用

・採用 日的及び業務内容を
公募要領に明示して公募を
実施

東北大学

・各部局で、教 員採用の公

募制を実施し、公募情報を

ホームページに掲載。一部
部局で、国の 内外で発行さ
れている関連分野の主要雑

誌等に公募情報を掲載

・看護部長は、内部職員に
限らず学外からも応募を募

る公募を実施 。選考基準に
基づき選考

医療系管理職に対する業務

評価体制整備のため任期

制導入等を検討。診療技術
部長及び看護部長並びに
副看護部長の職 に任期を設

け、業務評価を行うことに

宮城教育
大学

定年退職者等の後任補 充

に伴う教員採用7件全て公
募。関係機関のほか 、（独）

科学技術振興機構の研究

者人材データベース及び本
学ホームページにも登録し

て公募

秋田大学

同一大学出身者の割合、外
国人、女性及び障害者の積

極的登用に関する指針を周
知、推進

山形大学

・教 員選考基準に則 り、全学

部、学内共同教育研究施設

で、原則公募制

・ホームページを利用した教
員の公募情報発信や科学
技術振興機構の研究者人

材データベースJ REC －ZN へ

の登録等によりインターネッ
トを活用した公募先の拡
大。大学研究機関以外から

の採用が鰭

新たに構築した組織評価シ

ステムに基づき、各部局に
おける教育、研究 、社会連
携、国際交流、業務運営等

の諸活動について点検・評
価を実施。その結果に基づ

き、教育研究活動の活性化
を図る目的で学内資源の傾

斜配分を実施
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に係る取組

茨城大学

・教員の採用は原則公募制

に

・公募制により、任期付き教
員 1名採用

教員の採用選考にあたって

は教育能力を重視すること
とし、大学教育センター、人

文学部 、教育学部、理学部

の人事で、模擬授業や公開
発表を導入。研究能力のほ
か、教育能 力と教育活動を

筑波大学
公募制による教員人事を引
き続き推進

宇都宮大
学

英文ホームページに公募要
領を掲載

群馬大学

教 員評価指針等に基づき、

全部局の教員を対象に教員
評価を試行。19年度の本評

価実施に向けて、試行評価
時の問題点の解消並びに

本評価基準等を策定。ま
た、評価結果の給与制度へ

の反映について、検討開始

埼玉大学

教 員の新規採用及び昇任

は、一般公募制が基本。採
用等予定時期の少なくとも

6ケ月前に公募文書及び通
知先・掲載先を学長に提出

し、了承を得る。最終候補者
を決定する段階では、その

候補者の大学教員としての
総合能力と適正について、

客観的に評価を行うことの

できる、専門分野が近い大
学教員又は研究者 2名以上

から当該候補者に関する意
見書を得て、最終候補者に

関する資料とともに学長に
提出

千葉大学 再審査制について検討中

東京外国
語大学

多言語・多文化教育研究セ 採用人事に際して国籍や性 各部局の特性に応じた評価
ンター 1名、大学院言言吾教育 別による制限を設定しな システムを策定し、人事評

学講座 1名の採用人事を実
施。すべて公募で実施

かった 価を実施。その評価結果に
基づいて、勤務実績を反映

した昇任及び昇給を実施

東京学芸
大学

外国人教員の雇用促進に

ついて他大学の実施状況等
を踏まえ検討。今後、性別
や国籍等による差別を排除

した選考を実施するための
規程の整備について検討し

ていくことに

東京農工

大学

科学技術振興調整費の採

択課題「若手人材育成拠点

の設置と人事制度改革」及
び「理系女性のエンパ ワーメ

ントプログラム」で海外学術
誌を活用する等幅広い公募
を実施

東京芸術

大学

教員の採用は、原則公募
制。他大学へ公募要領を配

布すると同時にホームペー
ジに掲載

東京工業
大学

・大学院生命理工学研究科

で、教 員評価の結果をサ
ポートスタッフの配置等の人

的支援等に反映

・大学院理工学研究科（工
学系）、応用セラミックス研

究所、留学生センター、外国
語研究教育センターで、評

価結果を研究費等の予算や

研究基盤設備等の施設整
備に反映

教 員評価実施部局等で、給

与、勤勉手当及び特別昇給

に反映する方策を検討

東京海洋

大学

・教員採用は、原則公募制

・科学技術振興機構による
研究者人材データベース

J RE C－1N に公募掲載

公募に当たっては国籍や性

別は記入しないこととしてい

る

お茶の水女

子大学

・助手以上の新規採用教員

は、原則公募制

・新規採用 10件中6件に公
募制を適用

個人活動評価要塞剛こ基づ

き、教育、研究、社会貢献、

大学運営・経営の4分野の
教員の個 人活動評価を行

い、24の研究分野の外部評
価委員によって評価を受

け、大学教員の給与の査定

に、個 人活動評価の評価結
果を基礎データとして活用
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電気通信

大学

人事の基本方針に基づき、
人種、国籍、性別等を問わ

ない採用を実施

教員個人評価についてW e

bシステムを本実施し、その
結果を1月昇給における勤
務成績の証明に反映

横浜国立
大学

教員の採用 は、原則公募。

公募要領をウェブサイト上で
公開

・教員業績評価を実施した
部局で、評価結果を特別昇

給及び勤勉手当のインセン

ティブとして活用

・助教に任期制を導入し、一
定期間の教育・研究成果の

評価によって、テニュアを有
する本学の准教授への昇進

を優先的に判断する職とし

て位置づけ

新潟大学

・教員選考は原則公募 教育研究等の組織評価に 再任のための審査基準を決
・（独）科学技術振興機構の

研究者人材データベースの

活用 、インターネットの利用
等により、外国人教員の採

用機会を増大

ついては、インセンティブ経

費により、各学系、各学部

等の業務に対する貢献度を
評価センターにおいて評価

し、予算を傾斜配分

定。再任審査を実施

長岡科学
技術大学

平成17年度実施の教員評
価の試行結果を踏まえ、教

員評価方針、基準等を改正

し、評価基準を公表し、評価
結果を昇給、勤勉手 当に反

映させることに
上越教育

大学

教員採用5件中すべて公募

を実施

富山大学

教員採用・選考についての 薬学部で、再任の基準を制 教員の処遇に反映させるこ

指針を策定。教員の採用は
原則公募

定 とを目的として、教員の業績
評価方法を検討

金沢大学
テニュア・トラック制度による
准教授の国際公募を実施

福井大学

・公募により16名の教員を

採用

・教員採用は、原則、関係大
学 ・高専 ・研究機関 ・人材
データベースJR EC －IN に公
募

山梨大学

・原則公募とする規程を制

定。公募による採用を推進

・新設キャリアセンターに学
長裁量定員2名のキャリアア
ドバイザーを3年任期で公募

再任審査要項を改正 教員の個人評価の結果によ

る顕彰や改善計画の提出
等、処遇への反映方法の具
体策の検討を開始

信州大学

教員の個 人業績評価評価

制度と処遇制度について提

言

岐阜大学

・職員採用規則に基づき公

募を実施

・教育学部9件、医学系研究
科・医学部9件、工学部18
件、応用生物科学部3件、総

合情報メディアセンター1件

の計40件について、関係諸
機関への郵送、ホームペー
ジへの掲載、独立行政法人

科学技術振興機構の研究
者人材データベースへの登

録・掲載等により公募。ま

た、同規則第7条～ 11条に
定める職種毎の採用基準に

より選考を実施

教育 ・研究・診療上で優れた

実績 ・業績があれば、性別

に関係なく採用する方針の
下で広く公募を実施

静岡大学 公募制を実施

愛知教育

大学

教員の評価では、夜間大学

院担当、社会に対する貢

献、大学運営に対する貢
献、優れた研究業績等に対

する貢献を学長が判断し、
勤勉手当支給に反映

名古屋大

学

・臨床検査部門技師長 、臨

床工学・歯科部門技士長、

リハビリ部門療法士長の選
考に公募制を導入

・講師以上の公募比率51％

・外部からの採用率45％
・公募要領を本学W ebサイ
ト、関連学会等W ebサイト等
に掲載

附属病院で、任期付正職員

を評価 に基づき、一部職員

（14 名）の任期を2年間延長

名古屋工
業大学

原則公募。20件の公募を実

施

全教員の個人評価 （教育、

研究、社会貢献、大学運営

への貢献等）を試行。平成
19年度から給与インセンティ
ブへの反映を伴う個人評価

を実施
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三重大学

・創造開発研究センター、生

命科学研究支援センター

で、教員の人事の公募制を
全面的に実施

・看護部長、副看護部長、診
療放射線技師長、臨床検査
技師長の選考に公募制を導

入するため、選考規程を制
定

・現看護部長の任期満 了に
伴い、全国公募等を行って

選考

医学系研究科、医学部、附
属病院で、教員の任期制の

再審査に関わる事項を実施
するため、教員個人評価の

基本方針に基づき、部局に
おける評価基準を策定

滋賀大学

・教員の一般公募を法人化
前から継続実施

・他大学、他機関、研究者人
材データベース、大学ホー

ムページ等へ情報提供し、
広く公募により教員を採用

・経済学部で、一般公募の
原則で遂行

滋賀医科

大学

・看護部長候補者の選考
は、選考内規を制定し、広く

公募

・副看護部長の選考は、全
国公募を実施

京都大学

再生医科学研究所で、任期

付教 員の再任に際し、同研
究所協議員会が決定する5

名以上の学外の有識者で
構成する外部評価委員会を

設け、その評価結果を参考

に協議員会が再任を決定す
る審査システムを整備

京都工芸

繊維大学

一般教員の勤勉手当の評

価は、業務負担率を設 けた

年間業務計画と半年毎の事
業報告書に基づき、2段階

評価（研究科長等による胃
次評価、学長による二次評

価）により実施

任期制教員の再審査につい

て、任期制教員の再任審査
基準を決定

大阪大学

・教員採用を行なった部局

のうち13部局で公募制によ
る選考を実施

・公募は、他大学及び他機
関等から応募できるよう学
外への公募をホームページ

等で実施

大阪外国
語大学

講師以下の教員の期限付き

雇用に関して、任期中の昇

任については、具体的な昇
任審査基準を設ける等の規

程集を検討。また、講師ある

いは助教授への昇任時の
研究業績の審査で、学会に
おける研究発表について

は 、公刊された要 旨がある

ことを条件とする研究業績

の審査に関する申し合わせ
修正案を策定

神戸大学

・すべての部局で、教員の 医学系研究科で、教員の再 医学系研究科、国際協力研
公募制を実施 任審査に必要な業績評価項 究科で、教員の職種全てに
・文学部 、国際文化学部で、 目を整理し、再任審査を実 公募制を導入することを検
教員の職種すべてに公募制
を導 入

・期間を定めて雇用する特
命職 員制度及び特定有期

雇用医療職員制度に基づ
き、それぞれ18名と121名の

職員を雇用

施 討

奈良教育
大学

・教員の新規採用は原則公
募

・教員公募方法等は、電子
媒体等を積極的に利用して
広範囲に公募を行うなどの

工夫を講じてきた。新たに新
聞広告（ジャパンタイムズ）を

活用

・外部からの採用は原則公
募制。教授6名、助教授5

名、助手2名
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に係る取組

鳥取大学

教員の雇用は、原則公募 理事及び各部局長が教員

の個人業績評価システム等
により教育活動を評価し、推
薦した教員について、学長
表彰選考会で審議し、学長

が教育功績賞を決定。被表
彰者については、査定昇給

に反映

人事給与、顕彰、予算配分
等の視点からインセンティブ

付与について引き続き検討

することに

島根大学
評価システムによる評価結
果データを用いて、評価 （競

争的）配分経費をの配分

岡山大学

教員等の公募情報公表の
ため、大学ホームページに

全学教職員募集情報ページ
を立ち上げ、運用開始

部局で、助教の再審査制度

導入を検討

広島大学

教員の選考は、原則公募 教員の個人評価のシステム
構築から実施については、

平成19年度から2 1年度まで

の間に、試行し、試行結果

の検証 ・分析を行ったうえ、
処遇（昇給及び賞与等）へ

反映させるスケジュールを
設定

山口大学
公募制を導入済み 継続して部局等毎に公募状

況を調査。また、公募制の
導入状況の情報交換を実施

徳島大学

教員の採用 は公募 平成17年度に各部局に対

し、教員の選考で、国籍、性
別、ハンディキャップを排除

し、真に優秀な人材を確保
するよう通知。教員公募に

おける募集要項には、性別
等による差別を排除し、公

正な選考を行っている旨を
記載し、本学の姿勢を外部

にアピール

・適正な処遇システムを取り

入れた弾力的な人事制度に

ついて、全教員対象に業績
評価の試行を実施。これに
基づく処遇については、平
成19年度の賞与に反映予

定

・各部局の評価システムを
活用 し、業績の顕著な教員

に対して、業績手当（6月期
勤務成績優秀者）252人（全

体は875人）、業績手 当（12

月期勤務成績優秀者）2312
人 （全体 は877人）、特別昇
給 130人（全体は878人）に

鳴門教育

大学

講座及び教員に対して、学
長の定める重点目標及び分

野別 （教育、研究、大学運
営、地域貢献）の項目につ

いて自己点検 ・評価を実施
するとともに、教 育研究活動

等の業績評価を実施。評価
結果は、給与への反映及び

教育研究費配分に活用

香川大学

各学部で、採用方針等の教 各学部 ・研究科で、任期付 教員の活動評価について、
員の公募の情報をホーム 教員の任期終 了後の再任 給与等の処遇に反映させる
ページやメールで公表 に係る基準を更に明確化 方策を検討し、基本方針を

策定

愛媛大学

教員選考に関する規程を制

定。公募制に対する基本姿
勢を明確化

教員の総合的業績評価に

基づく教員の処遇のための
指針を作成 。平成19年度に

実施する部局個人評価の評
価結果を給与へ反映させる

ことに

高知大学

各学部・研究科等で、処遇

面 （勤勉手当）への反映を図
ることとして、それ ぞれの教

育・研究の目標、特徴や独
自性を加味 した上で評点化

するなどの主体的な教 員評
価を実施。今後 、モデルとな

るシステムを構築し、平成20
年度からの本格実施を目途

に現在、検討 中

福岡教育

大学

・教員の採用・昇任に際して

考慮すべき教 員活動項 目を
整理し、人事評価基準素案

を作成

・教員活動評価の結果を
フィードバックする対象 ・内
容・方法について検討。勤

勉手 当、昇級 区分、研究
費、表彰、海外出張、長期

研修、付加用務の免除、サ
バティカルの付与等を例示

して提言

・教員の任期制及び教授公
募制について検討
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九州大学

・教員の公開公募は、公募

情報を全学的に一括掲載す

る公募情報システムを開発
し、本学ホームページに掲
載

・教員の公募及び採用状況
を四半期ごとにホームペー
ジに公表

・評価結果の給与面でのイ

ンセンティブ付与については
平成18年度試行の評価結
果を待って、次年度に基本
方針を検討

・教員任期制導入部局の再
任審査への反映は部局の
判断に委ね 、給与面でのイ

ンセンティブ付与については
平成18年度試行の評価結

果を待って、方策を慎重に
精査

佐賀大学

教 員選考の規程等に基づ

き、原則公募。53件の教員

人事を公募で実施

長崎大学

講師以上の採用教 員35名 ・各部局で、教員について、 任期制を既に導入 している 各部局で実施された良好な
中26名を公募で採用 専門性に配慮した業績評価 部局等で、再任基準を見直 実績を挙げた者の選考方法

を行い、優れた業績等を新

しい昇給制度における処遇

に反映

・教育評価を反映させた昇
給方法を決定し、実施

し 等について検証し、処遇へ

の反映を前提とした全学的
な人事評価の基本方針と平

成 19年度スケジュールを明
確化

熊本大学

・公募による選考割合は、

86．3％（前年度比9．56ポイン
ト増）

・選考基準評価方針で、教
員選考は原則公募を明示

・教員公募では、全世界か
らの応募が可能となるよう、

本学英文ホームページに掲
載する他、研究者人材デー

タベースJR EC －IN に掲載

教員の個人活動評価の位
置付け、個人活動評価を賞

与、給与等に反映させる方
法等について検討し、勤勉

手 当制度の運用方針案及
び昇給制度 の運用方針案を

とりまとめ

大分大学

・特許申請者 に対するイン

センティブの付与について
検討。教員評価の評価基

準 ・項目に発明 ・特許等の
評価項目を加えることとに

・教員評価の結果の活用方
策を検討。新たな資源配分
方法や表彰制度の活用等

反映項目を整理

鹿児島大
学

教員の採用に際し、教員選 性別、国籍等にとらわれな 任期付教員について、教
考の方針に基づき、広く公

募を行い、適任者が得 られ
るように公正な人事を実施

い適正な教員選考を実施 育、研究、社 会貢献、国際

交流及び管理運営等に関
する業務審 査を行い、任期

のない教員に移行できる制
度を導入することに

琉球大学
講師以上の教員採用は、原
則公募制を推進

政策研究

大学院 大

教員採用の国際公募を実施

総合研究

大学院 大
学

・勤務評定を経て得られた

評価結果の処遇への反映
について検討。勤勉手当及
び昇給に反映

・非常勤職員について、常
勤職員と同様に人事評価行

うこととし、勤勉手当に評定
結果を反映

北陸先端 ・教員採用は原則公募。公 教員採用は、国籍、言語、 教員の業績評価を行い、そ 再任審査のための教員選
科学技 術 募実績15件、採用者 11名 性別、経歴等にとらわれな の結果を処遇に反映 考委員会委員に他分野の

大学院 大 ・公募情報をW ebサイト、国 い優秀な教育 ・研究者を確 委員を加えるなど教員の総
学 内外学会誌に掲載 保に努力 合的評価を行うシステムの

奈良先端

科学技術
大学院 大

教員について、平成17年度

から実施した業績評価シス

テムに基づき昇給を実施
人間文化
研究機構

国立民族学博物館で、任期

満了助手4名の再任審査を

高エネル
ギー加速器

研究機構

・一般公募31件 （教授10件、

助教授4件、助手7件、博士

研究員10件）

・約160の機関等に対してE
メールあるいは書面をもって

公募案内を送付するととも
に、機構ホームページや関
連学会誌等への公募情報

文の掲載、研究者人材デー
タベースJR EC －IN 研究者
データベースへの掲載を実

施

・年俸制の任期付きの常勤
教員である博士研究員の雇

用制度により、10 件を公募

常勤職員については、職 員

の勤務評定に関する規程に
基づいて勤務評定を実施

し、評定結果を給与に反映
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平成18事業年度【公正で透明性の高い人事システムの徹底】

大学名

（彰　公募 制の整備と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努 力に対する公 ⑥ その他 の公正で透明性 ⑦　 準備・検討段階の取組

を適用した採用 的な選考 正な評価による積極的処遇 の高い人事システムの徹底

に係る取組

情報 ・シス

テム研究機
構

・研究教育職員の採用は、

原則公募

・公募方法は、機構本部及
び各関係学会のホームペー

ジに公募情報を掲載

・公募採用実績 は、教授3
名、助教 授4名、講師1名、
助手4名

・情報研で、新制度・特定有
期雇用職員制度を活用し

て、任期付研究者を公募

情報研で、継続雇用に当

たっては年度成果評価に基
づく審査を実施
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6．2　若手研究者の自立支援
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平成16事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

（診　若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　　　 48法人 ⑤ ポストドクターの研究職

以外の進路も含めたキャリ

アサポート

（む　若手研究者が民間企業

等と接する機会の充実
若手研究者の研究費等助 若手研究者研究スペースの その他の若手研究者の研
成及び助成制度の整備 確保 究支援体制の整備

小計 46法人 3法人 5法人 1法人 1法人

北海道大
学

北海道教
育大学

若手教員研究支援経費で

20件採択し配分

室蘭工業
大学

若手研究者による萌芽的研
究を学内公募し、学長裁量

経費を配分

旭川医科

大学

比較的研究資金に乏しい若

手研究者や大学院生の自
由な研究活動を支援するた

め学術振興後援資金を創設

北見工業

大学

岩手大学

東北大学

秋田大学

21世紀 C O Eプログラムの独
立した研究を保証した主任

研究員、ボスドク（博士課程
修了）、大学院生等の若手

研究者に経済的な支援を含

めた研究しやすい環境作り
を実施

山形大学

茨城大学

教育研究支援経費 1．600万

円を措置し、研究を公募、若
手の支援を実施

茨城大学－ワーゲ二ンゲン

大学合同若手シンポジウム

では、本学農学部とオラン
ダのワーゲ二ンゲン大学以
外に、本学理 学部、東京農

工大学、京都府立大学、三
重大学、明治大学、横浜市

立大学、理化学研究所、畜
産草地研究所、明治製菓、

森永乳業、全薬工業から中
堅 ・若手研究者の参加。大

学院学生が中心になって運

営
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（参　若手研究者の国際経験

の充実
⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　　 43法人

⑨ 準備・検討段階の取組

RA 、T A等学生を除く若手研 RA 、T A等学生の採用及び その他の若手研究者の自
究者の採用及び採用制度

の整備

採用制度の整備 立支援に係る取組

20法人 30法人 18法人 24法人 21法人

・大学院学生等の国際学会 エネルギー変換マテリアル 新たな助教職の任期制の導
等出席のため、本学国際交 研究センターにおいて、日

本人4名等を非常勤研究員
を採用し、若手研究者によ

る活発な研究活動を展開

人を検討

流事業基金かb l件20万円

を10件助成、また、クラーク

記念財団と連携を図り、1件

20万円を20件助成すること
により、海外における学会
発表の機会を拡大

・法・医・工・農・情報科学研
究科等が部局独自の基金

により、132件に対し海外渡
航及び研究助成を実施

サテライトベンチャー・ビジ
ネスうボラトリーで、ポス

ト・ドクトラル・フェローとし

て、国内外から若手研究者
を確保。ボスドク10名（うち

外国人2名）を採用

TA 、RA の給与の総轍を変

えず、上限値をより低く抑
え、多くの学生に機会を与

えれるよう変更
地域連携推進センターで、

異なる学部の若手研究者が
連携して学際領域を研究す

る融合研究・教育プロジェク

トを開始
若手研究者の育成や、T A、

RA 雇用に資するため、競争
的研究費の間接経黄につい

ては、その50％を学内に配
分することとし、同時に、人
件費、謝金等にも有効活用

するための制度を整備

・海外研修制度、自己研修
制度の導入、リサーチアソ

シエイト制度の設置等の充
実を図る基本方針を決定

・若手人材の育成等の方策
を検討

・若手研究者の萌芽研究等
に支援策を策定

・テニュア制度の基本方針
について検討。各部局での
導入等に関する基本方針を

とりまとめ
・若手研究者の育成の拡大
を図るべくポスト・ドクター等

研究支援スタッフ雇用のた

めの諸規程等を整備

・21世紀C O Eプログラムで独
立した研究を保証した主任
研究員、ボスドク（博士課程
修了）、大学院生等の若手

研究者を、国際的に権威の
ある科学雑誌「ネイチャー」

などの媒体を用いて国内外

から広く公募
日本学術振興会の特別研
究員等のボスドクを23人（理

学部1人、工学部13人、

V B L9人）を配置

研究支援担当職員及び若

手研究者の育成強化のた
めに、N E D O 、J S T等の担

当者による研究助成制度等

の説明会を開催
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平成16事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　　　　 48法人
⑤ ポストドクターの研究職

以外の進路も含めたキャリ
アサボ肩 ト

⑥ 若手研究者が民間企業

等と接する機会の充実

若手研究者の研究費等助 若手研究者研究スペースの その他の若手研究者の研

成及び助成制度の整備 確保 究支援体制の整備

筑波大学

宇都 宮大

学

・萌芽的研究及び若手教員

による優れた研究者の育成
に向け、研究課 題を公募 。

25件を採択し930万円を配
分

・工学部、農学部で、学部長
裁量経費を使用して独 自に
若手研究者の育成を推進。

工学部 330 万円、農学部 160
万円

・新たに導入したオーバー
ヘッド制度を活用し、その一
部を若手教員のインセン

ティブ高揚に向 けた研究経
費へ充当。若手研究者育成
プロジェクトを認定

群 馬大学

・工学研究科で、サテライト・

ベンチャー・ビジネス・ラボラ
トリー若手研究費助成制度

により、研究テーマの設定、
計画、遂行、成果発表のサ

イクルの教育を実施。大学
院生 8人に研究 助成を実施

・生体調節研究所で、助手
を中心とした若手研究者へ

の所長リーダーシップ経費

の配分、若手研究者への研
究費配分を実施

医学系研究科医科学専攻

において、高度な臨床能力
を持つ医師、先端的生命科
学・医学研究を推進する教

育・研究者 、社会医学分野

の指導者・行政官等を必要
としている機関のリストを公

開し、修了生の就職を支援

埼玉大学

・基本戦略に基づき研究資 工学部異分野融合インキュ 工学部で、異分野融合イン

金を重点的に配分するシス ベーションセンターで、共同 キュベーシヨンセンターを設
テムとして研究プロジェクト 研究の企画立案のための 置。若手研究者を主体とす
を創設。計68件 、70，160千 検討会等に利用できるス る分野融合型の共同研究立
円。若手の応募を積極的に

採択

・工学部異分野融合イン
キュベーションセンターで、

公募要領を定め、工学部等
の若手研究者を対象に研究
課題を公募、3件を採択

ペースを確保 ち上げを促進しうる体制を

整備

千葉大学

・民間資金 による学内競争
的資金で若手研究者を中心

に、大学院生に5件、総額
125万円等支援

・次世代C O E 、新分野創成
への支援、学長裁量経費及
び部局長裁量経費の積極
的な活用により、萌芽的研

究 ・若手研究等を強く支援

東京大学
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（参　若手研究者の国際経験

の充実
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　 43法人

（診　準備・検討段階の取組

R A、TA等学生を除く若手研 R A、TA 等学生の採用及び その他の若手研究者の自

究者の採用及び採用制度

の整備

採用制度の整備 立支援に係る取組

・外部資金による若手研究 RAを研究指導に効果的に ．教育・学生支援機構4室等 テニュア・トラック制を含む

者を積極的に雇用。本学術 活用するため、重点研究分 の戦略室に助教授・講師等 新たな教員人事制度の全学
振興会特別研究員37名、産

学官連携研究員32名、研究

員（科学研究）25名、研究員

（C O E）26名、科学技術振興
研究員9名

・研究員等を研究指導に効
果的に活用するため、重点

研究分野を中心に配置。博
士特別研究員41名、研究機
関研究員12名

野を中心に配置。RA 150名 の若手教員も登用し、広く各

分野・各層の知恵を戦略策
定に活かす仕組みを整備

的な導入・改革に向け検討

生体調節研究所で、C O E補 生体調節研究所で、C O E補 ・医学系研究科医科学専攻

助金による研究員採用を実
施

助金によるRA採用を実施 において、大学院修了生に

対し、学術振興会特別研究

員等として研究を継続でき
るよう、個別に研究指導者

を配置するとともに、募集要
項等の周知徹底並びに応
募書類の作成を指導

・大学院生、ポストドクター
等を対象とした、知的財産
関連講座を実施

産学交流協議会に参加して

いる企業関係者を中心とし
て地域共同研究センターに
「目利き委員会」を設け、特

に若手教員を中心に研究成
果の評価を実施

若手研究者が研究以外の

業務を軽減して、自立して
研究に集中できる制度につ

いて継続検討

RA について、それぞれの部
局における委員会等で職務

の明確化等について検討

・学部学生と大学院学生の ・RA 1，467名を採用し、博士 21世紀C O Eプログラムで ・ポストドクトラル・フェローに

短期留学を支援する事業を 課程大学院学生を奨学 は、公開シンポジウム等を ついて、研究員制度の見直

新設。国際交流協定を締結 ・T A採用が延べ21万時間 通じて、RA の活躍ぶりを紹 しの中で検討。実態に即し

している海外の大学等に留 介するニューズレターをRA た給与・待遇についての方

学している学生に対し、月縁 が発行する拠点づくり等実 針を策定

10万円 （3ケ月以上1年内）を

支給。学部6名、修士9名、

博士11名

・大学院学生の海外におけ
る学会・研究集会への参加
を支援する事業を新設。72
名に支援

施 ・若手研究者のより柔軟な
受入のために、客員研究員

制度について実情把握と整
備を検討

・TA ・R Aについて、アンケー
ト調査を実施。採用枠の拡
大等の問題点改善の検討を

開始
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平成16事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　　　 48法人
⑤ ポストドクターの研究職

以外の進路も含めたキャリ
アサポート

⑥　 若手研究者が民間企業

等と接する機会の充実

若手研究者の研究費等助 若手研究者研究スペースの その他の若手研究者の研

成及び助成制度の整備 確保 究支援体制の整備

東京医科
歯科大学

・医歯学総合研究科 ・医系

で、若手研究者 （メディカル

フェロー）に学長裁量経費に
よる研究資金支援を実施

・21世紀C O Eプログラム「脳
の機能統合とその失調」で
は、インキュベーションラボ

として若手研究者への経済
的研究支援を実施

・生体材料工学研究所で、
若手研究者の育成及び大

学院生のインセンティブ付
与のため、研究奨励賞コン

ペティションを実施

医歯学総合研究科・医系

で、共用スペースをコモンラ
ボとして若手研究者に優先

的に配分

東京外国
語大学

東京農工

大学

東京工業

大学

世界最先端の研究推進、未
踏分野の開拓等 に果敢 に

挑戦している独創性豊かな
新進気鋭の若手教員を学長

が選考し、東工大挑戦的研
究賞として表彰するととも

に、研究費の重点配分を実
施。8名、合計39，500 千円

東京海洋

大学

学内公募型研究課題におい

て、若手研究者に重点的配

お茶の 水女

子大学

21世紀 C O Eプログラムで若

手研究者を対象とした公募
研究を設置。26名（9．980 千

円）を採択

電気通信

大学

若手研究者の研究、萌芽的

研究等を対象として支援を
行う「研究・教育活性化支援

システム」を設置。萌芽的研
究 （若手）および教育プロ
ジェクトを対象に総観30．000

千円を予算措置 し、公募に

より、研究資金を配分

有能な大学院生等を研究プ

ロジェクト等に参加。参加希
望学生を公募し、76名を採

用

一橋大学

新潟大学

学内公募型競争的資金制

度の実施において若手研究
者奨励研究費を設定。応募

資格を、従来の専任教員に

加えてポストドクトラルフ工

ロー及び医員に拡大。69件
採択

長岡技術
科学大学

・21世紀C O Eプログラムで、
ボスドク等若手研究者の研

究活動に対して研究資金を

支援

・学長裁量による応募型研
究経費を設置。若手研究者

の育成、萌芽的研究の育成
等を設定

上越教育
大学

新たに40歳以下の者が一人

で行う研究で、今後の発展
が期待できる若手研究の区

分を設置 し、公募を実施
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（参　若手研究者の国際経験

の充実
⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　　 43法人

⑨　 準備・検討段階の取組

RA 、T A等学生を除く若手研 RA 、T A等学生の採用及び その他の若手研究者の自

究者の採用及び採用制度

の整備

採用制度の整備 立支援に係る取組

．医歯学総合研究科医学系 医歯学総合研究科・医系 難治疾患研究所が先端研

で、米国人教員を採用して で、部局配分の間接経費で 究拠点事業で若手研究者

学生教育を行うとともにハー
バード大学医学部、インペリ

アルカレッジ医学部と学生
の交流を実施

・医歯学総合研究科歯学系
の研究者について、米国、

カナダから優秀な研究者を
客員教授として迎え、若手

研究者の育成をサポート

若手研究者（メディカルフェ

ロー）を採用可能に

ネット会議を開催

21世紀C O Eプログラムで開

催した国際研究集会の企画

と運営は、ボスドク1名と本
学大学院博士後期課程大
学院生6名に実行させ、あわ

せて史資料収集・保存・共
有事業の実務も担わせて、
臨地教育の機会を提供

2 1世紀c o Eプログラムで採

用したボスドク研究員2名に

研究費50万円を交付

能力ある若手の登用を検討

21世紀C O Eプログラムにお

ける若手研究者養成のため

の教育カリキュラムを実施
ボスドクの募集方法の改善
等、具体的実施面での問題

点について検討

女性若手研究者を支援する

特別研究員（リサーチフェ

ローを含む）の制度を発足。
任期付、年俸制のリサーチ

フェローを4名採用
21世紀C O E関連活動で、ア 教育研究の活性化を図るた 若手研究者の育成・確保を 21世紀C O E関連活動で、専
ジア地区の有力大学との大 め、若手人材受入れを積極 促進するため、学内RAを創 攻横断の大学院生問の交

学院生・若手研究者交流の
道筋を確立

的に進めるなどの教員人事

の基本方針を策定

設 流を促進

・C O Eによって大学院生等 ・C O Eプロジェクトに全学で 多数のRA イAの雇用により ・商学研究科で、若手研究 博士学位取得の促進や研
若手研究者473人を派遣 34名の大学院学生をC O E学 大学院生の研究活動を支援 者支援経費を博士課程学生 究者養成における制度的改

・国際企業戦略研究科で、 生アシスタントとして採用 に支給 革、若手研究者へのティー
国際コンファレンスやフォー ・法学研究科で、大学重点 ・法学研究科で、若手研究 テンゲ機会の提供、テ二ュ

ラムに若手研究者を積極的 的取組領域で、若手研究者 者をC O Eや科研費による研 ア制度の導入等を求める
へ参加 の研究支援体制整備の－ 究プロジェクトに積極的に参 「若手研究者の養成のあり

環としてC O Eフェローを採用 加

・社会学研究科で、C O Eプロ
ジェクトに3名、先端課題研
究に20名以上の大学院生

参加

方について」答申

社会人特別選抜による大学 21世紀C O Eプログラムで、 若手研究者への研究環境

院生15人、社会人研究生1 全国の若手研究者を対象との整備として、研究費の確

人、受託研究員1人、ボスド

ク14人を受け入れ、若手研
究者の育成を推進

した討論会を開催 保を検討
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平成16事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

③ 若手研究者 の活躍の場の整備　　　　　　　　　 48法人
（諺 ポストドクターの研究職

以外の進路も含めたキャリ

アサポート

⑥　 若手研究者が民間企業

等と接する機会の充実
若手研究者の研究費等助 若手研究者研究スペースの その他の若手研究者の研
成及び助成制度の整備 確保 究支援体制の整備

金沢大学

学長裁量により資金を配分

するため、若手の萌芽的研
究経費 4，000万円を計上。40

歳 以下の若手研究者の研

究活動経費 （48件採択）を支
援

福井大学

・プロジェクト提案型研究と

して、大学院生を直接指導
する学 内の若手研究者に対

して21世紀C O E 若手研究者
の研究を6件採択し支援

・大学として重点的に取り組
む領域において、学長裁量
経費で若手研究者を対象と

する競争的配分経費 13件を
採択

・若手教 員（助教授、講師、
助手）を対象に、将来プロ
ジェクト研究等に結びつくよ

うな可能性、発展性に富ん
だ研究について学内公募。

30件採択

山梨大学

若手教員研究支援として

804万円を措置 。20件採択。

37歳以下の若手教員の教
育研究活動を支援

信州大学

岐阜大学

工学 系若手教 員の研究支

援の予算を措置。6名に各

500千 円を助成

静岡大学
若手研究者への支援を強
化。38件、23百万円

浜松医科

大学

・若手に対 し経費補助を実
施 。総額 3，567千円

・若手からプロジェクトの募
集を行い、助手、若手助教

授 の5件を採用、計 2月00 千

円の経豊を支援

名古屋大

学

・大学独 自の公募型研究プ

ログラムを設定。
○全学研究奨励費（総長裁
量経費）：特 に萌芽的研究

の掘 り起こしに焦点。18件、
総額 4，500万円の研究助成

○名古屋大学学術振興基
金 ．若手研究者の研究助成

等

・優れた研究を行う院生へ
の資金的援助として、高等
研究院の萌芽的研究に6件
採用

・農学部で，学術交流基金 に
より若手研究者を支援

・環境学研究科、教育発達
科学研究科で、研究科長裁

量経費により、若手研究者
を支援

名古屋工

業大学

大学研究活性化経費に基
礎研究の分類を設定し、若

手を対象として14件を採択

し、研究費を重点配分

豊橋技術

科学大学

三重大学
学部として育てたい若手研
究2 件（1件2．000 千円／2年間）

を選定し、研究費を配分
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⑦ 若手研究者の国際経験

の充実
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　　 43法人

⑨ 準備・検討段階の取組

RA 、TA等学生を除く若手研 R A、TA 等学生の採用及び その他の若手研究者の自

究者の採用及び採用制度

の整備

採用制度の整備 立支援に係る取組

・学長裁量により資金を配 競争的資金で非常勤研究 サバティカル制度の導入に

分するため、若手の萌芽的

研究経費4，000万円を計上。
国際学会等への参加旅費を
支援。16件採択

・海外先進教育研究実践支
援プログラムで若手教員を

含む10人を海外の教育研究
機関等に派遣し、先進的な

研究や優れた教育の実践

へ参画

員、ボスドク等を雇用する場

合は、その研究代表者等の

判断により雇用を可能に

係る他大学の状況を調査

C O E特別研究員制度による

大学院生の公募と採用によ
る支援を実施

21世紀C O Eプログラムで、
若手研究者を国際会議等に

多く派遣

21世紀C O Eプログラムで、

若手研究者を養成。PD研究

員6名、D C研究 員4名、

RA 50名、TA 241名
事業費（学生支援等経費）

16，903千 円を措置して、

RA 39名を採用

C O E計画で、メディカルフォ C O Eボスドク研究員5名、産 大学院生R A 9名雇用 C O E大学院RAとC O Eボスド

ト二クス関連の国内国外へ 学連携推進研究員4名（光 ク研究員の研究報告会等を

の研修派遣の制度を設置。

6名の若手の研修を実施

量子、光学医療診療部）雇

用

開催

大学学術振興基金で、大学 ・若手研究者の年俸制によ C O E拠 点形成経費の約50％ 各部局で．若手研究者を支

院生を主にした海外派遣助 る任期付正職員としての採 を人件費に充当し、RA 347 接をするための仕組みを検

討成等を実施 用を推進

・C O E拠点形成経費の約
50％を人件費に充当し、博士
研究員104名を雇用し若手

研究者を中心に高度な研究
教育を進める人材の育成を
推進

名を雇用し若手研究者を中

心に高度な研究教育を進め

る人材の育成を推進

競争的資金による若手任期

付研究員等の債権的な採

用制度として、プロジェクト
研究員の取扱いに関する規

程を制定。学外の研究者、
博士の学位を有する者を任
期付職員又は非常勤職員と

して、採用可能に

平成16年度に設けたプロ
ジェクト研究所制度は、本学

の教授又は助教授が研究
代表者となり、分担者は、本
学の教員．学外の研究者、
ボスドクで構成。学外の研

究者、ボスドクはプロジェク

ト研究員として雇用可能
若手教員の外部資金獲得
状況及び大学院生の国際

会議出席状況等のデータを
収集し、分析
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平成16事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　　　 48法人
⑤ ポストドクターの研究職

以外の進路も含めたキャリ

アサポート

⑥ 若手研究者が民間企業

等と接する機会の充実
若手研究者の研究費等助 若手研究者研究スペースの その他の若手研究者の研
成及び助成制度の整備 確保 究支援体制の整備

滋賀医科
大学

学長裁量経費による公募型

の研究助成で若手研究者

の自由な発想に基 づく研究
を支援。8題の研究に支援

京都大学

若手教員研究支援経費とし

て、助手に柔軟な発想の下

に取り組む教育研究活動を
重点的に支援するために配

分。10部局 33名

京都工芸
繊維大学

学内予算を活用して学内公

募方式による教育研究推進
事業で若手研究者支援事

業等実施

大阪大学

・22部局で、オーバーヘッ

ド、間接経費、総長裁量経
費を利用 して若手助成等に

充填

・全部局で、資金の配分 ・運
用方式の公正なガイドライン
を作成し、これに基づき23部

局で若手助成を実施

神戸大学

奈良女子
大学

人間 文化研究科で、C O E研
究員・R A も研究活動に積極

的参加

鳥取大学

・大学院医学系研究科で、

C O Eプログラム採択プログ

ラムに関連した若手研究者
の 自発的研究活動経費の
創設等を実施

・工学部で、45歳以下の研
究者を対象に教育研究重点

配分経費を設け、若手研究
者への研究を助成

岡山大学

広島大学

・若手研究者による基礎科
学研究の推進を目的とした

研究助成基金により、3件、

275万円の研究支援

・1研究科で、研究科独 自の
博士課程後期学生を対象と

した提案研究プロジェクト制
度が創設され 、5件 、250万

円の支援
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⑦ 若手研究者の国際経験

の充実
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　 43法人

⑨　 準備・検討段階の取組

RA 、T A等学生を除く若手研 RA 、T A等学生の採用及び その他の若手研究者の自

究者の採用及び採用制度

の整備

採用制度の整備 立支援に係る取組

・国際シンポジウムを平成

12年度から毎年1回開催。
若手研究者の新たな研究交
流ネットワーク構築に波及

効果あり

・プロジェクト経費、外部資
金等により、部局単位で大
学院学生、博士取得後研究

員等を派遣。大学院学生延

べ600名、博士取得後研究
員延べ260名

21世紀C O E経費をはじめと
する外部資金を活用して、

博士研究員（研究機関研究

員、C O E研究員等）345名を
採用し、学際的・萌芽的な課

題研究等に従事させ、若手

研究者の育成と研究の活性
化を推進

経済学研究科で、基金によ 微生物病研究所では医学 ・微生物病研究所で、医学

る公募海外派遣・海外研究 系研究科と共同して21世紀 系研究科と共同して学生・

者招へい事業制度を確立。 C O Eプログラムで、特任助 若手研究者の育成を目的と
若手研究者を4名国際研究 教授3名のほか、特任教員8 したセミナーを毎月開催

集会に派遣 名、特任研究員6名、さらに
優秀な大学院学生を

SuperS tudentとして12名採
用し、プロジェクト研究に積
極的参画

・2 1世紀C O Eプログラムが

採択されている部局では本
プログラムを軸として若手育

成プログラムを立ち上げ

附置研究所で、C O E及び非 医学系研究科では、間接経 ・経営学部・経営学研究科

常勤研究員制度等を活用し 費の有効活用として若手研 で、若手・中堅研究者への
ながら5名の若手研究者を

雇用

究者育成等を重点的に実施 重点的予算配分をすでに実

施しているが、更に、先端的

研究との最適バランスを考
慮する方向で検討

・附置研究所で、若手特別
研究員制度確立を準備

・2 1世紀C O Eプログラム若 主に大学院生が、学会等で ・大学院博士後期課程修了

手研究者支援経費取扱要 研究発表を行う場合等にお 者の過去10カ年の就職先等
項を制定。博士後期課程に いて、旅費が必要な場合 を調べ、卒業生が活躍する

在学する若手女性研究者等 は、指導教員の判断で支出 研究分野等若手女性研究
の優れた研究に対して支

援。4名に支援。その他、

C O E研究員4名、R A （C O E）

12名を任用し研究活動を支
援

・R A制度により、大学院後
期課程の学生を9名R Aに任
用。任用に際しては、研究

分担を明確にし、機能的な
連携の下で研究推進を図れ

るようにした。また、RA 制度
による研究成果の達成状況

を確認し、RA 制度の情報交

可能に 者の支援方策について検討

・大学全体としての若手女
性研究者支援方策につい

て、RA や博士研究員等との
関係を考慮しながら、規程

の原案を作成

・21世紀C O Eプログラムで ・乾燥地研究センターは、国 ・乾燥地研究センターで、 ・乾燥地研究センターで、大

て、海外研究教育基地と連 内外の乾燥地科学を志すポ RA 14名を採用 学院生48名、研究生4名を

摸した研修内容の充実等を ストドクター15名を受け入れ ・中国科学院水土保持研究 受け入れ

図り、若手研究者の育成を ・中国科学院水土保持研究 所と実施中の研究の正式メ ・中国科学院水土保持研究

推進 所と実施中の研究の正式メ ンバーとして博士課程学生3 所と実施中の研究の正式メ

・乾燥地研究センターは、受 ンバーとしてポストドクター3 名を登用 ンバーとして博士課程学生3
け入れたポストドクター等の

うち、海外教育研究基地に、

3名を2ケ月間派遣

名を登用 名を登用

オーバードクター等若手研
究者を、契約教員として外

部資金で雇用できるよう、契
約教員就業規則を一部改正

・C O Eプログラムの一部とし

て若手研究者・院生の海外
派遣を実施

・大学として重点的に取り組
む課題において、若手研究
者及び大学院博士課程の

学生の海外研修への参加を
促進するための経費等とし

て約1．000万円を措置
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平成16事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　　　　 48法人
⑤ ポストドクターの研究職

以外の進路も含めたキャリ
アサポート

⑥　 若手研究者が民間企業

等と接する機会の充実
若手研究者の研究費等助 若手研究者研究スペ胃スの その他の若手研究者の研

成及び助成制度の整備 確保 究支援体制の整備

山口大学

・科学研究費補助金獲得奨

励金を設置。若手研究 ・萌
芽的研究の支援に利用

・若手研究等の認定によっ
て、若手研究を推進する教
員等を支援

徳 島大学

・21世紀C O Eプロジェクト

で、C O E 研究員として採用し
た優れた若手研究者に研究

助成で積極的な資金援助を
展開

・研究経費のうち136百万円
を学長裁量経黄として確保

し、若手研究者の育成等に
重点配分

香川大学

若手研究者の萌芽的研究を
支援する萌芽研究制度を立

ち上げ、学長裁量経黄から

研究妻を優先配分

愛媛大学

・研究開発支援経費におい

て、応募資格 45歳までと年
齢制限を設けて若手教員を
優遇。独創的な発想、意外

性のある着想に基づく若手

研究者の研究支援として20
件、合計32，915千円を採択

・医学部で、学部長裁量経
費を財源として、学位を有す

る若手研究 員を支援する制
度を立ち上げ

九州大学

・将来のスーパースターとな

ることが期待される若手研
究者を選定 して財政的支援

を行う、研究スーパースター

支援プログラムを導入。若
手研究リーダー 20 名選定。

研究以外の業務をサポート
するための人件費等に充当

できる自由度の高い経費を
措置

・教育研究プログラム ・研究
拠点形成プロジェクトについ

ては、制度の見直しを行い、
若手研究者 の育成を新設

佐 賀大学

長崎大学

基礎的 ・萌芽的研究と若手

研究者への支援として、部

局への基盤的研究経費の
確保とともに、学長裁量経
費を活用して萌芽的研究支

援のため、競争的配分を実
施

熊本大学

若手教員等を対象に、科学

研究費補助金不採択となっ
た研究課題で審査評点がA

又は B 以上に該当するもの

の中から選出し、インセン
ティブとして研究費を付与。
未 申請者に対しては研究経
費の 10 ％を減額調整
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⑦ 若手研究者の国際経験

の充実
⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　　 43法人

⑨　 準備・検討段階の取組

RA 、T A等学生を除く若手研 RA 、TA等学生の採用及び その他の若手研究者の自
究者の採用及び採用制度

の整備

採用制度の整備 立支援に係る取組

・研究主体教員について

は、本学の独創的かつ学際

的研究の推進と若手研究の
育成を目的として選考方法
を検討

・研究特任教員、萌芽研究・
若手研究の評価システムの

確立を目指して、評価指標

等を検討

・若手研究の支援のため研
究主体教員として選考する
骨子を作成

2 1世紀C O Eプロジェクトで、

C O E 研究員として優れた若
手研究者を採用

21世紀C O Eプロジェクトで、

大学院生をR Aとして支援

外国派遣研究員制度では、

応募に年齢制限を設けて若
手教員を優遇。国際交流事

業推進経黄と学長裁量経費

によって外国派遣研究員を
募集。若手研究者を中心に

12名の教員を派遣

博士学位取得後の若手研
究者を育成することを目的

に、学術研究員制度を策定

し、学術研究員等規程を整
備。有望な若手研究者を外
部資金により学術研究員と

して一定期間雇用すること
が可能。209名を雇用

・21世紀C O Eプログラムを世

界最高水準の中核的拠点

にするための全学的支援体
制について検討。研究者及

び研究支援者を確保するた

めのポストドクター、非常勤
教員等の雇用を決定

・基金を有効に活用するた
め、若手研究者の育成を行

えるよう具体的な配分方針
を検討

若手研究者の渡航援助を行

う国際交流基金の設置を検
討

21世紀C O Eプログラム若手 ・21世紀C O Eプログラムによ 経営改善、合理化及び病院

科学者組織による国際シン
ポジウムを開催

り新たに15名のボスドクを採

用

・都市エリア産学官連携事
業によりボスドク2名を採用

・長崎県地域結集型共同研
究事業において長崎県産業

振興財団所属のボスドクを

活用

機能を向上させるため、若

手教員4名等を参画させた
経営企画部を設置

37歳以下の若手研究者を対

象に、海外へ派遣する若手
研究者海外派遣制度を新設

・若手研究者の棟極的な採

用策の検討を開始。若手研
究者に対する支援の一環と

して、若手研究者の海外研
修等を全学的研究推進経費

の活用方針として決定

・国際的人物交流に関する
支援体制について、調査を
実施
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平成16事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

（劃　 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　　　 4 8法人
⑤　 ポストドクターの研究職

以外の進路も含めたキャリ
アサポート

⑥ 若手研究者が民間企業

等と接する機会 の充実
若手研究者の研究費等助 若手研究者研究スペースの その他の若手研究者の研
成及び助成制度の整備 確保 究支援体制の整備

鹿児島大
学

・若手教 員に必要な研究資

金を配分するシステムを構
築

○理学部で、理学部活性化

経費を設 け、優れた研究を
行っている若手教 員8人に

総額 400 万円、研究費を配
分

○農学部で、学部長裁量経
費を設けて、若手研究者支

援システムを設定。若手研
究者4名に総額 200 万円を支

援

○歯学部で、35歳以下の若
手研究者を対象に、2件 200

万円の研究費を配分

・理学部、農学部で、講座会
議等において若手研究者の
意見を取り込み、さらに若手

研究者を支援するためのシ

ステムとして学部長裁量経
費を予算に組入れ

琉球大学

北陸先端

科学技術
大学院大

学

奈良先端

科学技術
大学院大

学

各研究科においてC O E 関連

研究テーマを選考 し、主とし

て若手研究者を対象 に支援

富山医科
薬科大学

学長戦略的経費として、若

手研究者 による萌芽的研究
を募集し、32件採択

富山大学

若手研究者の萌芽的研究
分野における特色ある取り

組みについて、教育研究特
別経費を配分
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⑦ 若手研究者の国際経験

の充実
⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　　 43法人

⑨ 準備・検討段階の取組

RA 、TA等学生を除く若手研 RA 、TA等学生の採用及び その他の若手研究者の自

究者の採用及び採用制度

の整備

採用制度の整備 立支援に係る取組

大学院学生の国際共同研
究及び国際学会等への参

加者数は、全学89名 中大学
院学生総数の4．6％。研究

科が設置している学術交流
基金等を助成。理工学研究

科では、大学院生の国際学
会への派遣助成として岩崎

国際学術交流基金を設置し

ており、9名、602千円助成

若手研究者の研究環境整
備を開始

・工学部で、工学部研究交
流基金で若手教職員2名に

対し国内学会発表派遣を助
成

・その他学部で、若手教員と
の懇談会や学部長と助手会
との懇談会等を開催

大学院学生をR Aとして延べ

129人を採用。また、21世紀
C O Eプログラムで、RA 34人
を採用

・RA として採用した大学院

学生に将来の研究、教育活
動に向けてのトレーニングを

実施

・21世紀C O Eプログラムに関
連する若手研究者（ボスドク

12名）等を育成・支援
・21世紀C O E「知識科学に
基づく科学技術の創造と実

践」に、「選抜」、「実践」、
「融合」をキーワードに若手

研究者をプロジェクトに参

加。助手7名、P D 6名が参画

・ベンチャー・ビジネス・ラボ
ラトリーでは、非常勤研究員
（ボスドク）を7名任用

・高信頼システム技術に係
る研究拠点の形成に向けた

研究プロジェクトに、P D 2名
を研究者として、また、P D l
名と博士後期課程の学生25

名をO JTとして雇用

・教員の任期制による人材
の流動化と学長裁量による
教員選考等による優秀な研
究者の例外的な採用方法を

可能とし、平均年齢の若い
教育研究組織の維持に努

力。助教授3名、助手10名

2 1世紀C O E「知識科学に基
づく科学技術の創造と実践」

に、「選抜」、「実践」、「融
合」をキーワードに若手研究

者をプロジェクトに参加。

RA 19名が参画

海外からの学生及び若手研
究者の受入れを推進するた

め、国内外の研究者及び学

生が宿泊できる研究者交流
施設を整備

T Aの受入れに関する規程を

整備。博士前期課程180名、
博士後期課程 173名をT Aと

して教育補助業務に従事。
実績額1億182万円

C O Eプログラム研究支援者

雇用取扱要項を策定。若手

研究者を積極的に採用する
とともに、事業推進担当者

以外の若手研究者をC O E

フェロ胃に任命し、本領域で

の若手研究者の育成を推進
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平成16事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

③　 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　　　　 48法人
⑤ ポストドクターの研究職

以外の進路も含めたキャリ

アサポート

⑥ 若手研究者 が民間企業

等と接する機会の充実

若手研究者の研究費等助 若手研究者研究スペースの その他の若手研究者の研
成及び助成制度の整備 確保 究支援体制の整備

人間文化

研究機構

・国立民族学博物館で、共

同研究の公募を行うことに

より、若手研究者の参画の
機会を提供し、併せてホー

ムページ等を通じて、関係
学会 、コンソーシアム等に対

して情報を公開することによ
り、若手研究者の参加を促
進

・総合地球環境学研究所の
各研究プロジェクトにおい

て、非常勤研究 員等若手研
究者及び大学院生を積極的

にプロジェクトメンバーに導
入。セミナー及び談話会に

ついては、若手研究者が主
体的に運営し、研究を積極
的に推進

自然科学

研究機構

機構長等裁量経費により若

手研究者の育成等を図るた

めの戦略的な資源配分を実
施

高エネル
ギー加速器

研究機構

情報・シス

テム研究機
構

・国立情報学研究所で、総 若手研究者（助教授）が主 ・若手研究者 （助教授）が主

合戦略を策定。基盤的研究 催する研究室に対して研究 催する研究室に対して助手
の強化に向けて、基盤研究

妾の若手研究者への配分
強化や旅費も含めた柔軟な

執行等を推進

・情報研で、若手研究者の
研究活動の活性化を推進す

るために配分の見直しを行

い、助手への配分を大幅 に
増額

圭スペ胃スを配分 を配分

・極地研で、若手研究者の
養成のため、ポストドクトラ

ル・フェロー等の非常勤研
究員の南極観測事業への

参加の方策について検討。
大学院学生がそのままの身

分で極域の観測事業に参加

できる方策を更に拡大する
体制を構築
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（参　若手研究者の国際経験

の充実
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　　 43法人

⑨ 準備・検討段階の取組

RA 、T A等学生を除く若手研 RA 、T A等学生の採用及び その他の若手研究者の自

究者の採用及び採用制度

の整備

採用制度の整備 立支援に係る取組

・国立歴史民俗博物館で、 若手研究者育成の観点から・日本文化の基盤領域の研
若手研究者3人を非常勤研 RAを採用し、人材育成を棟 究に資するため、教員の自

究員等として受け入れ 極的に図る 主的な研究の場としての基

・国文学研究資料館で、科 ・国立歴史民俗博物館14名 礎領域研究を実施し、若手

学研究費補助金による共同 ・国文学研究資料館 11名 研究者の学術研修等の活
研究に若手研究者の協力・ ・国際日本文化研究セン 動を実施

参加を推進。文献資料調査 ター6名 ・国立民族学博物館で、若

こ若手研究者（大学院生13 ・総合地球環境学研究所10

名

・国立民族学博物館16名

手の研究者を外来研究員と

名を含む）を調査員及び補 して受け入れるだけでなく研
助者として参加

・国際日本文化研究セン
ターで、外部資金を活用し

て、若手研究者16名を研究
支援者として採用し、若手

研究者の共同研究等への
参加を促進

・総合地球環境学研究所
で、科学研究費補助金及び
受託研究費により、科研費

研究員1名、産学官連携研
究員5名を受け入れ、若手

研究者の共同研究等への
参加を促進

究機関研究員として4名、共

同研究員として大学院博士
後期課程在籍者28名（共同

研究員の総数は515名）、特
別共同利用研究員として12

名、さらに日本学術振興会
特別研究員（P D ）として10名

（うち外国人は1名）を受入

れ、共同研究の実施や人材
育成を実施

ポストドクトラル・フェローの ・生理学研究所で、若手研 ・各機関に大学院教育委員

募集人員、人事選考の方法 究者養成のため、生理科学 会又は特別共同利用研究
を決定。選考を行ってフ工 実験技術トレーニングコース 員受入審査委員会を設置

ローを採用し、若手研究者 を開催した。200名受講 し、若手研究者に対する研

の育成 ・核融合科学研究所で、基
礎プラズマ科学研究の推進

にあたり、若手研究者・大学
院学生の育成等を積極的に

実施

究支援の強化を検討

・ポストドクトラル・フェロー
の進路先を調査

・基礎生物学研究所で、日
欧相互の若手研究者（大学
院生、ボスドク、助教授）へ

の会議参加への援助等を計
画

日頃の生活では触れること

のできない大規模設備によ
る実験を体験してもらうこと
を主眼とした、学部高学年

の学生及び大学院生又は

民間企業等の若手研究者を
対象とする夏期実習を実
施。73 人が参加

・若手研究者育成の制度充

実の一つとして、これまで遇

20時間の非常勤研究員で
あった研究機関研究員（ボ

スドク）を、年俸制の常勤
（任期は3年以内）とすること

を検討

・研究機関研究員（ボスド
ク）常勤化及び外部資金で
採用する常勤の任期付教員

制度について検討
在外研究等の制度により若 各種研究員の受入規程を整 統数研で、専門的テーマの
手研究者を海外に派遣 備。ポストドクトラル・フェ

ロー等の配置を充実させる
方策等により、計212名のプ

ロジェクト研究員等を配置

公開講座を開催し、若手研
究者へ最新研究成果を提供
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平成17事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

②若手研究者の助教ポ

ストの確保
③　 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　 61法人

⑤ ポストドクターの研究

職以外の進路も含めた
キャリアサポート若手研究者の研究費等 若手研究者研究スペー その他の若手研究者の

助成及び助成制度の整
備

スの確保 研究支援体制の整備

小計 1法人 54法人 3法人 20法人 2法人

北海道大

学

重点配分経費により、若
手研究者の支援として9

件に公募を通じて資金の
配分

21世紀 C O Eプログラム

で、ボスドク研究者や他
大学の研究者参画

北海道教

育大学

若手教員研究支援経費

で11件を採択し配分

室蘭工 業
大学

帯広畜産

大学

C O E経費によるポストドク

ター、研究員への支援、
連合大学院博士課程へ

の参画による若手人材育
成を推進

旭川医科
大学

学術振興後援資金で、若

手研究者に対する研究

活動助成事業に4．000 千

円を助成

北見工業
大学

教員評価と別に若手教
員については、別途学長

裁量経費等で支援

岩手大学

若手研究者等による学際
的な共同研究を進めるた

め融合研究・教育プロ
ジェクトを推進

東北大学

若手人材の育成策として

異分野が融合して共同で
実施する若手研究者萌

芽研究育成プログラムを
実施。公募型 14件、部局

長からの推薦型8件の計

22件に支援

高度先進医療センター

（仮称）設置に向けて、若
手研究者による臨床応用

研究推進プログラムを公
募

秋田大学

山形大学
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（む 若手研究者が民間企 ⑦ 若手研究者の国際経
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　 59法人

（診　準備・検討段階の取

組業等と接する機会の充実 験の充実

RA 、TA等学生を除く若手

研究者の採用及び採用
制度の整備

R A、TA等学生の採用及
び採用制度の整備

その他の若手研究者の

自立支援に係る取組

4法人 26法人 41法人 20法人 39法人 26法人

・大学院学生等の国際学 エネルギー変換マテリア 21世紀C O Eプログラム 平成19年度以降新規採
会等出席のため、本学国 ル研究センターで、日本 で、大学院生参画 用される助教に対して全

際交流事業基金、クラー 人4名等を非常勤研究員 学的に任期制を導入する
ク記念財団と連携を図り

助成

・法・工・情報科学研究科
等が部局独自の基金に

より、293件に対し海外渡
航及び研究助成を実施

採用として採用し、若手

研究者による活発な研究

活動を展開

ことについて検討

若手教員の採用を促進

することとし、助教授5

人、講師1人を採用

若手教員採用の促進を

盛り込んだ中期財政指針
案を策定

若手研究者の海外研修

に財政支援

サテライトベンチャー・ビ
ジネスう ボラトリーでポ

スト・ドクトラル・フェロー
として、国内外から若手

研究者を確保。ボスドク8
名（うち外国人2名）を採

RA 31名採用し（前年度

比5名増）

C O E経費による大学院生

への支援、本学大学院畜
産衛生学専攻修士課程

の教育協力による若手人
材育成を推進

地域の産業育成・技術力

向上等の支援として設置

されている北見医工連携

研究会で、医工連携賞を
設けて若手研究者の活
性化を支援

2 1世紀C O E プログラム
等でポストドクトラル制度

を活用。14名

・生活困窮者への支援、
博士課程進学希望者へ

の支援あるいはボスドク
等国際的若手研究者養

成への支援等を検討

・若手研究者の自立的環
境整備促進の検討を開
始

・若手研究者の自立支援
等の一層の推進のため

特定領域研究推進支援

センター設置を検討、準
備を推進

・T A 、RAの雇用につい
て、従来の事項指定配分
を改め、部局長裁量経費
を増やすことにより部局
裁量で柔軟に対応するこ

とを可能に

・若手研究者間の研究連
携・融合を支援するため

に若手研究者の研究内
容のデータベース作成準

備を推進

・テニュア・トラック制を導
入するための基本方針を
策定

・4センターで、若手教員
の研究活動への専念の
充実について検討

産学連携等の研究推進

のための研究員の雇用
に関する要項を検討し整
備

他大学の特別研究員等

の受け入れ状況を参考

に本学の研究員等のあり
方を検討

若手教員等の全国的な 医学部で、若手研究者の 日本学術振興会の特別 若手研究者等を対象とし 工学部で、若手研究への

研究交流への参加を推 学会発表や国際学会発 研究員等のボスドクを29 て科学研究費補助金に 重点配分の検討
進（学術情報基盤セン

ター等）

表支援プログラムの実施 人配置。理学部1人、医

学部1人、工学部14人、
農学部6人、V B L7人

関する説明会を開催
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平成17事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

②若手研究者の助教ポ

ストの確保
③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　 61法人

⑤ ポストドクターの研究

職 以外の進路も含めた
キャリアサポート若手研究者の研究費等 若手研究者研究スペー その他の若手研究者の

助成及び助成制度の整
備

スの確保 研究支援体制の整備

福島大学

奨励的研究助成予算の

配分方針を決定。奨励的
研究経費では12名の若

手研究者 （37歳以下）の
研究を支援

茨城大学

筑波大学

新たな戦略的研究支援

システムの基本方向を確
定。各部局が配分された

研究費により行うきめ細

かな研究支援の役割を、
若手等研究者の状況に

応じた支援等明確化

宇都宮大
学

・若手研究助成として20

件研究費総額8，400 千円

の助成を実施

・外部資金について、
10％の間接経費制度で
当該経費を学 内公募経
費の若手教員の研究助
成等に追加配分

・工学部で、学部長裁量
経費を利用して、若手教

員のための萌芽的研究

を支援

・国際学部で、若手教 員
による優れた研究を育成
するために、学部内公募

型プロジェクト支援基金
を設立。2プロジェクトに

予算措置

群馬大学

・学内重点経費 「教育研

究改革プロジェクト経費」

のうち、特に若手研究者
を支援するための経費と

して若手研究助成の項 目
を新設。約 1千万円を確
保。40歳以下が行う研究

で、今後の発展が期待で
きる研究を対象。若手研

究助成採択基準に基づ
き、審査、20件を採択

・各学部等で、外部資金
の間接経費等の一部を
充当した学部長等裁量

経費を設け、戦略的な資
源配分が可能となるよう
措置 。若手研究者のサ

ポート、優秀な大学院生

を顕彰して研究黄支援の
ため配分

・21世紀 C O Eプログラム
で、若手研究者の育成と
して研究費の配分を実施

埼玉大学

総合研究機構プロジ工ク
の LJ 工ヽト研究に若手研ヲもといっ

カテゴリーを設定し、配分

額を増加

千葉大学

薬学研究院で、若手育成

のための萌芽研究（248

万円）を支援

東京大学
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⑥　 若手研究者が民間企

業等と接する機会の充実

⑦　 若手研究者の国際経

験の充実
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　 59法人

⑨ 準備・検討段階の取

組

RA 、T A等学生を除く若手

研究者の採用及び採用
制度の整備

RA、TA 等学生の採用及
び採用制度の整備

その他の若手研究者の

自立支援に係る取組

SV B Lで、8名のボスドク
を雇用

・外部資金による若手研
究者を積極的に雇用。日

本学術振興会特別研究

員48名、産学官連携研究
員38名、研究員（科学研
究）31名、研究員（C O E）

27名

・研究員等を研究指導に
効果的に活用するため、

重点研究分野を中心に
配置。博士特別研究員25

名、研究機関研究員11名

RAを研究指導に効果的

に活用するため、重点研
究分野を中心に配置。

RA 120名

テニュア・トラック制又は

任期制のいずれかを、各
教育研究組織が第一期

中期目標期間中に導入
することを決定

アドバイザ胃が若手教員

に対して、科学研究費補
助金申請への支援を実
施

18年度に科学研究費補

助金の申請を行わなかっ

た者については、19年度
教育研究基盤経費を一

定額削減し、若手研究助
成の財源に振り向ける等

外部資金獲得の成果を

反映する予算の仕組み
を構築予定

・各学部等で、外部資金 生体調節研究所におい ・大学全体で、前年度 若手研究者に対して補助 ・21世紀C O Eプログラム

の間接経費等の一部を ては、C O E経費等を主 比、R A 13人増の53人、 金申請に関する講習会を終了後の永続的研究教

充当した学部長等裁量 に、ポストドクター7名に T Aが134人増の423人と 実施 育拠点形成について検

経費を設け、戦略的な資

源配分が可能となるよう
措置。優秀な大学院生を

顕彰して国際学会参加費
を支援するため配分

・医学系研究科医科学専
攻で、国際共同研究を推

進し、国際社会に目を向

けた若手研究者の育成
を実施

・21世紀C O Eプログラム
で、国際シンポジウムを
開催。当シンポジウム

は、助手、ボスドク、大学
院生を中心で企画・運営

・若手研究者等海外派遣
助成として、若手教員2

名、大学院生1名を海外

の研究機関に派遣

拡充 大幅に拡充

・21世紀C O Eプログラム
で、若手研究者の育成と
して大学院生のR Aの採
用を実施

・生体調節研究所におい
ては、C O E経費等を主
に、R A 19名に拡充

討。生体情報研究に関す

るこれまでに蓄棟された

研究成果をさらに発展さ

せ、若手研究者育成を継
続するために、代謝シグ
ナル研究展開センター

（仮称）の設置を目指す。
本C O Eプログラムで育成

した若手研究者を中心と
した研究拠点（代謝シグ

ナル研究展開センター
（仮称））の設立準備委員
会を発足

・工学研究科ボスドクの
常設を検討。RA、TA につ

いては全学予算に加え
て、工学部予算を充当す
る方向で検討

国際交流基金を活用して

若手教員の学会出席の
ための海外派遣5名、国

際交流事業として教職員

5名の海外派遣等実施

若手研究者の研究以外

の業務軽減のため、教育
義務を教授より助教授、
助教授より助手を軽減す

る規則を制定している学
科もあり、こうした状況も

踏まえ、業務軽減方法を
検討予定

特別研究員（ボスドゥ）等

を雇用

R A等を雇用

21世紀C O Eプログラムを

利用してR Aを充実

若手研究者の育成のた

め、ポストドクトラル・フェ

ロ肩シップの現状調査及
びRA の雇用実績調査を
継続して実施。若手研究

者を育成するための具体

的な方策の検討に資する
ための資料を作成
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平成17事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

（診若手研究者の助教ポ

ストの確保
（劃　若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　 61法人

（9 ポストドクターの研究

職以外の進路 も含めた
キャリアサポート若手研究者の研究費等 若手研究者研究スペー その他の若手研究者の

助成及び助成制度の整

備
スの確保 研究支援体制の整備

東京 医科

歯科大学

・難治疾患研究で、若手

に助成、優秀者を表彰

・「歯 と骨の分子破壊と再
構築のフロンティア」C O E

拠点形成事業で、新たに
英語の面接と客観的な評

価による若手研究員の採

用を推進するとともに、そ
れぞれの実績を挙げた

C O E教員及びスーパース

チューデントに対し、イン
センティブとしての競争的
研究費の受給や表彰 に

よる育成を推進

・「脳の機能統合とその
失調」の C O E 研究教育拠
点形成事業で、若手研究

員による研究発表会を開
催して優秀者を表彰する

とともに、インキュベー

ションラボとして特別研究
費を配分

・生体材料工学研究所
で、学生と若手研究者を
対象とし、研究成業につ

いて書類選考と口頭発表
をする発表会を実施。最

優秀発表には研究費を

配分。若手研究者 1件

難治疾患研究で、若手研
究者の育成のために、昨

年度新設した研究所研
究教員制度を運用 し、研

究活動評価結果に基づ

いて、優秀と認められた
助教授 2名にフロンティア

研究室を設置させ、教授
会にオブザーバー参加さ

せるシステムを実施

東京外国
語大学

2 1世紀 C O Eプログラム

で、ボスドク研究 員2名を
採用。研究費として両名

に50万円を交付

A A 研で、若手研究者を
主体とした共同研究プロ

ジェクトを重点共同研究
プロジェクトとして開始

東京農工

大学

東京工業

大学

次世代の本学を担う若手

研究者の挑戦的研究に
対する褒賞を実施。10名

に対して挑戦的研究賞を
授与するとともに、学長

裁量経費から41．900千円

の研究費を重点配分

東京海洋
大学

大学院研究科長裁量経

費で若手重視 （45歳以

下）に重点化。若手研究
（100 ～ 120万円）採択 10
件
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⑥　 若手研究者が民間企

業等と接する機会の充実

⑦　 若手研究者の国際経

験の充実
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　 59法人

⑨ 準備・検討段階の取

組
RA 、T A等学生を除く若手

研究者の採用及び採用
制度の整備

RA 、T A 等学生の採用及
び採用制度の整備

その他の若手研究者の
自立支援に係る取組

難治疾患研究所が、先端

研究拠点事業で若手研
究者養成等を柱として、

国際的研究体制を推進。
研究協定先のハーバード

大、トロント大、ウィーン
大分子病理学研究所に

若手研究者がこの協定
先に派遣され若手研究

者ネットの会議を推進

「脳の機能統合とその失

調」のC O E研究教育拠点

形成事業で、全国公募に
よりC O E拠点形成特別研
究員13名、C O E拠点形成

RA研究員24名を採用

・「脳の機能統合とその

失調」のC O E研究教育拠
点形成事業で、若手研究

者が統合的・学際的アプ

ロ一チを習得できるよう
に各種セミナーを開催

・生体材料工学研究所
で、学生と若手研究者を
対象とし、研究成果につ

いて書類選考と口頭発表
をする発表会を実施。最
優秀発表には研究費を

配分。博士課程学生2
件、修士課程学生1件

・2 1世紀C O Eプログラム

で、大学院後期課程在籍
者を中心とした国際セミ

ナーを開催し、1名のボス
ドク研究員と7名の大学

院生に発表の機会を提
供。開催実務も担わせ、

臨地研究マネジメントに
関わる訓練を施した

・2 1世紀C O Eプログラム
で開催した国際研究集
会、現地調査等に大学院
生、ボスドク研究員等58

名を派遣

A A研 において、大学院

生または博士課程院生

からP D級若手研究者を
対象とした各種セミナー
を実施

全学的な立場から、将来

構想を審議する組織とし

て将来構想会議を設置し
た。次世代を担う若手の
中から、従来の組織にと

らわれることなしに全学
的かつ大局的な観点から

大学の将来像を描きうる
者を学長が指名すること

によって、中長期的な観

点からの改革を提案する
体制を整備

工学教育部においては、

外部資金による任期付採

用を積極的に実施

大学院博士後期課程学

生を含む若手研究者の
養成について、融合研究

を通じての研究支援及び

特別セミナーを通じての
教育を実施

・若手研究者のテニュア・
トラック制の導入等を検

討。定年後の人件費分を
数年後の若手研究者テ

ニュア移行予算として確
保し、外部資金で人件費

を先取りして若手を採用
する案を計画

・若手研究者採用拡大の
ため、専門職大学院技術

研究科教員の年俸制度

について各部局で検討
非常勤研究員、研究支援
推進員及び博士課程学

生をRA として採用し、特
定の研究課題に基づく研

究テーマに従事
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平成17事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

②若手研究者の助教ポ

ストの確保
（診 苦手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　 61法人

⑤ ポストドクターの研究

職以外の進路も含めた
キャリアサポート若手研究者の研究費等 若手研究者研究スペー その他の若手研究者の

助成及び助成制度の整
備

スの確保 研究支援体制の整備

お茶の水女

子大学

21世紀 C O Eプログラム

で、公募研究制度により

24 名の院生・若手研究者
に研究資金を配分。その
他合計 35名の若手研究
者に総額 11．350 千円の研

究助成を実施

育児休業制度を利用し、

育児休業をとらない女性

教員に対し校務負担を軽
減するなど研究支援を確

立。非常勤講師を子育て
支援のため配置する制

度を実施に移 し、女性若
手教員 2名（うち通年 1

名、半年 1名）を支援

電気通信

大学

学長のリーダーシップの

下に、総額 45．000千円を
予算措置して、学 内競争
的資金「研究 ・教育活性

化支援システム」（予算
額 ：45．000千円）における

若手萌芽的研究6件、若

手研究 7件を実施 。若手
研究者の研究支援等に
加えて、新任教 員の研究

活動のスタートアップ支
援等を実施

全学的視野に立脚した戦

略的新楕憩等の積極的
推進のため、各部局教員

数の10％を全学裁量ポ

ストとする新たな教 員配
置システムを確立。重点

教育研究分野での若手
教員の抜擢 人事等を決

定

一橋 大学

商学研究科で、C O E予算

をもとに若手研究者支援
経費を博士課程学生に

支給した他、研究科の寄
附金をもとにして修士課

程学生へも研究費支給を
開始

・社会学研究科では、

C O Eプロジェクトに3名、
また先端課題研究に50
名近くの大学院生が参加

・法学研究科で、若手研
究者をC O E や科研費によ

る研究プロジェクトに積極
的に参加

横浜国立
大学

・科学研究費補 助金不採

択となった若手研究者へ

の支援を実施。学長裁量
経費から750 万円を支出

・工学研究院で、学部長
裁量経費等により若手研
究者を支援

新潟大学

若手研究者奨励研究で

は、非常勤の研究者で
あっても優れた研究に配

分
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⑥ 若手研究者が民間企 ⑦　 若手研究者の国際経
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　 59法人

⑨ 準備・検討段階の取

組業等と接する機会の充実 験の充実

RA、TA 等学生を除く若手

研究者の採用及び採用
制度の整備

R A、TA 等学生の採用及

び採用制度の整備

その他の若手研究者の

自立支援に係る取組

・学長のリーダーシップの 特別研究員（リサーチ ・国際交流奨励賞を新

下に、総額45．000千円を フェローを含む）の制度に 設。博士後期課程学生2
予算措置して、学内競争 基づき、9名のリサーチ 名に奨励金を支給

的資金「研究・教育活性

化支援システム」を実
施。若手教員に対する国
際会議（海外）発表への

渡航支援（10件）を実施

・若手教員に対し海外開
催の国際会議での発表

のための渡航費、滞在費
等の支援を実施

・若手教員海外研究派遣
制度（予算額2，000千円／

人）を創設

・学生11名に海外調査費
を支給

フェローを採用 ・本学国際交流基金及び
後援会からの補助により

14名の学生に援助

・ボスドク研究員制度（予

算額3，000千円／人）を創
設

・有能な博士後期課程学

生を研究プロジェクト等に
参加させるとともに、若手

研究者の育成・確保を促
進するため、学内R A制度

（予算額40，000千円）によ

り82名の学生を採用。な
お新たに採用基準を策定

・競争的資金に係る間接
経費を含めた外部資金

に係る間接経費等の使
用方針を策定。これに基
づき、学内R A制度を前年

度に引き続き実施
・2 1世紀C O Eプログラム ・就業規則に任期付採用 ・C O Eプロジェクトで、全 若手教員のための論文 ・若手研究者の育成のあ

の一環として、学長裁量 制を明記するとともに、契 学で24名の大学院学生 欧文化支援制度の導入 り方についての中間答申
経費により、若手研究者 約教員制を導入。本制度 をC O E学生アシスタントと について、検討を実施

海外派遣経費を措置し、 を利用して、3研究科で して採用。その他運営費 ・若手教員のための出版
博士課程在籍者を海外

の研究機関に1ケ月程度
派遣

・経済学研究科、経済研
究所で、2名の大学院生

を海外の研究機関に1ケ

月程度の期間派遣

・国際企業戦略研究科
で、国際コンファレンスや

フォーラムに若手研究者
を積極的へ参加

ジュニアフェロー制度を

導入。博士号取得者を任

期つき講師として採用し、
教育に当たる機会を提
供。商学研究科5名、経

済学研究科2名、法学研
究科4名採用

・経済学研究科で、任期1
年の研究員を採用

・若手研究員への支援事
業として、C O E研究員、

C O Eフェローを採用

交付金や寄附金等各種

資金を活用して、RA採用

の機会を拡大。採用者数

は39名

・経済学研究科、経済研
究所で、多数のR A ・T A の

雇用及び若手研究者研
究助成を通して、大学院

生の研究活動を財政的

に支援

助成制度導入の準備

環境情報研究院で、共同

研究プロジェクトにおい
て、博士課程後期学生に
も役立つような若手研究

者育成支援のための配
分を実施

・ベンチャー・ビジネス・ラ
ボラトリー等で、院生や

若手研究者向けのM O T

＆ビジネス講演会を開催
するなど起業支援の強化

を推進

・外部資金による研究
シーズ育成短期プロジェ

クトを獲得して成果を上
げるなど若手研究員や院
生に対するベンチャーマ

インド育成に努力

t知的財産本部と連携
し、ベンチャー・ビジネス・

ラボラトリ胃関連教員、研
究員、院生を対象とした

特許検索セミナーを実施
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平成17事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

（訂若手研究者の助教ポ

ストの確保
③　 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　 61法人

⑤ ポストドクターの研究

職以外の進路も含めた
キャリアサポート若手研究者の研究費等 若手研究者研究スペー その他の若手研究者の

助成及び助成制度の整

備

スの確保 研究支援体制の整備

長岡技術
科 学大学

・21世紀 C O Eの若手研究

グループが中心の全国

の若手研究者を対象とし
た若手研究討論会に開
催経費を措置

・若手研究者への研究環
境の整備のため、学長裁

量経費 に若手教職員の

研究推進枠を導入

・21世紀 C O E プログラム
で、博士後期課程 学生 69
人の研究活動に対して研
究資金を支援

金沢大学

学長戦略経費の若手の
萌芽的研究経費で42件

採択

競争的研究資金で非常

勤研究員、ボスドク、R A
等を雇用する場合には、

その研究代表者等の判

断により必要に応じて雇
用

福井大学

平成 19 年度から改正され

る新教 員制度を視野に、
任期制の有効性を検討。

助教について、平成 19年
度以降採用者は、原則全

員任期制の対象とするこ
とを決定

・高エネルギー医学研究

センターで、大学院生を
直接指導する学内若手

研究者に対し、若手奨励

研究として学内公募を行

い11件 採択

・医学部で、学部長裁量
経費により、任期付助手

の研究成果達成のため
研究経費支援等を実施

・医学部で、学部長裁量
経費により、大学院学生

の研究成果達成のため
研究経費支援等を実施

・競争的配分経費 として、
若手教 員を対象とした研
究評価 に基づく経費を措

置

山梨大学

・戦略的（公募）プロジェ
クト経費として、若手教員

等研究 支援事業を実施
するため重点配分。37歳

以下の 若手教 員等の研
究を支援。50件、1，375万

円

・37才以下の大学院学生
を含む若手研究者等の
表彰事 業を実施。7件、

70万円

研究室を若手研究者支
援スペースに使用変更

し、共同利用化を推進

信州大学

総合工学系研究科に生
命機能・ファイバー工学

専攻を設置、若手研究者
が自由に研究できる体制

を整備

岐阜大学

若手研究者の萌芽的研

究の推進のため政策経
費として措置

静岡大学

若手研究者及び萌芽的

研究を支援するため、競
争的配分経費 （学長裁量
経費）として総額 150．000

千円を措置
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⑥ 若手研究者が民間企

業等と接する機会の充実

（参 若手研究者の国際経

験の充実
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　 59法人

⑨ 準備・検討段階の取

組
R A、TA 等学生を除く若手

研究者の採用及び採用
制度の整備

RA 、T A等学生の採用及

び採用制度の整備

その他の若手研究者の

自立支援に係る取組

社会人特別選抜によるボ

スドク等26人を受け入れ

社会人特別選抜による大
学院生20人、社会人研究

生1人を受け入れ

・研究機関研究員等ボス ・C O E特別研究員制度に 医学部で、若手研究者を ・外部資金及び特別教育

ドク制による研究員（C O E より大学院生を1名採用 対象に、科学研究費補助 研究経費により大型プロ

関連含む）として、学術研 ・医学部で、R Aを有効に 金の申請者の増加を図 ジ工クトを実施する講座

究員8名、産学官連携研

究員1名、講師（研究機関

研究員）13名、非常勤研
究員6名採用

・C O E特別研究員を引続
き雇用

・若手研究者の活用のた
め、寄附講座及び寄附研
究部門に雇用される教育

職員について任期付きの
教授・助教授・講師・助手

として雇用できる制度を

導入

活用するため大学院医

学系研究科の資格枠を
拡大

る説明会を実施 等に、任期付きの教授・

助教授・講師・助手として
雇用できる制度の導入を

決定。評価結果の給与等

への反映の方策等につ
いては、次年度以降検討

・R Aの有効活用の方策を
検討のため、R Aの活用
状況等についてアンケー

トを実施

・R A選考の全学一本化
のほか、大型研究プロ
ジェクトや大型科学研究

費補助金を獲得している

研究室に、重点的にボス
ドクを配置するという制度
を次年度以降検討

工学部で、同窓会組織か

ら若手研究者および大学
院生に対する国際会議・

国際シンポジウム等での

発表のための旅費を援
助

クリーンエネルギー研究

センターは、博士課程学
生6名を受け入れて高度

教育を実施

学外のボスドク制度を参
考に本学のアソシエイト

研究員制度を構築。4名

のアソシエイト研究員を
採用

繊維学部で、若手研究者

の育成等の観点から新
規採用教員へのテニュア
制度の導入を決定。評価

基準策定、テニュア・ト

ラック研究者の「学内講
師」任用等必要な制度の
整備を推進

事業費（学生支援等経
費）17．000千円を措置し

て、RA 50名を採用

・科学研究費補助金の若
手研究者の応募につい

て、各学部提出時に査読
を含む指導を各学部長

が中心となって実施

・若手の研究者や学生を
対象として、発明の新規

性及び進歩性について
調査を行う先行技術調査
育成研修を実施

・生命・環境科学に関す

る学際的な研究におい

て、若手によるシンポジ
ウムを行い、国内外の横

断的研究を推進

・工学部で、若手教員育
成を目的としてカリフォル

ニア工科大学との研究者
交流協定を締結

農学部で、生命科学若手

フォーラム等を開催
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平成17事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

②若手研究者の助教ポ

ストの確保
③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　 61法人

⑤ ポストドクターの研究

職以外の進路も含めた
キャリアサポート若手研究者の研究費等 若手研究者研究スペー その他の若手研究者の

助成及び助成制度の整
備

スの確保 研究支援体制の整備

浜松医科
大学

・C O Eプログラムにおい

て、若手研究者が 自発的

に自由な発想で行う研究
に対する支援経費取扱
要領を整備。公募した上

で、2名に研究経費を配
分

・学 内発表会に参加し発
表した若手の中から優秀

な萌芽的研究を提示した

3名に研究費を配分。計

2，800千円

・若手研究者に対する奨
励研究費を授与。8名

・基盤的研究費 （いわゆ
る講座費）配分額から総
額 11，700 千円を確保し、

公平な分配とは別の分配
方式に基づく新しい使用

法に変更し、戦略的研究

資金として配分。5つの配
分領域の中に若手の萌

芽的研究育成を設定

科学研究費補助金の応

募資格者をボスドク、産
学連携研究 員、大学院生

R A にまで広げ、全員応募
することを推奨

名古屋大
学

・学術振興基金で主とし

て若手研究者への助成
等実施

・高等研究院のプロジェ
クト制を見直し、新たな
「萌芽的 ・独創的な若手
プロジェクト研究」に3名

の若手教員を選考

名古屋工
業大学

豊橋技術

科学大学

学長裁量経費等で、35歳

未満の若手教員の研究

助成として若手教員支援
経費、40歳未満の若手教

員の研究助成として未来
技術流動研究センター若

手教員プロジェクト、博士

及び修士学生を対象とし
た未来技術流動研究セ

ンター学生プロジェクト研
究助成を実施

三重大学

・学部として育てたい若

手研究 2件各2，000千円を

選定し、研究費を配分

・平成17年度において不
採択となった科研費 ・若
手研究のうち12件に、各

50万円の研究費を配分し

研究推進を支援

滋賀大学
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⑥ 若手研究者が民間企

業等と接する機会の充実

⑦　 若手研究者の国際経

験の充実
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　 59法人

⑨ 準備・検討段階の取

組

RA、TA 等学生を除く若手

研究者の採用及び採用
制度の整備

RA、T A等学生の採用及
び採用制度の整備

その他の若手研究者の

自立支援に係る取組

C O Eプログラムで、若手 C O Eプログラムで、若手 C O Eボスドク研究員5名、C O E大学院生R A 13名を

の研修派遣2件を実施 の海外研修派遣8件、若

手の参加する外国との共

同研究4件を実施

産学連携研究員4名を雇

用

雇用

・学術振興基金で主とし

て大学院生の海外派遣

2 1世紀C O E拠点形成費

を活用し、ボスドク研究員

21世紀C O E拠点形成費

を活用し、RA 375名、研

・環境医学研究所で、「若

手優秀論文賞」（海外出
助成等を実施

・医学系研究科で、ペン
シルベニア大学の国際ボ

スドク研究員制度に加入
し、博士課程修了生の派
遣を大学の正式なプログ

ラムに設定

133名を雇用 究支援者45名を雇用 張補助）や大学院研究発
表会において、「最優秀

研究発表賞」「優秀研究

発表賞」を授与することを
決め、他の研究科でも同
窓会と連携し、優れた学

生への支援制度の確立

のための検討を開始

・七国立大学法人でテ
ニュア・トラックの導入に
関するW G を設置し、検討

プロジェクト研究員2 1名

を採用

平成16年度に設けたプロ
ジェクト研究所制度は、

本学の教授又は助教授
が研究代表者となり、分

担者は、本学の教員．学
外の研究者、ボスドクで

構成。学外の研究者、ボ

スドクはプロジェクト研究
員として雇用可能

・サバティカル制度の一

環として若手研究者の教
授又は研究能力等の育

成のための海外派遣制
度「若手研究者育成プロ
グラム」を新設。派遣期

間、派遣経費等の詳細を

決定短期海外研修員 1名
を派遣

・若手研究者短期留学制
度取扱要領を定め、大学

院生及び若手研究者育
成のための制度を整備

経済学部で、学部独自の

教育研究資金を活用し

て、新たな研究助成を開
始。特に若手教員を中心

に海外での長期在外研
究を支援

国際交流事業基金に若

手研究者を派遣する事

業の創設については、現
在では科学研究費補助
金により若手の研究者を

海外に派遣することも可

能となっていること等によ
り現時点での若手研究者

の派遣事業の創設につ

いては困難な状況を確
認。別途、教育研究支援
基金のなかで検討予定
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平成17事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

（診若手研究者の助教ポ

ストの確保
③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　 6 1法人

⑤ ポストドクターの研究

職以外の進路も含めた

キャリアサポート若手研究者 の研究費等 若手研 究者研究スペー その他の若手研究者の

助成及び助成制度の整
備

スの確 保 研究支援体制の整備

滋賀医科

大学

前年度に引き続き、学長
裁量経費による若手研究

者支援のための公募型

の助成を実施。9題、計

24．994 千円を支援

京都大学

本学に採用されたばかり

の若手研究者や、競争的
資金の制度上の問題か

ら研究費の獲得ができな

かった研究者等を対象と

して若手研究者スタート
アップ研究費制度を新
設。63件、助成金額

36，600 千円

21世紀 C O Eプログラム、

産学官連携研究費、寄附
金等多様な財源により、

博士取得後研究者等の
若手研究者のオープンラ

ボ等研究環境の整備等
部局において育成・支援

体制を整備

京都教育
大学

学長裁量経費を確保
（30，000千円）し、若手教

員の在 外研究員経費等
を配分

京都工芸

繊維大学

研究事 業・研究支援事業
等で、若手研究者支援事

業枠を設け、14件 6．780

千円を支援

大阪大学

大阪外 国

語大学

神戸大学

・各部局の組織的な若手

研究者育成を支援するた

め今年度から若手教員
研究支援経費を創設。7
プロジェクト総額 9，750千

円

・附置研究所若手特別研
究員を設置。当該研究員

に対して、資金を特別配
分

・部局長等の裁量経費を
若手教 員に重 点的に配

分し、萌芽的研究の育成
と若手研究者支援を実施

遺伝子実験センターで、
全学共同利用が可能な

遺伝子発現解析用 D N A

マイクロアレイ（D N A チッ
プ）を作成し、このチップ
を利用してセンター及び

関連部局の若手研究者
が「環境ゲノム科学」に関

する学内研究交流活動
を開始できるよう体制を

整備
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⑥ 若手研究者が民間企
業等と接する機会の充実

（参　若手研究者の国際経
験の充実

⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る取組　 59法人
（診 準備・検討段階の取
組

R A、TA 等学生を除く若手

研究者の採用及び採用
制度の整備

RA 、T A等学生の採用及
び採用制度の整備

その他の若手研究者の

自立支援に係る取組

若手研究者の支援のた

めの滋賀医大シンポジウ

ムを拡充し、学部学生部
門を追加

・タイでシンポジウムを開
催。参加した若手研究者

及び大学院生間で新た
な交流が誕生

・プロジェクト経費、外部
資金、21世紀C O Eプログ

ラム等により、部局単位
で大学院学生、博士取得
後研究員等を派遣。大学

院学生：延べ873名、博士
取得後研究員 延べ322

名

21世紀C O Eプログラム、
産学官連携研究費、寄附

金等多様な財源により、
博士取得後研究者等の

若手研究者の採用機会

の拡大を推進。採用約

530名。学際的・萌芽的な
課題研究等に従事させ、
若手研究者の育成と研

究の活性化を推進

国際交流奨励基金等に

よる若手研究者及び大
学院生の国際研究集会

での研究発表促進のた
めの予算を増額。前年度

比20万円増の370万円
・2 1世紀C O Eプログラム 21世紀C O Eプログラム 2 1世紀C O Eプログラム 21世紀C O Eプログラム

で、延べ学生・P D・若手

研究者海外派遣やイン
ターンシップに205名派
遣。その他海外研究所と

の若手研究者交流シン
ポジウム等を開催

・学生の海外研修（学会
参加や在外研究）の支援
制度の整備を推進

・国際性の高い若手研究
者育成を支援するため、
学生海外短期研究留学

助成を教育研究等支援

事業経費を原資として設
置

で、延べP D 84名、特任助

手・研究員25名雇用

で、延べR A 491名雇用 で、若手研究者国内派遣

や異分野連携先中長期
学生派遣、若手研究支援
プロジェクト、学生・若手

研究者セミナー、若手研

究者養成プログラム、若
手研究者フォーラム等を

実施

特別研究責による学内共

同研究プロジェクトや科
学研究費補助金による研
究プロジェクトの立案に

際し、RA 等大学院学生

の積極的参加を奨励
法学研究科で、5人の学
生に海外での研究活動

を支援

医学系研究科で、創造性

と自らリーダーとなって生
命医科学の先端研究を
創成する能力を持った少

数の若手研究者の育成
を目的に策定された教育

プログラムの履修希望者

25人のうち10人をRAに採
用して研究への専念を援
助

多岐に渡る分野で研究す

る若手研究者が自由に
意見交換を行い、異なる

分野間での交流を深める
「若手フロンティア研究会

2005」を開催。発表ポス
ター33件、参加者104人、

最優秀ポスター賞1件及
び各部門の優秀ポスター
賞3件を表彰
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平成17事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

②若手研究者の助教ポ

ストの確保
③　 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　 61法人

⑤ ポストドクターの研究

職以外の進路も含めた
キャリアサポート若手研究者 の研究費等

助成及び助成制度の整

備

若手研究者研究スペー

スの確保

その他の若手研究者の

研究支援体制の整備

奈 良女子
大学

・21世紀 C O Eプログラムに

おいて、若手女性研究者

4名に総額 80万円の支援
を実施 （1人当たり20万円
上限）

・若手研究者の研究水準
をレベルアップさせるた

め、助手の基盤研究費の
増額配分、前年度 27万円

から30万円に

・若手女性研究者支援経
費を新設。16件総額 400

万円の研究支援を実施。
受給 資格は、①博士後期
課程 に1年以上在 籍する

学生で、採用時 35歳未満

の者、②博士後期課程修

了者又は単位取得満期
退学者で、採用時 35歳未
満の者

和歌 山大
学

鳥取大学

2 1世紀 C O Eプログラムの

プロジェクト研究を通じ

て、若手研究者の育成を
棟極的に推進

岡山大学

広島大学

・特色ある研究シーズの

発掘 点かつ若手研究者

の育成を目的とした支援

16件 （1，980万円）、若手
研究者の基礎科学研究
推進を目的とした支援と

して3件（300万円）実施

・2 1世紀 C O E 拠点、特色
のある優れた研究、若手
研究者に対する支援経
費等の戦略的・重点的配

分方法について検討。若

手研究者助成制度で助
成3件

山口大学

研究 主体教員について、 研究特任教員は全教員 ベンチャー・ビジネス・ラ

選考基準を策定し、人 の 1％程度を目安とし、研 ボラトリー研究支援プロ

文・社会科学系及び自然 究推進上の支援として、 ジ工クトにおいて配置す

科学系毎に評価指標を 研究特任教員のもとにポ るボスドク1名を知的財産
整備。選考基準に、独創

的・萌芽的な研究を推進

し、将来大きな研究成果
が期待される若手研究者

を対象とし、公募制によ
り、学長が認定する分類

を設定 。11名を認定

スドクを配置 活動に係る人材育成を目

的とし、コーディネータと

して採用

徳島大学

若手研究者の育成支援

等の事 業に、学長裁量経
費から重点配分を実施

－104　－



⑥　 若手研究者が民間企（診 若手研究者の国際経
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　 59法人

⑨ 準備・検討段階の取

組業等と接する機会の充実 験の充実
RA 、TA等学生を除く若手

研究者の採用及び採用
制度の整備

RA 、T A等学生の採用及

び採用制度の整備

その他の若手研究者の

自立支援に係る取組

博士学位取得後、原則1
年以内の流動的研究者

を、人間文化研究科博士

研究員として受け入れ、
研究・学会活動の便宜、
並びに受け入れ教員との

共同研究を推進する等、
若手研究者の育成の進

展を推進

1年以内に博士論文提出

可能な者すべてをRAに
採用

・21世紀C O Eプログラム

で、若手研究者支援プロ
グラムとして、特別講義・
実地講義・受講者による

シンポジウム等を実施

・研究活動には、C O E研
究員やR A、大学院生な
どが積極的に参加

・古代学学術研究セン
ターで、21世紀C O Eプロ

グラム事業の一環とし

て、若手研究者を主たる
対象とした講読会を開催

大学が認定したプロジェ

クトに、若手教員として客
員助教授4名を採用。ボ

スドゥ等を事務補佐員と
してでなく研究支援員とし
て配置できる制度を整備

若手教員の外部資金獲

得を支援するため、若手
教員の研究を紹介した研

究者情報冊子の増補改
訂版を発行

・合同セミナーで、日中両 ・乾燥地研究センター 学長裁量経費を活用し ・乾燥地研究センター

国の若手研究者による は、国内外の乾燥地科学て、若手研究者育成のた は、国内外の乾燥地科学
ワークショップを開催し、 を志すポストドクター17名 めの予算措置を講じた研 を志す大学院生42名、研

次世代を担う若手研究者 を受け入れ 究支援、博士後期課程大究生4名を受け入れ
間の交流を推進

・乾燥地研究センターで、
受け入れたポストドクター

等を海外の提携機関へ7

名派遣。学生を33名 （ポ

ストドクター21名、学生 12
名）を海外へ派遣

・中国科学院水土保持研

究所と実施中の研究の

正式メンバーとしてポスト
ドクター4名を登用

学院生のR A登用を推進 t中国科学院水土保持研

究所と実施中の研究の

正式メンバーとして博士
課程学生3名を登用

寄付金のうち100万円以

上のものを対象に5％を
オーバーヘッドし、若手

研究者、博士後期課程院
生、ボスドク、博士研究
員の支援を実施すること

を検討
大学発ベンチャービジネ 21世紀c o E関連課題で、特別研究員制度による特 大学院教育で、現代社会

スの起業化を一層推進
するため、ボスドクプロ

ジェクト研究を実施。採択
件数10件

若手研究者及び大学院

博士課程の学生の海外

研修への参加を促進す

るための経費を措置

別研究員の採用5人 の新たなニーズに応えら

れる創造性豊かな若手
研究者の養成機能を強

化
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平成17事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

②若手研究者の助教ポ

ストの確保
③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　 6 1法人 ⑤ ポストドクターの研究

職以外の進路も含めた
キャリアサポート若手研究者の研究費等 若手研究者研究スペー その他の若手研究者の

助成及び助成制度の整

備

スの確保 研究支援体制の整備

愛媛大学

・学長裁量経費で実施す

る研究開発支援経費に、
応募資格に4 5歳までの

年齢制限を設けて若手
教員を優遇

・若手研 究者の研究を支
援する萌芽的研究に27

件、36，000千円を採択

・医学部で、学部長裁量
経費により、若手研究者
を支援するため、医学部

長優秀論文賞 （50万円 1
名、25万円2名）、医学系

研究科 研究奨励賞（大学
院博士論文に対し100 万

円2名）を設け顕彰

沿岸環境科学研究セン

ターで、2 1世紀C O Eプロ
グラム経費による若手研

究者支援を実施

高知大学

若手研究者 （大学院生・

若手教 員）を顕彰する研
究顕彰制度を創設。大学

院生2人 、若手教員2人を

顕彰

九州大学

・教育研究プログラム ・研

究拠点形成プロジェクト

で、「若手研究者による
文理融合型研究」等を採

択

・研究スーパースター支
援プログラムを継続実施

佐賀大学

長崎大学

新任教員の教育研究推

進支援経費 （総額 11．800

千円）を新設

熊本大学

科学研究費補助金申請

で不採択となった課題の
うち、若手教員で審査評
点がA に該 当する者8 人

に50万円を支援
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⑥　 若手研究者が民間企

業等と接する機会の充実

⑦　 若手研究者の国際経

験の充実
⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る取組　 59法人 ⑨ 準備・検討段階の取

組

RA 、TA 等学生を除く若手

研究者の採用及び採用
制度の整備

RA 、T A等学生の採用及
び採用制度の整備

その他の若手研究者の
自立支援に係る取組

・校友会との連携や寄附
金の活用によって、若手

研究者や学生の留学、短

期海外研修、国際学会参
加等の国際的な教育研
究活動を奨励・推進

・外国派遣研究員制度で
は、応募に年齢制限を設
けて若手教員を優遇。研
究員を海外に派遣

3先端研究センターを中

　ヽ　　　纏　　　　　　　 ∠ゝlD に、芋術振興会特別研
究員、C O E研究員、研究

機関研究員等を積極的

に受入れるため、国際レ
クチャーやセミナーの開
催等実施

・専攻分野について研究

能力を持つ若手研究者を
共同研究プロジェクト等

に従事させ、本学におけ
る研究活動の発展推進

を図ることを目的としてリ

サーチフェローの規則を
制定。修士課程又は博士

課程修了者の受け入れ
を行い、本学の共同研究
プロジェクト等に積棲的

に参加させ、若手研究者

の育成を目指す短期研
究員の規則を制定

・学部横断プロジェクト研
究の推進の各プロジェク

トチームに人的なインセ

ンティブの付与として非
常勤研究職員就業規則
を改正し、ボスドクの職種

を整備
先導物質化学研究所で、

京都大学、名古屋大学と

の連携研究活動を実施
し、特任助手5名を雇用

先導物質化学研究所で、

京都大学、名古屋大学と

の連携研究活動を実施
し、参加大学の連携ラボ

を利用した若手研究者の
交流等実施

基金を有効に活用するた

め、若手研究者に対する
支援の具体策を検討。若

手研究者の自立的環境

整備促進事業の事業費
及び総長裁量経費等に

より今年度以降も継続し

て行っていくことを決定
重点プロジェクト型研究

組織でポストドクター雇用
経費を計上し、博士研究

員制度を導入

大学学術振興事業基金
と医学部国際交流基金を

統合し、大学国際交流基
金（仮称）を創設し、国際

交流事業を支援していく
方向で制度設計を準備

21世紀C O Eプログラム、

大学院教育イニシアティ

ブ 等の経費によりボスド
クの雇用を継続。38名雇

用

若手を主要な対象として
科学研究費補助金申請

内容を個別指導

・若手研究者海外派遣制

度実施要項を策定。37歳
以下の熊本大学に常勤
する教員を対象に、渡航

費、滞在費を支給。短期

研修2名、長期研修1名を
派遣

・間接経費等により若手
研究者海外派遣経費3件
（短期2人、長期1人）553

万円を配分

・若手研究者への助成を

中心とするN E D Oテーマ

公募型事業について、プ

ログラムオフイサ］による
講演会及び個別相談会

を開催

・研究設備等の基本方策
では、若手研究者の育成
のために、若手研究者の
研究分野の進展に必要
な研究環境の充実を優

先的に図るなどの研究設
備等の基本方策を策定。

具体案として、若手研究
者の育成に必要な研究

環境の充実を優先的に

配慮することなどを策定

若手研究者積極的採用

策を検討

・外部資金等を十分確保
できる部局にあっては、
特任教員システムを積極

的に活用

・将来を嘱望される若手
研究者には、研究に専念

できる時間とスペースの
確保、スタートアップ資金

の措置、研究支援者の配
置の充実を考慮

・採用時に海外での研究
経験等を積極的に評価し

たり、採用後に園内での
人事交流（国内研究員）

や海外での研究生活（在
外研究員）を促進する人
事面で工夫

・若手研究者のキャリア
パスについては、任期制
等の活用及び分野によっ

ては、米国において導入
されているテニュア・ト

ラック制の適用を考慮
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平成17事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

②若手研究者の助教ポ

ストの確保
③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　 61法人

⑤ ポストドクターの研究

職以外の進路も含めた

キャリアサポート若手研究者の研究費等 若手研究者研究スペー その他の若手研究者の

助成及び助成制度の整
備

スの確保 研究支援体制の整備

大分大学

空室 5室を若手研究者の

研究室や院生・学生のた
めの自習室・ゼミ室として
整備

宮崎大学

戦略重点経費の研究戦
略経費で若手研究者 の

支援のため、研究費を配
分

鹿児島大

学

理学部、農学部、歯学部

で、若手教員等に対する
研究助成制度を設定

○理学部及び農学部で、
学部長裁量経費を用い

て研究を助成 。理学部で

5名総顕 355万 円、農学部
で2 名各 30万円配分
○歯学部で、名誉教授か

らの奨学寄附金の一部を
若手研究者（37才以下の

教員と3年以上の大学院
生）への研究を助成。2名

各 100万円を配分

・学長裁量経費として部
局が取 り組む教育、研
究、交流事業、環境 整備

等経黄及び学部長裁量
経費を設定、各部局等の

運営方針を反映できる体

制を整備。これらの経費
は、部局長の裁量で、複

数部局において若手の
有望な研究者等に研究
圭を配分

琉球大学

感染症研究施設 4大学連
絡会議 （九州大学、長崎

大学、千葉大学、琉球大
学）、感染症若手研究者

沖縄フォーラム （特定領
域研究）等を開催し、感

染症若手研究者の育成・

支援を推進

政策研究

大学院大
学

学長裁量経黄で、若手研

究者 の萌芽的研究等経
費を助成

総合研究

大学院大

学

北陸先端

科学技術

大学院大
学

・若手研究者支援として、

新たに採用した教 員に対

しては、学長裁量経費で
新任教員教育研究整備

経費として2年間で合計

1，000 万円を配分。新規 6
人を含む 11人に計5 7．400
千 円を配分。教育研究活

動のスタートアップを支
援

・助手が行う優れた研究
に対し、学長裁量経費で
助手研究促進経費を配
分。28件採択。助手の新

しい研究の立ち上 げや積

高信頼システム技術に係

る研究拠点の形成に向
けた研究プロジェクトで、

P D や博士後期課程の学
生のプロジェクト参画に
よって、この分野に関す

る高度な専門性及び研
究能力を有する若手研
究者の養成を実施
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⑥ 若手研究者が民間企 ⑦ 若手研究者の国際経
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　 59法人

⑨ 準備・検討段階の取

組業等と接する機会の充実 験の充実

RA 、TA 等学生を除く若手

研究者の採用及び採用
制度の整備

RA 、T A等学生の採用及
び採用制度の整備

その他の若手研究者の
自立支援に係る取組

福祉科学研究センターと

大学院福祉社会科学研
究科と連携し、若手研究

者発表会を開催。地域社
会への貢献と交流を目的

として学外で開催し、現
場の福祉関係者・一般市

民も参加

新設のフロンティアサイ

エンス研究推進センター
のプロジェクトにボスドク

2名を採用、若手研究員
の育成を開始

国際サマープログラムを 21世紀C O Eプログラム、 ・若手研究者育成を図る ・生物多様性に関する21 一部部局でポストドクタ

開催。21世紀C O Eプログ 特別教育研究経費等を ため、R A イA 制度導入の 世紀CO Eプログラム4拠 －の任用に関する独自
ラム研究員、本学の大学 活用してポストドクターの 検討、予算措置と規定の 点（北海道大学、東京大 制度の検討を開始
院生等との交流を重視

し、若手研究者の育成を
推進

任用を推進 整備を実施

・21世紀C O Eプログラム
で、RA ・TA の任用を促進

学、京都大学、琉球大

学）の連携セミナーを通じ

て若手研究者を育成

・21世紀C O Eプログラム
で、若手研究者が多くの
分野の研究を学び、情報

交換が可能な場を設定

文化科学研究科で、基盤

機関の高度な研究環境
を横断的に活用し、日本

文化研究に関する高い
専門性と国際的な通用性

を兼ね備えた若手研究
者を育成するための博士
後期課程実践教育プロ

グラムを実施
・ベンチャー・ビジネス・ラ

ボラトリーでは、非常勤

研究員（ボスドク）を6名
任用

・高信組システム技術に
係る研究拠点の形成に

向けた研究プロジェクト

に、P D 3名を研究者とし

て雇用

高信頼システム技術に係

る研究拠点の形成に向

けた研究プロジェクトに、

P D l名と博士後期課程の
学生25名をO JTとして雇

用

テニュア制の導入等の検

討に着手
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平成17事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

②若手研究者の助教ポ

ストの確保
③　 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　 61法人

（9 ポストドクターの研究

職以外の進路も含めた
キャリアサポート若手研究者の研究費等

助成及び助成制度の整
備

若手研究者研究スペー

スの確保

その他の若手研究者の

研究支援体制の整備

奈良先端
科学 技術

大学 院大
学

21世紀 C O Eプログラム、

他C O E 関連事業の支援

のために、学長特別経費

で若手研究者に支援

富山医科

薬科大学

（H 17 ・4月

－H 17 ・9
月）

　　　　　　　　　　　　　　　】

学長戦略 的経費として、

若手研究者による萌芽的

研究を募集し、19件を採
択

富山大学

（H 17 ・4 月

′－H 17・9
月）

学長裁量経費から若手

研究者 （3 7歳以下）の萌
芽的研究分野における

特色ある取り組みに配分

富山大学

（H 17 ・10 月

～ H 18・3
月）

学内特別戦略的経費で

若手研究者に重点配分

筑波技術
短期大学

（H 17 ・4 月

～H 17・9
月）

人間文化

研究機構

国立民族学博物館で、共

同研究の公募を行うこと
により、若手研究者の参

画の機会を提供し、併せ
てホームペ胃ジ等を通じ

て、関係学会、コンソーシ

アム等に対 して情報を公
開することにより、若手研

究者の参加を促進
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（参　若手研究者が民間企

業等と接する機会の充実

（参 若手研究者の国際経

験の充実
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　 59法人

⑨ 準備・検討段階の取

組
RA 、T A等学生を除く若手

研究者の採用及び採用
制度の整備

R A、TA等学生の採用及

び採用制度の整備

その他の若手研究者の

自立支援に係る取組

・各方面での国際交流活 教授及び助教授の後任 授業を担当する教員の ・創造性豊かな若手研究 物質創成科学研究科で、
動の支援がスムーズに 補充は、優秀な若手教員 教育活動を支援させるた 者の養成のため教育プロ若手研究者養成のため
行えるよう、大学としての を採用するよう努力 め、博士後期課程学生を グラム等を実施 博士前・後期課程を一貫
国際交流の基本方針を 中心にT Aとして教育補助 ○情報科学研究科で、プ 研究指導し、新しい教育
策定

・魅力ある大学院教育イ
ニシアティブの経費を活
用し、情報科学研究科で
は学術交流協定校へ6名

の学生の長期派遣、バイ
オサイエンス研究科では

U Cデービスでの英語研
修に7名を派遣

業務に従事。282名、実
績鎮92，935千円

ロジ工クト研究を実施する

ための研究費等の支給、
国際会議等の参加等国
際化活動への経済的支

援といった特待生制度を

実施
○バイオサイエンス研究

科で、組織的な個別指導
体制の確立、博士後期課

程への単位制度の導入、
学生の海外研修など国

際教育システムの整備、
学生が自ら企画・運営す

る分野別セミナー開催等
を実施

・若手研究者を対象とし
た競争的資金に係る最
新動向及び申請のポイン

ト等に関するセミナー及
び科学研究費補助金に

関する説明会を開催

・研究教育体制として、教
授1・助教授 1・助手2の体

制を基本とし、若手教員

の育成を図りつつその割
合を維持

システムの導入を決定

C O Eプログラム研究支援

者雇用取扱要項を策定

し、若手研究者を積極的

に採用するとともに、事
業推進担当者以外の若
手研究者をC O Eフェロー

に任命し、若手研究者の
育成を推進
ベンチャー・ビジネス・ラ

ボラトリーにおいて、有望

なプロジェクトについては
非常勤研究員（ボスドク）

を雇用。5名

教育研究等改革・改善事

業で、若手を中心に、盲

学校、教育研究会へ積極
的に参加できる場を設定

・国立歴史民俗博物館

で、若手研究者2人、非
常勤研究員1人を受け入

れ

・国文学研究資料館で、
科学研究費補助金による
共同研究に若手研究者

の協力・参加を推進。研
究機関研究員4名が研究
プロジェクトに参加

・国際日本文化研究セン
ターで、外部資金を活用

して、若手研究者10名を
研究支援者として採用

し、若手研究者の共同研
究等への参加を促進

・総合地球環境学研究所
で、受託研究黄により、
産学官連携研究員3名を

受け入れ、若手研究者の

共同研究等への参加を
促進

若手研究者育成の観点

からRA を採用し、人材育
成を積極的に図る。

・国立歴史民俗博物館12
名

・国文学研究資料館12名

・国際日本文化研究セン
ター4名

・総合地球環境学研究所
14名

・国立民族学博物館18名

教員の自主的な研究の

場としての基礎領域研究
を実施し、若手研究者の
学術研修等の活動と育

成に寄与
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平成17事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

②若手研究者の助教ポ

ストの確保
③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　 61法人

⑤ ポストドクターの研究

職以外の進路も含めた
キャリアサポート若手研究者の研究費等 若手研究者研究スペー その他の若手研究者の

助成及び助成制度の整

備

スの確保 研究支援体制 の整備

自然科学

研究機構

機構長等裁量経費により

若手研究者の育成等を
図るための戦略的な資源

配分を実施

各機関に対する求人依
頼 ・公募案内をホーム

ページに随時掲示し、大
学院生等に進路情報を

提供

高エネル
ギー加速器

研究機構

情報・シス

テム研究機
構

・国立遺伝学研究所で、

非常に優れた若手研究

者による新分野創造研究
活動を支援するため、3

人の助教授と博士研究
員のペアからなる新分野
創造センターを創設 。ス

タートアップ経費、研究費

並びにポストドク経費を

配分

・統計数理研究所で、共
同研究の種別見直し、重
点的研究課題の設定に

よって萌芽研究、若手研
究者による研究を応募し

やすいよう改善

極地研で、ポストドクトラ

ル・フェロー等の非常勤
研究員の南極観測事業

への参加を実現
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⑥　 若手研究者が民間企

業等と接する機会の充実

（∋　若手研究者の国際経

験の充実
⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る取組　 59法人

⑨ 準備・検討段階の取

組

RA 、T A等学生を除く若手

研究者の採用及び採用
制度の整備

RA 、T A等学生の採用及
び採用制度の整備

その他の若手研究者の

自立支援に係る取組

・各機関において、ポスト

ドクトラル・フェローを252

人採用し、若手研究者の
育成に努力

・核融合科学研究所で、
若手研究者の育成を積
極的に実施

・総合研究大学院大学全

専攻で5年一貫制大学院
教育を実施するため新し

い入試制度とかノキュラ
ムを導入し、これにより自

然科学の広い視野と知
識を備えた若手研究者

の育成を強化

・外部資金の公募等に関
する説明会を開催する等
科学研究費補助金等外

部資金の獲得に向け若
手研究者の研究を支援

・基礎生物学研究所、生
理学研究所で、若手研究
者養成のため、トレーニ

ングコースを開催

・核融合科学研究所で、
大学院学生の育成を積
極的に実施

・各種ポストドクトラル・
フェローシップを整備し、
若手研究者の育成と流
動化の促進に努力

・特別共同利用研究員受
入要項により、96人の受

入を決定

・各機関に大学院教育委

員会又は特別共同利用

研究員受入審査委員会

を設置し、若手研究者に
対する研究支援の強化

について検討

・ポストドクトラル・フェ
ローの進路先について調
査

・ボスドク制度の充実の

ため、運営費交付金によ

り雇用していた非常勤の
研究機関研究員に代え、

年俸制の任期付きの常
勤教員とする博士研究員

の雇用制度を創設

・外部資金による任期付
きの常勤教員として、年
俸制の学術研究フェロー

の雇用制度を創設

・助手について実態に即
した役割を期待される職

についていることを機構
が認知し、社会的にもよ

り正当な扱いを受けるよ
うにすることを目的として

検討してきた講師（教育
職3級）と研究機関講師

（同2級）を具体化し、研
究所・研究施設内公募に

より実施

研究所・施設間での人事

交流によるスキルアップ
を推奨するため、配置換

による若手技術職員の人
事交流を進める方針を決

定。2名を配置転換

・情報研で、独自に設置 ・新領域融合研究セン ・情報研、統教研で、遺 若手研究者の海外派遣

した在外派遣研究員制 ターで、センター所属の 伝研で、各種講座開講等 を推進し国際的な人的交

度により1名の若手研究
者を、また外部資金によ

り2名の研究者を派遣

・統数研で、外部資金等
による若手研究者9名を
海外派遣

非常勤研究員の任用に

関する制度を整備

・融合研究を推進するた
め、ポストドクトラル・フェ

ロー17人を雇用

・極地研で、ポストドクトラ
ル・フェロー等の非常勤
研究員の採用枠を拡大

・情報研で、プロジェクト
研究員の勤務条件や処
遇を改善

・続数研で、各研究系・セ
ンターに研究支援室を設
置することによる研究支
援推進員を適切に配置

することによる研究支援

の効率化と経費の節減を
推進

・遺伝研で、プロジェクト
研究員制度の拡充による

インセンティブ付与

を通して、若手社会人、

大学院生、若手研究者を
養成

・若手研究者の育成およ
び研究交流の活性化に

よる融合研究の基盤構
築のため、泊り込みセミ

ナー、研究会、チュートリ

アルセミナー等の人材育
成融合プログラムを実施

・日本学術振興会外国人
特別研究員12名、ボスド

ゥ相当の非常勤研究員

15名を受け入れ

流を促進する方策を、検

討
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

① テニュア・トラック
制の導入

②若手研究者の助

教ポストの確保
③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　 57法人

⑤ ポストドクターの

研究職以外の進路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者

費等助成及び助成制
度の整備

ペースの確保 の研究支援体制の

整備

ポート

小計 9法人 15法人 56法人 8法人 7法人 1法人

北海道大

学

新矧 こ採用される助

教に対して任期制を
適用するための基本

方針を策定

重点配分経費によ

り、若手研究者の研
究支援として8件に公

募を通じて支援

室蘭 工業
大学

小樽商科
大学

若手研究者のうち採

用後 1年以内の教員
に対 して初動経費と

して25万円を配分

帯広畜産
大学

大学院担当に助教を
加 えること、助手から

助教への移行につい

ては、有するべき知
識 、能力の確 認を行
うこと、平成 19 年4月

以降の助教採用者 に

ついては、任期制を
適用すること等を決
定し、所要の規程を

改正。さらに、全学説

明会を開催

学内公募型プロジェ

クト研究で若手教員
や研究者の養成を目
的に、申請資格を若

手教 員に限定した若
手奨励研究の枠を設

定

旭川医科

大学

学術振興後援資金

から、若手研究者に
対する研究活動助成
事業、7件、3．500千

円を助成

北見工業

大学

学長裁量経費で若手

研究者支援として、
科研費に採択 されな

かった45歳以下の教
員9人に対し予算配

分

弘前大学
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⑥　 若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

⑦ 若手研究者の国

際経験の充実
⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る67法人

⑨ 準備・検討段階

の取組
RA 、T A等学生を除く
若手研究者の採用

及び採用制度の整備

R A、T A等学生の採

用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

3法人 25法人 28法人 56法人 37法 人 53法人

・2 1世紀C O Eプロゲラ 21世紀C O Eプログラ ・21世紀C O Eプログラ ・T A ・教員アンケート
ムで、海外で開催さ ムで、C O E研究員制 ムで、構成部局に在 調査を実施し、報告
れた国際学会におい 度によるポストドクを 籍する博士課程院生 書を取りまとめ
てボスドクと大学院

生による研究報告を
奨励

・大学院学生等の国
際学会等出席のた

め、本学国際交流事
業基金、クラーク記

念財団と連携を図り
助成

・法・エ・情報科学研
究科等12部局で、独

自資金により301件

の海外渡航・研究助
成等を実施

採用 の大部分を対象とす

るR A制度を実施

・T Aを採用する科目
数・採用数を拡大。

T A 2．9 16名採用・

154，588時間

・ティーチング・アシス
タントマニュアルを作
成し、TA 研修を実施

・大学院学生が将来
教員・研究者になる

ためのトレーニング

の機会提供と教育効
果を重視し、TA 研修

及び業務をもとにし
たT Aの単位化を推

進し、情報科学研究
科、水産科学院で単

位認定

・若手教員の養成と

いう観点から任期制
の導入について検討

・新規採用の助教の
任期、任期付教員の
出産に係る任期の更

新手続き等を検討

サテライト・ベン

チャー・ビジネス・ラ
ボラトリーで、ポスト・

ドクトラル・フェローと

して、国内外から若
手研究者をボスドク6
名（うち外国人1名）と

して採用

・施設の有効活用に

関する規程を見直

し。既存施設の調査
を行って若手研究者

のためのスペースを
確保することに

・学科等からT Aの活
用状況を把握。平成

19年度から自己評価
報告書の提出を求め

ることに
助教への任期制の

適用の是非について
検討。導入を見送る

ことに
C O E研究員18名、

C O E技術者4名 、産
学官連携研究員目

名採用

R A 33名採用 C O E経費によりポス

トドクター、研究員を
受け入れ、若手人材

育成を推進

関学30周年記念事

業の一環で、学生及
び若手研究者の活動

支援並びに国際交流

支援を目的に募金活
動を実施。73 7件 、

39．299千円の学術振
興後援資金受け入れ
地域の産業育成・技

術力向上等の支援と

して設置されている
北見医工連携研究

会で、医工連携賞を
設けて若手研究者の

活性化を支援
若手研究者を大学院

等に受入れ、任期を
付して研究に専念さ

せる特別研究員制度
を設定。学内公募を

実施し、特別研究員1
人を配置
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

（む テニュア・トラック

制の導入

②若手研究者の助

教ポストの確保
③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　 57法人

（9 ポストドクターの

研究職以外の進路も

含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者
費等助成及び助成制

度の整備

ペースの確保 の研究支援体制の

整備

ポート

岩手大学

助教の職務を検討し

講義資格基準を策定
するとともに、講義を

担当する者に対して

助教講義担当手当を
支給することを決定

東北大学

・外部資金によるプロ
グラムでテニュア・ト

ラック教 員を採用

・国際公募による若
手研究者のためのテ

ニュアトラックプログ
ラムを開始。総長裁
量経費によるスタート

アップ経費を措置

・工学研究科、生命
科学研究科では、テ

ニュア・トラック制度
を実施

・テニュアトラック教
員 6名採用

・オーバーヘッドの大
学本部分 は総長裁

量経費の財源とし、

若手研究者萌芽研
究育成プログラムの

支援経費へ戦略的に

配分

・若手研究者による
臨床応用研究推進プ

ログラムを公募し、新
たに5名に研究費を

交付。昨年度からの
継続者を含めて合計

12名

秋田大学

地域共同研究セン

ターで、若手研究者
を対象にした産学連
携研究シーズ発掘の

ための研究助成事業
を実施

山形大学

福 島大学

学内の競争的な研究

助成予算として、37

歳以下の若手研究
者を支援 し奨励する

ことを目的とした奨励
的研究経費を助成

茨城大学
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⑥　 若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

（診　若手研究者の国

際経験の充実
⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る67法人

⑨ 準備・検討段階

の取組
R A、TA等学生を除く
若手研究者の採用

及び採用制度の整備

RA、TA 等学生の採

用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

21世紀C O Eプログラ

ムでポストドクター13
名採用

・TAを前・後期延べ

511名採用

・R Aを33名採用。年
度比5名増

ボスドク制度活用に

ついて、共同研究・科
学研究費補助金に参

画している研究員を

リストアップし、新プ

ロジェクトとの関連研
究の推進を検討

・異分野を融合した

新しい研究分野で世
界トップレベルの若

手研究者養成を支援
する組織の国際高等

研究教育院を新設

・若手研究者萌芽研
究育成プログラムを
継続実施

・テニュア・トラック制

の導入を検討

・助教の任期制等に
ついて検討。基本方
針を策定

大学院生・ボスドクク

ラスの若手研究者の
手による若手研究者

のためのアジア諸国
との国際セミナーを

群馬大学とともに開
催

・医学研究科で、

RA 、TAの配分を見
直し、適切な配分を
実施

・工学資源学研究科
で、TA業務の明確
化、大学院生の研修
実施等を柱とする検

討指針を作成。ま

た、RAの活用と強化
に努力

・工学資源学部で、
学部戦略推進経費を

用いて博士課程学生

教育推進総合セン

ター教育活動部門

で、平成17年度の教
養基礎教育科目で

TAを活用した教員に
対するアンケート調

査を実施

l竺手I　　　　　　A ・T A採用は、社会文

化システム研究科24

新規採用者向け科学

研究費補助金に関す

若手教員を海外の大
学・研究機関に1年以

こ〒こ　　　　　 コゞ
特別研究員等のボス
ドクを17人配置。医
学部1人、工学部12

人、V B L4人

人、教育学研究科4 1

人、理工学研究科

309人、医学系研究
科53人、農学研究科

82人、計509人

・教養教育における
キャンパス間のリ

モート講義等でTAの
活用は不可欠であ

り、学生54人がT Aと

して活動。また、TA
の資質向上のために
研修会を実施

・RA採用は、理工学
研究科30人、医学系

研究科35人

る説明会を実施 内派遣するプログラ

ムを構築。平成19年
度から実施すること

に

TA へアンケートを実
施。問題点等を把握

し、対応策等を検討

・教育学部で、T A活

動計画書を作成

・工学部全学科で、
TAへのオリエンテー
ションを実施。また、

T Aの活動の実態把
握と改善の資料とす

るため実施報告書を
作成

・農学部では、T Aに
対する研修会を実施

・理工学研究科で、
R A採用に当たって
「第一線の研究活動

に触れさせ、研究教
育を効果的に行う」こ

とを周知。18名採用

・人文学部で、T Aの

活用実態・教育効
果・改善点に関して

教員対象のアンケー

トを実施
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

①　 テニュア・トラック

制の導入

②若手研究者の助

教ポストの確保
（診 若手研究者の活躍の場の整備　　　 57法人

⑤ ポストドクターの

研究職以外の進路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者

費等助成及び助成制
度の整備

ペースの確保 の研究支援体制の
整備

ポート

筑波大学

・全組織へのテニュ

ア・トラック制の導入

についての取扱いを
盛り込んだ人事制度

に関する基本指針を
策定するとともに関
連規則を制定

・テニュア・トラック制
の導入と任期制の適
用拡大を可能な組織

から逐次実施

新任・転入教員への

スタートアップ経費等

の配分により若手教
員を積極的に支援

宇都宮大
学

・平成 19年度科学研

究費補助金の応募
申請をしなかった研

究者に対し、平成 19
年度予算において該

当教員研究費の

10％を削減し、当該
経費を若手教 員に対
する研究助成金の財

源とする仕組みを構
築

・若手教員研究助成
20件、9．030千円。ま
た、助成を受けた教
員に、研究企画会議

メンバーがアドバイ
ザーとして研究推進

について助言等を実
施

・工学部で、学部長
裁量経費で若手教員

のための萌芽的研究
支援を実施

・外部資金について
10％程度 の間接経
費を確保し、若手教
員の研究助成に追加

群馬大学

・予算配分方針に基
づき、19年度科学研

究費補助金の応募を

行わなかった研究者

の研究費について、
配分単価 の20％を減
額し、その経費を若

手研究者支援のため

の経 費財源に

・学 内重点経費 r教
育研究改革プロジェ

クト経費」のうち、特

に若手研究者を支援
するための経費とし

て若手研究者支援経
費約約1千万円を確
保。40歳以下が行う

研究で、今後の発展
が期待できる研究を

対象 。若手研究助成
採択基準に基づき、

審査 、16件を採択
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⑥ 若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

⑦ 若手研究者の国

際経験の充実
（砂　その他の若手研究者の自立支援に係る67法人

⑨　 準備・検討段階

の取組
RA 、TA等学生を除く
若手研究者の採用

及び採用制度の整備

R A 、TA 等学生の採

用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

日本学術振興会特

別研究員43名、産学
官連携研究員66名、

研究員（科学研究）34
名、研究員（C O E）39

名、研究員46名

・RA や博士特別研究

員等を研究指導に効

果的に活用するた
め、重点研究分野を

中心に配置。RA 104
名、博士特別研究員

45名、研究機関研究
員 11名雇用

・RA 雇用について、
より効果的な雇用の

ため係る取扱いを整
備し、の仕組みを整

TA 制度の運用状況
を検証。経費の配分

方針を見直して制度
を充実

・国際学部において
も教員が中心となり、

留学生、チューター、

事務職員との研修会
を実施

・留学生センター及び
工学部が合同で
チューター懇談会を
実施

イA について現状調
査を実施

博士後期課程学生 ・国際化向上プログ ・TA 、RA 制度を活用 ・日本学術振興会特
13名を学外の研究機 ラムで、国際社会に し、教育研究の現場 別研究員、研究機関
関・企業に派遣し、研 目を向けた若手研究 を体験させるととも のポストドクター等と
究者としての視野を 者を育成。複数の海 に、一定の基準によ して研究を継続でき
広げる特別実習を実

施

外協定校と共同ワー

クショップを開催し、
教員とともに大学院

生を海外派遣

・学内経費を確保し
て若手研究者 10名の
国際学会渡航費を助
成

・各部局で、外部資
金を積極的に活用し

て学生、研究者の招
璃・・派遣を実施

り単位認定も実施

・C O E等外部資金な
どを有効に使い、ポス

トドクター及びRAの
ポストを用意し、若手

研究者及び大学院生

の活動支援。RA 39名

・G P等外部資金の活
用によりT Aの増加を
推進。T A 450名

るよう個別指導を実
施

・研究科修士・博士
課程修了者で、特に
顕著な研究成果を挙

げた者に学術優秀賞
を授与し、顕彰

・C O Eプログラムに関
する若手研究者奨励

等各部局において優
れた研究業績を挙げ

た研究者を顕彰

・若手研究者に、科
学研究費補助金の
説明会への出席を勧

め、また競争的資金
獲得説明会を開催
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

Q ）テニュア ・トラック

制の導入

②若手研究者の助

教ポストの確保
（劃 若手研究者の活躍の場の整備　　　 5 7法人

⑤ ポストドクターの

研究職以外の進路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者

黄等助成及び助成制

度の整備

ペースの確保 の研究支援体制の

整備

ポート

埼玉大学

新規採用の助教は

任期制 にし、任期は5

年とし、再任 は1回限

り

研究プロジェクトの申

請種 目に、若手研究

及び基礎研究を設

け、307名に対し総額

10．803万円配分

千葉大学

大学院生、研究員、

ボスドク等の若手研

究者に対しての研究
助 成の公募で不採択

となった申請課題の

うちで特に優れた課
題 に対して研究助成

を実施

東京大学

キャリアサポー ト室

のコンサルティング
の経験と実績を生か

し、若手研究者の多
様なキャリアパス形
成を支援
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⑥　 若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

⑦ 若手研究者の国

際経験の充実
⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る67法人

⑨ 準備・検討段階

の取組
RA 、TA等学生を除く

若手研究者の採用
及び採用制度の整備

R A、TA等学生の採

用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

・英語教育開発セン

ターで、C A L L授業の
支援スタッフとしてTA

を配置。計68名採

用。また、C A LL 教育
は通常の授業とは運
営形態が異なるた

め、T A の採用前に
ガイダンスを実施す

るとともに、業務マ

ニュアルを作成

・情報教育センター
で、T A 配置の学内

ルールを見直すとと
もに、情報教育室等

における講義と演習
担当のT A として、理

工学研究科及び文化
科学研究科を中心に
大学院生延べ35 名

を採用

・基礎教育センター
で、各補習授業にT A
を配置

・理工学研究科で、
平成17 年度に決定
した活動内容の記
録・評価方法を基に

TA の採用等を実施

・理工学研究科で、

外部資金を獲得した
特に若手教員のため

に、共通秘書の制度
を作り、研究に専念

できるように支援。ま
た、教授会は教授の

みで構成し、若手教
員の会議負担を軽減

・理工学研究科で、
若手研究者の養成を

開始

・若手研究者の研究

以外の業務軽減を検
討

・RA の配置状況を調
査

・薬学研究院で、大
学院生の海外研修

支援及び派遣学生へ

の学部支援を実施

・看護学部で、後期
博士課程学生5名の

国際学会研究成果

発表を支援

・学長裁量経費で大
学院生2名が海外調

査を実施

・自然科学研究科長
裁量経費で大学院生

3名を海外派遣、学
生2名の米国内学会

派遣と関連大学滞在

による現地学生との
交流を実施

TA 採用院生に、指導

教員が目的の明確

化や役割の確認を事
前に行い、指導力を
強化

21世紀C O Eプログラ

ム等外部資金を利用
してRAを充実

・基本方針を示し、授

業担当も含めて各部
局が助教制度の運

用について柔軟な制
度設計が可能に

・教員人事の一層の
流動性を高めること

に資する年俸制試行

のため、平成19年度
以降、新たに雇用す
る任期4年以下の任

期付助教に年俸制を
適用できることを決
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

（D　 テニュア・トラック
制の導入

（診若手研究者の助
教ポストの確保

（診　 若手研究者の活躍の場の整備　　　　 57法人
⑤ ポストドクターの

研究職 以外の進路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者

費等助成及び助成制

度の整備
ペースの確保 の研究支援体制の

整備
ポート

東京医科

歯科大学

・附属病院を含む医

学系の若手研究者
育成として、メディカ

ルフェロー制度により
9名に名称を付与し、
研究プロジェクト等に

従事させ 、間接経費
か　 出　　　 ‾

「若手研究者の自立

的研究環境整備促
進プログラムのメディ

カル・トップトラック制

度の確立に対応した
若手研究者のための

専用スペースとして

138n†を配分を有効　 つ見兄争的に

活用

・若手研究者を積極
的に採用し、実績及
び計画を評価した研

究費を支援
イ脳の機能統合とそ

の失調」C O E 研究教
育拠点形成事業で、

若手インスパイアシ

ンポジウムにより優
秀な研究者に表彰を

行うとともに研究費を
支給

・難治疾患研究所
で、難治疾患研究助
成、研究発表会によ

る表彰、研究評価に

基づく難治疾患研究
資金の配分、研究所

研究教員制度を実施

し、若手研究者を育
成

東京外国
語大学

東京学芸
大学

東京農工

大学

・テニュアトラック教

員の就業規則を作
成。年度ごとに任期

付教員として契約更
新可能

・共生科学技術研究
院で、テニュアトラッ

ク制度を導入し、テ

ニュアトラック教員 22
名を特任准教授とし

て雇用
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（む　若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

⑦　 若手研究者の国

際経験の充実
⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る67法人 ⑨ 準備・検討段階

の取組
RA 、TA等学生を除く

若手研究者の採用

及び採用制度の整備

RA 、TA等学生の採

用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

・生体材料工学研究
所で、日本学術振興

会アジア・アフリカ学
術基盤形成事業によ

る海外機関との研究
者交流、共同研究、

セミナーを通じた若
手研究者の育成を実

施

・「歯と骨の分子破壊
と再構築のフロンティ

ア」C O E拠点形成事
業で、海外研究者と

の直接対話を行うデ

スカッションにより、
若手の国際的育成
事業を推進

・「脳の機能統合とそ
の失調」C O E研究教
育拠点形成事業で、

若手研究者の海外

派遣事業を継続実施

・ハーバード大学等と
の若手研究者の交
流等を実施

「歯と骨の分子破壊

と再構築のフロンティ

ア」C O E拠点形成事
業で、ボスドク、研究

支援推進員を採用

・21世紀C O Eプログラ

ム主体で、若手研究
者のシャペロンフォー

ラム等を実施

・「歯と骨の分子破壊
と再構築のフロンティ

ア」C O E拠点形成事
業で、若手シャペロン
教員並びに大学院生

の年間の成果発表に
対し奨励賞を授与

・若手研究者の自立
的研究環境整備促

進プログラムであるメ
ディカル・トップトラッ

ク制度の確立を推進
イ脳の機能統合とそ

の失調」C O E研究教
育拠点形成事業で、

若手研究者の国内

派遣事業を継続

・2 1世紀C O Eプログラ

ムで、大学院後期課
程在籍者を中心とし

た国際セミナーを開
催し、2名の大学院生

に発表の機会を提
供。開催実務も担わ

せ、臨地研究マネジ

メントに関わる訓練を
実施

・21世紀C O Eプログラ
ムに係る史資料収
集、保存共有活動推

進のため、延べ13名

の大学院生・ボスドク
研究員・拠点アドバイ
ザーを海外に派遣

21世紀C O Eプログラ

ムで、ボスドク研究員

の全国公募を行い、2
名採用。研究費とし

て各35万円を交付

RA 計46件雇用。うち

附属学校・公立学校

で教育実践研究を
行っているプロジェク

トにRA として参加して

いる院生は11名。ま
た、附属学校との共
同研究を行っている
プロジェクトのRA は1

名

助教の任期制の導

入の可否について検
討
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

① テニュア ・トラック

制の導入

②若手研究者の助

教ポストの確保
③　 若手研究者の活躍の場の整備　　　 57法人

⑤ ポストドクターの

研究職以外の進路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者

童等助成及び助成制

度の整備

ペースの確保 の研究支援体制の

整備

ポート

東京工業

大学

G lobalEdge Institute ・学生の教育研究を ・精密工学研究所 ・既設建物に学長裁
を設置し、若手研究 指導するとともに、研 で、所長裁量経費に 量スペースを確保。
者を国際公募により 究に従事する者を助 より若手教員の萌芽 若手研究者の自立
国内外から12名を特 教と位置づけ。若手 研究支援を実施。9 的環境整備促進プロ

任助教として採用。
約 5年後のテニュア

教員が 自らの資質・
能力を十分に発揮で

件

・応用セラミックス研

グラムで設立した

O　a　　 ge
審査合格者は、本学 きる体制を整備 究所で、シニアと若 lnstituteの特任助教
の准教授あるいは教 ・若手教員 （助手）を 手教員ともに交付金 の居室等として活用

授として採用されるテ 平成 19年度より全て は均等配分。また、 ・世界最先端の研究
ニュアトラック制度を

導入

助教とすることとに 奨励賞や助手等の

若手への研究費支

援を実施

・新進気鋭の若手教
員を学長が選考し、
挑戦的研究賞を表彰

するとともに、研究費

の重点配分を実施。
受賞者 9名、合計

40．000千円

・各部局で、教員個
人評価等に基づき、
若手教員の研究基
盤整備への支援とし

て7名への研 究費支
援を実施

・全国共同利用の材
料系3研究所の拠点

型共同研究事 業の
関連研究課題を設

定・公募し、若手教員

推進、未踏分野の開

拓等に果敢 に挑戦し

ている独創性豊かな
新進気鋭の若手教

員を学長が選考し、
挑戦的研究賞を表彰

するとともに、受賞者

に所長裁量スペース
使用料を無償に

・応用セラミックス研
究所で、シニア教員

と若手教 員ともにス
ペースは均等配分

東京海洋

大学

学内公募で若手研究
（45歳以下対象）に重

点をおいて公募を行

い．学 内審査 員によっ

て採択課題を決定し．
配分。採択 3件，1．000

～ 1，200 千円

お茶の水女

子大学

若手研究者 （リサー

チフェロー）を対象と
した、研究課題の公
募を実施し、優秀な

研究課題に対して、

研究費を助成

・大学院後期等若手

ワll

育児休暇を取 らない

研究者のための研ヲも

室（39 nf）を確保

・施設の有効活用に
より生み出された部
屋を若手研究者（大
学院後期等）のため

の研究 ・実験スペー
スに利用

教員への子育て支援

策を継続実施 。うち

女性若手教員2名を
支援

電気通信

大学

・平成 19年度から助
教としての新規採用

者はすべて任期付す

ことに

・若手研究者の育成
を強化するため、平

成 19年度に向けて特
任助教制度を整備

・総額 45．000千円を

予算措置し、学内競
争的資金「研究・教

育活性化支援システ
ム」を実施。若手研

究者の研究支援、新
任教 員等を対象とし

ての研究活動スター
トアップ支援、組織横
断型研究活動を行う

研究ステーションへ
の支援、教育プロ
ジェクトへの支援を実

施

・若手研究者の支援
等のため、研究・教
育活性化支援システ

ムを昨年度に引き続
き学内予算に計上
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⑥ 若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

⑦ 若手研究者の国

際経験の充実
⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る67法人

⑨　準備・検討段階

の取組
RA 、TA等学生を除く

若手研究者の採用

及び採用制度の整備

R A、TA等学生の採

用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

大学院社会理工学

研究科で、若手教員

2名が10ケ月程度の
海外研究を実施

応用セラミックス研究

所で、直面する研究
所運営の実務的業

務をシニア教授が担
当し、将来計画や

ロードマップ作成等を
若手教員が担当する

など、若手教員の負
荷を軽減するため運

営業務を分担

大学院総合理工学

研究科では、業務の
分担制度導入を検討

するとともに、若手教
員に対する研究以外

の業務を軽減させる
方策の検討を開始

女性若手研究者の

採用として、日本学
術振興会特別研究
員16名、リサーチフェ

ロー12名、講師3名、
アソシエイトフェロー4
名採用

・大学院博士前・後

期課程の院生は、TA
として、学部、大学院
博士前期課程の授

業、研究指導を補

助。博士前期課程延
べ248名、博士後期
課程延べ80名。ま

た、TA に対するオリ

エンテーションを実施

・TA の配分方法の考
え方を変更。これま

でのような任用され
る大学院生が中心に
なるのではなく、開講

科目ごとのT A配置の
必要性を重視し、教
育の質の向上を第一

番目の目標に

・RA、アカデミックア
シスタント、教務補佐
員は92名。前年度比

67名増

国際交流奨励賞によ

り博士後期課程学生

2名に奨学金を支給

外部資金（間接経 平成 17年度に引き続 科学研究費補助金 ・テニュアトラック制に
黄）を財源とした本学 き学内RA制度 （予算 若手研究（A ）の過去3 よる先端領域若手研
独自のボスドク研究 顔40．000千円）により年間の個人別受入 究者グローバル人材
員制度を新設置。1

名採用

学生74名採用 状況についてホーム

ページ上で公表

育成構想を検討

・TAの登録、勤務時
間等の効率的な管理
方法について検討
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学 名

① テニュア・トラック

制の導入

②若手研究者の助

教ポストの確保
③ 若手研究者の活躍の場 の整備　　　 57法人 ⑤ ポストドクターの

研究職 以外の進路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者

黄等助成及び助成制
度の整備

ペ肩スの確保 の研究支援体制の

整備

ポート

一橋大学

・若手研究者のため

の学内研究助成金と

して、出版助成 ・武山
基金を新設

・商学研究科で、
C O Eプログラムによ
る博士後期課程学生

への研究費支給や、
研究科に寄せられた

寄附金を財源に、修

士課程学生も含む大
学院生に研究費を支
給

横浜国立

大学

・助教をテニュア・ト

ラックと位置づけ、全
員を任期付き（5年）と

し、年俸制を導入す
ることを決定。一定期
間の教育・研究成果

の評価によって、テ

ニュアを有する本学
の准教授へ の昇進を
優先的に判断する職

として位置づけ

・「優れた若手教員の
養成 ・確保」と「教育

研究の活性化」という
視点から助教制度を
積極的に活用。助教

を教授、准教授と同

じ独立した教育及び
研究の主体として位

置付け

・平成 19年度から、助
教については、研究

費を従来の助手に比

べ約 2倍とし、名実と
もに教 育研究の主体

となるよう環境を整備

環境情報研究院で、
院長裁量経費を原資

として、博士課程後
期課程の大学院生を

対象とする共同研究
プロジェクトを推進す

るため研究費を補
助。15件、約329万円

新潟大学

・組織評価に基づき

配分 された経費を学
系長裁量経費とし

て、若手研究者への
支援に配分

・プロジェクト推進経
費総額 1億 4千万円

枠内で、若手研究者
奨励研究66件を採択
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⑥ 若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

⑦ 若手研究者の国

際経験の充実
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る67法人

⑨ 準備・検討段階

の取組
RA 、TA等学生を除く

若手研究者の採用
及び採用制度の整備

R A、TA等学生の採

用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

・経済学研究科で、 法学研究科、社会学 ・商学研究科、経済 ・経済学研究科で若
若手研究者を国際コ 研究科で、C O E研究 学研究科、法学研究 手研究者を国際コン

ンフアランスやフォー 員、C O Eフェローを採 科で、C O Eプログラ フアランスやフオーラ
ラムへの積極的参加

を推進

・法学研究科で、大
学院生及びジュニア

フェローを資料収集
や調査のため海外に
派遣

・国際企業戦略研究
科では、国内外の学

会等への積極的な参
加を推進

・C O Eプログラムで、
5名の大学院生を海
外研究機関に1ケ月

程度の期間派遣

用 ム等に学生アシスタ

ント30名を採用

・社会学研究科で、
C O Eプログラム等に
大学院生49名参加

イA配置を積極的に
推進

・TA経験者及び教員
に対するアンケート
結果を基に、運用の

現状を把握、分析。
教員に対する実施要

項の周知を徹底する
とともに、各研究科に

おいて学生及び教員
に対し事前説明会を

行うことで、制度に対
する認識を深め、適

正に制度を運用して

いくよう改善

・商学研究科、経済
学研究科、法学研究

科、社会学研究科

で、RAを研究プロ
ジェクトに参加させ、

研究と教育の有機的
結合を促進

ムに積極的に参加さ

せるなど、研究者育
成に努力

・C O Eプログラムで、
若手研究者の論文

等の翻訳を支援

若手研究者の採用を T A制度の積極的活 ・ベンチャー・ビジネ テニュア制について
促進するため、教授

定員1人を用いて助
手2人を採用できる教

員配置の仕組みを新
たに導入

用のため、職務内容

を拡大する等TA取扱

要項を整備。また、
研修会を実施

ス・ラボラトリー等で、

院生や若手研究者
向けのM O T ＆ビジ

ネス講演会を開催す

るなど起業支援の強
化を推進

・外部資金による研
究シーズ育成短期プ

ロジェクトを獲得して
成果を上げるなど若

手研究員や院生に対
するベンチャーマイン

ド育成に努力

検討
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

① テニュア・トラック

制の導入

②若手研究者の助

教ポストの確保
③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　 57法人

⑤ ポストドクターの

研究職以外の進路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他 の若手研究者

費等助成及び助成制
度の整備

ペースの確保 の研究支援体制の

整備

ポート

長岡技術
科学大学

学 内の助手にとどま

らず、教務職員、技
術職員からも助教候
補者を選考

・学長裁量経費 ・若
手教職員の研究推

進で、若手研究者 の

研究活動に学内公募
型の研究助成を実
施。28件

・2 1 世紀 C O E プログ
ラムで、ボスドク等若
手研究者の研究活
動に研究費を配分

上越教育

大学

学内公募研究プロ
ジェクトで、若手研究

の区分を設け積極 的
に応募を促進。採択
者 9名

富山大学

・学長裁量経費で若

手研究者 （3 7 才以

下）の萌芽的研究に
必要な経費として予
算措置

・各部局の予算配分
において学部長裁量
経費や研究所長裁

量経費を設け、若手
研究者育成のための

予算を措置

金沢大学

・テニュア・トラック制

度 （助教）について運

用方針等を策定

・テニュア・トラック制
度による准教授の 国

際公募を実施

学長戦略経費の若

手の萌芽的研究経
費で91件採択

競争的研究資金で非

常勤研究員、ボスド

ク、R A 等を雇用する
場合には、その研究

代表者等の判断によ

り必要に応じて雇用

福井大学

若手教 員を対象に、
将来プロジェクト研究

等に結びつく可能性

のある研究 、発展性
に富んだ研究につい

て研究課題を公募。

42件採択

山梨大学

・学 内公募型の戦略
的プロジェクト経費

で、37才以下の大学
院学生を含む若手研
究者等の表彰事業を

実施。10件、60 万円

・学 内公募型の戦略
的プロジェクト経費

で、若手教員等（37
才以下の研究者）研
究支援。68件、1．070

万円

・科学研究費補助金
の申請 （採択）件数を
増加させるため、若

手教員を対象にした

スタート・アップ・プロ
ジェクトを総額 1，000

万円で新規措置。公
募の結果、予算規模
を 1．240万円まで拡大

肩128　－



⑥　 若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

⑦　 若手研究者の国

際経験の充実
⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る67法人

⑨ 準備・検討段階

の取組
RA 、TA 等学生を除く

若手研究者の採用

及び採用制度の整備

R A、TA 等学生の採

用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

数か月にわたる国内 ・博士後期課程の学 ・21 世紀C O E の若 助教の任期制を検

外におけるリサーチ 生をプロジェクト研究 手研究グループが中 討。当面は現行通

インターンシップを にR Aとして84人採用 心となり、全国の若 リ、学長裁量ポストそ

行った博士後期課程 ・経済的に困難な学 手研究者を対象とし の他の一部のみ実

学生6人の研究活動

に対し、交通費、宿
泊費及び研究費を支

援

生に対し、学内にお

いて勉学に支障のな

いような、TA 、RA等
の雇用機会の提供

た若手研究討論会を
開催

・社会人特別選抜に
よる大学院生21人、
社会人研究生1人、
ボスドク等26人を受

け入れて若手研究者
を育成

施に

助教の任期制導入を
決定

・学長裁量経費の充

実により、若手研究
者への支援等の仕

組みについて検討

・若手教員育成支援
について、全学的な
方策を検討。自立的

研究環境整備を促進

するため、医薬理工
横断若手中核研究

者育成プログラムを
計画

・TA 、RA の実態調査
を実施

・助教制度を検討。
新規採用助教は、全

学的に任期制を適用
することに

海外先進教育実践

支援プログラム及び
海外先進研究実践

支援プログラムに採
択された若手教員を

含む11人を、それぞ
れ海外の教育研究

機関等に派遣

・大学院生のT Aを必

要に応じて拡充

・附属学校園におけ
る教育学部学生の

T Aについて、実施案
を策定し、総合演習

の授業として幼稚
園、小学校及び中学
校で試行

・テニュア・トラック制

度（昇任審査請求権

付き有期雇用契約）
を適用する特任教員

の給与を年俸制とし
優遇することに

・助教制度の活用を
検討

ボスドク制等により職 ・医学系研究科で、 ・大学院生等若手研 RA に関するアンケー

員を採用。学術研究 C O E特別研究員制度 究者の教育研究支 トを実施・分析し、本

員8名、研究機関研 こより大学院生1名を接の一環として、基 乗の趣旨に添った形

究員12名、産学官連 採用 礎セミナー27回、全 での運用を今後も行

携研究員5名等 ・医学部で、テユート

リアル教育における
テユーターとしてT Aを
活用

・看護学科で、修士
課程2名を採用し、基

礎看護及び成人老人
看護の実習指導の

補助として活用

・工学部で、実験や
演習科目でTAを積
極的に活用

体セミナー31回及び

研究発表会を開催

・工学研究科の大学
院生への研究指導を

行うなど若手研究者

の育成支援を実施

・科学研究費申請の
若手教員向けの説明

会を開催

うよう各部局に通知

工学部で、同窓会か

ら若手教員と学生の
海外研究発表の資

金的支援を受けた

医学領域で、TA 、RA

の配置について見直
し、所属講座のT Aの
有効的活用を実施
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

① テニュア・トラック

制の導入

（診若手研究者の助

教ポストの確保
③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　 57法人

⑤ ポストドクターの

研究職以外の進路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者

費等助成及び助成制

度の整備

ペースの確保 の研究支援体制の

整備

ポート

信州大学

若手研究者の養成を

目的とした信州フィー

ルド科学賞及び信州

フィールド科学奨励
賞を制定。3名受賞

岐阜大学

助教について基本方
針を策定、規則等改

正手。①助教につい

ては、「修士以上又
は専門職学位の資
格を有する者」及び
「同等の能力を有す

る者」とする採用基準

を設 けること。職務と

して、必要に応じ修
士課程 ・博士前期課
程を含めた教育及び

研究の指導を行うこ
とができること。ま

た、経験・能力を考慮

しつつ、若手人材育
成の観点から管理運

営への参加を推進す
る。②助手について

は、基本的には置か
ない。③現行の助手

については、採用基
準を弾力的に運用

し、特別の事情がな

い限り助教に移行す
る

静岡大学

学長特別裁量経費

1．5億円を外部資金
の獲得状況に応じて
各部局に競争的に配

分 し、その一部を各
部局の判断で、萌芽
的な研究や若手研究

者支援に充当

浜松医科
大学

若手の萌芽的研究

育成のため9件、

4，500千円を配分

名古屋大
学

高等研究院で、テ

ニュア・トラック制度
を導入。国際公募を

実施し、15名を高等
研究院の特任助教

授、特任講師として
選考・採用

・高等研究院の若手

萌芽的プロジェクトを
新たに 1件採択

・名古屋大学学術振
興基金等で優秀な若

手研究者や大学院
生の研究を支援

愛知教育
大学

助教の授 業負担の
軽減
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⑥　 若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

⑦ 若手研究者の国

際経験の充実
（砂　その他の若手研究者の自立支援に係る67法人

⑨ 準備・検討段階

の取組
RA 、TA 等学生を除く
若手研究者の採用

及び採用制度の整備

RA 、T A等学生の採

用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

学内ボスドク制度を ・TA、S A 等の教育サ 若手医師の育成のた ・若手研究者に任期
推進。奨励研究員制 ポート体制を拡充等 め、専門医となった を付してプロジェクト
度で4名、アソシエイ ・共通教育授業科目 後の、臨床研究、海 等に教員等としての
ト研究員制度で16名 におけるT Aは、前後 外留学、指導能力向 雇用を可能とする新
の研究員を採用 期合計126科目に延

べ140名配置。S A は
前後期あわせて20科

目に延べ26人配置

上等について附属病

院全体でキャリアアッ
プをサポート

たな特定有期雇用教
職員等就業規則を制

定。平成19年度から
実施することに

・テニュア制度の導
入を、繊維学部にと
どまらず、工学部・農
学部も視野に入れて

行う方向で検討
・RA制度採用者に、
指導教員の下で、終

了後のレポート、学
位論文の質、学会発
表、受賞、論文投稿

及びRA終 了後のレ
ポート等によって研

究遂行能力の検証を
行い、さらに面談等

によって必要な改善
を措置

・RA 51名採用

・TAを活用した授業
は全体的には増加

・学部及び大学院の
情報教育、情報処理
関係の演習、実習等

の授業でTA の活用
を検討し、一部授業

でT Aを配置

コーディネーターを中

心とした若手教員の
科学研究費補助金

申請書作成を支援

プロジェクト研究での

RA 71名採用。前年度
比6名増

・C O E研究担当人材

としてボスドク研究員

5名、産学連携推進
研究員4名を補充

・21世紀C O Eプログラ
ム事業で、ボスドク研

究員7名雇用

・C O E研究担当人材
としてRA 14名を補充

・21世紀C O Eプログラ
ム事業で、大学院生

をRA として23名雇用

・分子イメージング先
端研究センターで、
学部学生を研究補助

者として参画させ、研
究志向を育成するこ

とを目的としたジュニ

アリサーチアシスタン
ト制度を整備

若手研究者の個別

研究の学内研究発

表会を開催し、研究
指導と助言を実施

2 1世紀C O Eプロゲラ 2 1世紀C O Eプログラ 新任教員に科学研究 ・若手研究者や萌芽
ムで、ボスドク研究員

109名を雇用

ムで、RA 388名を雇

用

費補助金への応募を
推進・支援

的研究、学際融合研

究に一層重点をおい

て助成するため、研
究助成委員会を設置

・助手等の若手研究
者を育成対象の研究
者と位置づけ、積極

的な育成策をとること

に
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

（り テニュア・トラック

制の導入

② 若手研究者の助
教ポストの確保

③　 若手研究者の活躍の場の整備　　　　 57法人
⑤ ポストドクターの

研究職以外の進路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者

黄等助成及び助成制

度の整備

ペースの確保 の研究支援体制の
整備

ポート

名古屋工

業大学

学内研究推進経費

の配分に当たり、若
手 ・基礎研究の分類

を設定。若手対象に

24件採択し、研究費
を重点配分

豊橋技術

科学大学

・35歳未満の若手教

員の研究に対して助
成する若手教員支援

経費を実施

・未来生存型先端技
術の開発とプロセス・

システムの構築を目
指す、40 歳未満の若

手教員を対象として

未来技術流動研究セ

ンター若手教員プロ
ジェクトを実施

・博士及び修 士学生
を対象とした未来技
術流動研究センター

学生プロジェクト研究
助成を実施

三重大学

・学部として育てたい

若手研究 2件各2．000
千 円の研究費を配分

・若手研究プロジェク
ト11件に、各 50万円

の研究費を配分し研
究の推進を支援

滋賀大学

経済学部で、奨学寄

附金により若手教員

を含む 7 名の個人研
究、共同研究及び海

外調査に対し総額

245 万円を助成

若 手教員の研究支

援で、内地研究員の
選考 にあたり、学位

取得を目的としたも

のを優先的に考慮す
るシステムを採用

滋賀医科

大学

・学長裁量経費によ
る若手研究者支援 の

ための公募型の助成
を実施し、8 題、計

20 、000千円支援

・若手研究者を中心
とする自由な発想に
基づく創造的研究を

支援として、優れた
学位論文 3件 に対し

学長裳を授与

京都大学

・本学に採用された

ばかりの若手研究者

や、競争的資金の制
度上の問題から研究
費の獲得ができな

かった研究者等を対
象として若手研究者

スタートアップ研究費
制度により、107件、

57，630千円支援

・次世代開拓研究ユ
ニットを設置。若手研

2 1世紀C O Eプログラ

ム 、産学官連携研究
費 、寄附金等多様な

財源により、博士取

得後研究者等の若
手研究者のオープン

ラボ等研究環境の整
備等、部局において

育成・支援体制を整
備

究者の支援体制を整
備

・部局で、同窓会基
金や部局長のリー
ダーシップ経費等に

より独自の若手研究
者の研究支援を実施
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⑥ 若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

⑦ 若手研究者の国

際経験の充実
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る67法人

⑨　 準備・検討段階

の取組
RA、T A等学生を除く

若手研究者の採用

及び採用制度の整備

RA 、T A等学生の採

用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

プロジェクト研究員と イAを教育支援者と 平成 16年度に設けた 助教への任期制の

して25名採用 して各学科の実験、

実習、製図科目、卒
業研究、及び共通教

育の演習、実験科目

に配置。博士後期37
名、実施総時間数

1．373時間。博士前期

582名 、実施総時間
数15，934時間

・学習相談室に受付
担当者等を配置し、

そのサポートとして大
学院の学生をTA とし

て18名配置

・大学院生T A 18名に
よるピアサポートシス

テムを構築し、先輩

のいる学習室を開室

プロジェクト研究所制

度は、本学の教授又
は助教授が研究代

表者となり、分担者
は、本学の教員、学

外の研究者、ボスド
クで構成。学外の研
究者、ボスドクはプロ

ジェクト研究員として

雇用可能

導入について検討

・若手研究者及び大
学院生の国際会議

発表等に係る活動費
を確保するため、研

究戦略室ニュースを

通じて研究助成財団
等の公募情報等を発
信

・研究活動の活発化
や国際会議発表等を
奨励するため各種の

説明会を開催

・サバティカル制度の
一環として若手研究
者育成プログラムを
実施し、若手教員を

海外に派遣

TA の資質向上を図る

ための全学及び課程

別研修を実施

TAの意識調査及び

課程別の研修内容

のアンケート調査、
ティーチング・アシス
タント対応の教員へ

の意識についてアン
ケート調査を実施

・TA制度の活用を推

進

・TA に対するFD研修
を実施

若手研究者の研究ス

ペース確保について
検討。若手研究者の

研究スペースの確保

に関する要項が承認

経済学部で、R A 12人
採用

創設予定の滋賀大

学教育研究支援基

金において、若手研
究者の派遣事業を組

み入れることに

・T Aとして博士課程

44名、修士課程12名
を、R Aとして博士課

程22名を採用

・各講座の教員が教
授方法の指導助言を
行い、教材作成、試
験監督、試験・レポー

ト等の採点等の幅広
い業務内容を経験さ

せ、T Aの質を向上

若手研究者の支援

のための滋賀医大シ

ンポジウムを拡充し、
新しい取組としてイン

タ胃ネット会議を開催

・21世紀C O Eプログラ

ム、産学官連携研究
費、寄附金等多様な

財源により、博士取
得後研究者等の若

手研究者の国際会
議等への出席のため

の費用援助等、部局

における育成・支援
体制を整備

・21世紀C O Eプログラ
ム等により、大学院
学生、博士取得後研

究員、若手研究者を
海外に派遣。大学院

学生．延べ932名、博

士取得後研究員．延
べ4 51名、若手研究
者．延べ461名

・一部部局で、若手

研究者の独創的な研
究を支援する全国公
募のリサーチフェ

ロー制度を活用して
優秀な博士研究員を

採用

・2 1世紀C O Eプログラ
ム、産学官連携研究
費、寄附金等多様な

財源により、博士取
得後研究者等の若

手研究者の採用機
会を拡大
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

① テニュア・トラック

制の導入

②若手研究者の助

教ポストの確保
③　 若手研究者の活躍の場の整備　　　　 57法人

⑤ ポストドクターの

研究職以外の進路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者

費等助成及び助成制

度の整備

ペースの確保 の研究支援体制の
整備

ポート

大阪大学

理学研究科等3部局

で、テニュア・トラック
制度に相 当する雇用

を試行

大阪外国

語大学

大阪教育

大学

兵庫教育

大学

神 戸大学

・ユニ胃クな若手研

究者育成に努める部
局に対し、若手研究
者育成支援経費を配

分 。7件、計 10 ，000千

円

・採用済み若手研究
者 5名に対し、特別 に

研究予算を配分し、
研究の生産性を高め

つつ育成する方針を

採用

奈 良教育

大学
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⑥ 若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

⑦　 若手研究者の国

際経験の充実
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る67法人 ⑨ 準備・検討段階

の取組
RA 、TA等学生を除く

若手研究者の採用

及び採用制度の整備

R A、TA 等学生の採
用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

イA 業務を拡大する

とともに、T Aを拡充。
延べ2．422名採用

・多くの部局で、T A受
け入れを博士前期課

程にまで広げて、適
任者を受け入れ

・RA や特任研究員と
して博士後期課程学
生を延べ1，136名雇

用

・学位授与率の向上
のため、リサーチア
シスタント制を導入

・TA、R Aの質的向上
のため、オリエンテー
ションやガイダンスを
実施

テニュア・トラック制
度を検討

特別研究費Ⅱの募

集要項においてRA に

ついては積極的参画
を促進

過去3年間のRA の研
究への参画状況を取

りまとめ

任期制の導入の具
体的な方策を検討。

平成19年度から新規

に採用する助教は、
任期制を導入するこ
ととする方針を決定

RA採用は1，837時間

国際協力研究科で、 ・経済学研究科で、 ・科学研究費補助金 ・若手研究者を助教
博士号取得者を学術 必修科目、コア科目 の若手研究者スター として採用することに
推進研究員に採用 及び情報関連科目に トアップの公募説明 より、教育能力の育
し、海外調査の担当 対してTAを重点的に 会を実施 成、経済的処遇の改

に 配置

t経営学研究科で、プ
ロジェクト実習及びプ
ロジェクト研究で、T A
を各プロジェクトに参
加させ、講義や演習

を補完する体制に

・医学系研究科で、
T A資格を持つ大学
院生に、少人数教育

及び体験型学習の指
導等を担当させた

・全学共通教育部
で、実験、実習に関
わるすべての教育部
会において年度当初

にT Aオリエンテー

ションを実施

・国際協力研究科

で、研究科が発行す
るワーキング・ペー
パーに若手研究者の

研究業績も掲載し、

学術雑誌等への掲
載前の研究内容を公

開

・各若手研究者に対
する教授・助教授の
指導や共同研究の
実施を通じて、高度

な研究者の養成を推
進

・21世紀C O Eプログラ
ムで、日本学術振興
会特別研究員1名を

受け入れ

善、研究に専念でき

る環境の整備をする

ことに

・教育研究活性化支
援経費を措置するこ

とで、若手研究者自
立支援事業を新たに

開始することに

大学院所属助教はす

べて統一的な任期を
付すことに
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

① テニュア・トラック

制の導入

②若手研究者の助

教ポストの確保
③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　 57法人 ⑤ ポストドクターの

研究職以外の進路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者

費等助成及び助成制

度の整備

ペースの確保 の研究支援体制の

整備

ポート

奈 良女子

大学

・学長裁量経費によ

り、優れた研究を行う
若手女性研究者 に対

し18件、総額 400万円

の研究支援を実施

・21世紀 C O Eプログラム
において、若手女性
研究者 5名に総額95

万円の支援を実施

和歌山大
学

・新たに若手研究枠
を設け、さらに支援

経費を増額

・経済学部で、若手
教員支援として、着
任して3年以内の教

員の研究費を増鎮

鳥取大学

学長経費に若手研究

者の育成の活動費を
設け、若手教員の教

育研究活動を支援。

48件、1．500万円の研
究活動費を助成

▼

島根大学

岡山大学
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⑥　 若手研究者が民

間企業等と接する機

会の充実

⑦　 若手研究者の国

際経験の充実
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る67法人

⑨ 準備・検討段階

の取組
RA 、TA等学生を除く

若手研究者の採用

及び採用制度の整備

R A、TA等学生の採

用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

・21世紀C O Eプログラ

ムで、RA 12名採用

・研究を活性化させ
学位取得の促進を計

るべく、春期、秋期の

二度に渡り、年度内
に博士論文提出が見

込める学生すべて
（20名）に対してRAで
採用。さらにC O E及

び大学院教育イニシ

アティブ関連専攻を
中心に、研究進捗状

況を審査の上別途採
用（21名）し採用枠を

拡大

・人間文化研究科
で、R A 41名採用。う
ち、C O E関連等の専

攻で、独自のRA 雇用
（21名）を実施。ま

た、全学的見地から

T A配置計画を策定
し、教養教育科目に
おいても積極的にTA

制度を活用。304名
採用

・学生自らTA の自己
評価を行い、TA に対

する指導の強化を推
システム工学部で、

科学研究費補助金
r若手研究」申請資

格に準じ、国際会議

での研究発表経費を
支援

・国際乾燥地農業研 ・中国科学院水土保 ・中国科学院水土保 ・乾燥地研究セン 平成 19年度から新設

究センターで、ポスト 持研究所と実施中の 持研究所と実施中の ターで、国連大学、国 する助教の任期制に

ドクター等若手研究 研究の正式メンバ胃 研究の正式メンバー 外の研究所等と共同 ついては、新規雇用

者の国際機関での研 としてポストドクター7 として博士課程学生7 して共同修士号プロ を対象に任期付雇用

修を実施 名を登用 名を登用 グラムを実施するた を拡げることに

・乾燥地研究セン ・乾燥地研究セン ・連合農学研究科 めの協定を締結。学

ターで、教職員、学生ターで、ポストドク で、RAを10名採用 生2名の参加を決定

等を延べ116名を海 ター14名採用 ・乾燥地研究セン ・乾燥地研究セン

外へ派遣。また、海 ・V B Lで、ポストドク タ胃で、RA 9名採用 ターは、国内外の乾

外の研究提携機関にター（プロジェクト研 ・T A延べ3，0 16人、RA 燥地科学を志すボス

乾燥地科学者を志す

ポストドクター、大学
院学生等を63人派遣

究員）4名採用 延べ194人を採用 トドクター16名、大学
院生39名、研究生2

名を受け入れ

・医学部で、R A 18名
を受入れ

プロジェクト研究推進

機構で、分野横断型

の重点研究部門で優
秀な若手研究者8名

をボスドクとして雇用

T A に関する新しい任

用システムのもと、全
部局及び教養教育に

おいて採用し、授業
時間中及び時間外の

教育補助業務を担

当。339名

・共同研究で得た発

明・特許などの成果
を実用化・製品化す

るための具体的な方
法として、ボスドク派

遣の有効性について
複数の地元企業と意

見交換

・若手研究者の財政
支援の観点から平成

19年度新設の学長
裁量経費として配分
する予算で財政支援

を行うことに

新技術センターへの

入居者を募集し、大
学発ベンチャー育成

のため有望な若手研
究者を優先的に入居

・外部講師を招韓し、

若手教員対象の外
部資金獲得セミナー

を定期的に開催

・若手研究者の連携
グループ作りに役立

つ研究者カタログを
発行

・新たな競争的研究

支援経費として、寄
付金オーバーヘッド

を活用した若手研究
者への支援を決定

・部局で、助教の再
審査制度導入を検討
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

① テニュア・トラック

制の導入
（訂若手研究者の助
教ポストの確保

③　 若手研究 者の活躍の場の整備　　　 57法人 ⑤ ポストドクタ胃の

研究職以外の進路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者

費等助成及び助成制
度の整備

ペースの確保 の研究支援体制の

整備

ポート

広島大学

・研究支援金の公募

を行い、若手研究者
支援型 21件採択。

9．503千 円支援

・各研究科で、部局
長裁量経費により若

手研究者を支援

・若手研究者育成支
援経費としての助成

金 の公募、採択を行

い、研究支援。24件
採択

・若手研究者助成金
の公募、採択基準に

ついて、より重点的
投資を行うための見

直しを検討して資金
配分を実施

山口大学

・新規採用された40
歳未満の任期付きの

助手を対象に、若手
教員研究スタートアッ

プの経費を措置

・研究主体教員のう
ち独創的 ・萌芽的な
研究を推進している

若手教員を5名新た

に認定。延べ 15名。
研究成果の公表に係

る経費（1年 目30万
円、2年 目以降 20万

円）を配分

徳島大学

・若手研究者 表彰要

領を制定。資格要件
は本学における研究

歴が 3年以上かつ年
齢が 40歳未満の者。

4名決定、1人 当たり
1．000千 円を配分

・ソシオテクノサイエ
ンス研究部で、若手
教員プロジェクト7件
を採択

鳴門教育

大学

香川大学

・学長裁量経 費によ

る若手研究（萌芽研
究）を公募・採 択し、

戦略的に予算配分

・農学部で、科学研
究費補助金の申請を

行った40歳未 満の若

手教 員に対して研究
支援経黄を支給

愛媛大学

平成 19年度以降採

用の助教 は原則全

員に任期制（5年）を導
入することに

・学長裁量経 費で実

施する研究開発支援

経費に、応募 資格に

45歳までの年齢制限
を設けて若手教員を
優遇

・医学系研究科で、
若手研究者の研究

支援として寄附金に

よる研究科長裁量経
費により2名に研究奨
励賞（賞状・研究助

成金 100万 円）を授与

・研究開発支援経黄
の研究種 目のうち、
独創的な発想、意外

性のある着想に基づ
く若手研究者の研究

を支援する萌芽的研
究に対し29件 、4．100

万 円を採択
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⑥　 若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

⑦ 若手研究者の国

際経験の充実
⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る67法人

⑨ 準備・検討段階

の取組
RA 、TA 等学生を除く

若手研究者の採用
及び採用制度の整備

RA 、TA 等学生の採

用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

・教養教育や専門教

育の遠隔授業に授業
補助者として、T Aを

延べ22名配置

・リサーチアシスタン
ト26名、研究員14
名、C O E研究員11
名、C O E研究支援員

1名計80名

大学発ベンチャービ
ジネスの起業化を一

層推進するため、ボ

スドクプロジェクト研
究を実施。採択件数

7件

・TA に関する職務に

関する調査を実施。

TAの職務に応じた研
修の在り方について
検討

・全助教に対し任期
制を導入することに

助教制度の活用に向

けて検討。得各部局
ごとの助教の割合は

25％を目指すことが
望ましいなどの結論

TA実施要項により、

TA の活用による適切
かつ有効な教育支援

を実施

学校教育法改正によ

り、新たに設けられた
助教について、任期

を5年とすることに

・国際交流センターを TA研修会を充実。各 研究機関研究員、 TA及びT A採用教員

新設し、若手研究者・ 学部でもT A研修会を C O E研究員等を積極 に対してアンケート調

学生の交流、学会参
加等を推進

・学長裁量経費によ
り若手研究者を海外

に派遣

実施 的に受入れるため、
国際ワークショップや

セミナー、研究交流
会を開催するなどの

方策を講じ、研究活
性の高い若手研究者

の確保を推進

査を実施
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

①　 テニュア・トラック

制の導入

（a 若手研究者の助

教ポストの確保
⑨　 若手研究者の活躍の場の整備　　　 57法人

（9　ポストドクターの

研究職以外の進路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者

費等助成及び助成制
度の整備

ペースの確保 の研究支援体制の
整備

ポー ト

九州大学

若手研究者 自立的

研究環境整備促進
事業で、スーパース
タープログラム学術

研究員 （S S P ）として
特任助教授を採用。

独 自の研究スペ胃ス
と研究資金を与え、

自立して独創 的な研
究を推進する環境を

提供

九州工業

大学

若手研究者によるプ

ロジェクト研究を支援

佐賀大学

長崎大学

熊本大学

大学院先導機構で、

テニュアトラック制度

・大学院先導機構

で、国際公募によっ

科学研究費補助金

申請で不採択となっ

21世紀 C O Eで、若手

研究者が自立的に研
を導入。国際公募に て優秀な研究者を任 た課題のうち審査評 究を推進することの

よって優秀な研究者 期制助教として招請 点が A に該当する若 できるリエゾンラボを
・平成 19年 4月以降

新規採用助教ポスト

は、任期制ポストとし
て活用することを原
則。判断は部局に委

任。自然軋学研究
科、薬学部等で、任

期制を導入すること

に

・平成 19年度か ら任
期付き助教 に、任期
付助教スタートアップ
資金として年間40万

円を措置することに

ー　　ワb 号
招請

・－　　ヲも
50万円又は30万円を
インセンティブとして
付与

究者が国際的な研究

を推進
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⑥　 若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

⑦　 若手研究者の国
際経験の充実

⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る67法人
⑨　 準備・検討段階

の取組
RA 、TA等学生を除く
若手研究者の採用

及び採用制度の整備

RA 、TA等学生の採
用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

全学協力事業基金 全学統一的なT A雇 ・新規採用若手のた 助教への任期制の

等により、若手研究 用に関する指針とし めの科研費申請に向 導入は、各部局の判

者、学生等の海外渡

航を継続支援

て、ティーチング・ア

シスタント実施要項を
改正。教育補助の明

確化、T Aに対する事
前指導及び実績報告

を義務化

けての説明会を開催

・次世代研究スー
パースター養成プロ
グラムで、若手研究

者の育成・自立の支

援を開始

・N ED Oフェローを新
たに3名受け入れ、合
計7名の若手人材を

育成

断によることに

・R A経費を増顕し、

博士後期課程の大
学院生の研究活動を

支援

・工学部で、TA経費
は増大。数学、物理

のいくつかの基礎科
目において、T Aの活

用により学力の大幅
な向上を確認

人材登用活性化制

度を実施し、部局の
ポスト枠にかかわら

ず特に優れた業績を
有する若手教員4名

を昇格

・情報工学部で、TA

活用の適正度に関す
る質的な面からの評

価について調査・検
討を開始

・各研究科で、T Aの
活用状況を調査・検

討した結果、TA は有
効に活用され、十分

に教育効果を発揮し

ていることを確認

・研究戦略経費に関
して、予算の半額程
度を若手研究者や重
点研究への支援とす

る方針を決定

国際交流基金を創設 全学的に取り組む圭 ・部局の特性に応じ ・平成19年度から、科

し、若手研究者等の 点研究プロジェクトに て538人のTAを有効 学研究費補助金不

国外派遣助成事業9 対し、学長経費（ボス に配置 採択となった若手研

件を支援 トドクター雇用経費）

による任期制博士研
究員2名を引き続き

配置

・ティーチングアシス
タント運用要領を制

定

・博士課程大学院生
の中から、R A 79名、

TA 79名採用

究者に対し、研究の
支援として、研究支

援経費を充当するこ

とに

・T Aの活動状況調査
を実施

21世紀C O Eプログラ

ム、大学院教育イニ

シアティブ 等の経費

によりボスドクの雇用
を継続。44名雇用

・医歯薬学総合研究

科で、P B L授業のT A

に対して講習会への
参加を義務付け

・生産料学研究科
で、T Aに対するF Dを
実施し、TAによるより
充実した助言・相談・
支援体制を強化

・生産料学研究科、
医歯薬学総合研究
科を中心に大学院生

をR Aとして雇用する

ことを推進し、重要な
研究支援者として有
効に活用

・T A採用方針を明確
化。T A配置科目と採

用数を調整するシス

テムを構築

・T A のF D マニュアル
を作成

・全学部で、T Aによる
教育補助を継続

・優秀な若手研究者

を研究リーダーとして
育成するためのテ

ニュア・トラック制度
等について、問題点

の抽出・課題への対
処案等を検討し、学

長に提言

・重点研究課題にテ
ニュアトラック制度を
導入することを検討。

テニュアトラック制度
導入における企画・

立案等を推進

・若手研究者海外派
遣制度により長期1

名を米国に、短期1名
を英国に派遣

・間接経費等の一定
額を、若手研究者海

外派遣経費等に配分

T A制度を活用 競争的外部資金獲

得において若手研究
者に対し熟練教員に

よる親身な助言を実
施

・T Aの運用に関する

他大学等の実績と優
れた実践例、並びに

T Aの研修制度につ
いて調査研究を実施

・自然科学研究科、
薬学部等で、任期制

を導入することに
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

（か テニュア・トラック

制の導入
②若手研究者の助

教ポストの確保
③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　 5 7法人

⑤ ポストドクターの

研究職以外の進 路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者

黄等助成及び助成制

度の整備

ペースの確保 の研究支援体制の
整備

ポート

大分 大学

学長裁量経費で新た 若手研究者による研
究等のために工学部

機械・電気工学研究
棟を全学的な共用研

究室として整備

に若手研究者萌牙研
究支援プログラムを

設定

宮崎大学

工学部、農学部で、
新規採用助教に任期

制を導入

若手研究者の特色あ
る研究支援採択方法

に基づき、研究費を
配分

鹿児島大
学

・学長裁量経費に若

手研究者（40歳未満

の助教授以下）支援
事業を設定。23件、
総額 18，500千円を重

点配分し、研究を支
援

・科学研究費補助金
未採択者のA 評価者

に対する支援を設

け、87件、8，435千円
を配分し、若手教員

の研究意欲を醸成

・若手教員の研究支
援として、法文学部、

工学部、水産学部で
部局長裁量経費の

重点配分、歯学部で
特別支援基金を実施

若手教員の研究支

援として、工学部で
実験スペースを優先

的に配分

若手教員の研究支

援として、農学部で
運営業務を軽減

鹿屋体育

大学

琉球大学

21世紀C O E プログラ

ムで、37 歳以下の若
手研究者や大学院
博士後期課程 の学

生向けに公募研究を

行ない、43名、総額
約 1，300 万円の研究
費を支援

2 1世紀C O Eプログラ

ムで、若手研究者の
基盤的研究を引き続
き支援

政策研究

大学院大
学

総合研 究
大学院 大
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⑥　 若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

⑦　 若手研究者の国

際経験の充実
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る67法人

⑨　準備・検討段階

の取組
RA 、T A等学生を除く

若手研究者の採用

及び採用制度の整備

RA 、T A等学生の採

用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

各学部におけるT Aの

研修方法等を改善

科学研究費補助金
獲得のため若手研究

者への調書作成指

導を実施

・医学系研究科で、
特別リサーチ・アシス

タント（S R A）を設置

・医学系研究科、現
工学研究科で、RAを
雇用

・科学研究費、奨学 ・各部局等で、外部 ・各部局等で、RAを ・若手教員（40歳以
寄附金等により、大 資金等を活用してプ 採用 下）に対する研究環
学院学生 137名を国 ロジェクト研究員、支 ・フロンティアサイ工 境の現況と意向に関
際学会等に派遣 撰者を採用 ンス研究推進セン する調査を実施

・理学部18名、工学 ・フロンティアサイ工 ターで、研究プロジ工 ・任期付教員につい
部42名、医学研究科 ンス研究推進セン クトにおいてRA 9名採 て、教育、研究、社会
で6名、医歯学総合

研究科で43名、農学
部2名、水産学部19
名を派遣

・連合農学研究科
で、国際学会での発
表や学会賞を受賞す

る学生10名に研究支
援

ターで、研究プロジェ

クトにおいてプロジェ
クト研究員4名、研究
支援者3名採用

・産学官連携推進機
構V B部門で、研究プ

ロジェクトにおいてプ

ロジェクト研究員4
名、研究支援者1名

雇用

・学部生対象の演
習、実習科目に、大
学院生をTA として採

用。延べ744名

用 貢献、国際交流及び
管理運営等に関する

業務審査を行い、任
期のない教員に移行

できる制度を導入す
ることに

・平成19年4月から改
正される大学の教員
等の任期関する法律

に則り、新規採用助
教に原則任期制を導

入することに

T Aに対する研修は、

担当教員が必要に応

じ個別に指導

学校教育法改正に基
づく助教の配置に伴

い、助手から助教に
移行する全教員に任
期制（5年）を導入する

ことに。また、期間を
定めて行うプロジェク

ト教育研究を行うた
めに新規雇用される

教員に任期制を導入
海外6か国7名の若

手研究者を集め、国
際サマープログラム

を実施。C O E 若手研
究員との活発な研究

交流を展開。さらに、

国際シンポジウムを
開催し、若手研究者
育成を推進

・各学部、研究セン

ターで、博士研究員

（オーバードクター）を
受け入れるための独
自の規程等を整備

・各部局で、ポストド
クターの任用を推進

・熱帯生物圏研究セ
ンター、遺伝子実験
センターで、競争的
資金によって各2名

のポストドクターを採

用

・21世紀C O E プログ
ラムで、ポストドク
ター8名をC O E研究

各部局等で、積極的

にT A、R Aを活用。

R A 137名、TA 326名
採用

・R Aは、学内予算に
加え外部資金により

年間960千円の予算
を確保し、3名採用

・TA について、1，500
千円の学内予算を確
保し、3名採用

若手研究者を中心に
実施していた研究準

備ユニットを正規のリ

サーチ・ユニットに

内外の優れた若手研
究者の育成を図るた

め、研究助手を創
設。平成19年度より

運用を開始

先導科学研究科で、

R A制度を導入。7名
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

① テニュア・トラック

制の導入

②若手研究者の助

教ポストの確保
③　 若手研究者の活躍の場の整備　　　　 57法 人

⑤ ポストドクターの

研究職 以外の進路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者

費等助成及び助成制
度の整備

ペースの確保 の研究支援体制の

整備

ポート

北陸先端

科学技術
大学院大
学

テニュア制 の導入等 助教が積極的に教育 ・助手の新しい研究 ・科学技術振興調整 ・科学技術振興調整

を内容とする科学技 活動に参画できる体 の立ち上 げ及び積極 黄「若手研究者の 自 費「若手研究者の 自

術振興調整費 r若手 制を整備 的な研究展開を支援 立的研究環境整備 立的研究環境整備

研究者の自立的研 するため、学長裁量 促進事業」により採 促進事業」により採

究環境整備促進事 経費によって助手研 用となった講師8人に 用となった講師8人に

業」で、国内外から優 究促進経費を配分。 対し、研究スペース 対し、学外有識者か

秀な若手講師 8名を 34 件、総額 2，200 万 を提供のほか、学外 ら研究等について助

採用 円

・科学技術振興調整
費「若手研究者の自

立的研究環境整備
促進事業」により採

用となった講師 8人に

対し、スタートアップ
資金として学長裁量

経費から1人 当たり

1，000万円を配分

有識者から研究等に

ついて助言を得る機
会を設定

言を得る機会を設定

奈良先端

科学技術
大学院大
学

重点戦略経費や本

学支援財団経費を活

用し、若手研究者の
自律的な研究テーマ

や融合領域研究につ

いて学内募集を行
い、若手研究者の研
究支援を実施

人間文化

研究機構

自然科学

研究機構

生垣手癖東商七、共

同利用研究を担う新
任若手研究者に共通
機器購入の補助によ

り支援。また、研究が
予想以上に進展した

若手研究者に対して

研究費支援を実施

高エネル
ギー加速器

研究所
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⑥　 若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

⑦ 若手研究者の国
際経験の充実

⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る67法人
⑨ 準備・検討段階

の取組
RA 、TA等学生を除く

若手研究者の採用
及び採用制度の整備

RA 、TA等学生の採

用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

・研究開発部門・マネ ・教員の任期制によ ・TA は、前年度比 t科学研究費補助金 ・先端融合領域研究

ジメント部門への就 リ、平均年齢の若い 5％増の予算を確保 の募集に際し、若手 院の創設を決定（平

職を支援するため、 教育研究組織を維持 し、博士後期課程学 研究者の応募サポー 成19年4月1日設

学内進路説明会等に することに努力。若 生合計114名採用 トとして、希望者に副 置）。若手教員を対

おいてインターンシッ 手研究者採用実績・ ・RA 取扱要項、LA 取 学長が直接研究計 象として学内公募で

プの周知を実施。23 助教授4名、助手10
名

・高信頼システム技
術に係る研究拠点の
形成に向けた研究プ

ロジェクトに、P D 7名
と博士後期課程の学

生10名をO JTとして
雇用

・V B Lで、非常勤研究
員（ボスドク）4名任用

扱要項に基づき、 画調書の内容を確認 採択される独創的・

名の学生が参加。

・学生にIS Pベン
チャー企業フェアへ

の積極的な参加を呼
びかけ

・ベンチャー企業の
立ち上げを見据えた
就職ガイダンスとし

て、IS Pベンチャー企
業ガイダンスを実施

R A 43名 、L A 5名採用 ・ボスドク研究員13名

受入れ

挑戦的な研究を奨励
するための研究班を

設置するなど、院長

たる学長の主導のも
と全学的な研究活動

の活性化を推進・支
援する拠点としての

役割を担当

・教員の任期に関す
る取扱いについて
は、テニュア制導入

を柱とした全体的な
見直しを実施

・テニュア審査の在り
方等について具体的

な検討を実施

21世紀C O E プログラ 業績評価に基づいた 博士後期課程学生を ・教授及び助教授

ム等を活用し、若手 特任教員制度により 中心にTA として採用 は、優秀な若手教員

研究者の国際活動 優れた若手研究者8

名を採用

し、学生に「教える」

A
を採用することとし、
従前から教員の平均
年齢の抑制を実施

・年俸制を基礎とする
特任教員制度を活用

して積極的に若手教
員を登用

の支援を実施 能力を養成する機会
を創出。採用人数

318名、実績額9 1－253
千円

平成19年4月以降新

規採用助教すべて任
期を付すことに

・各機関において、ポ

ストドクトラル・フェ

ローを270人採用し、
若手研究者の育成に

努力

・各種ポストドクトラ
ル・フェローシップを
整備

RA 204名採用 ・大型シミュレーショ

ン研究、基礎プラズ

マ科学研究で。講座
等を実施し、若手研

究者・大学院学生の
育成を推進

・外部資金の公募等
に関する説明会を開
催する専科学研究費
補助金等外部資金

の獲得に向け若手研
究者を支援

・基礎生物学研究
所、生理学研究所

で、若手研究者養成
のため、トレーニング

コースを開催

・核融合科学研究所
で、特別共同利用研
究員を公募するにあ

たり、工学系・理学系

研究科を持つ全国の
国公私立大学に対し

て案内書を配付し全
国の大学から広く研
究員を受け入れ、若

手研究者に対する研
究支援を弓削ヒ

・機構内の若手研究

者の育成について国

際活動調査を実施

し、その結果をホー
ムページに公表。さ

らに、分析と検討を
行い、事務支援体制

の整備に関する強化
計画を取りまとめ

・ポストドクトラル・
フェローの進路先に

ついて調査

日米科学技術協力 年俸制任期付き常勤 連携大学院で、RA 69 機構の若手研究者

事業、拠点大学交流
事業等、国際共同研

教員である博士研究
員の雇用制度により

10 件公募

名が活動 等育成を目的とした

長期海外派遣制度を

新しく設けることにつ

いて検討

究に参加する大学院
学生を積極的に海外

に派遣。72名
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平成18事業年度【若手研究者の自立支援】

大学名

（》 テニュア・トラック

制の導入

（a 若手研究者の助

教ポストの確保
③　 若手研究者の活躍の場の整備　　　　 57法人

⑤ ポストドクターの

研究職以外の進路も
含めたキャリアサ若手研究者の研究 若手研究者研究ス その他の若手研究者

費等助成及び助成 制
度の整備

ペースの確保 の研究支援体制の
整備

ポート

情報 ・シス

テム研究機
構

遺伝研で、新設の新

分野創造センター
に、初年度スタート

アップ経費 700万円、
研究費年間600万

円、ボスドク経費を用
意して若手助教授 2
名を採用
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⑥ 若手研究者が民

間企業等と接する機
会の充実

⑦ 若手研究者の国

際経験の充実
⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る67法人

⑨ 準備・検討段階

の取組
RA 、TA等学生を除く

若手研究者の採用

及び採用制度の整備

R A、TA 等学生の採

用及び採用制度の整
備

その他の若手研究者

の自立支援に係る取
組

・情報研で、独自の ・融合研究を推進す ・極地研で、ポストド t極地研で、ボスド
在外派遣研究員制 るため、ポストドクトラ クトラル・フェロー等 ク、研究支援員等特

度等により2名の若 ル・フェロー24人を含 の非常勤研究員の 定プロジェクト研究員
手研究者を海外研究 む29名の融合プロ 南極観測事業への の雇用について、引
機関に派遣 ジ工クト研究員を雇用 参加を実現するとと き続き条件の改善策
・統数研で、外部資 ・遺伝研で、博士研 もに、引き続き拡大をを検討するとともに、
金等により若手研究 究員としてプロジ工ク 検討 南極観測事業への
者24名を海外に派遣 ト研究員20名採用。 ・情報研、紙数研で、参加の方策について
・遺伝研で、若手研 新設の新分野創造セ 遺伝研で、各種講座 検討
究者の海外派遣を推 ンタ一に任期付き若 開講等を通して、若 ・国際的研究者の育
進 手研究者4名採用 手社会人、大学院

生、若手研究者を養
成

・日本学術振興会外
国人特別研究員9

名、ボスドゥ相当非
常勤研究員186名を

受け入れ

・情報研で、国際交
流協定（M O U）に基づ
く研究交流プログラ

ムの一環としてイン

ターンシップ生31名
受け入れ

・国立遺伝学研究所
で、非常に優れた若
手研究者による新分
野創造研究活動を支
援するため、助教授

と博士研究員のペア

成を目的にした若手

研究者の海外派遣を
推進する施策を検討
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6．3　人材の流動性の向上
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平成16事業年度【人材の流動性の向上】

大学名

の 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 82法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した

採用

公募制の整備と公募制を適用した

採用

その他

小計 69法人 45法人 5法人 10法 人

北海道大
学

スラブ研究センター講師、大学病院

助手、理学研究科助教授及び法学

研究科教授の 4名を任期を付して
採用

北海道教
育大学

任期制による教育委員会との人事

交流等を実施するため、教育委員
会との人事交流による教員の選考

等に関する要項を制定

室蘭工業

大学

教員の任期制導入にあたっての基 教員採用 は公募を原則。研究者 人 学長枠定員として任期 5年、1回に

本的な考え方をとりまとめ。これに 材データベースに登録するととも 限りの再任可の任期付き教員を設
基づき附属のセンター等及び学長

枠の教員、外部資金を活用した教

員に任期制を導入、運用開始

に、本学のホームページにも掲載 定

帯広畜産

大学

・5名を任期制により採用

・教員の理事就任に伴う補充人事
については任期制を導入

・畜産衛生学専攻で、任期制により
助手 3名を採用

・地域共同研究センター教授に任
期制を導入

教員採用 は公募を原則

旭川医科
大学

北見工業
大学

全部門の新規採用人事に任期制を

導入。同時に、同意が得られた現
職者にもこの制度を適用可能に。

その結果 50 ％以上の教員に任期
制を適用

弘前 大学

・教職員採用は原則公募制。教 員
採用で公募による者は 22名 （全採

用人数の 40％）

・公募情報 は、ホームページに教
員公募情報を掲載

岩手大学

・科学技術振興事業団の研究者人

材データベースJRE C ，IN のほか、
本学ホームページ等に掲載して公

募

・学外に対し、各部局で公募を科学
技術振興機構 JR EC －ZN 等で公表
する際に選考過程を明示

東北大学

文学研究科等 21部局で、公募情報

のホームページ等への掲載に関す
る基本方針を策定し、ホームペー
ジ等に掲載

就業規則に任期制教員への年俸
制の導入を規定

宮城教育

大学

定年退職者等の後任補充に伴う教

員の採用 8件全て公募。（独）科学技
術振興機構の研究者 人材データ

ベース及び本学ホームページでも

公募

秋 田大学

教育文化学部、工学資源学部の一

部の講座及びベンチャー・ビジネ

ス・ラボラトリー、評価センターにお

いて任期制を導入
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④ 若手一回異動の原則の奨励 （9 その他の人材の流動性の向上

に係る取組

（㊤ 準備・検討段階の取組

1法人 11法人 42法人

・研究科等の任期制導入検討状況
を調査

・新たな助教職の任期制の導入を
検討

・専任病院長が十分な任期を確保
できる任期・再任方法等を検討

・公募制について、研究科等におけ
る公募の実施状況や、公募によら
ない選考を行っている場合には、そ

の理由等について調査し、とりまと
め

任期制の導入について検討

教員任期制導入が了承され、具体

的な再任基準に基づく規程の素案
を検討

医学部で、教員任期制実施に向け

て評価方法を再検討し、医学部教
員任期制実施要項を見直し

理学研究科等8部局で教員選考過 ・教員選考過程の透明性確保のた

程を開示 めの基本方針、公募応募者からの
情報開示請求等に対する対応策に

必要な準備等を実施

・教員採用公募情報を、ホーム
ページあるいは国の内外で発行さ
れている関連分野の主要雑誌等に

掲載するために必要な準備等を実
施

・任期制の趣旨を踏まえ、研究環
境・給与面における優遇措置及び

管理運営業務の負担軽減に関する

基本方針を検討

・各研究科・研究所等で、教員採用
に関する任期制導入等について検
討。結果を踏まえ、教員の任期付

き採用とその運用のために必要な
準備等を実施。法学研究科等19部

局で基本方針を策定し、任期制の
導入等機動的な教員採用の準備を

東北地区国立大学における教員の

任期制の実施状況を調査し、指針
策定を検討
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平成16事業年度【人材の流動性の向上】

大学名

0〕 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　 82法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備 と任期制を適用した

採用

公募制の整備と公募制を適用した

採用

その他

山形大学

・医学部及び医学部附属病院で、

教員の任期に関する規則に基づ
き、全教員に対して任期制を導入

・教員に任期制を導入し、効果的な
運用を実施

・教員選考基準に基づき、全学部と
教員選考のあった 2つの学内共同

教育研究施設で公募を実施

イ ンターネットを活用した公募先の
拡大を推進

福島大学 公募要件を緩和

茨城大学 任期付教 員3人採用

筑波大学

任期制の拡大を推進 公募制による教員人事を徹底

宇都宮大

学

・任期法に基づく教員を、工学部で

1名、地域共同研究センターで 1名、
遺伝子実験施設で 1名、総合情報

処理センターで1名採用。教員全採

用数の31％

・労基法に基づく有期労働契約によ
る教員を、工学部で3名、キャリア
教育の推進を主に担 当する教員を

学務部で 1名採用

埼玉大学

・任期制を適切に導入するなどの

基本方針を策定

・制定した教 員選考基準に沿って、
教員の任期に関する規則を改正

し、任期制を採用できる学部等を増
加

一般公募制を原則とするなどの基

本方針を策定

千葉大学

東京大学

各部局の教育研究活動、業務運営

活動に応じた多面的で多様な任期
制の活用を図り、8 部局、42の職で

新たに任期制を導入

東京医科

・本年度から、全学的に任期制を導

入。本年度 以降採用された者は、
全員に同制度を導入。既に全教員

医歯学総合研究科歯学系教員 （分

野責任者を除く全員）の教育・研
究 ・臨床に関する平成 15年度の業

歯科大学 の90％強 の同意を取得済み

・保健衛生学研究科で、教員任期
制の導入とその評価基準を策定

績評価を実施し、公募選考への客

観的指標として提供

東京外国

語大学

地域 ・国際講座、国際協力特化

コース、大学院国際文化講座教
授 、大学院平和構築・紛争予防講
座講師、大学院言語教育学講座教

授 、A A 研講師を公募で選考

東京学芸

大学

新たに設置した附属学校運営参事

は2年任期の特任教授に

東京農工

大学

・生物システム応用科学教育部で、

全助手ポストを任期制ポストとして
拡充

・農学教育部で、全助手ポストを任
期制ポストとして拡充することを規

定化

東京芸術

大学

・学部学科等の特性に応じた任期

制を規則化し実施。全大学教 員の
うち任期付教員の割合は56．9％。

・一部の学科等で、任期制を導入
するため規則を改正

採用は、原則公募

東京工業

大学

・任期制導 入・実施部局は全体の 任期付教員の給与面における優遇 任期制の期間のガイドラインを制

45．8％ 措置として任期付教員特別手当を 定。当初の任期 10年以内、再任の

・任期付教 員は81人で、全体の 新設。月絃教授20．000円、助教授 ・回数 2回以内、再任の任期5 年以

7．29％ 講師 30，000円、助手40，000 円 内。また、各部局等で、ガイドライン

範囲内で実状に応 じて期間を設定
東京海洋

大学

学長裁量定員で任用される教員

は、任期付き
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④ 若手一回異動の原則の奨励 ⑤ その他の人材の流動性の向上

に係る取組

（む 準備・検討段階の取組

教員の任期に関する規則を新たに
制定。各部局が任期制導入を検討

するための基盤整備を実施

特定教員に対する毎年5％の定員
流動化を導入と、それを戦略的・重

点的配置及び効率化の財源に充

てる新たな定員管理方式を導入
特任研究員等の制度の導入につ

いて、任期付教員の実態等を点検
し検討

教育学部では、県・市からの現職

教員の任期付き採用を検討

研究センターや先端的な研究分野

で、任期制導入を検討

学長流動化分人員6名の拠出を各 ・A A研で、任期付きポストの具体的
部局に求め、拠出された定員を全 計画を検討。国内客員研究員（任

学的な観点から必要とされる分野 期1年）枠の設置の可能性等を検討
に充填 ・大学院地域文化研究科で、任期

付きポストのあり方について検討。
助手ポストは当面凍結、助教授ポ

ストは、検討継続

・流動化分人員の活用等長期的な
人事計画策定を着手

農学教育部・農学部で、助手の任

期制導入について検討

教員の採用及び昇任等に関する選 任期の更新時における評価制度と

考要項を制定 して、学部等の特性に応じた、教

育、研究、学内運営、社会貢献等

の多面的に評価できる評価制度を
学部ごとに作成することとして検討

教員の任期制の拡大を検討
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平成16事業年度【人材の流動性の向上】

大学名

（弔　任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 82法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した

採用

公募制の整備と公募制を適用した
採用

その他

お茶の水女

子大学

・従来の教授、助教授 、講師、助手

のほかに、授業のみを担当するな
ど特定の業務を担う講師、研究専

念義務のみを負うリサーチフェロー
（博士号取得者を対象）、研究教育

を補助するアソシエイトフェロー（研
究教育を補助できる技能 、知識を

持つ者を対象）の職種を新設し、す
べて任期付き。採用人数は、講師 7

名、リサーチフェロー4名、アソシエ

イトフェロー 1名。リサ胃チフェロー
は3年、アソシエイトフェローは1年

の任期付き

・比較 日本学研究センターで、3年
任期付きで外国人助教授 1名採用

・詩学関係外国人教員 1名の採用
では、2年任期付き

・新規採用の講師は、全員任期付
き

電気通信

大学

教員の選考にあたっては、助手の
任期制を拡大するよう努めるなどを

内容とする教 員人事の基本方針を

策定

教員の選考にあたっては、原則、

公募制によるものとする、優れた人
材の確保に努力するとともに、人事

の透明性、公平性を確保するなど
を内容とする教員人事の基本方針

を策定

一橋大学

・就業規則に任期付き採用制を明

記

・任期付採用制等を活用して博士
学位取得者を視野に入れたジュニ

アフェロー制度の導入を整備

・外国言吾教育のために外国人の任
期付教員を採用。2名

横 浜国立

大学

・教員採用 53 名中公募採用は29名

・公募要項のフォーマットを統一し、
ホームページで情報を公開

新潟大学

・任期制を導入しているポストは、

引き続き任期制を適用。医歯学総
合病院、脳研究所の全ての教員ポ

ストに任期制を導入。共通基盤セ

ンター群、他の学系等でも、任期制
導入を推進

・任期制ポスト数は前年度比206ポ
スト増 、任期制職員の在職者に占
める割合は 17．7％増

公募制を基本に教員を選考。公募

による採用者の割合は前年度比

32．2％増、平成 16年度公募採用率
は88．9％

長 岡技術
科学大学

・学長裁量教員人事 の学内配置ポ

ストとして、教 育・研究の拠点
（C O E）となる機械系及び化学系に

教授各 1（任期 3年）を増員

・センター教 員の任期を見直し、
C O Eプロジェクトに採用する教員を
すべての職で5年任期に

・2センターの助手の任期制導入を
決定

上越教育

大学

・学校現場における教育経験を有

する者を一定の任期を付して教員

に採用する制度を整備

・学長特別補佐を3年の任期で3人
採用

金沢大学

・学長裁量の人員枠を活用して、時

限的性格を持つプロジェクト等で雇

用する教員については、原則任期
制を適用する方針

・学際科学実験センターの特定研
究プロジェクトポストを新たに5年の
任期制に

・医学部保健学科及びがん研究所
の全ポスト、医学系研究科 ・医学部
附属病院 の助手ポストに、教員任

期制を導入済み

福井大学

本年度4 月以降採用する医学科及
び医学部附属病院全ての助手及

び高エネルギー医学研究センター

の生体イメージング部門の全ての
助手を任期制とするなど、適用範

囲を拡大。任期制助手は 27名 （全
助手の2 1．6％）

教員採用は、原則、関係大学 ・高
専・研究機 関・人材データベース

JR EC 」N に公募
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④ 若手一回異動の原則の奨励 ⑤ その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥ 準備・検討段階の取組

・任期制の拡充を検討。若手教員

のみならず全学裁量による戦略的
新構想やプロジェクト等のため登用
する教員については、任期制を適

用することを検討

・教職員の昇進について厳正かつ
公正な評価を行うため、教育、研
究、社会貢献、管理運営の4領域

の活動成果を収集し、適切な評価
を行うことのできる教員基本データ

ベースシステムの構築を推進

第 I期中期計画期間中に教員定 ・教育研究組織間の流動性を高め
員90人の流動化を図る計画。平成 るため、評価センターを設置し、個
16年度は、超域研究機構2人、入 人業績収集システムを構築して、

学センター1人、保健管理センター1 業績評価及び業務提案の先進性
人、大学院実務法学研究科5人 、 等の評価の在り方について検討聞
管理部門2人の計 11人を流動定員 始

・医歯学総合病院の経営の効率化
と診療体制の整備として、特に看

護師の円滑な人材確保を図るため
有期雇用職員制（任期付職員制

から配置

教員の任期制適用者の処遇改善
方策を策定のため、他の国立大学

の任期制適用職員の処遇改善状
況に関し調査。継続して検討

・全学的な教員の任期制の具体案

を継続検討

・医学部で、全教員の任期制の導
入方策等について検討開始
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平成16事業年度【人材の流動性の向上】

大学名

0） 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 82法人 （a　 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した
採用

公募制の整備と公募制を適用した

採用

その他

山梨大学

・任期付き教 員の採用は制度化済

み。医学部附属病院等で活用

・医学部で、新規採用教 員及び在
職教員について任期制の拡大を推
進

・教育実践総合センター教員の新
規採用で任期制を導入

・外部資金による有期雇用制度を
創設。外部資金による研究員等の
採用を、日々雇用非常勤職 員から

原則常勤職員と同等の条件で雇用
することが可能に。クリーンエネル

ギー研究センターの研究プロジェク

トにおいて民間企業か ら特任教授 1
名、外国から特任教授 1名、特任助

教授 1名、知的財産経営戦略本部

に知的財産ディレクター、知的財産

マネージャー 2名を採用

信州大学

正規職員 の有期雇用 （任期制）の

全職種への導入及び有期雇用教
員としての特任教授、教育特任教

授の導入を推進

岐阜大学

・人獣感染防御研究センターの助

教授及び助手に任期制を導入

・流域圏科学研究センターのC O E
プロジェクト担当助教授に任期制を

導入

静岡大学

4学部、1研究所、2研究科 、3学内

共同教育研究施設において任期制
を実施

本年度教員採用は、原則公募 で実

施

浜松医科
大学

全学的に助手の任期制を導入 ・教 員再任審査の項 目として教育

業績の評価基準を定め、学内規則
として制定

・教員再任規程等を制定 し、任期満
了となる教員の再任審査を実施

・教員の任期制を実施する過程で、
業績の評価をして再任 一非再任を

決定することとし、その評価項目を
学内規則として制定

名古屋大
学

・3部局で、新たな任期制ポストを導

入

・医学系部局の教員の半数近くが
任期制を選択。任期付教員数は

109名増の 125名

・病院助手（任期 1年、更新 2回、年
俸制）のポストを新設

公募による研究者採用を推進 若手研究者の年俸制による任期付

正職員としての採用を導入

愛知教育
大学

学部 ・大学院教育に関わる研究 ・開

発 ・研修に専念できる教 員（併任、
任期付）で構成される21世紀教育

創造センターを設置

名古屋工
業大学

・テクノイノベーションセンターの助

教授 1名を任期付きで採用

・留学生センターの助教授 1ポスト
を任期付きに

・プロジェクト研究員の取扱いに関
する規程を制定。学外の研究者、
博士の学位を有する者を任期付職

員又 は非常勤職員として採用可能

に

公募を推進 。人事案件41件中2 1件

で実施

豊橋技術

科学大学

助教授 1名を民間からの在籍出向

により任期付きで採用

23名の採用等のうち 14名を公募採

用

三重大学

医学部附属病院診療科の科長、主

任診療科長及び副科長選考に関
する申合せ及び医学部附属病院 中

央診療施設等の部長等及び副部
長等選考に関する申合せを制定

し、任期 1年の任期制を導入

看護部長 ・副部長の公募制を導入 医学部で、任期制個人評価資料収

集 W G を設置し、本格的に業績評

価システムの運用を開始

滋賀大学
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④　 若手一回異動の原則の奨励 ⑤　 その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥ 準備・検討段階の取組

任期制の在り方について検討開始

・職員任免規程の一部改正により、

労働基準法第14条に規定する契約
期間を定めて採用できる制度を準

備

・教員の任期制の導入について検
討を行い、中間報告及び提言をと
りまとめ

C O E 拠点形成活動を支援のため、外部資金による任期付教員の採用

流動教員任命により授業担当や管 こついて検討。年俸制を含めた制

理運営実務を免除または大幅に軽
減することで研究時間を確保

度設計を実施

・他の国立大学法人及び本学の任
期制の導入状況の検討を開始

・任期制及び公募制の在り方等に
ついて検討を開始

基本的目標を達成するためのプロ
ジェクト型研究に限定して任期制を

導入することを決定。経済学部、教
育学部、環境総合研究センターで、

任期制を導入することに
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平成16事業年度【人材の流動性の向上】

大学名
0〕 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　　 82法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した

採用
ノ＼　　　　　　　　　　　　 ノ＼ その他
私募制の　　　 私募制　　　 し＿
採用

滋賀医科

大学

・教員の任期制に関する規程を制 ・関学以来実施している教員公募 ・分子神経科学研究センター、M R

定 制度を関学以来実施 医学総合研究センター、動物生命
・全教員に対 し任期制を導入 ・公募件数は、教授 5件、助教授 4 科学研究センターで、各センター運

・平成 17年度からの全教員に対す 件、講師 3件 宮上必要とする再任に関する事項
る任期制の実施について全教員に ・副看護部長 ・看護師長を公募制で を規程

同意書を配付 選抜 ・全面的な教員任期制導入に伴

い、再任時における業績評価方法
等として、スクリーニング方式の適

用、教育、研究、診療及び運営貢
献の 4つの評価項 目を制定

・教員任期制に係る業績評価方法
等の取扱において、再審査権の保

証を明示し手続きを制定

京都大学

特別教育研究経費等により任期を

付して教授 ・助教授 ・講師・助手を
雇用し、当該資金に係る特定のプ

ログラム等に関連した教育研究に
従事させる特 定有期雇用教 員制度

京都教育
大学

新たに任期付きの特任教員枠を設
定

京都工芸
繊維大学

特任教授制度を整備

大阪大学

・人間科学研究科等 11部局で、部 医学系研究科等数部 局で、全教員 ・任期付教職員育児 ・介護休業等

分的に教員の任期制を導入

・既 に任期制を導入している医学系
研究科、国際公共政策研究科 、言
語文化研究科、微生物病研究所、

産業科学研究所、蛋白質研究所、
接合科学研究所、サイバーメディア

センターで、円滑に実施

・文学研究科 、人間科学研究科及
び工学研究科で、新たに任期制を

導入

・工学研究科で、助教授以下全職
種で任期制を導入

・外部資金で常勤教員を雇用する
制度を設け、任期制に

人事を公募制で実施 に関する規程を整備

・任期付教職員に対する年俸制を
導入

大阪外国

語大学

外国人招へい教員制度に任期制を

適用

大阪教育
大学

公募は、科学技術振興事業団への
掲載依頼とともに、大学ホームペー

ジにも掲載。このほか、全国国公私
立大学や都道府県教育委員会、政

令都市教育委員会、都道府県教育

センターへも公募情報を送付
兵庫教 育
大学

教員の任期に関する規定を改正

神戸大学

・法学研究科の一部で、任期制を ・自然科学研究科全専攻で、公募 医学研究科で、再任審査に必要な

実施 制を導入 業績評価法を確立 し、再任審査制
・医学部附属病院で、非常勤看護
師や非常勤臨床工学技士の任期

付き常勤化を可能とする制度を整
備

・国際文化学部、工学部、農学部 、

法学研究科 、経済学研究科、経営
学研究科、経済経営研究所、国際
協力研究科で、公募制による採用

を実施

度案を作成

奈良教 育

大学

・教員の公募は、本学のホーム

ペ胃ジに掲載するとともに、科学技

術振興機構のホームページにも掲
載。さらに、電子メールを活用し、

国公私立大学及び関係団体の
ホームページのw ebm asterあてに

送信

・助手を含め教員の新規採用は、

奈良女子

大学

・教員の任期に関する規程を新た

に制定。環境学部 2学科 、大学院人
間文化研究科4専攻 10講座、その
他 C O E助手において任期3 年～ 5年

の任期制を実施

・助手採用 6名中4名が任期付き。
助手現員 25 名中9名が任期付き

和歌山大

学

プロジェクト担当の任期制助手の

採用を従来の2名から3名に増員

鳥取大学

・任期付き雇用の教員の職等の範

囲を拡大

・専門性の高 い職種における任期
付採用の基準を策定

教員の公募は教員選考に関する基

本方針に基づき適正に運用
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④ 若手一回異動の原則の奨励 ⑤ その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥　 準備・検討段階の取組

・分子神経科学研究センターで、任
期制の導入に伴い、5年後の教員

個人の評価基準を作成

・M R 医学総合研究センターは任期
制度導入に伴い、業績評価の基準
を策定し、その実施時期を検討

・教員選考規程を制定。条件等を
明示し実施。ホームページ上にも

公開

・副看護部長・看護師長・副看護師
長の選考基準と昇任基準を改定

教育研究センターで実施されてい

た任期付き任用を、助手全般に任
期制を導入することについて検討

・他大学の公募要綱を調査。公募
要項の作成指針をとりまとめ

・入学試験室、就職支援室、国際
交流室等専門性を必要とする分野

に任期制導入することを検討
学長のリーダーシップによる流動定任期制の導入について他大学の状
員枠を確保。教育実習担当教員や

附属学校教員の大学教員への登

用を実施

況を調査し、検討

任期制による教員採用を拡充する

ことを検討
・任期制は、適用拡大と再任審査

制度の整備を併せて検討

・国際協力研究科及び留学生セン
ターで、任期制導入について検討

・医学系研究科で、再任審査に必
要な業績評価法の確立・適正な業
績評価と再任基準の設定に基づく

任期制の確立と人事の流動化を推
進するために、再任審査に必要な

業績評価法を確立し、再任審査制
度案を作成
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大学名

㈹　 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 82法人 ②　 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した

援用

公募制の整備と公募制を適用した

採用

その他

島根大学

プロジェクト研究推進機構の研究

部門に、学部等から所属を変更し

て研究に専念できる教員を配置で
きることとし、また、研究に専任する

任期付き教員を配置 （採用）可能に

産学連携センター、評価室で任期

制 （任期5 年、再任可）を導入

岡山大学

教員の任期に関する規 則により、
部局により任期制を導入

教員の募集は教員選考基準に関

する規則で公募を原則 。公募要領

を関係機関に配布すると同時に、

W ebサイトに掲載し、広く国内外へ
も公表

広島大学

教員の任期に関する規則を制定済

みであるが、拡充

教員選考についての基本指針 に基
づき、採用と昇任を区別せず原則

公募制とし、学内外に対して公募

山口大学

・任期制は、既に一部の講座等を

除く全助手及び医学部保健学科の
講師に適用。新たに工学部の全学

科及び共通講座の全講座の助手、
大学院 医学系研究科応用医工学

系専攻の全講座の助手 並びに大
学教育センター外国語センターの

講師以上に適用するよう規則を改

正

・医療職員等の任期付職員 の採用
システムを導入することを決定

・教員の採用は、原則全学部が公

募制を導入

・公募は、本学ホームページ等に
掲載

徳島大学

・医学部等 9部局の特定の計画に
基づく教育研究を行う教 員、分子酵

素学研究センター等の教員等に、
任期制を導入

・任期付教員として雇用されている
者は 35人。全教員数の 3 9％

香川大学

教育学部で、新たに英語教員を任

期付きで採用

教員の公募状況等をホームページ

等で公表

愛媛大学

農学部、沿岸環境科学研究セン

ター、無細胞生命科学工学研究セ

ンターで、 既に教 員の任期制を導
入

教員選考 の基本方針で、教員の公
募を原則とする旨、決定

高知大学

福岡教育

大学

九州大学

・任期制導入は、理工系、医歯薬

系及び研究所では全ての部門・職
種を対象。文系では一部の部門・

職種を対象

・期限付き教員は、全学的な教育
研究活動、中期計画及び戦略的教
育研究を推進する上で必要と認め

る業務等に従事。教授4 名、助教授

48名、講師3名、助手4 1名の計 96

教 員人事の基本方針を制定。公開

公募を原則とするとともに、公募状
況を四半期ごとにホームページに

公表。講師以上では42ポストのうち

31ポストについて、また、助手では

62ポストのうち30ポストについて公
開公募を実施

九州工業

大学

C O E プロジェクト及び各研究セン
ターの新規雇用教育職員に任期制

を導入

佐賀大学

・全学運用仮定定員による教員配

置 は、原則として任期制を採用する

こと決定

・既 に任期制が採用されている医
学部で、円滑な運用のためのルー

ル整備を行い、実行

・有明海総合研究プロジェクトの研
究者採用については任期制を導入

長崎大学

・病院所属の全教員を平成 16 年4

月 1日より5 年間の任期制を適用

・医学部 ・歯学部附属病院、知的財
産本部、アドミッションセンター実施

部門、大学教育機能開発センター
初年次教育研究開発部 門で任期

制を導入

・病院所属全教員に任期制を適

用。再任に当たっては診療、研究、
教育の実績を重視

・既 に任期制を導入している医歯薬
学総合研究科及び熱帯 医学研究

所で、再任条件を決定

熊本大学

原則公募を推進すること、教員選

考に際してはあらかじめ企画委員
会に設置した教 員人事専門委員会

の評価を受けることを大学の方針
として決定。この方針に基づき、広

く公募すること、国籍 ・性別に関わ
らず公平・公正に審査すること等を

学内規程を整備し、運用

大分大学

教 員選考の基本方針を作成
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④　 若手一回異動の原則の奨励 ⑤ その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥ 準備・検討段階の取組

任期制について、他大学等の導入

状況を調査

他大学等の任期制導入状況につ

いての資料収集、調査・分析

教員採用選考方法、教員昇任選考

方法、研究業績基準、研究歴・教
育歴等の見直しを行い、新たな人

事関係規程、要項等を作成
教育学部、医学部、地球深部ダイ

ナミクス研究センター、社会連携推
進機構で、教員の任期制導入を検

討
公募制及び任期制の基本方針、各

学部での公募状況及び任期制の

検討状況について調査
教授の昇任人事における公募制の

導入や教員の任期制について、実
施大学から資料を収集
評価結果に基づくインセンティブ付

与や教員の再任審査への反映方

法等について検討

任期制等について、各学部の特性

に応じた教員配置のあり方を検討

任期制導入に向けて生産料学研究
科、環東シナ海海洋環境資源研究

センターで検討

研究員・研究生の受け入れについ

て、公式H P上で募集に関する情報
を公開
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大学名
0） 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 82法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した
採用

公募制の整備と公募制を適用した
採用

その他

宮崎大学

プロジェクト研究の推進に必要な任

期付研究者採用のための要項、規

程等を整備

公募制について全学的な方針を策
定し規定化

鹿児 島大

学

任期に関する規則を一部改正。任

期を定めて雇用する教員の職は、
教授、助教授、講師 、助手とした。

任期制の拡大については、学長裁
量定員を配置した知的財産本部及
び教育センターに適用

公募制により44 名任用 再任の可否を決定する際、①大学

が定めた評価項 目で業績審査を行

うこと、②業績審査 の実施について

の必要な事項は各部局等で定める
ことなどについて、教員の任期に関
する規則を一部改正し、公正な再

審査を行うための規則を整備

鹿屋体育

大学

・教員の公募は、本学ホームペー
ジ掲載のほか、他大学の学長あて

に依頼するなど学外に向け広く募
集

助手の任用で既に任期制導入（任

期 5年、再任可、ただし1回限り）

琉球大学
教員採用は原則公募。公募件数 27
件

政策研究

大学院大
学

講義を持たず研究に特化した研究

教員を8 名配置するなど、任期付教
員を積極的に採用（14名）

北陸先端

科学技術

大学院大
学

・講師に任期を付すことを決定 ・既に教員採用には原則公募。採 教員の再任に関する要項を改正す
・既に全学的な任期制の導入を実

施。任期制適用教員は87名で全教
員の54．7％

用者 18名中公募による採用者は 9

名

・教員採用 は原則公募を。公募情
報をホームページ（本学、（独）科学

技術振興機構、外国の学会）及び
学会誌に掲載

るとともに、再任にあたっての教員

の業績評価システムの充実化の1

つとして、教員選考委員に他分野
の委員を加え、総合的評価を行う
システムを導入

奈良先端

科学技術

大学院大

教員選考会議が、教 員人事を実

施。定員外の任期付き助手の採用
等、柔軟な人事を実施

富山医科

薬科大学

全部局等 （保健 管理センターを除

く。）での任期制の導入

旧富 山大 理学部で、助手の任期制を導入 教員採用は原則公募

筑波技術

短期大学

教員の採用は、全て公募制（大学

設置 ・学校法人審議会関係を除

く）。4 件の教員公募を実施

人間文化

研究機構

・国立歴史民族博物館で、助手に5
年の任期制を導入

・国文学研究資料館で、助手に5年
の任期制を導入。1名採用

・国際 日本文化研究センターで、従
前から助手及び海外研究交流室と

文化資料研究企画室の助教授に、
任期制 （3年）を採用

・総合地球環境学研究所で、研究
教育職員の任期は原則 6年

・国立民族学博物館 先端人類科学
研究部グローバル現象部門で、教
授 、助教授、研究部助手すべての

任期を5 年に統一。助教授 1名を採
用

・国立民族学博物館で、公募で助

教授 1名採用

・国立歴史民俗博物館で、公募実
施

・国文学研究資料館で、公募実施
・国際 日本文化研究センターで、助
手については公募制

・総合地球環境学研究所で、公募
で教授 1名、助手 1名採用

・国立民族学博物館で、公募で助
教授 1名採用

自然科学

研究機構

各機関の専門分野に適した任期制

を実施

高エネル
ギー加速器

研究機構

・教員人事は、原則公募制。公募

内容 は、主幹会議で承認した案を、
運営会議で決定する方式

・公募は、従来同様に、学協会誌の
掲載に加えて、研究者人材データ

ベースJ R EC 」N への掲載、メール
やホームページ等を活用

・公募実績総数 39件（教員 26件 （教
授9件、助教授 6件 、助手 ‖件）、

研究機関研究員 13件 ）

情報・シス

テム研究機
構

各研究所で、任期制の適用範囲の
拡大等の制度を設置

・研究教育職 員の採用は、原則公

募制

・公募書類の関係機関への送付、
研究所、関係学会のホームページ

へ掲載

・公募による採用は、助教授 1名、
助手 6名
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に係る取組

⑥　 準備・検討段階の取組

任期制は、医学部における任期制
度をペースとして検討を開始。各学

部でも任期制について検討を開始

助手以外の教員への任期制の導

入については、他大学の状況を踏
まえて検討

新たに任期制を導入する教育研究

組織、既存の任期付教員との整合
性等について検討

学部等で、任期満了時の再任用に

際しての業績等の評価方法等及び
基準の策定等を検討

工学部で、任期制を検討

分子科学研究所で、研究教育職員 各機関に対する求人依頼・公募案
の内部昇格禁止とする制度を実施 内を各機関においてホームペ胃ジ

で定期的にまとめて掲示すること
で、大学院生等に進路情報を提供

外部資金で採用する常勤の任期付
教員制度について検討
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大学 名
0） 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 80法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した
採用

公募制の整備と公募制を適用した

採用

その他

小計 69法人 53法人 14法人 11法人

北海道大

学

水産科学研究院 2分野の教授、助
教授 、人獣共通感染症リサーチセ

ンター全部門の教授、助教授、エネ
ルギー変換マテリアル研究セン
ター 1分野の助教授、遺伝子病制

御研究所全研究部門、疾患モデル
動物実験施設、ウイルスベクター

開発センターの助手で任期制導入

国際公募は、インターネット・ジャー

ナル等で実施

室蘭工業 学長枠定員及びセンター等に任期 教 員採用は原則公募。ホームペー

大学 付き教員を合計 6名採用 ジに掲載
小樽商科

大学

経済学科の教員採用で、外国の学

会誌に公募を掲載

帯広畜産

原虫病研究センターの教員に、5年 ・教員採用は、原則公募 専門的知識を必要とする職へ 3年

以内の任期制を導入 ・学内公募 3件を含め合計 14件の 任期の非常勤専門職 （因際協力推

大学 教員公募を実施 進担当、情報処理担当、留学生担

当）3名を公募のうえ採用

旭川医科

大学

・平成 17年度以降新規採用者より

任期制を導入

・在職教員に任期制について同意
を求めたところ、46 ．0％が承諾

任期制に係る再任基準を定め、任
期制を導入

北見工業
大学

教員の任期制適用割合約 63％ 任期制に移行した教 員は、勤勉手

当の支給率が年間 1ケ月以上高くな
る制度を実施

弘前大学

教員採用における公募の実施状況

・人文学部 ：4名すべて

・教育学部 ：7名すべて
・医学部医学科 ：採用 28 名中3名を
公募採用

・医学部保健学科 ：17名すべて

・理工学部 ：2名すべて

・農学生命科学部 ：3名すべて

医学部医学科で、任期満了となる

教員について評価 、審査を行った
結果、対象者全員を再任

岩手大学

教員の任期制に関する規則に基づ

き大学教育センター及び地域連携
推進センターで教員を採用

・公募情報 は、ホームページ等に

掲載するとともに、科学技術振興機
構の研究者人材データベースを活

用

・各部局で公募の際に選考過程を

東北大学

基本方針等に基づいて、先端的 ・ 各部局で、教員採用の公募制を実 プロジェクト研究等に従事する任期

学際的領域や期限付きプロジェクト施 し、公募情報をホームページに 制教員の年俸制を積極的に導入。

等の教員採用に任期制を導入 掲載。一部部局で、国の内外で発

行されている関連分野の主要雑誌
等に公碁情報を掲載

年俸制適用教員87人（前年度比42

人増）

宮城教育

大学

定年退職者等の後任補充に伴う教

員採用 3件全て公募。関係機関の

ほか、（独）科学技術振興機構の研
究者人材データベース及び本学の

ホームページにも登録して公募

秋 田大学

公募制による教員選考の推進 に関
する指針を策定、周知

山形大学

・先進的な研究に従事する教員の

雇用を目的として個別契約任期付
教員に関する規則を制定

・医学部及び医学部附属病院で、
教員の任期に関する規則に基づ

き、全教員に対して任期制を適用

・評価分析室で、新たに任期制を導
入

・教員の任期制を導入し効 果的に
運用

・教員選考基準に基づき、全学部

及び学内共 同教育研究施設で、内
部昇格ではなく原則公募制を実施

・人文学部で、実務家教員の公募
採用を実施

・インターネットを活用 して公募先を
拡大

福島大学

・総合教育研究センターで、任期付

特任教員とし3名採用

・外国人教 員採用にあたり、任期制
を導入した公募を試みたが適任者

教員の公募文書の英語版を作成。

また、ホームページに掲載し公募を
実施

茨城大学

総合英語プログラム担当教 員4人

（任期2年）、理系基礎教育担当教 員

1人（任期 1年）、情報化推進担当教
員1人（任期 1年）採用

教員の採用は、公募制が原則。全

学で公募制を導入。教員採用 23名
全員公募制による

筑波大学

先端学際領域研究センターで、任
期付教員の再任審査については学

外者を含めて実施
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④ 若手一回異動の原則の奨励 ⑤　 その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥　 準備・検討段階の取組

2法人 11法人 43法人

・平成19年度 以降新規採用される

助教に対して全学的に任期制を導

入することについて検討

・任期付き教員等を対象とした年俸
制の導入等を視野に入れた柔軟な
給与制度について検討

・附属病院の専任病院長の現在任
期2年から3年とし、再任を可とする

改定案を策定。来年度に関係部局
等と協議

・公募以外の方法により教員人事
を行った理由等を分析

任期制の基準について検討

一部の部局で、任用指針を策定し ・各部局で、任期制等任用形態の

公表 多様化・最適化に必要な指針等の
整備について検討

・各部局で、教員の選考過程の公
表について検討

外部資金による研究プロジェクトを

担当する任期付き教職員の諸問題
等について情報収集するとともに、

特任教員規程の制定に向けて検討
・既に任期制を採用している部局

で、中間審査のための評価基準作
成作業を開始

・任期制未導入の部局で、学問分
野に応じた任期制の導入に向けて
検討

特定教員数に対する毎年5％の流 ・各教育研究組織で、テニュア・ト
動化率を設定し、各組織から流動 ラック制又は任期制のいずれかの

化定員を拠出する定員管理を実施 制度を第一期中期計画期間中に導

入することを決定

・教員の流動化定員の再配置を透
明性を確保しつつ厳格に行うため、
組織評価システムの構築に着手
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平成17事業年度【人材の流動性の向上】

大学名
m　 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 80法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した
採用

公募制の整備と公募制を適用した
採用

その他

筑波技 術

大学

特別教育研究経費で雇用する教員

について、任期制に基づく採用と年
棒制を適用することとし、関係規程
を整備

宇都宮大
任期法により採用した教員の任期
満了に伴い、新たに任期法による

各学部で、本学ホームページ及び

（独）科学技術振興機構の研究者人
学 教員を3名採用 材データベース（J REC 」N ）等によ

り公募

群馬大学

・一部部局を除き、新たに採用する
助手、講師は、教員の任期に関す

る規則」に基づき任期制を導入。総
合情報メディアセンター教授 1名外

計 18名採用

・競争的資金制度の間接経費等の
資金を活用した任期付教職員 （特

別研究教授、産学官連携研究員、
研究支援者等）53名を採用

・知的財産マネジャー、知的財産
コーディネータアシスタントを任期
付きで採用

埼玉大学

・英語教育開発センターで、7名中5

名は任期付の外国人専任教員を
配置

・教養学部で4名、経済学部で1名
の任期付外国人教員を採用

教員採用は、原則一般公募制。大

学再構築計画に明記

千葉大学

・自然科学研究科と先進科学教育

研究センターで、任期制導入

東京大学

・教員採用に関して、有期雇用制度
等を活用。特定有期雇用の教員

845名（前年比132名増）、任期規則
による教員809名（前年比87名増）

・新たに5部局、74の職で任期制を
導入。計 27部局、581の職で教員の

任期制を活用

東京外 国

語大学

・A A 研で、フェローの名称のもと国
内客員研究員（任期 1年以内、更新

可）の制度を設定。他研究機関研
究者 1名が利用して、6ケ月の研究

を実施

・A A 研で、任期付きポストの実施計
画を立て、これまで任期が付いて

いなかった助手に関し、新任2名を

5年の任期を付 けて採用

・中東イスラーム研究教育プロジェ
クトで、非常勤研究員1名を3年を上
限とした任期を付けて採用

採用人事は公募で実施 特定プロジェクト推進のための任期

付き教員人事 は、推薦人事を行う

こととし、プロジェクト関連教員の推
薦を受けて、厳重な審査を実施

東京学 芸

大学

東京農 工
大学

・農学部で、助手 （任期制）採用に

関する申し合わせ事項を策定

・工学部機械システム工学専攻機
械材料学分野で、助教授席任期制
を拡充

各部局で、教員採用の基本方針と

して公募制を推進

東京芸 術
大学

音楽学部教授の任期を10年、助教
授の任期を7年から10年に改める

など教員の任期制を充実

教員の採用は、原則公募制。他大
学へ公募要領を配布すると同時に

ホームページに掲載

東京工 業

大学

・任期付採用または新たに任期付 平成 16年度から、任期付教員の給 任期制を導入している部局で再任
教員となった者は 11名

・大学院理工学研究科の理学系・
工学系、大学院情報理工学研究
科、大学院社会理工学研究科、資

源化学研究所、応用セラミックス研
究所及び原子炉工学研究所の一

部の専攻やポストで任期制を導入

・任期制実施部局は全体の50 ％

・任期付教員は 91人で、全体の8 ％
・時限付きの附置研究所研究部門
若しくは附属研究施設又は学内共

同研究教育施設の取扱いに関する
申合せを制定。時限が到来し廃止

したポストを学長裁量ポストとし、任
期付きで新設組睾掛こ充填可能に

与面における優遇措置として任期

付教員特別手当実施

基準を制定

東京海洋

大学

・先端科学技術研究センターで、学
長裁量定員枠で任期制の助手 1名

を採用

・学長裁量定員で任用する教員は
任期付き

教 員採用は、公募制を採用
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④ 若手一回異動の原則の奨励 ⑤ その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥　 準備t検討段階の取組

新規採用教員に対する任期制の拡

大・導入について検討

・研究センターや先端的な研究分

野で任期制の導入を検討

・任期制・再審査制等について検
討。報告書をとりまとめ

附属病院で、教員流動化の基本方
針に沿って、診療実績に応じた教

員の再配置を実施。医療技術職員
も、業務の繁忙の状況等への対応

のため、各職種間、部門間の流動
化を実施

全学日本語教育プログラム、外国 ・A A研で、助手ポストを新規採用分

人教員への対応と就職活動支援を から5年の任期付きに移行すること
重点分野とし、流動化人員を配置 を決定

・現行の大学院の任期付きポストに
ついて検討

・附属学校の副校長職に任期制を

導入すること等を検討

・保健管理センター看護師の後任
補充について、人事交流制度を利

用した任期付雇用制度導入を検討

任期制未導入の専攻等で、導入の

可能性等を検討

任期制について検討

ー169－



平成17事業年度【人材の流動性の向上】

大学名
0） 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　　 80法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した

採用

公募制の整備 と公募制を適用した

採用

その他

お茶の水女

子大学

・前年度比で、特定業務を担 当する

任期 3年の講師 は6名から11名に、

研究に専念義務を負う任期 3年のリ
サーチフェローは4名から9名に、特

別の技能を業務に生かす任期 1年

のアソシエイトフェローは2名から7
名に増員

・外部資金による研究者 は、教授 5
名、助教授 2名、任期付き講師 7

名、計 14名。前年度比 3名増

・比較 日本学研究センター講師（3
年）、講義のみを担 当する講師（3

年）のポストには任期を付している

・任期制度適用教員以外にも、外
国人教師 3名に制度の適用を拡大

・助手以上の大学教員新規採用

は、原則公募制。選考を行った新
規採用 12件中公募 10件

・教 員公募は学長名で行い、公募
条件を役員会 の方針を踏まえ実施

するなど教員人事に関する新たな

スキームを設定

電気通信

大学

人事の基本方針 に基づき、教員人

事は原則公募で実施

一橋大学

・任期付教員新規採用 は6名

・任期付教員は、前年度比 8名増の
22 名

・就業規則に任期付き採用制を明
記

・任期付採用制、契約教員制を活
用して博士学位取得者を視野に入
れたジュニアフェロー制度を整備。
商学研究科5名、経済学研究科2

名、法 学研究科4名を講師として採

用

横浜国立

大学

・教 員 11人を任期付きで雇用

・有期雇用教職 員制度を利用し、民
間企業から産学連携等の高い見識

を持った専門家を教授として採用

教員の採用は、原則公募。公募要

領をウェブサイト上で公開

新潟大学

・任期制ポストが前年度比 15ポスト ・新規教員の採用は、原則公募 ・高度の専門的知識、経験又は識 任期制教員の再任審査について、

増、任期制教員の在職者に占める 制。この方針を徹底 兄を必要とする業務に専属的に－ 審議機関、審査時期等を含めた基

割合が 32 2％ ・公募制を基本に教員を選考。公 定期聞従事する教育職員又は事 本方針を策定
・任期制は、既に大学院医歯学総 募採用者数が 68人、公募採用率 務職員を雇用するため、新たに有

合研究科・医歯学総合病院・脳研 86 1％ 期雇用、年俸制等を内容とする特
究所 ・学長理事直属組織が全面的 ・（独）科学技術振興機構の研究者 定有期雇用特任教員等制度を創

こ採用し、自然科学研究科等が－ 人材データベースの活用、インター 設
部採用 ネットの利用等により、外国人教員

採用機会の増大を推進

・21世紀C O Eプログラム及び連携

融合事業遂行のため．任期制教員

長岡技術

科学大学

・学長裁量教員人事の学内配置ポ

ストとして、極限エネルギー密度工
学研究センター助手 1人及び情報
処理センター助手 1人の計 2ポスト

（いずれも任期 5年）を配置

・情報処理センター及び高性 能マ
グネシウム工学研究センターの助

手に任期制を導入
上越教育

大学

現職教員2人や指導主事 1人を3年

任期の助教授として採用

金沢大学

学長裁量の人員枠を活用して、時
限的性格を持つプロジェクト等で雇

用する教 員は、原則として任期制を
適用

学長裁量の人員枠を活用して、時
限的性格を持つプロジェクト等で雇

用する教員は、原則として公募

福井大学

・大学教育職員の任期に関する規
程の一部を改正。寄附講座及び寄

附研究部門に雇用される教育職員

は、任期付きの教授、助教授、講
師、助手として雇用できる制 度を導

入。高エネルギー医学研究セン
ターの寄附研究部門で、任期付き

の教授を採用

・医学科で、任期付教員21名採用
（前年度比 12名減）

・公募により10名の教員を採用

・教 員採用は、原則、関係大学 ・高
専・研究機関・人材データベース

JR EC －lN に公募

山梨大学

・有期雇用職 員就業規則を整備

・クリーンエネルギー研究センター
では、任期制教員（リーディングプ

ロジェクト事業・教授 1名、科学研究
振興調整費：外国人教授及び助教

授を各 1名、N E D O プロジェクト・助
教授 1名）を採用

・医学部環境遺伝医学、臨床検査
医学、検査部の在職者について、

任期制を導入すべく、任期に関す
る規程を一部改正。うち1名の教員

人事について、任期制を適用

教員採用手続きは原則公募制とす

るとともに、事前に採用計画を学長
承認とする規程を整備
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④　 若手一回異動の原則の奨励 ⑤ その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥　 準備・検討段階の取組

外国人教師の雇用制度を見直し。

平成18年度から、任期を付した新
たな外国語教員制度を設定

全学裁量ポストを活用した人事に

ついては、任期制を適用することを
社会学研究科で、任期付採用制、

契約教員制を活用して博士学位取
得者を視野に入れたジュニアフェ

ロー制度の導入を検討

第 I期中期計画期間中に教員定 ・再任可の任期制を導入している
員90人の流動化を図る計画。平成 組織で、再任のための教員活動評

17年度は、地域共同研究センター1 価基準及びその決定時期の全学

人、社会連携研究センター1人、 的方針を検討

キャリアセンター1人、超域研究機 ・組織間の流動性を高めるため、教
構6人、脳研究所1人の計10人を流 員個々のデータを試行的に収集。

動定員から配置 評価の在り方について先進的事例
等の情報収集を行い、検討

・特別研究経費等を活用した任期

付教員等の導入を検討

外部研究資金等を活用した特定の

プロジェクト等を担当する教員を、

任期付きの特任教員に採用する制
度を平成18年度から導入決定
・外部資金及び特別教育研究経費

により大型プロジェクトを実施する
講座等に、任期付きの教授、助教
授、講師、助手として雇用できる制

度の導入を決定

・平成19年度から改正される新教
員制度を視野に、任期制の有効性
を検討。助教について、平成 19年

度以降採用者は、原則全員任期制

の対象とすることを決定
］平成18年度から学長裁量定員に

よる任期制教員を活用した医工学
研究プロジェクトを開始することを
決定

・医学部全教員への任期制導入を
検討開始
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平成17事業年度【人材の流動性の向上】

大学名
0〕 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 80法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した

採用

公募制の整備と公募制を適用した

採用

その他

信州大学

労基法第 14条に基づく有期雇用を

可能とするため、任期付職員規程
を制定。任期付職員 （教員も含む）

は、プロジェクト的研究業務 、臨時
的 ・緊急的業務対応、一時的増加

業務、長期出張者 ・病体者補充等
が対象。教員では、大学院経済 ・社

会政策科学研究科助手 （3年任
期）、工学部電気電子工学科助手

（4　5月任期）、工学部物質工学科
助手（4年 3月任期）、大学院医学研

究科助手 （2年6月任期）、育児休業

代替者 1名で活用

岐阜大学

・医学系研究科で任期付き助手ポ

ストを導入

・全学の任期付きポストは、助教授
ポスト3 、助手ポスト6

・人獣感染防御研究センターで、さ
らに任期付助手 2名を配置。これに

より、延べ任期付助教授 1名、任期
付助手 4名を配置

静岡大学

4学部、1研究所、2研究科、3学内

共同教育研究施設において任期制
を実施

本年度教員採用は、公募で実施

浜松医科
助教授、講師の任期制導入を推
進。任期付教員の割合は48％ （前

教員の任期終 了に際して任期更新

をするための評価項目を規程とし
大学 年比 19％増） て整備。任期更新審査の評価基準

を明確化し、実施

名古屋大

学

・環境医学研究所全部門で、任期 ・文科系部局でも公募による教員 ・外部資金による任期付き職員制
制を導入 採用数が増加するなど公募比率 度の創設、年俸制適用職員の給与

・任期付き教員は38名増の163名 （講師以上）4 9％ 規程の整備等により、今後の任期
・民間企業等に在 籍したまま本学

の任期付正職員として教育・研究
に従事できる制度を制定

・講師以上で外部からの採用率

44 ％

・公募要領を本学W ebサイト、関連
学会等 W ebサイト等に掲載

付き教員増加のための環境を整備

名古屋 工

業大学

・国際交流センターの教授ポスト1

を任期付きとし、採用

・情報ネットワークセンターの助手
ポスト1を任期付きに

原則公募。33件の公募を実施

豊橋技術

科学大学

三重大学

高等教育創造開発センターに教員

の任期制 （5年任期）を導入。助教
授 1名を任期付で採用

滋賀大学

・教 員の一般公募を法人化前から

継続実施

・他大学、他機関、研究者 人材デー
タベース、大学ホームページ等へ
情報提供し、広く公募により教員を

採用

・国際センターで、任期制教員の公
募を実施

滋賀医科
・教員任期制は、87％教員の同意
を待て移行

教員任期制に係る業績評価方法等

の取扱において、再審査権の保証
大学 ・本年度 以降採用の教員はすべて

任期制により採用
を明示し手続きを制定

京都教育
大学

京都府 ・市教育委員会から3年任
期の特任教員を1名ずつ採用

京都工芸

繊維大学
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④ 若手一回異動の原則の奨励 ⑤ その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥ 準備・検討段階の取組

教員の任期制導入を検討。限定的
任期制の導入（特定の講座等の組

織に任期制を適用）を進めていくこ
と、業績審査制の導入の2つを並行

して進めて行くことに

高等研究院は、流動教員制度を見 臨床検査技師・診療放射線技師等
直し、再編 のコメディカル職員の3年任期付雇

用について、評価に基づく2年間の
延長を次年度から実施することを
決定

任期制及び公募制の在り方等につ

いて検討を開始。公募の方法、公
募要件・資格等公募制とする場合

の基準等を作成するためのデータ
を収集

教員の任期制に係る業績評価の評 任期制の諸問題について検討を開

価項目を、教育、研究、診療、運営

貢献に分類

始

教員の任期制を継続検討

任期制の導入等の検討結果をとり

まとめ、人材確保のガイドラインを
策定

・任期制の導入は、平成18年度の
可能な限り早期から、助手と講師
職で行う。任期は、助手が5年、1回

限り再任可、講師が5年、再任不可

・任期制は、規則制定以後に新規
採用される者及び昇任者に適用

・再任の審査基準は、平成18年度
前半に定め、公表
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平成17事業年度【人材の流動性の向上】

大学名

0 ）任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 80法人 ②　 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した

採用

公募制の整備と公募制を適用した

採用

その他

大阪大学

・既に任期制を導入している文学研
究科、人間科学研究科、医学系研

究科、工学研究科、国際公共政策

研究科、言語文化研究科、微生物
病研究所、産業科学研究所、蛋白

質研究所、接合科学研究所、サイ
バーメディアセンターで、円滑に実

施

・13部局で、任期付教員制度を導
入。うち任期付き特任教員を採用し
たのは 2部局

・生命機能研究科で、助手に任期
制を導 入

・外部資金等の常勤教員を雇用す
る制度による任期制教員 122名（寄

附講座 等教員 27 名、特任教員（常
勤）95 名）。前年比 91名増

・15部局で、教 員の採用時に公募

制を採用

・8部局で公募の一部を海外の雑誌
等に掲載

・公募は、他大学及び他機 関等か
ら応募できるよう学外への公募を
ホームページ等で実施

大阪外国

語大学

公募要項の内容を充実

大阪教育

大学

教員の公募要絹作成の際の留意

事項を策定

兵庫教育

大学

任期制に関する規定を制定。教育・
社会調査研究センタ胃 （時限付）の

プロジェクト型研究組織に雇用する
教授、助教授及び講師に対して、

学内の諸会議委員等の管理業務
を課さない等の任期付き教 員に関

する労働条件の取扱いを運用開始

全職種 に任期制を導入し、教授及
び助手を選考

神戸大学

特任教 員制度に基づき任期を付し

た教員 9人を雇用

公募制を実施 寄附金等の外部資金 で、期間を定

めて年俸制により雇用する特命職

員制度及び看護師等の医療職員
について病院における収入見合い

経費で期間を定めて雇用する特定
有期雇用医療職員制度を設定

奈良教育

大学

奈良女子

・大学院人間文化研究科社会生活

環境学専攻人間行動科学講座で、
任期制を新たに導入

・助手の現員25名のうち任期付き

教員の新規採用は原則公募 新規採用した助手 6名全員が公募

で全て任期付きポストへの採用。

・文学部 1名（任期付き1名）

・生活環境学部 2名（任期付き2名）
大学 助手は、13名（前年比4名） ・学院人間文化研究科 2名 （任期付

き2名）

・全学共通（C O E事業担当）1名 （任
期付き1名）

和歌山大

学

教職員の任期に関する規程を一部

改正

鳥取大学

・任期付き雇用教員の職 等の範囲

を拡充

・学長管理定員の雇用に当たって
は任期制を導入。農学部獣医学

科、附属学校部に各 1名を配置

島根大学

・新センターに新たに任期制を導入

・医学部医学科（73％）、医学部附属
病院（74 ％）、保健管理センター出

雲（100 ％）、産学連携センター
（100 ％）、総合科学研究支援セン

ター（67％）に任期制を導 入済み（（

）は任期制適用率）

教員の採用は原則公募

岡山大学

・特別契約職員 （常勤）の雇用 に関

する要項を制定。特別契約職員と

いう雇用形態を導入

・学内共同利用施設の専任教員
は、原則任期制を採用

国際共同研究推進のため、共同研
究員の公募及び大学院学生 ・ボス

ドク（P D F）の募集を国際的に展開

広島大学

・教員の任期に関する規則の追加

等を行い拡充

・任期付き教員数460名（教授 92
名、助教授 67名、講師 71名、助手

230名）

教員選考についての基本指針を踏

まえ、教員の選考は、原則公募

山口大学

・理学部物理学講座の助手に任期

制を導入

・埋蔵文化財資料館等の一部の助
手を除き、全助手が任期制の対象
に

・医学部医学科、工学部、大学院
技術経営研究科で、外部資金によ

り雇用する教員について、助教授

及び講師に任期制を適用
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④　 若手一回異動の原則の奨励 ⑤　 その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥ 準備・検討段階の取組

経済学研究科で、講師以上の教員

新規採用は、外部に限定

・人文系で任期制を導入している大

学・学部に関する調査等を実施

・任期付教員規程案を準備
学長のリーダーシップによる流動定

員枠を確保

・非常勤講師の公募の方法につい

て検討

・任期制について、他大学の事例
等を調査・分析。教員の多様な雇

用形態（任期付き教員、実務家教
員及び特任教員）の素案を策定

・学内各部局に対して教員の任期
制に関するアンケート調査を実施

・一部部局で、任期制導入の可否・
再任基準の検討

各部局等の教員の公募状況を調

査
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平成17事業年度【人材の流動性の向上】

大学名
0 ） 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　　 80法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した
採用

．け‾・‘’忙 その他退　　　　　　 公募制　　 用し ＿
採用

徳 島大学

・総合科学部等 9部局の特定の計
画に基づく教育研究を行う教員等

に、任期制を適用

・任期付教 員として雇用されている
者は43人（前年度比 8人増）。全教員
数の 4．8 ％（前年比 0．9％増）

・薬学部で、任期制の適用 の助手 1
名配置

教員の採用は公募

鳴門教育
大学

県内小学校教員 1人を講師として採

用（任期3 年）

香川大学
・アドミッションオフィス、知的財産
本部で、任期付教員を採用

・農学部で、任期付教員枠を設定

各学部で、採用方針等の教員の公
募の情報をホームページやメール

で公表

愛媛大学

地球深部ダイナミクス研究センタ胃

で、5年任期付き専任教員 1名を配
置

高知大学

・生涯学習教育研究センター、海洋

コア総合教育センターで、教授各 1
人任期付きで採用

・病院所属の定員助手の流動化委
員会規則を制定

福岡教育

大学

九州大学

・教 員人事の基本方針及び教員選
考規程に基づき、教 員の採用 は原

則公開公募

・教 員の公募及び採用状況を四半
期ごとにホームページに公表

九州工業
大学

・宇宙環境技術研究センター、ネッ

トワークデザイン研究センターに任
期付助教授2名、任期付助手 1名を

採用

・C O Eプロジェクト、各研究センター
における学長裁量ポストを活用した
教育職員の採用では、任期法に基

づく任期制を適用

佐 賀大学

教育職員の任期に関する規程及び

教員運用仮定定員に関する要項を

改訂し、留学生センター、海洋エネ

ルギー研究センター、地域学歴史
文化研究センターに任期付きポス

トを配置し、公募

教員選考の規程等に基づき、原則

公募 。4 6件の教員人事を公募で実
施

長崎大学

・特任教 員（任期付き）雇用に関す 講師 以上の採用教員33名中 19名 病院所属全教員に任期制を適用。
る規則等を整備し、合計 25名の教

員を新規採用

・生産料学研究科、環東シナ海海
洋環境資源研究センターで、新た

に任 期制を導入

・病院 所属全教 員に5 年間の任期
制を適用済み

・外国人教師制を廃止し、新たに国
際教育教員として任期を付して雇

用

を公募で採用 再任に当たっては診療 、研究、教

育の実績を重視

熊本大学

エイズ学研究センター、発生医学

研究センター、政策創造研究セン
ターで、任期制を導入済み

・公募による選考割合は、76 74 ％

・公募制の拡大に向けて、教育職
員の選考基準評価方針を策定し、
教員選考基準の評価を実施

・教 員公募では、全世界からの応
募が可能となるよう、本学英文ホ胃

ムページに掲載するだけでなく、研
究者 人材データベースJ RE C －IN に

掲載
大分大学 任期に関する規程 を整備 公募制を推進

宮崎大学

21世紀 C O E プログラム、人猷共通

感染症教育モデル・かノキュラム開

発、教員養成 G P 等において任期
付き教員を採用

公募制については、策定されてい
る全学的方針に基づき実施

鹿児島大
学

・理学部、農学部で、任期制適用の 教員の採用に際し、教員選考の方 ・教員の任期に関する規則を一部
職種を規則に追加 針に基づき、広く公募を行い、適任 改正し、再任を行う際の業績審査
・水産学部で、プロジェクト型の任 者が得られるように公正な人事を の主な事項について明記
期制教員を新規に採用 実施。人事交流等を除くと100％に

近い割合で広く公募を実施
・工学部で、任期制教員の中間審
査、再任審査に係る手続き、業績

評価等についての細則、申合せを
制定し、審査を実施
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④　 若手一回異動の原則の奨励 ⑤ その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥ 準備・検討段階の取組

大学全体及び各部局の教員選考
方針及び選考基準を制定・公表

教員の任期に関する規程及び教員

の再任手続きに関する細則を制定
任期制未実施の各学部等で、任期

制を含めた教員の流動性が向上す
る制度について検討
・教員選考に関する規程案の中で

任期制や公募制について明文化。

部局ごとに具体的方策を定め推進

していくことに

・医学部では任期制検討委員会を
設置

任期制導入を検討。理学部で平成

18年4月から導入することが決定

任期制を導入している国立大学法

人から情報を収集等任期制、公募

制の検討を実施
任期制部局における再任審査への

反映等を含む評価結果の活用方
法等についても検討

・医学部で、任期制の再任審査、運
用上の問題点を検討

・有明海総合研究プロジェクト等の
研究組織で、再任審査等を行う組
織について検討

任期制を導入した組織の状況を調

査、検証

任期制について検討。流動型、研
究助手型及びプロジェクト型の中

から各部局等がふさわしい任期制

の導入を図ることにする旨を答申
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平成17事業年度【人材の流動性の向上】

大学名
0） 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 80法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した
採用

公募制の整備と公募制を適用した

採用
その他

鹿屋体育

大学

・教員の公募は、本学ホームペー
ジ掲載のほか、他大学の学長あて

に依頼するなど学外に向け広く募
集

・公募で助手を採用
・教員の選考は教員選考規則に基
づき、教員選考特別委員会を設置

助手の任用で既に任期制導入（任

期5年、再任可、ただし1回限り）

琉球大学

新たに、大学の教員等の任期に関
する法律第 4条第 3号に基づき、大

学毒平価センターに助教授 1名を任

期制で採用

教員採用は原則公募

北陸先端 新たに講師に任期を付して採用を ・教員採用 は原則公募。公募実績

科学技術

大学院大
学

開始 23件、採用者 8名

・公募情報をホームページ、学会誌
に掲載

奈良先端 助手は、原則 5年限度の任期を付し 教育研究系非常勤職員就 業規則

科学技術

大学院大

ている を制定。年俸制を基礎とする任期

付特任教員制度を導入
富山医科 全部局等で任期制を導入。任期制 漢薬研究所で、教員の再任に関す
薬科大学 適用教員数計 159人 る規程等を制定

旧富山大 理学部で、助手の任期制を導入 教員の採用は原則公募

人間文化
研究機構

・国立歴史民族博物館で、助手 3人 国際 日本文化研究センター文化資 国文学研究資料館で、公募で任期

を5年間の任期付で採用

・国際日本文化研究センターで、1
年任期かつ通算 3年任期の研究機
関研究員を研究プロジェクトに7名

配置

・総合地球環境学研究所で、教授、
助教授 、助手に6年の任期制を導

入

料研究企画室助教授について、公
募選考を実施

制助手2名採用 、

自然科学
研究機構

各機関の専門分野に適した任 期制

を実施

高エネル
ギー加速器

研究機構

・年俸制の任期付きの常勤教員と
する博士研究員 9名を公募

・教員人事は、博士研究員、研究
機関研究員を含め公募で実施

・公募実績総数 29件 （教授 5件、助
教授7件、助手 7件、研究機関研究

員 1件、博士研究員9件）

・公募の情報は、学協会誌への掲
載、各種メーリングリストを利用した

公募案内と共に、機構ホームペー
ジに求人情報を公開、J RE C －1N研
究者データベースへ登載

1運営費交付金により雇用していた

非常勤の研究機関研究員に代え、
年俸制の任期付きの常勤教員とす
る博士研究員の雇用制度を創設

・外部資金による任期付きの常勤
教員として、年俸制の学術研究フェ

ローの雇用制度を創設

情報 ・シス

テム研究機
構

各研究所で、外部資金による若手 ・研究教育職員の採用は、原則公 各研究所で、任期満 了に伴う再任
研究者の採用に当たり任期制を導

入

募

・公募方法は、機構本部及び各関
係学会のホームページに公募情報
を掲載

・公募採用実績 は、教授 2 名、助教
授3 名、助手 3名

制度について審査会を設置
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④　 若手一回異動の原則の奨励 ⑤　 その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥ 準備・検討段階の取組

助手以外の教員への任期制の導

入については、学校教育法改正を
踏まえ検討

任期制の教員に係る評価につい

て、総合的な検討に着手

工学部で、任期制を検討

研究者の任期制の在り方等を検討

分子科学研究所で、研究教育職員 ・各種ポストドクトラル・フェローシッ

の内部昇格禁止とする制度を実施 プを整備し、若手研究者の育成と

流動化の促進に努力

・各機関に対する求人依頼・公募案
内を各機関においてホームページ

で随時掲示することで、大学院生
等に進路情報を提供

機構全体で研究教育職員の任期

制について、他の職にも適用するこ
とも含めて検討
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平成18事業年度【人材の流動性の向上】

大学名

0 〕 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 78法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した

採用

公募制の整備と公募制を適用した

採用

その他

小計 71法 人 51法人 14法人 21法人

北海道大

学

・新規に採用される助教に対して任

期制を適用するための基本方針を

策定

・水産科学研究院全部門の助手、
北海道大学病院院長付助手は、平
成 18年度の採用者から任期制を導

入

・医師 18名の雇用形態を契約職 員
等 （医員）から任期 付き正規職員

（助手）へと切り替え

北海道教
育大学

教員の任期に関する規則を制定

し、任期制を導入 。任期 5年とし、再
任は 1回限り認め、その場合の任

期は3 年と規定
室蘭工業 学長枠定員、センター等で、任期付 教員採用 は原則公募。ホームペー 新規採用助教は任期制を適用。任
大学 き教 員を合計 4名採用 ジに掲載 期5年、再任 1回任期 3年

小樽商科

大学

教員採用は、原則公募制

帯広畜産
大学

教員採用は、原則公募

旭川医科

大学

・教 員の任期制を導入済み。59 ．

2％の教員に適用

・非常勤職員（フルタイム）の看護
師を任期付常勤職 員として採用

・附属病院で、任期付看護師 23 名
を増員

任期制適用者の再任審査は、助手

以上の教員に毎年実施する教員評
価に基づき行うことに

北見工業

大学

教員の任期制適用割合約71％ 任期制に移行した教員は、勤勉手

当を年間 1ケ月程度高くなる制度を

実施

弘前大学

教 員の任期制に関する規程によ ・人文学部、教育学部、医学部保 平成 18年 9月30 日と平成 19年3 月31
リ、医学部 （保健学科を除く）附属 健学科、理工学部、農学生命科学 日任期満 了者の審査を実施。対象
病院のみが実施 部で、80 の採用・昇任ポスト中28ポ

ストで公募を行い、学外採用者は

23 人

・医学部医学科、附属病院で、53の
採用 ・昇任ポスト中、3ポストで公募

者全員を再任

岩手大学

・全教育研究支援施設の教員に任

期制を導入

・助教の任期制導入について検
討。講義資格基準を策定

・農学部で、任期付き外国人教員を
採用

・公募では JS Tの研究者人材デー

タベースJ R EC －IN を活用するほか、

本学ホームページ等を利用

・採用 日的及び業務内容を公募要
矧 こ明示して公募を実施

東北大学

・工学研究科、生命科学研究科で ・各部局で、教員採用の公募制を プロジェクト研究等に従事する任期
は、テニュア・トラック制度を実施 実施し、公募情報をホームページ 制教 員の年俸制を積極的に導入。

・テニュアトラック教 員6名採用 に掲載。一部部局で、国の内外で 適用教員・平成 16年度45人、平成
・基本方針等に基づいて、先端的 ・発行されている関連分野の主要雑 17年度 87人、平成 18年度 172人。こ
学際的領域や期限付きプロジェクト誌等に公募情報を掲載 れらの教員には管理運営業務を負
等で任期付き教員計 237名採用

・一部部局で、任期制開始

・複数部局で、一部任期制を導入

・看護部長は、内部職員に限らず

学外からも応募を募る公募を実
施。選考基準に基づき選考

担軽減

宮城教育
大学

定年退職者等の後任補充に伴う教

員採用 7件全て公募。関係機関の

ほか、（独）科学技術振興機構の研
究者人材データベース及び本学

ホームページにも登録して公募

秋田大学

・医学部医学科医学教育センター、

医学部附属病院腫瘍センター、教
育文化学部附属教育実践総合セン
ターで、新たに任期制を導入

・外部資金による研究プロジェクト
を推進する任期付き教員を雇用す

るため特任教員規程を制定
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に係る取組

⑥ 準備・検討段階の取組

1法人 18法人 47法人

これまでの人員管理から、研究科 ・若手教員の養成という観点から任
等がその戦略に基づき柔軟な教員 期制の導入について検討
編制としうるポイント制教員人件費 ・医師・看護師の雇用形態を契約
管理システムに基づく人件費管理 職員等から任期付き正規職員化す
に移行。各職種の平均給与を基 ることなどについて検討
に、教授を1ポイント、助教授を ・新規採用の助教の任期、任期付

0 798ポイント、講師を0．74 8ボイン 教員の出産に係る任期の更新手続
ト、助手を0 604ポイントとして、各部

局等の総ポイントを定め、その範囲

内において職種や員数にとらわれ
ない教員人事管理を行う制度。こ

れに併せ、総人件費管理に移行し
運営費交付金の一定割合を全学に

留保し、総長の下に留保した教員

に係る人件黄（教員人件費積算総
額の4％の額）を配分する全学連用
教員

き等を検討

昇任人事の選考基準を作成し、明
確化

任期制について、助教への適用の

是非について検討。導入を見送る

ことに
法人間の教員流動化のため、職員 改正学校教育法の施行に伴い、平

給与規程等について、他の国立大 成19年4月以降の助教採用者につ

学法人との均衡に配慮し、60km以
上の広域にわたる異動を行う職員

に対する広域異動手当を新設する
など制度改正を実施

いては、任期制を適用することに

広域異動手当を新設。他の国立大

学等から異動して来た教員に対す

る給与面での待遇を整備

現在、医学部でのみ実施している

教員任期制の他学部への導入に

ついて検討開始

・各部局で、公表基準に基づき教 ・任期制やテニュア・トラック制の導
員選考過程の公開に努力 人を検討
・一部部局で、選考過程の一部や ・助教の任期制等について検討。
教授会議事要録をホームページ上 基本方針を策定

で公開 ・医療系管理職に対する業務評価

体制整備のため任期制導入等を検
討。診療技術部長及び看護部長並

びに副看護部長の職に任期を設
け、業務評価を行うことに

任期制導入を検討。宮城県教育委
員会及び仙台市教育委員会との人

事交流による実務家教員に任期制
を導入することに
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大学名

0） 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 78法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した

採用

公募制の整備と公募制を適用した

採用

その他

山形大学

・既に医学部で、任期制導入済み ・教員選考基準に則り、全学部、学 ・戦略的研究プロジェクトの任期付
・評価分析室、高等教育研究企画 内共同教育研究施設で、原則公募 教員の支援制度を新設

センターで、任期制を導入 制 ・既に任期制導入済みの医学部

・個別 契約任期付教員に関する規

則により、任期付教員2人採用

・ホームページを利用した教員の公

募情報発信や科学技術振興機構

の研究者人材データベースJ R EC －

INへの登録等によりインターネット
を活用した公募先の拡大。大学研
究機関以外からの採用が増

で、任期制教 員の中間審査を実施

福島大学

・総合教育研究センターで、任期付

きの専任教員（助教授 ）1名を採用

・研究 プロジェクトの関連で部分的
に任期制の研究員（プロジェクト）と
教務補佐 員を雇用する体制を確立

し、15人採用

茨城大学

大学教育センターで、任期付教員7

名で運用。うち新たに3名採用

・教員の採用は原則公募制に

・公募制により、任期付き教員 1名
採用

筑波大学

・テニュア・トラック制の導入と任期

制の適用拡大を可能な組織 から逐
次実施

・テニュア・トラック制の全学的な導
入に向け規程等を整備

公募制による教員人事を引き続き

推進

筑波技術
大学

・規程に基づき、任期付教員採用

手続、任期付のき年俸制教員制度
を制定

・任期付年俸制教 員の特任助手 2
名、同じく特任研究員 1名を採用

宇都 宮大

学

任期制及び有期労働契約制度の

効果的な活用のため、平成 19年 4

月からの教員の新職階制度に関す
る確認並びに関係規程等を踏まえ

た教員選考の基本指針を策定

英文ホームページに公募要領を掲

載

群馬大学

・教員採用 は、教員の任期に関す

る規則に基づき、任期制を導入済

み

・助教の採用 は全て、任期制を導
入

・任期付教 員41名採用
・競争的資金の間接経費等の資金
を活用した任期付教職員（特別研
究教授、産学連携研究員、研究支

援者等）97名採用

・知的財産マネージャー、知的財産
コーディネーター （アシスタント）を
任期付で4名採用

埼玉大学

教員の新規採用及び昇任は、一般

公募制が基本。採用等予定時期の
少なくとも6ケ月前に公募文書及び
通知先・掲載先を学長に提出し、了

承を得る。最終候補者を決定する
段階では、その候補者の大学教員

としての総合能力と適正について、
客観的に評価を行うことのできる、

専門分野が近い大学教員又は研
究者 2名以上から当該候補者に関

する意見書を得て、最終候補者に
関する資料とともに学長に提出

新規採用の助教は任期制にし、任

期は5年とし、再任 は、1回限り

千葉大学

・大学教員任期法に基づく任期制

については、自然科学研究科、先
進科学教育研究センターで導入済

み

・薬学研究院、医学研究院及び附
属病院 一部職種 、真菌医学研究セ

ンター一部職種で任期制導 入

東京大学

・教員採用に関して、有期雇用制度

等を活用。特定有期雇用の教員

963 名（前年比 118名増）、任期規則
による教員883名（前年比74名増）

・新たに86の職で任期制が導入。
計2 7部局、6 16の職で教 員の任期
制を活用
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⑥ 準備・検討段階の取組

任期制未導入部局に、任期制導入

の具体的検討を催促

特定教員数に対する毎年5％の流

動化率を設定し、各組織から流動
化定員を拠出。前年度分含め28ポ

ストを確保。当該定員を人件費抑
制と教職員の戦略的配置に活用。

教職員定員の流動化を明記した人
件費抑制のための緊急方策を策

定・実施

・医学研究院、附属病院全職種、

普遍教育センター一部職種で、平
成 19年度から任期制を導入するた

めの準備を推進

・再審査制について検討中

教員人事の肩層の流動性を高める

ことに資する年俸制の試行のた
め、平成19 年度 以降、新たに雇用

する任期4年以下の任期付助教に

ついて、年俸制を適用できることを
決定
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大学名

の　 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 78法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した
採用

公募制の整備と公募制を適用した

採用

その他

東京外 国
語大学

・AA 研で、フェローの名称のもと国 多言語・多文化教育研究センタ胃 1 多言語・多文化教育研究センター
内客員研究員（任期 1年以内、更新 名 、大学院言語教育学講座 1名の で、学部所属任期付き教員の公募
可）の制度を設定済み。海外研究
者 4名、国内他研究機関研究者 1名

が利用して、共同研究を実施 。プロ
ジェクト型の新規採用として非常勤

研究員 1名 （任期 1年、更新ありで最

長 3年）採用

・中東イスラーム研究教育プロジェ
クトで、任期付き非常勤研究員 1名
を継続雇用

・研究プロジェクト 東南アジアのイ
スラームで、任期付き非常勤研究
員 1名を新たに雇用

・従来から、外部資金等によるプロ
ジェクト経費により、助手を任期付
きで雇用

採用人事を実施。すべて公募で実

施

を行い、教員1名採用

東京学 芸
大学

東京農工

大学

・科学技術振興調整費の採択課題

「若手人材育成拠点の設置と人事
制度改革」及び「理系女性のエンパ

ワーメントプログラム」で、任期制を
採用。処遇等の具体 的制度も整備

・テニュアトラック教員の就業規則
を作成。年度ごとに任期付教員とし

て契約更新可能

・共生科学技術研究院で、テニュア
トラック制度を導入し、テニュアト
ラック教 員22名採用

科学技術振興調整費の採択課題「
若手人材育成拠点の設置と人事制

度改革」及び「理系女性のエンパ

ワーメントプログラム」で海外学術
誌を活用する等幅広い公募を実施

東京芸術
大学

・本年度新規採用教員全て任期付

き採用

・常勤教員 217名（雇用契約による
外国人教員を除く）中176名（81％）が
任期付き教員

教員の採用は、原則公募制。他大

学へ公募要領を配布すると同時に

ホームページに掲載

東京工業

大学

・13の部局 ・センターで、任期制を
導入

・任期付教員は 109名、全体の
9 5％ （前年度は 91名 、8％）

・新たに大学院総合理工学研究科
の一講座の助手ポスト、資源化学
研究所の一部門の教授ポストを任

期付きポストに

任期付教員に任期付教員特別手

当を支給。手当の月額 教授 20 ，000

円、助教授 ・講師 30，000円、助手

40．000円）

東京海 洋

大学

先端科学技術研究センターの教員

を5年の任期制とし、任期制の教授

1名と助手 1名を採用

教員採用は、原則公募制 。公募に

当たっては国籍や性別は記入しな

い

お茶の水女

・外部資金及び特別教育研究経費

による研究者は、教授 6名、助教授

・助手以上の新規採用教員は、原

則公募制
子大学 2名、任期付き講師 14名と計 22 名。

前年度比8名増
・新規採用 10 件中 6件に公募制を適

用
電気通信
大学

一橋大学

・任期付教員新規採用 は4名

・任期付教員は、前年度比2名増の
24 名

・各種大型プロジェクトに任期付き
教員を採用

横浜国立
大学

教員10名を任期を付して雇用 教員の採用は、原則公募。公募要
領をウェブサイト上で公開

助教に任期制を導入し、一定期間

の教育・研究成果の評価 によって、

テニュアを有する本学の准教授へ
の昇進を優先的に判断する職とし

て位置づけ
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に係る取組

（◎ 準備・検討段階の取組

全学日本語教育プログラム、外国

人教員への対応と就職活動支援を
重点分野とし、流動化人員を配置

・助教の任期制の導入の可否につ

いて検討

・新設予定の教職大学院の専任教
員（実務家教員）には、3年の任期
制（再任可）を導入することに
一部の部局で、助教に任期制を付

すことに

・任期制に関するアンケート調査を
実施

・各部局で、助教への任期制の適
用を検討。新たに3部局で導入する

ことに

教員制度を見直し。助教、講師、助

手ポストで新規採用の場合、任期
制度を適用することに

平成19年度から新規採用者助教

はすべて任期を付すことに
学校教育法改正に伴う助手等の取

扱いについて、労基法上の任期と

教員の任期法による雇用期間を整
備する等の方針を決定

・平成19年度以降に従来の助手ポ

ストを用いて新たに採用する若手
研究者養成のための研究教員制
度を設け、任期を付すことを可能に

．平成19年度から助教は、テニュ
ア・トラックと位置づけ、全員を任期
付き（5年）とし、年俸制を導入する

ことを決定
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平成18事業年度【人材の流動性の向上】

大学名
0） 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 78 法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した

採用

公募制の整備と公募制を適用 した

採用
その他

新潟 大学

・任期制導入を拡大

・高度の専門的知識等を必要とす
る特定のプロジェクトに従事する教

員を年俸制で有期雇用できる特任
教員制度を新たに導入。全学教育

機構 2人、災害復興科学センター4
人、大学院技術経営研究科 5人、

大学院医歯学総合研究科4 人、医
歯学総合病院 15人等、計 36人の特

任教員を採用

・教授定員 1人を用いて任期制助手
2人を採用できる教員配置の仕組
みを新たに導入

・医学部保健学科教 員へ新たに任
期制を導入

・流動定員や外部資金により配置
したポスト等は任期制

・任期制ポストが前年度比 82ポスト
増、任期制教員の在職者に占める

割合 37．8 ％（前年度 32．2％）

・21世紀C O Eプログラム及び連携
融合事業遂行のため、任期制教員

を配置

教員選考は原則公募 再任のための審査基準を決定。再

任審査を実施

長岡技術

科学大学

上越教育

大学

3年任期の助教授を継続雇用 教員採用5件中すべて公募を実施 民間経験や高い専門性を有する職
員として3年任期で採用した学長特

別補佐について検証を行い、任期

の延長等を決定

富山大学

任期制の特命教授制度を導入 教員採用・選考についての指針を

策定。教員の採用は原則公募

薬学部で、再任の基準を制定

金沢大学

・テニュア・トラック制度 （助教）につ テニュア・トラック制度による准教授 任期制適用教員の退職手 当の支
いて運用方針等を策定

・医学系研究科、人間社会環境研
究科、医学部附属病院、がん研究

所及び学際科学実験センターの一
部職種に教員任期制導入済み

・外部研究資金等を活用した特定
のプロジェクト等を担当する教員
を、任期付の特任教員として採用
する制度を導入

の国際公募を実施 給率を優遇するよう規程等を改正

福井大学

・外部資金等により大型プロジェク

トを実施する講座等に、5年以内の
任期で教授、助教授 、講師及び助

手として雇用できる制度を導入

・医学部で、助手の採用は任期制。
32 名採用

・工学研究科で、任期制の教授を
採用

・高エネルギー医学研究センター
で、寄附研究部門の教員に任期制
を適用し、教授 1名を採用

・公募により16名の教 員を採用

・教員採用は、原則 、関係大学 ・高
専 ・研究機関・人材データベース

J REC －1N に公募

山梨大学

・大型プロジェクト研究推進のため、
有期雇用制度 、任期付き雇用等を

活用し、外部人材を積極 的に登用

・教 員の任期 に関する規程を改 正

・原則公募とする規程を制定。公募

による採用を推進

・新設キャリアセンターに学長裁量
定員 2名のキャリアアドバイザーを3

年任期で公募

再任審査要項を改正

信州大学

・外 国人研究者と若手研究者は、

任期を付してプロジェクト等に教員
等としての雇用を可能とする新たな

特定有期雇用教職員等就業規 則
を制定

・大学任期付職員規程により、任期
付任用を実施。医学部 127名、医学

部附属病院 104名、工学部 39名、
大学院医学研究科 25名 、大学院法

曹法務研究科 7名、全学教育機構 7

名、その他部局 19名、総計 328 名
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④ 若手一回異動の原則の奨励 ⑤　 その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥ 準備・検討段階の取組

第 I期中期計画期間中に教員定
員90人の流動化を図る計画。平成

18年度は、11人の流動定員を配置

助教の任期制を検討。当面は現行

通り、学長裁量ポストその他の一
部のみ実施に
助教の任期制導入を決定

・助教制度を検討。新規採用助教

は、全学的に任期制を適用するこ
とに

・薬学部で、これまでの任期制を
拡充し、平成19年度から全教員の
任期制への移行を決定

・テニュア・トラック制度（昇任審査
請求権付き有期雇用契約）を適用

する特任教員の給与を年俸制とし
優遇することに

・助教制度の活用を検討

新たに助教に採用する者は、原則

として任期制を適用することに

平成19年度から、医学系の全教員

に任期制を導入することに

テニュア制度の導入を、繊維学部

にとどまらず、工学部・農学部も視
野に入れて行う方向で検討
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平成18事業年度【人材の流動性の向上】

大学名
①　 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 78法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した
採用

公募制の整備と公募制を適用した

採用
その他

岐阜大学

・医学系研究科で、任期付き助手
ポストを導入

t全学の任期付きポストは、助教授
ポスト3、助手ポスト7

・職員採用規則に基づき公募を実

施

・教育学部 9件、医学系研究科 ・医
学部 9件、工学部 18件、応用生物

科学部 3件 、総合情報メディアセン
ター 1件の計 40件について、関係諸

機関への郵送 、ホームページへの
掲載、独立行政法人科学技術振興

機構の研究者人材データベースへ

の登録・掲載等により公募。また、
同規則第 7条～ 11条に定める職種
毎の採用基準により選考を実施

静岡大学

・4学部、1研究所、2研究科、4学内
共同教 育研究施設において任期制

を実施

・4 1名採用中任期付き教員 10名

公募制を実施

浜松医科

大学

・任期付教員の割合が94％ （前年
度 48％）

・助手 119名中 112名が任期制適用
・外部資金等により教育 ・研究プロ
ジェクト等を支援するために任期を
定めて任用する常勤の教員 （特任

教員）に対して年俸制を導入

名古屋大

・外部資金等を活用した 52 名の採 ・臨床検査部門技師長、臨床工学・・医療技術部で、任期付正職員に 附属病院で、任期付正職員を評価

用中任期付正職員32名 、非常勤職 歯科部門技士長、リハビリ部門療 対して多面評価 （3 60度評価）によりに基づき、一部職員（14名）の任期

員20名 法士長の選考に公募制を導入 雇用延長の更新判定を実施 を2年間延長

・任期付年俸制 による特任教授等 ・講師以上の公募比率5 1％ ・任期付年俸制による待人教授等

学 新規雇用 41名を合わせ 、64名を雇 ・外部か らの採用率45％ の年俸制給与規程を整備。研究歴
用

・高等研究院で、テニュア・トラック
制度を導入し、任期付教員を雇用

・公募要領を本学 W ebサイト、関連

学会等W ebサイト等に掲載

等に応じて年俸額を設定

名古屋工
業大学

情報基盤センターの助 手ポスト1を
任期付きとし、採用

原則公募。20件の公募を実施

豊橋技術

科学大学

任期制の導入について検討し。平
成 19 年4 月以降に新規採用するす

べての助教に任期制を適用する関
係規程を整備。任期 5年、再任可

三重大学

・生命科学研究支援センターで、助 ・創造開発研究センター、生命科学 医学系研究科、医学部、附属病院
手について任期制実施 研究支援センターで、教員の人事 で、教員の任期制の再審査に関わ

・看護部長、副看護部長、診療放 の公募制を全面的に実施 る事項を実施するため、教員個人
射線技師長、臨床検査技師長に任 ・看護部長、副看護部長、診療放 評価 の基本方針に基づき、部局に

期制を導入するため、選考規程を
制定

射線技師長、臨床検査技師長の選
考に公募制を導入するため、選考

規程を制定

・現看護部長の任期満了に伴い、
全国公募等を行って選考

おける評価基準を策定

滋賀大学

・教員の一般公募を法人化前から

継続 実施

・他大学、他機関、研究者人材デー
タベース、大学ホームページ等へ
情報提供し、広く公募により教員を

採用

・経済学部で、一般公募の原則で
遂行

滋賀医科

全教員に任期制を導入 ・看護部長候補者の選考は、選考

内規を制定し、広く公募

教員任期制にかかる業績評価の試

行を任期制教員の5％を対象に実
大学 ・副看護部長の選考は、全国公募

を実施

施。現行の業績評価方法の取扱の

見直し（案）を作成

京都大学

特定の資金限定で、任期を付して
教 員を雇用できる特定有期雇用教

員制度を導入し。225 名の特定有期
雇用教員を採用

再生医科学研究所で、任期付教員

の再任に際し、同研究所協議員会
が決定する5名以上の学外の有識
者で構成する外部評価委員会を設

け、その評価結果を参考に協議員
会が再任を決定する審査システム

を整備

京都教育

大学

・京都府 ・市教育委員会から3年任
期の特任教員を1名ずつ採用

・教 員の人事等に関する特例規程
を改正。助教の採用は、プロジェク

トに伴う期間の任用を可能に

京都工芸

繊維大学

・工芸科学研究科で、講師の任期

制 （任期 5年、再任不可 ）を導入

・教育研究センター、業務管理セン

ターで、教 員の任期制 （任期 5年、

再任 1回可）を導入

・工芸科学研究科で、助手の任期
制 （任期 5年、再任可）を導入

・平成 19年度に設ける助教の任期
制 （任期5年、再任可）導入を決定。
新たに採用する者からの適用を定

めた任期規則を制定

・任期制教員の再審査について、
任期制教員の再任 審査基準を決
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④　 若手一回異動の原則の奨励 ⑤ その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥ 準備・検討段階の取組

助教への任期制の導入について検

討

・任期付き教員の拡大を図るため、
各部局における物件費や外部資金

を財源とする特定有期教員を雇用

できる制度を平成19年度より導入
することに

・任期を付して雇用する職員のう
ち、高度な専門的知識及び豊富な
実務経験を有する専門家を、定年

を超えて雇用することができる特定

職員制度を導入することに
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平成18事業年度【人材の流動性の向上】

大学名
0） 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 78法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した

採用

公募制の整備と公募制を適用した

採用

その他

大阪大学

・12部局で、任期付教員を計86名 ・教員採用を行なった部局のうち13 ・年俸制の任期付常勤教職員及び
雇用（文学研究科、人間科学研究 部局で公募制による選考を実施 非常勤職員について、高年齢者雇
科、医学系研究科 、工学研究科、 1公募は、他大学及び他機関等か 用安定法を考慮し、段階的に満65

国際公共政策研究科、言語文化研 ら応募できるよう学外への公募を 歳までの雇用を可能にする制度を
究科、生命機能研究科、微生物病

研究所、産業科学研究所 、蛋白質

研究所、接合科学研究所 、サイ
バーメディアセンター）

・理学研究科 等3部局で、テニュア・
トラック制度に相当する雇用を試行

・外部資金等の常勤教員雇用制度
による任期制教員として、寄附講座
等教員43 名、特任教員（常勤）14 1

名の計 184名雇用 （前年度比約 1．5
倍）

・人間科学研 究科で、任期付助教
授は研究を優先できるような位置
づけにあり、更新時テニュア・トラッ

ク制の導入を決定済み

ホームページ等で実施 導入

・任期の定めのある常勤の寄附講
座等教 員及び特任教員を対象 に導

入した年俸制の見直し等を実施

大阪外 国

語大学

大阪教育

大学

兵庫教育
大学

・任期制に関する規定を制定。教
育・社会調査センターで、全職種の

教員についてプロジェクト型の任期
制を導入。任期付きの教授 1人、講

師 1人、助手 2人採用

・任期制による教員人事制度の構
築を終え、それに基づいた人事制
度の運用を開始

・任期付きの特任教員制度を平成
17年度から制定 し運用

既に定めた任期付き教員に関する

労働条件の取扱いについてに基づ
き、研究に専念できることとして、教
育・社会調査研究センターで、教員

を採用

神戸大学

・寄附金等の外部 資金で任期を定 ・すべての部局で、教員の公募制 医学系研究科で、教員の再任審査
めて年俸制により雇用する特命職 を実施 に必要な業績評価 項目を整理し、

員制度に基づく職員 18名雇用

・看護師等の医療職 員について任
期を定めて雇用する特定有期雇用

医療職員制度に基づく職員 121名
を雇用

・文学部、国際文化学部で、教員の

職種すべてに公募制を導入

・期間を定めて雇用する特命職員
制度及び特定有期雇用医療職員
制度に基づき、それぞれ 18名と121

名の職員を雇用

再任審査を実施

奈 良教育

大学

・助手全体 26名中 14名が任期付き ・教員の新規採用は原則公募 新規採用した助手2 名が公募で任

助手

・大学教員の任期 に関する規程を
改正

・教員公募方法等は、電子媒体等

を積極的に利用して広範囲に公募

を行うなどの工夫を講じてきた。新
たに新聞広告（ジャパンタイムズ）を

活用

・外部からの採用 は原則公募制。
教授6名、助教授 5名、助手2名

期付きポストへの採用

鳥取大学

・任期付雇用教員の範囲を拡充

・医学部附属病院特定任期付職員
制度に基づき、新た特定任期付職

員糾名を雇用

・特定任期付職員として医療業務
従事者を採用。医師3人、看護部38

人、薬剤部8 人、放射綾部7人、リハ
部4人、検査部 1人、視能技 2人、高
冶集部 1人、栄養部 1人、医サ課 1

人、計 66人

教員の雇用は、原則公募

島根大学

・すべての新センター等の教員へ

の任期制導入が完了（プロジェクト
研究推進機構、、評価室、総合企
画室、入試センター、教育開発セン

ター、キャリアセンター、国際交流
センター）

・新センター等以外の既存の部局
等計 13組織で、任期制を導入済み

・任期制適用率は、医学部医学科
65％、医学部附属病院 82％、保健
管理センター出雲 100％、産学連携

センター100 ％、総合科学研究支援
センター67％

「教員人事に係る公募並びに採用

及び昇任の取り扱いについてJに
おいて公募を原則とすることを規定
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④　 若手一回異動の原則の奨励 ⑤ その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥ 準備・検討段階の取組

テニュア・トラック制度を検討

講師以下の教員の期限付き雇用に

関して、①助手又は講師の任期を3
年とし、再任は1回のみとする。②

任期中の昇任については、具体的
な昇任審査基準を設ける等の規程

案を検討。また、講師あるいは助教
授への昇任時の研究業績の審査

で、学会における研究発表につい
ては、公刊された要旨があることを
条件とする研究業績の審査に関す
る申し合わせ修正案を策定

学長のリーダーシップによる流動定任期制の導入の具体的な方策を検
員枠を確保 討。平成19年度から新規に採用す

る助教は、任期制を導入することと
する方針を決定

医学系研究科、国際協力研究科

で、教員の職種全てに公募制を導
入することを検討。医学系研究科
で、一部の教員に任期制を実施し

ているが平成19年度から全教員に
導入することを決定

・任期付き教員の導入を検討

・大学院所属助教はすべて統一的
な任期を付すことに

平成19年度から新設する助教の任

期制については、新規雇用を対象

に任期付雇用を拡げることに
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平成18事業年度【人材の流動性の向上】

大学名
口）任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 78法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した

採用

公募制の整備と公募制を適用した

採用
その他

岡山大学

・特定部局で、任期制を拡充

・従来の日々雇用職員 （研究員）か
ら任期付教育職員採用へのシフト
を実施

・特別契約職員（特任）制度を設定

教員等の公募情報公表のため、大
学ホームページに全学教職 員募集

情報ページを立ち上げ、運用開始

広島大学

・教員の任期に関する規則改正し、

任期制導入部局 ・講座等の追加等
を行い、拡充

・特任教員、寄附講座教員、寄附
研究部門教員及び研究員制度に

ついて、契約職員制度へ移行する
ことにより雇用形態、適用範囲、給
与面等を整備・充実。関係規則等
を制定・改正

・任期付き教員数4 76名。内訳教授
92名、助教授 68名、講師 72名、助
手 244名

・10 数名の医員を新規に任期付き
助手に配置換え

教員の選考 は、原則公募 任期付き助手 に配置換えした医員

の処遇改善として一定の条件を満
たす医員に対し、年度末に期末手

当相 当の手当を支給

山口大学

公募制を導入済み

徳島大学

tc o E経費等に係る各プロジェクト

で、任期付き教員 5人、研究員 54 人
を採用

・大学院ソシオテクノサイエンス研
究部で、民間企業からの寄附金で5

年間時限の寄附講座を設置し、3名
を任期付教員として採用

・大学院ヘルスバイオサイエンス研
究部で、民間企業からの寄附金で5

年間時限の寄附講座を設置し、2名
を任期付教員として採用

・学長裁量プロジェクト等 19件に任
期制を適用

・任期付き雇用の教員は60人（前
年度比 17人増、全教 員に対する割

合は 2 0％増の6．8％）

・任期付教員として、総合科学部に
外国言吾教育推進室を設置し、英語

及びドイツ語教育担当の講師2 名を

配置

・大学の教員等の任期に関する法
律の一部改正に伴い、教員の任期

に関する規則を一部改正

教員の採用は公募

鳴門教育

大学

教員 4人を任期付きで採用

香川大学

医学部附属病院で、任期付職 員就 各学部で、採用方針等の教員の公 各学部・研究科で、任期付教員の
業規則を整備 寡の情報をホームペ胃ジやメール

で公表

任期終了後の再任に係る基準を更

に明確化

愛媛大学

・教員選考に関する規程を制定。任

期制に対する基本姿勢を明確化

・先端的分野、プロジェクト研究等
の教員の任期制を農学部、3先端
研究センターで拡大

・学長裁量定員から、防災情報研
究センターに教授 1名（2年任期付
き）、総合健康センターに助教授

（産業医）1名、農学 部に教授 1名（1

年任期付き）を配置

教員選考に関する規程を制定。公
募制に対する基本姿勢を明確化

高知大学
総合情報センター情報部門で、助

手職に任期制を導入

医学部で、任期付雇用の助手に係

る再任審査に必要な事項を定め、
実施

福岡教育

大学

九州大学

・全教 員に対する任期付教員の割
合は、平成 18年度 当初から3 3％増

・教員の公開公募 は、公募情報を
全学的に一括掲載する公募情報シ

ステムを開発し、本学ホームページ
に掲載

・教員の公募及び採用状況を四半
期ごとにホームページに公表

九州工業

大学

引き続き、重点研究課題及び重点

分野への教育職員配置は、学長裁
量定員を充て任期付きで雇用

重点研究課題 や重点分野における

任期付き教員について、教員選考

委員会でその実績を審査の上評価
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④　 若手一回異動の原則の奨励 （9　その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥　 準備・検討段階の取組

部局で、助教の再審査制度導入を

検討

・全助教に対し任期制を導入するこ

とに。また、大学院理工学研究科で
実施される新規プロジェクト研究の

助手に任期制を適用することに

・継続して部局等毎に公募状況を
調査。また、公募制の導入状況の
情報交換を実施

・平成16年度から学長が機動的な
教員配置を行うことができるよう学

長裁量ポストを設置。現在20ポスト
を確保。中核的研究拠点の形成支

援等に任期付き教員を投入

・大学全体及び各部局の教員選考
方針及び選考基準を制定・公表

学校教育法改正により、新たに設

けられた助教について、任期を5年
とすることとに

各学部・研究科で、任期付教員の 医学部附属病院で、専門職種であ
採用、新たな任期導入等に係る基 る非常勤職員（医療職員等）を任期

準を更に明確にするなど制度を整

備

付職員として採用し常勤化すること

に
平成19年度以降採用の助教は原

則全員に任期制（5年）を導入するこ
とに

教員の任期制及び教授公募制に

ついて検討
次世代研究スーパースター養成プ ・教員の任期制・期限付雇用制は、
ログラムで、教員の流動化を見据 各部局で見直しを実施

えた若手研究者の育成・自立の支 ・助教への任期制の導入は、各部
接を開始 局の判断によることに

・教員任期制導入部局の再任審査
への反映は部局の判断に委ね、給
与面でのインセンティブ付与につい

ては平成18年度試行の評価結果を
待って、方策を慎重に精査
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平成18事業年度【人材の流動性の向上】

大学名

0〕 任期制の広範な定着に係る取組 78法人 （a 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した
採用

公募制の整備と公募制を適用した
採用

その他

佐賀大学

・重点研究プロジェクトに対し、学長
経費（ポストドクター雇用経費）によ

る任期制博士研究員を引き続き配

置

・新設の地域学歴史文化研究セン
ターに学長裁量の運用教員枠によ
る任期付き教員2名配置

教 員選考の規程等に基づき、原則

公募。53件の教員人事を公募で実
施

長崎大学

・保健管理センター及び情報メディ 講師以上の採用教 員35名中26名 任期制を既に導入している部局等

ア基盤センターデータベース部 門

で、新たに任期制導入

・全教員の58％が任期制付き教員

・病院所属全教員に5年間の任期
制を適用済み

を公募で採用 で、再任基準を見直し

熊本大学

環境安全 センター、五高記念館で、・公募による選考割合は、86．3％ 大学院先導機構にテニュアトラック

新たに任 期制導入 （前年度比 9．56ポイント増）

・選考基準評価方針で、教員選考
は原則公募を明示

制度を導入し、国際公募によって

優秀な研究者を任期制助教として
招請

大分大学

・医学部で、任期制適用可能講座
等を拡充し、附属病院 医療安全管

理部に助教授 1名、寄附講座に教
授 1名、助教授 1名、助手2名を配置

・地域共同研究センター専任教員
に任期制を設定

宮崎大学

・医学部で、看護学科教 員に任期

制を導入 。医学部全体の任期制導

入を完了

・工学部、農学部で、新規採用助教
に任期制を導入

・21世紀C O Eプログラム、人獣共通
感染症教 育プログラム、遺伝資源

分野専門技術者養成プログラム開
発を担 当する任期付き教員を採用

鹿児島大
学

学長が特 に必要と認めた教育研究
業務等に従事させるための特任職

員（任期つき）制度を制定。特任教
授 3名、特任助教授2 名、特任助手

4名、特任研究 員1名、特任専門員
2名採用

教 員の採用に際 し、教員選考の方

針に基づき、広く公募を行い、適任

者が得られるように公正な人事を
実施

鹿屋体育
大学

・任期制について、教育研究に対

するアクティビティとモチベーション

を高めることを基本とすることで制
度整備を実施

琉球大学

・農学部附属亜熱帯フィールド科学

教育センターで、助教授 1名を任期
制で採用

・附属病院リハビリテーション部で、
理学療法士3 名、作業療法士 1名を

任期付常勤職員として雇用

講師以上の教員採用は、原則公募

制を推進

政策研究

大学院大
学

・研究教員制度 （任期付きで、一定

期間研究に専念する教員のための
制度）により、教員 15名 （継続を含

む）を採用

・任期付教員総数は24名
・一定の任期を付して採用する助
教授を新設

・著名研究者を任期付教授として採
用し、プロジェクトを立ち上げ

・これまで運用してきた研究教員制
度をプロジェクト担当教員制度と改

正。従来 、外部資金 により採用する
研究者を適用対象としていた同制
度を、運営費交付金によって採用

される研究者にも適用可能に
北陸先端 ・教員採用は原則公募。公募実績 再任審査のための教員選考委員

科学技術 15件、採用者 11名 会委員に他分野の委員を加えるな

大学院大 ・公募情報をW ebサイト、国内外学 ど教員の総合的評価を行うシステ

学 会誌に掲載 ムを充実

奈良先端

科学技術
大学院大

任期制導入により助手の流動性を
向上
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④ 若手一回異動の原則の奨励 ⑤　 その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥ 準備・検討段階の取組

シンクロトロン光応用研究センター ・新しい教員組織制度における任
で、他大学から流動教員を受け入

れ

期制の適用範囲について検討

・平成19年度からの新規採用の助
教については、学部の特性や実情

に応じて任期制の活用を検討する

ことに。助手から移行する助教につ

いては、任期を付すことも含めて各
学部等で検討

重点研究課題にテニュアトラック制
度を導入することを検討

・各部局で、学校教育法改正に伴

い、任期制の導入を検討。新たに3
部局が任期制の導入を計画

・平成19年4月以降新規採用助教
ポストは、任期制ポストとして活用
することを原則。判断は部局に委

任。自然科学研究科、薬学部等

で、任期制を導入することに

・平成19年度から任期付き助教に、
任期付助教スタートアップ資金とし

て年間40万 円を措置することに
教員選考は、既に実施している総
合的な審査に加え、学校教育法改

正により平成19年度から導入され
る新たな職階制度に対応した規程

及び教員選考基準を作成

2 1世紀C O Eプログラム特任助教授 ・各部局で、任期制導入を検討。医

について、任期付雇用期間中に高 学部以外の他学部でも平成 19年4

い研究業績が得られたため、公募 月以降、新規採用の助教等に任期
による教授選考を経、フロンティア 制を導入することに

科学実験総合センター教授として ・プロジェクトの任期付き採用制度

採用 について検証。特段の支障がない

と結論

教員の任期制のあり方を検討。平

成19年4月から改正される大学の
教員等の任期関する法律に則り、

新規採用助教に原則任期制を導入
することに。また、任期付教員につ

いて、教育、研究、社会貢献、国際
交流及び管理運営等に関する業務

審査を行い、任期のない教員に移

行できる制度を導入することに
学校教育法改正に基づく助教の配

置に伴い、助手から助教に移行す
る全教員に任期制（5年）を導入する

ことに。また、期間を定めて行うプ

ロジェクト教育研究を行うために新
規雇用される教員に任期制を導入

することに

教員の任期に関する取扱いについ

て、テニュア制導入を柱とした全体
的な見直しを実施。また、テニュア

制度導入を検討
教員の採用基準及び評価基準を

明確化
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平成18事業年度【人材の流動性の向上】

大学名
0） 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　 78法人 ② 再任可能な任期制や再審制に

よる雇用任期制の整備と任期制を適用した

採用

公募制 の整備と公募制を適用した

採用

その他

人間文化
研究機構

・地球研で、原則全教員に6年の任

期制を導入済み

・外部資金によるプロジェクト上級
研究員1名、プロジェクト研究推進
支援員を2名採用

・研究教育職員の任期に関する規
定を整備

・国際 日本文化研究センターで、1
年任期かつ通算 3年任期の研究機

関研究員及びリサーチアシスタント
を研究プロジェクトに6名配置

・国立民族学博物館で、任期制教
授 1名採用。また、3年任期の期間

研究員を5名研究プロジェクトに配

置

国立民族学博物館で、任期満了助

手 4名の再任審査を実施

自然科学

研究機構

高エネル
ギー加速器

研究機構

・特別教授 、特別准教授、客員特
任教授、客員特任准教授という名

称の任期付き年俸制の雇用制度を
新設

・機構の業務に必要な高度の専門
的な知識・経験あるいは優れた識

見を有する者を、特別教授、特別
技術専門職等の名称により雇用で

きるよう、特定有期雇用職員制度
並びに特定短時間勤務有期雇用

職員制度を新設。給与は年俸制、
任期は3～ 5年、70歳まで雇用可

能。特定短時間勤務有期雇用職員

は、1 日8時間、遇3 日以内で勤務で
きるものとして、広範 囲から人材を
求めることができる制度を整備

・一般公募3 1件 （教授 10件、助教授

4件、助手 7件、博士研究員 10件）

・約 160の機 関等に対してE メールあ
るいは書面をもって公募案内を送

付するとともに、機構ホームページ

や関連学会誌等への公募情報文

の掲載、研究者人材データベース
J RE C －IN 研究者データベースへの
掲載を実施

・年俸制の任期付きの常勤教員で
ある博士研究員の雇用制度によ

り、10 件を公募

情報 ・シス

テム研究機
構

・研究教育職員の任期制につい

て、従来の非常勤職員 制度を見直
し、新たに特定有期雇用職員制度

・研究教育職員の採用は、原則公

募

・公募方法は、機構本部及び各関

・統数研で、任期を定めて採用した

教 員についての再任に関する取扱
を制定

を構築 係学会 のホームページに公募情報 ・情報研で、継続雇用に当たっては
・遺伝研で、任期付き若手研究者4

名採用

を掲載

・公募採用実績は、教授 3名、助教
授 4名、講師 1名、助手4名

・情報研で、新制度・特定有期雇用
職員制度を活用 して、任期付研究

者を公募

年度成果評価に基づく審査を実施
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④ 若手一回異動の原則の奨励 ⑤　 その他の人材の流動性の向上

に係る取組

⑥ 準備・検討段階の取組

・地球研で、任期制のあり方等柔軟
な教員の配置についてどのような

人事制度とすべきか検討開始

・平成19年4月以降新規採用助教
すべて任期を付すことに

分子科学研究所で、研究教育職員 ・各種ポストドクトラル・フェローシッ
の内部昇格禁止とする制度を実施 プを整備し、若手研究者の育成と

流動化の促進に努力

・各機関に対する求人依頼・公募案
内を各機関においてホームページ

で随時掲示することで、大学院生
等に進路情報を提供

・情報研で、プロジェクト研究員とし

て育児・出産や社会人経験等の多
様な人材の柔軟な雇用を可能にと

し，また雇用枠を大幅に拡大して、
適材の採用を促進

・統数研で、各戦略研究センターに
プロジェクト研究員を重点的に採用

・遺伝研で、所長のリーダーシップ
の下、博士研究員として20名のプ

ロジェクト研究員を採用
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6．4　自校出身者比率の抑制
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平成16事業年度【自校出身者比率の抑制】
大学名 0） 教員の 自校出身者比率の抑制に係る取組 ②　 準備 ・検討段階の取組

小計 8法人 1法人

東京芸術 教員の採用及び昇任等に関する選考要項を制定し、等しい能 力を持つ

大学 候補者が複数あった場合には、他大学出身者等を積極的に選考

電気通信

大学

教授の選考に当たっては、本学 以外の教育、研究機関または企業等に

在籍し、教育研究に関する勤務を経験していることを原則とするなどを
内容とする教 員人事の基本方針を策定

静岡大学

・出身大学の多様性に富んだ人材を採用

・教員採用は、公募で行い、他大学出身者を雇用

・本年度教員採用者数 36名中他大学から21名。他大学出身者雇用者数
は教授2名、助教授 16名、講師2名、助手 1名

名古屋工
業大学

採用教員17名中他大学経験者 11名、行政機関経験者 1名

大阪大学
・法学研究科で、本学を含む特定大学の出身者が専任教員の 3分 の 1を
超えることがないよう措置

・経済学研究科で、講師以上の教員新規採用は、外部に限定

神戸大学

教員採用に当たり、出身大学に偏らない方針の下に教員の出身大学の 経営学研究科で、他大学出身者からの 多様な人材の確保等最適な教

多様性に配慮し、他大学 、公的機関、民間企業等との人事交流を積極
的推進

員配置等を検討

九州大学
教員人事の基本方針、教員選考規程を制定。基本方針においては、他
大学出身者の積極的採用を明示

九州大学
教員の構成について、他大学出身者等の部局別在職状況を四半期ごと

に H P において公表

平成17事業年度【自校出身者比率の抑制】
大学名 0 ）教員の 自校出身者比率の抑制に係る取組

小計 7法人

秋田大学
・同一大学出身者の割合に関する指針を策定し、周知

・同一大学出身者の割合は約 40 ％

静岡大学
・教 員採用は、公募で行 い、他大学出身者を雇用

・他大学出身者雇用者数は教授 6名、助教授 5名
名古屋大 外部からの採用率は44％

名古屋工
業大学

教員採用者数 22名中他大学経験者 14名

大阪大学
・公募 lこあたっては、他 大学及び他機関等から応募できるよう学外への公募をホームページ等で実施
・法学研究科及び高等司法研究科で、本学を含む特定大学の出身者が専任教員の 3分の 1を超えることがないよう措置

・経済学研究科で、講師以上の教員新規採用は、外部に限定
神戸大学 文学部，国際文化学部 、文化学研究科で、教 員採用に当たり．出身大学に偏らない方針のもとに教員の多様性に配慮する人事制度を継続実施

九州大学 前年度に引き続き、他大学出身者教員等の部局別在職状況を四半期ごとにH P において公表

平成18事業年度【自校出身者比率の抑制】
大学名 0 ）教員の 自校 出身者比率の抑制に係る取組

小計 6法人

秋田大学
・同一大学出身者の割合に関する指針を策定し、周知
・同一大学出身者の割合は約 40％

静岡大学
・教員採用は、公募で行い、他大学出身者を雇用

・他大学出身者雇用者数は教授 6名、助教授 9名、講師 5名、助手 1名
名古屋大 外部からの採用率は4 5％

名古屋工

業大学

教員採用者数2 1名中他大学経験者 11名

大阪大学

・公募にあたっては、他大学及び他機関等から応募できるよう学外への公募をホームページ等で実施

・法学研究科及び高等司法研究科で、本学を含む特定大学の出身者が専任教員の 3分の 1を超えることがないよう措置
・経済学研究科で、講師 以上の教員新規採用は、外部に限定。本学修了者は、他大学等の常勤職の経験を条件

九州大学 前年度に引き続き、他大学出身者教員等の部局別在職状況を四半期ごとにH P において公表
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6．5　女性研究者の活躍促進
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平成16事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

② 女性研究者の積極的採 ③ 女性研究者の積極的登 ④ 女性研究者の採用等の 5　その他の女性研究者の 活躍促進に係る取組
育児・介護休業制度、長期
履修学生制度等の制定・運
用

用と当該関連制度等の整備用と当該関連制度等の整備 数値目標設定 保育園等乳幼児関連施設、
その他女性関連施設整備

小計 24法人 4法人 6法人 9法人 8法人

北海道大
学

北海道教
育大学

帯広畜産
大学

外国籍の女性 1名を助教授
に、更に助手に女性 1名を
採用

旭川医科
大学

東北大学

宮城教育
大学

秋田大学

山形大学

女性教員の積極的採用を
継続実施。女性教員採用
は、医学部3名、医学部附
属病院6名、医学系研究科1
人、学術情報基盤センター1
人、計11人

福島大学

茨城大学

筑波大学 女性教員率（平成16年1月
現在10．4％）の拡大を図る

宇都宮大
学

構内保育所設置に向け、土
地の無償貸与等積極的に
協力

l

宇都宮大
学

演習林施設の女子トイレ増
設

埼玉大学

教員選考に当たって基本的
な考え方を決定し，女性教
員の比率の増加を図る等の
基本方針を策定

東京大学

東京外国
語大学

t学部、大学院等の採用人
事の公募に際して性別によ
る制限を設定しなかった

・大学院の平和構築・紛争
予防の専任講師に女性を採
用

東京学芸
大学

大学及び附属学校の女性
教員採用は58名中20名
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30法人 ⑥　 準備・検討段階の取組

セクシュアル・ハラスメント
等関連取組、各種相談窓口

整備

女性研究者研究費助成等

研究支援

男女共同参画関係の取組 その他

9法人 2法人 5法人 8法人 32法人

男女共同参画委員会を設

置

認可保育園の設置が札幌

市より承認
女性教員等の採用を進める

上での課題について、検討

を開始

・女性教員を増加させるた
めの具体的計画作成等を

検討

・保育所の設置を準備
全学教育科目の基幹科目と

して「ジェンダーと社会」を整
備

保育所を設置するために必

要な準備等を実施

女性教員の研究・労働環境

の改善について提言。男女
共同参画プロジェクトを設置
し、具体的な検討を開始

・男女共同参画関連講演会
を開催（受講者86名）

肩男女共同参画推進委員会
及び同推進専門委員会を
設置

・男女共同参画推進専門委 ・職場と家庭の両立支援の 全学部学生、全大学院生と

員会発足 ための次世代育成支援行 教職員を対象とした男女共
・男女共同参画検討準備委 動計画について、育児制度 同参画及びセクシュアル・

員会立ち上げ の改善のための懇談会を実
施。男性教職員の育児休業

等の取得を含め職場環境
改善の計画を作成

・「子育て共同論」、「家庭教
育論」、「ジェンダー論 巨

Ⅱ」、r法・ジェンダー・暴力」
の開講を決定、全学の学生
が受講できる「開放科目」に

位置づけ

・共通領域において、広域
選択科目と総合科目にジェ

ンダー教育に関する科目を
開設

ハラスメントに関するアン

ケートを実施

・セクハラりくワバラ等の防

止対策で、学生や教職員へ

のパンフレットの配布

・保健管理センターにカウン
セラー3名配置

・電話・E メールによる外部
相談窓口設置

教育学部では、女性教員比

率が20％、附属学校全体で
も20，i超。女性教員比率が

20％を下回っている附属小
学校及び中学校では増加さ

せる方策を検討

パンフレット配布などハラス

メントに関する相談体制に
関する広報実施
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平成16事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

② 女性研究者の積極的採 ③ 女性研究者の積極的登 ④ 女性研究者の採用等の 5　その他の女性研究者の 道程促進に慮る取組 ‖＿＿＿日日
育児・介護休業制度、長期

履修学生制度等の制定・運

用

用と当該関連制度等の整備 用と当該関連制度等の整備 数値 目標設定 保育園等乳幼児関連施設、

その他女性関連施設整備

東京芸術

大学

教員の採用及び昇任等 に

関する専攻要項を制定、等
しい能力を持 つ候補者が複
数あった場合 には、女性等

を積極的に選考

学生寮女子棟外側に防犯

センサーを設置

お茶の水女

子大学

・女性若手研究者を支援す 教員の役職の女性比率の ・保育所を整備・発展させ ・大学院前期課程に長期履

る特別研究員（リサーチフ工 計画は実現できていると判 （54 rげ→ 176ポ）として移転 ・修学生制度の導入。3－4年
ローを含む）の制度を発足さ断。学長 1名中1名、理事 ・ 開設 の長期間で大学院を修了す
せ、6名の特別研究員の採 副学長 4名中1名、部局長 ・附属幼稚園内に設置して ることを制度として認め、授

用を目指す。任期付、年俸 （大学教 員）5名中3名、評議 いた保育所を充実するため 業料もその年数で等分して
制のリサーチフェローを4 名 員 11名中4名 附属学校部所管とし、大学 支払う制度を開始。16名の

採用 正規施設に改組 学生が利用
・外国人かつ女性研究者と ・自由に利用可能な授乳室 ・女性教 員が育児のために
いう条件に合致する助教授 を運営 研究を中断することのない
を任期付きで採用

・学位・業績・能力等が均等
の場合は女性採用を優先
するという了解が全学的に
存在

・ベビールームを設置 よう、育児休暇を取らない場

合でも、真にやむを得ざる

場合は優先的に授 業負担を

軽減して、研究継続を奨励
する制度を発足

・大学院学生に対し、保育
料の半額補助に相 当する子

育て支援奨学金制度を整備

電気通信
大学

人材の多様化、性別にとら

われない採用等を内容とす
る教員人事の基本方針を策

定

一橋大学

女性教員を積極的採用。女

性教員採用は4 1名中、教授

1名、助教授 1名、専任講師

3名

新潟大学
女性教員比率 （12．1％）の向
上を図り、女性教員採用 は

15人（20．3，0

長岡技術

科学大学

上越教育
大学

金沢大学

乳幼児を持つ女子学生の

授乳等の便宜を図るため、

女子職 員と共用の授乳室を
設置

福井大学

山梨大学

信州大学

教員総数に占める女性の比

率を、中期 目標期間中に

15％以上に引き上 げ

静岡大学

本学教職員への女性の雇

用状況は伸張傾向

14年度 ；89名（9 9％）
15年度 ；90名（10．1％）

16年度 ；97名（11％）

愛知教育

大学

女性教員の雇用率 （14．9％）

については国立大学の全国
平均（10．3％）を上回っている
が、さらに、国立大学協会

の示す女性教員雇用 目標
値（20．0％）を目指す

名古屋大
学

新たに文学研究科 、工学研

究科、生命農学研究科 、総

合保健体育科学センターに
おいて、公募要領や採用に

関する申し合わせ等に、ポ
ジティブ・アクションをとるこ

とを記載

滋賀大学
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30法人 ⑥ 準備・検討段階の取組
セクシュアル・ハラスメント
等関連取組、各種相談窓口

整備

女性研究者研究費助成等

研究支援
男女共同参画関係の取組 その他

セクハラ対策強化のため

リーフレットを発行を準備

卓越した女性リーダーを顕 ・C O Eプログラム、舞踊研 ・女性のライフコースに柔軟
彰し、かつ学生・院生に女 究、理論物理学研究等で女 に対応するために、「在宅研
性モデルを提示するために 性若手研究者の育成を目 究方法」について検討開始
世界的に著名な業績をあげ 指し積極的に取組み ・非常勤講師の子育て支援
た女性研究者や女性のリー

ダーに名誉博士称号を授

与。3件授与

・日本初のジェンダー研究を
専攻名に掲げた「ジェンダー

学際研究専攻」を大学院に
創設するなど、ジェンダー研

究を重点化

に係る制度を設計

積極的に採用する方針で

あったが、応募がなかった

ため、採用実績はなし
教員配置の基本方針を策

定する中で女性教員の雇用
促進策について検討

保育施設の整備について検
討予定

・男女共同参画を実現する

ための取組みについて検討
予定

・女性教員の採用促進の方
策を検討
女性教員の登用・育成に関

する検討を開始
全教職員および全学学生に

セクハラ関連冊子を作成し
配布

・性的嫌がらせ等に関する

学生の生活実態を把握する
ため、アカハラ、セクハラ等

に関する学生生活実態調査
を実施。性差別撤廃、男女
共同参画等の指針を検討

・授乳所の設置を検討

・女性職員の就業実態分析
を実施

セクハラ等防止規程の見直

しにより、アカハラ、バワバ
ラ等あらゆるハラスメントに
対応できる包括的な規程を

検討

・あいち男女共同参画社会
推進・産学官連携フォーラ

ムを立ち上げ、設立記念男
女共同参画社会推進シンポ
ジウムを開催

・男女共同参画室に専任教
員を1名配置

・学内保育所の設置を決定

・女性教員の比率に関する
全学調査及び部局長ヒアリ

ングを実施

・保育所の設置を決定

女性教員の採用率を高める

ため、適正な数値目標等に

ついて議論

－　209　－



平成16事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

②　 女性研究者の積極的採 ③　 女性 研究者の積極的登 ④　 女性研究者の採用等の ⑤ その他の女性研究者の

保育園等乳幼児関連施設、

その他女性関連施設整備

活躍促進に係る取組
育児 ・介護休業制度 、長期

履修学生制度等の制定・連

用

用と当該関連制度等の整備 用と当該関連制度等の整備 数値目標設定

滋賀医科

大学

3歳に満たない子を養育す
るための休 業制度を制定。

取得者 13名

大阪大学

女性研究者の積極的任用 ・平成 16年度途中から平成 ・常勤職員及び非常勤職員
を実施。女性教員採用は30 18年度 に限り、保育園に2名 ともに育児休 業（満3歳まで

名（うち教授4 名） の財源措置を行い整備

・別保育園では午後 8時まで
保育時間の延長を実施

・医学部附属病院内に新た
に女医当直室を設置

取得可能）及び介護休業を
制度化。75名が育児休 業制

度を利用

・子の養育又 は家族の介護
のために 1 日の勤務時間を
短縮して勤務することを可
能とする短時間勤務の制度

を非常勤職 員にも設定

・妊娠中の職 員が健康診
断、通勤緩和 や捕食等のた
め、勤務しないことを職専免

（有給）として認める制度を
非常勤職員にも適用拡大

・子の看護については、特
別休暇 （有給 ）として取得で
きるよう非常勤職員にも制
度化

大阪外国

語大学

大阪教育
大学

女性教員採用は前 年比 1 2
ポイント増

女性教員の管理職等登用

状況は、学長補佐 2名、部
局の副主事 1名を登用

神戸大学

複数の部局において、女性
教員の比率を高める人事又

はジェンダー間の不均等の
是正に努める採用人事を実

施

奈良女 子

大学

・人事に関する基本方針を ・近隣保育園との連携 ・協力 ・博士前期課程 ・博士後期
策定。女性教職員の採用に ・本学職員、学生及び公開 課程の入学生・在学生で、

ついて、単紺 こ量的な拡大 講座等の受講者のための 標準修業年限で修 了するこ

のみでなくr教職員の採用 保育利用の便宜を図るた とが困難な有職者、育児 ・
に当たっては、候補者の能 め、近隣保育園に継続して 介護者等の学生に対して、

力、業績等 に係る評価が概
ね同等と認められる場合に

ついては、積極 的に女性を
採用するなどの方策によ

り、女性教職員の採用の促
進を図る」とし、適切な形で

の積極的な女性教職員を採

用促進

・優れた若手女性研究者の
育成のためR A （リサーチア

シスタント）制度により、大
学院博士後期課程学生を9

名任用

協力依頼 標準修業年限を超えて修了
する長期履修 学生制度を導

入。博士前期課程 7名、同
後期課程 11名。

・女性のライフサイクルにも
配慮して、長期履修申請の
理 由として有職に加えて、
育児と長期介護を承認。理

由の内訳 は、有職 12名、介
護3名、育児 1名、その他 2

名。

・当制度導入を鰍 こ、博士
後期課程の学生に対して

行ってきた、複数指導体制

の一層の改善を図り、標準
修業年限内での学位取得を

和歌山大
学

鳥取大学

女性等の採用について教 員

選考に関する基本方針の適

正運用の促進を図ることを
明確化

島根大 学

適正な能力評価をふまえ

て、教員総数に占める女性
の比率を法人化以前よりも
高める

岡山大学

・保育施設等は鹿田地区に

設置済み

・女子学生寮の居住環境改
善のため内外総改修整備
等を実施
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30法人 ⑥ 準備・検討段階の取組

セクシュアル・ハラスメント
等関連取組、各種相談窓口

整備

女性研究者研究費助成等

研究支援

男女共同参画関係の取組 その他

・性別等の差別がないよう

教員選考結果を公開する方
策等について検討

・保育所設置を検討
教職員及び学生の健康管

理、健康支援業務を行う保
健センタ胃で女性内科医師

と女性カウンセラーによる女
性外来を定期的に実施

男女共同参画社会のあり方

に係る人権講演会を実施。
学生・教職員150名が参加

専任教員に占める女性教員

の比率向上を目指すため

ワーキンググループを設置
し、検討
教員人事の基本方針にお

いて、女性教員の任用を積
極的に進める方針を提示。

公募要綱のガイドラインに
指針として盛り込むことを検

複数の部局において女性教
員の比率を高める方策等を

検討

若手女性研究者支援の企 ・O G組織と大学組織の関係 ・学内における保育施設の

画、検討、実施 を強化し、各種機関の研究・

開発部門との意見交換を行

設置の可能性を検討

・卒業生が活躍する研究分
野など若手女性研究者の支
援方策に検討

つセミナーを充実・強化。イ

ンターンシップの機会を設け
るための基礎的条件整備を
検討

・サテライトキャンパスを開
設し、社会人女性のために
大学院レベルでの教育研究

の機会を提供

・博士前期課程に設置され
ている複合系コースについ

て、改善、再編し「ジェン
ダー論・女性学」を設定

・H Pでハラスメントやその対

応等を啓蒙

・アカハラ防止のための講
習会を実施

・女性ハラスメント相談員
（教員）を配置
サークルリーダー研修会に

おいてハラスメント等を検討

・男女共同参画キャンパス
づくり企画書を作成

・学内保育施設の整備の検
討開始
・女性教員の登用につい

て、採用傾向等をさらに検
証、検討

・保育施設等未設置地区に
ついて、その必要性等を今
後調査
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平成16事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

②　 女性研究者の積極的採 ③ 女性研究者の積極的登 ④　 女性研究者の採用等の 5　その他の女性研究者の 活躍促進に係る取組
用と当該関連制度等の整備 用と当該関連制度等の整備 数値目標設定 保育園等乳幼児関連施設、

その他女性関連施設整備

育児 ・介護休業制度、長期

履修学生制度等の制定・運

用

広島大学

・保育所への送迎等のため

の制度として、時差出勤制
度を導入

・育児休業の期間を子が3
歳に達するまでと規定し、運

用

・育児部分休業の期間の拡
大 について、対象となる子

の上限年齢を「9歳到達日
以降の最初の 3月31 日まで」

に引き上げ

・介護休業又は介護部分休
業を取得した期間の合計が

93 日に達しない場合には合
計 した期間が93 日に達する

までの範囲内で取得できる

山口大学

・女性教員は、教授 4名を含

む講師以上に 11名を登用

・女性職員から初めて大学
院研究科長に登用

鳴門教育

大学

中期 目標期間中に、女性教

員の割合を20％に引き上げ

愛媛大学

高知大学

教員選考にあたり性別等を

問わ ないこと等の改善指導
を実施

現在の女性教員の 2割増を

目標

福岡教育
大学

九州大学

教員人事の基本方針、教員

選考規程を制定。基本方針

においては、女性の積極的
採用を明示

九州工業
大学

佐賀大学
教員人事の方針を一部見
直し．女性教員の棟極的雇

用を図るなど一部見直し

女性用トイレ、更衣室等を

整備

長崎大学

・小学校就学前の子を有す
る職員に対し時差出勤の制

度を導入

・育児休業を取れる範囲を
法律の枠を超えて整備

熊本大学

宮崎大学

鹿児島大
学

琉球大学

北陸先端

科学技術
大学院大
学

教員採用は公募を原則と

し、国内外の優秀な研究者
等に広く周知するため、公

募情報をホームページ（本
学、（独）科学技術振興機

構、外国の学会）及び学会
誌に掲載 し、性別等に捕わ

れない優秀な教育 ・研究者

を確保に努力。公募による
女性教員採用は 12名中1名
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30法人 ⑥ 準備・検討段階の取組
セクシュアルり ラヽスメント

等関連取組、各種相談窓口
整備

女性研究者研究費助成等

研究支援

男女共同参画関係の取組 その他

・女性教員比率等につい

て、学部長にヒヤリングを行
い、結果をH P等に掲載

・キャリアアップ研修には、
女性該当者19名全員参加

・学外の機関が実施する男
女均等なキャリア形成アッ
プの支援のための研修にも

必ず参加を促し、12名の女
性職員が参加

・人事労務担当副学長が、

部局長へ女性教員数と女性

教員の昇進機会増大を要
請

・各部局等の女性の登用の
方針及び募集分野等公募

制導入実施状況、女性から
応募があった場合登用にな

らなかった理由を調査し、実
情を把握

人権侵害の防止や人権問

題の相談窓口、対処方法等

に関する情報を、大学H Pの

一般サイトに搭載。人権問
題相談員を女性教員に委嘱
するなど相談しやすい環境

を整備
教員の男女数を資料として

各学部等に配付、教員構成

の改善の基礎資料として継
続検討

次世代育成支援活動推進

のため、労務管理室に一般
事業主行動計画W Gを設置

活発に行われている附属学

校園と県・市との人事交流

について、女性教員採用の
拡大を検討

教員の構成について、女性

等の部局別在職状況を四
半期ごとにH P において公

表
女性の教育職員の確保に

関する基本方針について検

討

能力・業績・適正の判定方

法等について継続検討予定
女性教職員の雇用実態並

びに役職及び委員会構成

に占める割合を調査
女性職員キャリアアップセミ

ナーを実施
常勤カウンセラー（女性カウ

ンセラー1人を含む）を増員
し、相談体制を充実。年間カ
ウンセリング件数が前年度

より37．1％（247件）増加
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平成16事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

②　 女性研究者の積極的採 ③　 女性研究者の積極的登 ④　 女性研究者の採用等の ⑤ その　 の女性研究者の 活　 促進に係る取組

用と当該関連制度等の整備 用と当該関連制度等の整備 数値 目標設定 保育園等乳幼児関連施設、

その他女性関連施設整備

育児・介護休業制度、長期

履修学生制度等の制定・運

用

奈良先端
科学技術

大学院大
学

研究業績や教 育実績に基

づく人材本位の公平・公正

な選考及び採用を徹底。女
性教具6名採用 （昇任を含

む）

育児休業制度や短時間勤
務制度など女性の就業環境

に配慮した就業規則等を制
定

富山医科

薬科大学

女性の大学運営への参画

及び管理職への登用にお

いて教授会構成員への昇
任が決定した者は、教授 2
名、助教授3名、講師 1名

職員の育児休業等に関する

規程に基づき、育児休業の

取得可能期間を最長3年間
とし、その間は育児休業に

伴う代替要員の雇用を積極
的に促進すること等、育児

休業を取得しやすい職場環
境の調整 ・改善を実施

富山大学 女性教員疎肩 は2名

筑波技術
短期大学

女性の助手 2名を採用等女
性教員の採用を促進
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30法人 ⑥　 準備・検討段階の取組

セクシュアル・ハラスメント
等関連取組、各種相談窓口

整備

女性研究者研究費助成等

研究支援

男女共同参画関係の取組 その他

人権やハラスメントに関する
相談窓口に男女別にバラン

スを考慮して相談員を配置

女性教員等採用の促進に

関し具体的方策として大学
全体の目榛の検討を開始
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平成17事業年度【女性研究者の活踵促進】

大学名

① 次世代育成支援対策 （a　 女性研究者の積極的 ③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用等 ③ 王の他の女性研究者

推進法に基づく行動計 画 採用と当該関連制度等 登用と当該関連制度等 の数値目標設定 諜育園等乳幼児関連施

に係る研究と出産・育児
等の両立支援等の取組

の整備 の整備 設、その他女性関連施設

整備

小計 6法人 39法人 4法人 9法人 18法人

北海道大

学

保育園を開園

室蘭工業
大学

女子トイレを改修

小樽商科

大学

公募書類にジェンダーバ

ランス、福利厚生面につ

いて言己載
帯広畜産

大学

女性教員採用は2名

旭川医科

大学

医学科教授及び助教授

に各 1名の女性教員を登

用

学内の保育所の開設を

決定

弘前大学

病院敷地内に研修医用
宿舎（男 13室、女6室）を

確保

岩手大学

女性の採用 ・登用の拡大

に努めた。前年度比
1．0 ％増の 17．8％

東北大学
保育園を開設

東北大学

宮城教育
大学

秋田大学

女性等の積極的登用に

関する指針を策定し、周
知

山形大学

女性教 員の積極的な採

用を継続実施。人文学部

1名、地域教育文化学部4
名、医学部3名、医学部
附属病院 2名、教員研究

総合センタ1 2名、計 12名

理学部では、第 1期中期

目標期間終了までに女
性教員又は外国人教員

を各学科に原則 1名配置

福 島大学

女性教 員の採用を積極

的に実施

茨城大学

筑波大学

宇都宮大

学

次世代育成支援行動計

画の目標の一つとして掲
げた「ノー残業デーの設

定」について全ての部署

において遇に1 回以上実
施

保育園のキャンパス内誘

致に向け、土地の無償貸

借契約を締結、具体的な
協議開始

群馬大学

－　216　－



の活　 促進に係る取組 47法人 ⑥　 準備・検討段階の取

組育児・介護休業制度、長 セクシュアル・ハラスメン 女性研究者研究費助成 男女共同参画関係の取 その他

期履修学生制度等の制
定・運用

ト等関連取組、各種相談

窓口整備

等研究支援 組

14法人 16法人 4法人 11法人 10法人 36法人

研究者を目指す優秀な

女子学生育成のため、賞
（対象者10名）を新設し、

奨励金50万円を授与

・男女共同参画の取組に

関するH P の開設

・各部局等における男女
共同参画推進員の配置

・次世代育成支援対策に

係る各種支援制度の取
得状況調査の実施

・ジェンダーの研究教育
体制整備を準備

教員配置の適正化W G を
設置し、検討

学生総合相談室の相談

員には、各学部等から教
職員男女各1名を充て、

相談員16名中7名が女
性。相談件数の4割は女

性が対応

全学教育科目として「ジェ

ンダー論」を開講

前年度比で女性教員増

加（24名増、0．7％増）
・基本方針等に基づき、

各部局の女性職員の採

用・昇進・昇格の取組状
況について検討

・女性教職員のキャリア
パスについて検討するた

め、全教職員を対象に
「育児休業に関するアン

ケート調査 】を実施
女性教員の研究・労働環

境の改善について継続
的に検討

・男女共同参画推進に係
る提言を策定

・男女共同参画の推進に
関する意識啓発の講演

会を実施

教職員の男女共同参画

に係る意識調査を検討

増加しつつある女性教員

（教授11 ％、助教授17

％）等のため安心・安全
に教育研究に従事できる
体制や設備整備等職場

環境を改善

アカハラ防止に関するガ

イドラインを制定。職場セ

クハラ講演会等開催

広域選択科目として「ジェ

ンダー学入門」を、総合
科目として「ジェンダーを
考える」を継続開講等科

目開講と充実を実施

・これまでは看護師が対

処してきたが、本年度よ

り産婦人科医による婦人
科相談を開設し、女子学

生が専門的アドバイスを
受けられるように

・女性臨床心理士による
カウセリングの実施等学

生の相談体制を一層充
実

教員の男女比等を調査

育児のための勤務時間
短縮を、対象となる子供

が小学校就学前まで取
得可能

女性医師等の定着率向
上のため附属病院内保

育所を18年12月開設を
目指し、設計を開始
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平成17事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

（力　次世代育成支援対策 ②　 女性研究者の積極的 ③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用等 凰 ＿ヱ旦 他の女性 観究童

推進法に基づく行動計画 採用と当該関連制度等 登用と当該関連制度等 の数値 目標設定 保育園等乳幼児関連施

に係る研究と出産 ・育児
等の両立支援等の取組

の整備 の整備 設、その他女性関連施設
整備

埼玉大学

千葉大学
女性教員採用は13名

東京大学

次世代育成支援対策行
動計画に沿って、教職員

向けのニュースを作成し
育児休業等制度につい

て周知。管理監督者等の
研修で仕事と子育ての両
立及び勤務時間外の勤
務縮減等についての意

識改革を実施 。時間外勤
務の縮減のためのプロ

ジェクトチームを設置し、

時間外勤務を把握 、縮減
策の検討会書義を実施

東京医科
歯科大学

東京外国

語大学

・学 部、大学院 等の採用

人事の公募に際して性別

による制限を設定しな
かった

・女性教員採用は学部 3
名中 1名、大学院 3名中2

名、A A 研 3名中 1名、留 日

センター 1名中 1名

男女別休憩室各 1室を整

備

東京学芸

大学

女性教員採用は 10名 中5
名

東京農工

大学

東京芸術

大学

教員の採用及び昇任等

に関する選考要項を制定

し、等しい能 力を持つ候
補者が複数あった場合に

は、女性等を積極的に選
考

東京工業

大学

留学生 ・外国人研究者の

女子寮をキャンバスの徒
歩圏内に新規に借り上
げ、居住・研究環境を改

善

東京海洋

大学

女子トイレを整備

お茶の水女
子大学

・特別研究員（リサーチ 教員の役職数に占める ・保育所の開所時間を延
フェローを含む）の制度 女性 の数は、学長 1名中1 長し、任期付講師3名 、非

に基づき女性 9名を採用 名、理事・副学長5名中3 常勤講師3名を配置。定
・学位・業績 ・能力等が均 名、部局長 5名中2名、評 員も増 員

等の場合は女性採用を

優先するという原則を継
続。教員新規採用者 17人

中、女性は 12人

議員 11名中4名 ・継続してベビールームと
保育施設を運用

電気通信

大学

人事の基本方針に基づ

き、性別等を問わない能
力及び人物本位の人事

を実施

一橋 大学

女性教員採用は3 1名中 9

名。前年度比増

横浜国立

大学
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の活躍促進に係る取組 47法人 ⑥ 準備・検討段階の取

組育児・介護休業制度、長 セクシュアルり＼ラスメン 女性研究者研究費助成 男女共同参画関係の取 その他

期履修学生制度等の制
定・運用

ト等関連取組、各種相談

窓口整備

等研究支援 組

部局長会議において、女

性教員の採用について

討論
保育施設の設置を検討。

平成18 年4月に保育園を
開設を決定

学生相談所に男女両性

のカウンセラーを配置

男女共同参画室の設置
を準備

子供のいる学生に対する

支援として保育環境等を
検討

男女共同参画プロジェク

トを立ち上げ、女性教員

の採用促進について検
男女共同参画室を設置 ・女性研究者支援策を検

討

・新規採用職員の選考結
果、採用理由、男女比率

などの公表基準及び方
法について検討

男女共同参画に関する

検討W Gを設置

科学技術研究者に適した
育児支援制度の整備に

関する提言案をとりまと

め

・育児休業制度を利用

し、女性教員が育児のた
めに研究を中断すること

のないよう、育児休暇を
取らない場合でも校務を
軽減するなどの研究支援

を確立。非常勤講師を子
育て支援のため配置する

制度で女性若手教員2名
を支援等を実施

・大学院前期課程に長期
履修学生制度を継続して

運用

・大学院学生に対し、保
育料の半額補助に相当
する子育て支援奨学金

制度を実施

「魅力ある大学院教育」イ

ニシアティブ（理工農系）
におけるカリキュラム計
画では、コンピュータを用

いて自宅においても研究
活動が継続できる、女性

のライフサイクルに合っ
た研究スタイルの確立を

検討

「男女共同参画社会実現

に向けた全学的教育プロ
グラムの策定」プロジェク

トで公開講座とワーク
ショップを開催

産休による代替教員とし

て非常勤の教員を置くこ
とができるよう制度を制
定
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平成17事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

① 次世代育成支援対策 ② 女性研究者の積極的 ③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用等 ⑤ その他の女性研究者

推進法に基づく行動計画 採用と当該関連制度 等 登用と当該関連制度等 の数値 目標設定 保育園等乳幼児関連施
に係る研究と出産・育児

等の両立支援等の取組

の整備 の整備 設、その他女性関連施設

整備

新潟大学

女性教員任用を推進。女

性教員採用は 15人
（23．4 ％）

長岡技術

科学大学

女性の積極的な採用を

努力。女性教員採用は、
常勤教員 1名 （7．14％）、

非常勤講師 146人中11人

（7．53％）、外国人9人中女
性 5人

男女トイレにおいて和便

器を洋便器に換えるとと
もに乾式化、自動洗浄に

改修整備

上越教育
大学

女性の雇用促進等を掲

げた教員人事に関する基
本方針を制定。女性教 員

の公募の際には男女共
同参画基本法の趣 旨に
基づき選考を行うことを

明記

女性教員の割合は、国立

大学協会が示している

20％を下回らないよう努
力

福井大学

山梨大学

信州大学

教員総数に占める女性

の比率を、中期 目標期間
中に15％以上に引き上げ

岐阜大学

教育・研究 ・診療上で優
れた実績 ・業績があれ

ば、性別に関係なく採用
する方針の下で広く公募

静岡大学

名古屋大

学

・新たに7部局が公募要

項にポジティブ・アクショ

ンを記載。記載部局は合
計 12部局

・女性教員採用比率は
15．2 ％

各部局の事情を考慮した

女性教員比率を設定

名古屋工
業大学

女性教員採用は2名

愛知教育

大学

女性教員採用は、8人 中3

人

国立大学協会の示す女

性教員雇用 目標値
（20．0％）を目指す （女性の

占める割合は 14．9％から

16．0％と上昇）

三重大学

滋賀大学

ポジティブアクションによ

る女性教 員の積極的採

用方針を確認。大学全体
として、現在の女性教員

比率（18．4％）を第一期中
期計画中に、国立大学協
会の指針の 20％に近づけ

ることを決定
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の活躍促進に係る取組 47法人 ⑥　 準備・検討段階の取

組育児・介護休業制度、長 セクシュアル・ハラスメン 女性研究者研究費助成 男女共同参画関係の取 その他
期履修学生制度等の制

定・運用

ト等関連取組、各種相談

窓口整備

等研究支援 組

医歯学総合病院で、出産

等で現場を離れた女性

医師の復帰への勤務環
境を整備するため、パー

トタイム（短時間勤務）の
雇用制度について検討

学生の精神衛生相談とし

て、学外女性カウンセ
ラーによる精神衛生相談

日を増設

保育施設等ワーキンググ

ループを設置し、会議を
開催

・女性教員の配置人数実
績調査の実施

・医学部キャンパス内保
育所設置に向け、検討委

員会を設置し、アンケート
調査を実施

・共同参画、次世代育成
等の観点から、職場の就

業環境について調査を実
施、今後検討継続

・女性教員の比率の過去
数カ年の実状、中期計画

完了時の状況シミュレー

ション結果について、部
局長及び全教員へ周知

ジェンダー関連専門科目

継続・新規に開設するな
どジェンダー教育を継続

あいち男女共同参画社
会推進・産学官連携

フォーラム定例会の開催
等産学官が連携した男
女共同参画社会の推進

で中心的な役割

大学全体としてポジティ
ブ・アクションを進める姿

勢を、本学W ebサイトを通

じて公表

30人の乳幼児を収容でき

る保育所を竣工

学生支援のため、女子学

生のためのガイダンス、

O B ・O G による体験談、卒
業直前キャリア意識啓発
講座（プレ社会人教育と

バウバラ対策関連）を実
施

女性教員採用を推進す

る方策について、他大学

の状況を調査

ハラスメントW G 、男女共

同参画W G を設置。男女
共同参画委員会設置及
びあらゆるハラスメントに

対応するため「ハラスメン

ト防止等に関する規程」
を制定

男女共同参画委員会規

程の制定及びハラスメン

ト防止等に関する委員会

の設置を含む規程を改
正、整備

子育て支援行動計画を
作成

保育所設置に向け検討

学生支援のため、産婦人

科女性医師による女性相
談を実施
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平成17事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

（む　次世代育成支援対策 （診 女性研究者の積極的 （卦 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用等 ⑤ その他の女性研究者

推進法に基づく行動計画 採用と当該関連制度等 登用と当該関連制度等 の数値 目標設定 保育蘭等乳幼児関連施

に係る研究と出産 ・育児
等の両立支援等の取組

の整備 の整備 設、その他女性関連施設
整備

滋賀医科
大学

大阪大学

・人間科学研究科、歯学

研究科は棟数の女性教
員を新規採用するなど全
学的に女性教員の確保

に配慮

・新たに女性常勤教職員
203名採用

・外国人教師 14 名（うち女
性 4名）、外国人研究員 54

名 （うち女性 8名）を採用

・医学部附属病院内に女

医当直室を設置

・女性の労働環境改善の
ため、ロッカー室の拡充、

シャワー室に扉を設置 、
女性用トイレの増設を実

施

大阪外語
語大学

次世代育成支援行動計

画の一環として、女性職

員が受けることができる
措置等が規定されている

現行規程の条項を一覧
表にまとめ学内専用 H P

に公開

大阪教育

大学

教員人事の基本方針を

具現化するため、教育研
究上の高い能力を有する

女性教員の採用を積極
的に進めることを留意事

項として盛 り込んだ公募

要綱作成の際の留意事
項を策定

女性管理職登用は、学長

補佐2 名、部局の副主事 1
名

女子トイレ警報装置を設

置

神戸大学

複数の部局において女

性教 員の採用人事を実
施

女子トイレに警報ベルを

設置

奈良教育

大学

奈良女子

大学

人事に関する基本方針

に基づき採用。女性教員
採用は、助教授 7名中4
名、講師 1名 中0名、助手

6名中5 名

・近隣保育園との連携 ・
協力

・本学職員、学生及び公
開講座等の受講者のた

めの保育利用の便宜を
図るため、近隣保育園に

継続して協力依頼

和歌山大

学

ボスドク等を事務補佐 員

ではなく研究支援員とし

て配置できる制度を整
備。女性2名を採用
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の活躍促進に係る取組 4 7法人 ⑥ 準備・検討段階の取

組育児・介護休業制度、長

期履修学生制度等の制
定・運用

セクシュアル・ハラスメン 女性研究者研究費助成

等研究支援

男女共同参画関係の取

組

その他

ト等関連取組、各種相談
窓口整備

・性別等の差別がないよ

う教員選考結果を公開す

る方策等については、個
人情報保護との関連で慎

重に検討

・休憩時間変更に伴う終
業時間延長にあたり、育
児・介護を担う教職員に

ついては例外措置を検討

・保育所（託児所）設置に
ついて本学におけるニー
ズ等の調査を実施し、設

置計画案を作成
・配偶者の出産に伴う休 保健センターで、女性内 「男女共同参画に関する ・男女共同参画に関する

暇事由の拡大 科医師と女性カウンセ 対応方策等に関する提 検討ワーキングを設置、
・非常勤職員に配偶者の

出産に伴う休暇の新設

（有給）

・配偶者の産前・産後期
間中の男性教職員の育
児参加の休暇の新設

・介護休業請求期限の緩
和

・男性の育児休業取得促
進のための周知

・育児・介護を行う教職員
の早出・遅出勤務の新設
及び教職員が子どもの看
護のための休暇の取得

方法の弾力化

ラーが女性外来を開設。

「月1回」から「毎週」に変

更

言」をとりまとめ アンケート調査を実施。

保育所の整備充実等を
検討し、さらに多様な人

材活用推進を提言

・教育組織の評価・点検
に必要な基礎的データ

に、部局の入学者のデー
タについて、男女比率等

を追加

・男女共同参画検討ワー
キングを設置、保育所設
置等の環境整備等につ

いて検討

人権侵害としてのD Vを内

容とした講演会を実施

し、学生・教職員30名が
参加

深夜の痴漢対策と通学

の安全確保を警察署に

要望

女性教員2名の育児休暇

に係る代替職員措置に
当たり、本来は、常勤職

員と同条件で措置すべき
ところ、グループ制、業務
内容の見直し・効率化を

図ることで、最小限度の
業務についてのみ外部

委託
長期履修学生制度は順 ・若手女性研究者の支援 男女共同参画推進室を ・2次保育を中心に保育

調に機能。前期課程6 経費をを新設。受給資格 設置 施設等の設置の可能性
名、後期課程14名、計20 は、①本学大学院博士後 について検討

名。理由の内訳は、有職 期課程に1年以上在籍す ・理系諸分野における女
13名、育児3名、介護5 る学生で、採用時35歳末 子学生の進路選択並び

名、その他1名（重複理由 満の者、②本学大学院博 こ大学院の教育研究組

申請2名含む） 士後期課程修了者又は

単位取得満期退学者で、

採用時35歳未満の者。

20件の応募の中から16
件を選択し総額400万円

の研究支援を実施

・2 1世紀C O Eプログラムに
おいて、若手女性研究者

（4名）の優れた研究に対

して総額80万 円の支援

織のあり方について検討

各学部男女1名のハラス

メント相談員を配置して

いたが、一部で女性相談
員を増員
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平成17事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

① 次世代育成支援対策 （診 女性研究者の積極的 ③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用等 ⑤ その他 の女性研究者

推進法に基づく行動計画 採用と当該関連制度等 登用と当該関連制度等 の数値 目標設定 複育園等乳幼児関連施

に係る研究と出産・育児

等の両立支援等の取組

の整備 の整備 設、その他女性関連施設

整備

鳥取大学

女性教 員の積極 的な登

用 のため、教員選考に関
する基本方針に基づき、

採用を促進するよう周知

島根大学

適正な能力評価をふまえ

て、教員総数に占める女
性の比率を法人化以前

よりも高める

岡山大学

保育施設に対する財的
支援を実施

広島大学

山口大学

・次世代育成支援の行動

計画をW e bページに掲
載するとともに、階層別

研修において、その概要
版リーフレットを配付し、

その行動計画と関連する
諸制度について周知

・次世代育成支援を推進
するため「男性の育児休

業取得者とのフリートー

キング」を企画し、その結
果等を広報誌及びW e b

ページに掲載

徳島大学

各部局に対し、教員の選

考で、国籍、性別、ハン

ディキャップを排除し、真

に優秀な人材を確保する
よう通知。教員公募にお
ける募集要項には、性別

等 による差別を排除し、

公 正な選考を行っている
旨を記載し、本学の姿勢
を外部にアピール

鳴門教 育

大学

女性教員採用は 14 人中 4

人

中期目標期間中に、女性

教員の割合を20％に引き
上 げる

香川大学

新規採用者 の半数以上

を女性教 員・研究者等に
するなど（法学部で、4名

中女性教員2名、経済学

部で6名中女性研究者 2
名 ）、各学部においてジェ

ンダーバランスの改善及
び 多彩な人材を増 員確

愛媛大学

高知大学

女性教員は前年比4人増 現在の女性教員の2割増

を目標

福岡教育
大学
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の活躍促進に係る取組 47法人 ⑥　 準備・検討段階の取

組育児・介護休業制度、長
期履修学生制度等の制

定・運用

セクシュアル・ハラスメン
ト等関連取組、各種相談
窓口整備

女性研究者研究費助成
等研究支援

男女共同参画関係の取
組

その他

次世代育成のために短

時間勤務制度の導入
遇1回（金）1日6時間勤務

で非常勤女性カウンセ
ラー（臨床心理士）を配

置。女性が相談しやすい
よう配慮。予約制で毎回5

－6名のカウンセリングを
実施

サークルリーダー研修会

においてハラスメント等を
検討

男女共同参画推進計画

を策定するための提案書
を作成。女性等に対する

学内における既存の制
度、慣行、意識、大学政

策の見直しを行うことも
提言

小学校就学前の子の養
育等を行う場合、1日の

勤務時間は変更せず、始
業及び終業時刻をスライ

ドする制度を導入

・女性教員採用に関する
障害・問題点を検証

・保育施設の必要性等に
ついて調査

常勤職員・非常勤職員と

もに、育児部分休業の対
象となる子の上限年齢を

引き上げ、妻の出産に伴

う夫の休暇の取得事由を
緩和、妻の産前・産後期

間内の子の養育のため

の夫の休暇等育児又は
介護を行う職員に係る休
暇等の制度について新

設・整備

保育施設整備を検討

・アカハラ（バワ胃バラ含
む）の対応組織関係規則

を改正

・セクハラ防止リーフレッ
トを作成し、大学構成員
全員に配付。ポスターを

作成し主要な箇所に掲示

・学生に対してオリエン
テーション時にセクハラ
防止研修会を各学部毎

に実施

・職員に対して階層別研
修においてセクハラ防止

研修を実施

・セクハラに関する相談
員及びイコールリ〈－ト

ナーシップ委員会委員に

対する研修を実施

各部局等の女性教員の

登用の方針及び女性教
員の状況について調査。

人事労務担当副学長か

ら部局長へ女性の教員
数増を要請

就業規則等を改正し、育

児・介護のためのシフト

勤務、計画年休、産前休
暇取得可能期間の延長、

育児参加休暇の制度を
整備

次世代育成支援対策促

進法に基づく雇用環境の
整備について検討

・教員の男女数等を各学
部等に資料配布

・附属病院内保育所を検
討

女性職員等を取り巻く現
状について調査し、課題

等を整理
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平成17事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

① 次世代育成支援対策 ②　 女性研究者の積極的 ③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用等 ⑤ その他の女性研究者

保育園等乳幼児関連施の数値 目標設定′　＿　　　　　 計画
に係る研究と出産・育児

等の両立支援等の取組

の整備 の整備 設、その他女性関連施設

整備

九州大学

九州工業

大学

・女性の教育職員の確保

に努める旨の方針を策定

・女性の教育職員の確保
に努める旨の方針に基づ
き採用。女性教員採用は

24名 中1名

佐賀大学

新規教員採用 75名中女

性教 員13名（17．3％）

部局等のトイレ、更衣室
等の整備

長崎大学

次世代育成支援対策に

係る行動計画に沿って，
職員の育児休 業制度を

充実

熊本大学

教員採用では、能力・業

績・適正に基づく審査を

行うため、各部局で複数

の教 員による教 員選考委
員会を設置し、公正な人
事を実施。公募要領につ

いての評価を実施し、男
女の区別なく優秀な人材

を広く求めていくことを推
進

大分大学

・女性教員の在職者数が

前年度から増加。平成 16

年度 78名（13 6％）、平成

17年度 85名（14．5％）

・選考の基本方針に沿っ
て、女性等 の任用を促進

宮崎大学

次世代育成支援対策推
進法に基づく行動計画を

大学のホームページに掲

載

全正規職員採用 158 人中
女性職員採用 88人

鹿児島大

学

教員採用 80名中女性教

員 16名

鹿屋体育

大学

琉球大学
女性教 員採用は80名中

14名

北陸先端

科学技術

大学院大
学

・公募情報をH P 及び学

会誌に掲載 し、性別等に
捕われない優秀な教育・

研究者の人材確保に努
力

・学長裁量選考 により女
性教員 1名採用

奈良先端

科学技術

大学院大
学

旧富山医

科薬科大

学

富山大学

男女雇用機会均等法 の

観 点から女性教員の採

用に配慮
筑波技術

短期大学

（H 17 4 1～

9．30 ）

公募 により採用した助手

2名のうち 1名は女性教員

自然科学

研究機構

保育所の確保など施設

の有効利用を推進
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の活躍促進に係る取組 4 7法 人 ⑥ 準備・検討段階の取

組育児・介護休業制度、長 セクシュアル・ハラスメン 女性研究者研究費助成 男女共同参画関係の取

組

その他

期履修学生制度等の制
定・運用

ト等関連取組、各種相談
窓口整備

等研究支援

若手教員支援の研究

スーパースター支援プロ
グラムに「女性研究リー
ダー養成」を新設

前年度に引き続き、女性

教員等公募及び採用状

況並びに部局別在職者
数を四半期ごとに本学H

P において公表

教育研究プログラム・研

究拠点形成プロジェクト

（P ＆P）については、若
手研究者・女性研究者支

援等を目的とした新タイ
プの検討

職場環境の改善を目的と

した管理職員研修等の
実施

学内保育所の運用体制
等を検討

育児休業している職員の

希望により育児休業終了

予定日を繰り上げ変更で
きるように規定を整備。6
名の非常勤職員が育児

休業を取得

各種ハラスメント対応の

ため、ガイドライン及び規
程の見直しを実施。学内

外に周知するためのパン

フレットを作成

男女共同参画推進のプ

ロジェクトの立ち上げ準
備

・大学概要、公式H Pの教

職員数のペ胃ジに、女性
等の任用数を公表

・女性活用のための中間
管理職セミナーへの職員
参加等を推進

ハラスメント防止専門委

員会で決定した活動計画
を実施

非常勤職員の育児休業

及び介護休業等に関す
る規程を制定し、育児休

業及び介護休業等の取
得対象の範囲を拡大

保健管理センターにカウ

ンセラーとして非常勤講
師2名（男女各 1名）を配

置し、学生の精神的な相
談に対応

大学職員の育児休業等

に関する規程に基づき、
育児休業を取得しやすい

職場環境を調整・改善。
育児休業については、事
務職員、看護師とも出産

者全員が申請・取得。教
員 1人、看護師7人、事務

職員 1人

「学生の苦情相談窓口」

を開設。職員の苦情相談
は、理事等の指定職のほ

か、各部局等から、男女
別にバランスを考慮し相

談員を配置

学内特別戦略的経費で

女性研究者に重点配分
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平成18事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

ひ　 次世代育成支援対策 ② 女性研究者の積極的 （診 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用 ⑤＿その他の女性研究者

推進法 に基づく行動計画 採用と当該関連制度等 登用と当該関連制度等 等の数値目標設定 保育画等乳幼児関連施

に係る研究と出産・育児
等の両立支援等の取組

の整備 の整備 設、その他女性関連施設
整備

小計 7法人 43法人 7法人 12法人 24法人

北海道大
学

女性教員採用部局に、ポ

イント制教員人件費管理
システムによるポイントを
付与

北海道教

育大学

女性教員採用促進のた

めの基本方針を策定

室蘭工業
大学

女性教員 1名を採用

小樽商科

大学

平成 18年4 月以降の教員

公募書類に、男女雇用機
会 均等法を遵守し、育児

支援型勤務時間体制を
導入していることを明記し

て、女性に対する不利益
な取扱いをしないことを

応募者 に対して明示

教員のジェンダーバラン

スを平成22年までに20 ％
に引き上げる目標を設定

旭川医科
大学

24時間オープンの学内保
育園を設置

岩手大学

次世代育成支援対策行

動計画を策定し、女性教
員の雇用環境を整備

女性教職員の比率は 145

名 （18．2％）から15 1名

（19．0％）

東北大学

附属病院で、男女別更衣

室 、仮眠室を整備

宮城教育
大学

秋田大学
女性等の積極的登f削こ
関する指針を周知、推進

山形大学

女性教 員の積極的採用

を継続実施。医学部 9

人、留学生センター1人、
計 10人

24時間保育できる保育所

を新設、運用開始

福島大学

女性教 員 1名を採用

茨城大学

東京農工

大学

筑波大学
看護士常駐の保育所を

設置
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の活躍促進に係る取組 48法人 （砂 準備・検討段階の取

組育児・介護休業制度、長

期履修学生制度等の制
定・運用

セクシュアル・ハラスメン
ト等関連取組、各種相談
窓口整備

女性研究者研究費助成

等研究支援

男女共同参画関係の取
組

その他

6法人 5法人 7法人 16法人 23法人 41法人

産休・育休期間中の研究 優秀な女性博士課程修 ・男女共同参画担当別理 ・女子学生・大学院生に ジェンダーに関する研究

補助人材の支援 了者10名に賞を授与 事の配置

・女性研究者支援室を設
置

・男女共同参画シンポジ
ウムの開催

よる女子中高生の理系
進路選択支援の実施

・幹部職員に対する男女
共同参画の意識改革プ

ロモーションのセミナーを
実施

教育体制整備を検討。公

開講演会、研究会を開催

新たに担当理事を長とす
る男女共同参画推進会

議を設置

本学構成員の男女比率
等の実情調査を行い、報

告書を作成

出産、育児、介護等のた

めに一時休業中の医

師、看護師の復職支援

について検討

男女共同参画シンポジウ

ムを開催

全学教育科目として「ジェ

ンダー論」を開講

・女性教員を増員する各

部局の取組状況につい

てアンケート調査を実施
するとともに部局評価の

ー指標に活用
・育児中の研究者の両立
支援を推進するため、短

時間勤務制度と業績評
価について検討

女性教員の研究・労働環
境の改善について、継続

的に検討。育児休業、介
護休業の際の支援方策

について、重点的に検討
を行い報告書にまとめ全

職員に配布。また、附属
学校人事方針を作成し、

各種要素のバランスを図
る（男女比等）旨明記

文部科学省女子中高生

理系進路選択支援事業

で、公開講演会の開講等

・アカデミック・ハラスメン 男女共同参画宣言を策 「ジェンダー学入門」を前 女性の教員採f削こつい

ト防止に関する指針、ア 定し、ホームページ上に 期1クラス、「ジェンダーを て、職場環境の整備課

カデミック・ハラスメントの 公開。女性教員等に対す 考える」を後期1クラス開 題を明らかにするための

防止等に関する規則を制

定。既存の学生総合相談
室規程、セクシュアル・ハ

ラスメント調査委員会要
項をアカデミック・ハラス
メントにも対応できるよう

改正

・ホームページにセクシュ
アル・ハラスメントやアカ
デミック・ハラスメントの防

止に関する指針を掲載

し、学内外へ周知

る支援のための組織的な

取組の基本方針を設定

講 懇談会を実施し、意見を

取りまとめ

農学部で、女性カウンセ

ラーを採用

教員の男女比について、

現状を分析
女性科学者を目指す高

校生・受験生を対象とし

たサマースクールを実施
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平成18事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

ひ　 次世代育成支援対策 ② 女性研究者の積極的 ③ 女性研究者 の積極的 ④ 女性研究者の採用 5　その他の女性研究者

推進法に基づく行動計 画 採用と当該関連制度等 登用と当該関連制度等 等の数値目標設定 保育園等乳幼児関連施

に係る研究と出産・育児

等の両立支援等の取組
の整備 の整備 設、その他女性関連施設

整備

宇都宮大

学

学内に保育園を誘致

群馬大学

性別にとらわ れない採用

を実施

附属病院内に保育所を

設置

埼玉大学

教育学部で、新任教員採

用 18 名中女性教員採用 8

名 （44％）

千葉大学
女性教員採用は 22名 女性教 員の比率 目標

25％を提示

学内に保育所を開園

東京大学

次世代育成支援対策行 平成22年までに女性教 附属病院 内保育施設を

動計画に基づき、子育て

に関連する情報提供及
び諸制度を紹介するホー

ムページの開設。仕事と
育児の両立支援等につ

いて意見を把握するため
に全教職員を対象にアン
ケートを実施

員等の採用比率を25％、

在職比率を10 ％とする数

値目標を設定

設置

東京医科

歯科大学

東京学芸

大学

大学教員採用7名 中女性

教員 3名

東京農 工
大学

・テニュアトラック教員に

ついては、ホームページ
により国際公募を行い、

22人採用中女性 5人

・女性キャリア支援につ
いて、女性4 名の特任教
員を採用

東京芸 術

大学

常勤教員採用 22名（教授

2、助教授 13、講師1、助
手6 ）中女性 5名 （助教授

2、助手3）

東京外国

語大学

採用人事に際して性別に

よる制限を設定しなかっ
た

東京工業

大学

東京海洋
大学

公募に当たっては性別は

記入しないこととしている
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の活躍促進に係る取組　 48法人 ⑥ 準備・検討段階の取

組育児・介護休業制度、長 セクシュアル・ハラスメン 女性研究者研究費助成 男女共同参画関係の取 その他
期履修学生制度等の制

定・運用

ト等関連取組、各種相談

窓口整備

等研究支援 組

従来の若手教員に対す

る研究助成金に産休明
け、育児休業明けの女性

教員等への研究助成を
新たに追加

教職員が産休や育児休

業等を取得しやすい職場
環境を更に充実するため

教員を含めた労働時間
等に関するアンケート調

査を実施
結婚や出産・育児等で一

旦現場を離れた女性医
師が臨床医として復帰す

るための再教育プログラ

ムを新設

男女共同参画に関する

教職員アンケート調査を
実施し、検討

女性教員の比率を高め

るよう、今後の採用人事

の公募要領には男女共
同参画に賛同している旨

の文言を盛り込むことを
取り決め

男女共同参画室を新設 教職員・学生等のための

保育施設整備の基本方
針を策定

子供のいる学生に対す

る支援先行大学の資料
を収集し検討。また、大

学院生を対象に意見調
男女共同参画推進本部
を設置。2006年版男女共

同参画白書とリーフレット

の発行、男女共同参画

フォーラムの開催、、

ニュースレターの発行、
学内託児施設の検討、男

女共同参画を推進するた
めの方策の検討等、さま
ざまな男女共同参画方

策を企画・立案・実施

女性教員の雇用促進に

ついて他大学の実施状
況等を踏まえて検討

科学技術振興調整費の
採択課題r若手人材育成

拠点の設置と人事制度
改革」及び「理系女性の

エンパワーメントプログラ
ム」実施にあたっての教
員等の採用について、新
規採用職員の選考・結果、

応募者の内訳、男女比率
等を公表

女性キャリア支援・開発

センターのキャリアパス
支援におけるメンター制
度の導入に協力するとと

もに、これを拡大したピア

サポート制度を実施に向
けて検討

・内閣府が推進している

「平成18年度チャレンジ・

キャンペーン～女子学
生・生徒の理工系分野へ

の選択～」の協力団体と
して内閣府ホームページ

にメッセージを掲載

・工大祭及びオープン
キャンパスで、女子中学
生向けの体験学習や女

性研究者・女子学生との
交流を実施

男女共同参画について

現状調査と必要な改善

策について検討
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平成18事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

（D 次世代育成支援対策 ②　 女性研究者の積極 的 ③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用 ⑤ 圭の他の女性研究書

推進法に基づく行動計画 採用と当該関連制度等 登用と当該関連制度等 等の数値目標設定 戻育薗等乳幼児関連施

に係る研究と出産・育児

等の両立支援等の取組

の整備 の整備 設、その他女性関連施設

整備

お茶の水女

子大学

次世代育成支援対策行 ・特別研究員（リサーチ 教員の役職数に占める 保育所の非常勤職員を1

動計画に基づく両立支援 フェローを含む）の制度 女性の数は、学長 1名中 1 名増員
策の制度拡充のため、休 に基づき女性 9名を採用 名、理事・副学長 4名中 3

暇等の制度改正を実施 ・学位 ・業績 ・能力等が均

等 の場合は女性採用を
優 先するという原則を継

続 。教 員新規採用者・採
用決定者48人中女性は

34 人

名、部局長 5名中 1名、評

議員 11名中3名

電気通信

大学

人事の基本方針に基づ

き、人種、国籍、性別等

を問わない採用を実施。

女性教員は5名

一橋大学

・教員採用総数 21名中女
性教員採用 5名

・契約教員採用総数 4名
中女性教員6名

横浜国立

大学

新潟大学

・女性教員任用を推進 。

女性教員採用は新規採
用教員の26．5 ％（前年度

23．4％）に当たる18人（前
年度 15人）

・医歯学総合病院で、出
産や育児で現場をいった

ん離れた女性医師の復
帰への勤務環境を整備

するため、短時間勤務の
雇用制度により15人採用

長岡技術
科学大学

常勤教員採用 15中女性
教 員2人

上越教育

大学

女性教員の割合は、国

立大学協会が示している

20％を下回らないよう努

福井大学

次世 代育成支援対策推

進法に基づく一般事業主

行動計画を策定し、休業
等の取得しやすい職場

環境 の整備に努力

山梨大学
女性教員採用は 10名 医学部キャンバス内に保

育所を設置。平成 19年度

から運営開始することに

信州大学

次世代育成支援に係る

行動計画に基づき、現在

可能な規則上の支援に

ついてパンフレットを作成
し、全職員に周知

教員総数に占める女性

の比率を、中期 目標期間
中に15％以上に引き上げ

岐阜大学

教 育・研究・診療上で優

れた実績 ・業績があれ
ば、性別に関係なく採用

する方針の下で広く公募
を実施
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の活躍促進に係る取組 48法人 ⑥　 準備・検討段階の取
組育児・介護休業制度、長 セクシュアル・ハラスメン 女性研究者研究費助成 男女共同参画関係の取 その他

期履修学生制度等の制

定・運用
ト等関連取組、各種相談
窓口整備

等研究支援 組

・男性職員の育児参加を ・育児休業制度の活用、 ・学内保育所、職員宿舎 女子便所内に子育て支
促進させることを目的と

し、妻の産前産後期間中

5日までの休暇の導入

・育児・介護を行う職員
が、フルタイムで働きな
がら家庭責任を果たすこ

とを支援するために早出
遅出勤務制度の導入

・配偶者出産休暇の事由
拡大、子の看護休暇取得

方法の弾力化、介護休暇
請求期限の緩和制度の

導入を実施

育児休業をとらない女性

教員に対する校務負担

の軽減による研究支援を
実施

・育児中の女性研究者へ
の支援を開始

の活用等による多様な女

性研究者支援を試行的

に実施

・9時5時体制の全学的実
施に向けた事業を開始

援用ベビーシート設置計

画を策定

環境情報研究院で、女性

の博士課程後期学生に
対する奨学金制度を創

設

・経営学部、国際社会科

学研究科で、ジェンダー
等のバランスをとった教

員配置を行うための措置
を検討

・環境情報研究院で、学
長裁量経費事業・女性科
学者の卵たちのはばたき

をめざした環境づくりプロ
ジェクトを実施し、女子学

生、女性教員を現状調査
医歯学総合病院で、出産

や育児で現場をいったん
離れた女性医師の復帰

への勤務環境を整備す
るため、短時間勤務の雇
用制度を導入

若手研究者奨励研究に

おいて、女性研究者の年
齢条件を緩和することを

決定

女子学生の相談対応に

婦人科相談日を月1回開
設

・保育施設の設置に向け

て検討

・女性が働きやすい環境
の整備について現状を
分析

育児休業を取得した教員

の担当する講義等につい
て非常勤講師の代替を
措置

・女性教員増加を検討す

るためアンケート調査を
実施。周囲の理解が少

ないことや人的補償がな

い等育児休業等の制度
が利用しにくい環境であ

るという意見あり

・教員採用に伴う女性教
員応募状況調査を実施
・次世代育成支援のため

の行動計画とに学内託
児施設の整備を目標に

掲げ、同施設の設置及
び運営等について検討

・女性教員の在籍状況の
推移は次のとおりであ

る。平成16年度は、教授

22、助教授22、講師9、助
手35、計88名。平成17年
度は、教授22、助教授

27、講師8、助手33、計90
名。平成18年度は、教授

23、助教授26、講師9、助
手34、計92名
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平成18事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

①　 次世代育成支援対策 ② 女性研究者の棟極的 ③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用 ⑤ その他の女性研究者

保育園等乳幼児関連施推進法に基づく行動計画 採用と当該 関連制度等 登用と当該関連制度等 等の数値 目標設定

に係る研究と出産・育児
等の両立支援等の取組

の整備 の整備 設 、その他女性関連施設

整備

静岡大学

・女性教職 員25名を新規
採用

・女性教員の過去 3年間
の在職者数は平成 16年
度96名、平成 17年度 102

名、平成 18年度 101名

新たに副学長 （男女共同
参画・学生担当）を設け、

同職に女性教員を登用

浜松医科

大学

学内保育所を設置

名古屋大

学

新規採用教 員の 17 8％、

新規採用職員の 37．1％
（医療 ・看護職を含めると

66．4％）は女性

各部局の事情を考慮した

女性教員比率を設定

学内保育所の運営を開

始

愛知教育

大学

教員採用公募で、研究業

績が同等の場合の採用

は女性を積極的に採用
することを明記

国立大学協会の示す女
性教員雇用目標値

（20］0％）を目指す

名古屋工

業大学

三重大学

滋賀大学

国大協の方針に沿い、本
学における女性教員の

比率を向上するために教

員の公募に際して、男女
共同参画に配慮 し、女性

の積極的な応募を期待
する趣 旨の文言を公募

書類に記載

大学全体として、現在の
女性教員比率（18．4％）を

第一期中期計画中に、
国立大学協会の指針の

20％に近づける

滋賀医科

大学

事業所内保育所を設置

し、運用開始

京都大学

性別等のバランスにも配

慮した教員配置 に努力

・病児保育室を医学部附

属病院内に設置

・宿舎の用途変更を行
い、女性研究者支援施設

へ転用

京都工芸

繊維大学

人事基本方針で女性の
雇用促進を図る目標 （当

面教員は10％）を設定
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の活躍促進に係る取組 48法人 ⑥ 準備・検討段階の取

組育児・介護休業制度、長 セクシュアルり ラヽスメン 女性研究者研究費助成 男女共同参画関係の取 その他

期履修学生制度等の制
定・運用

ト等関連取組、各種相談
窓口整備

等研究支援 組

保育所の整備に着手

あいち男女共同参画社
会推進・産学官連携

フォーラム主催の公開講
座を開催

・未就学児童を扶養して

いる女性教職員に対し、
大学宿舎を優先して貸与

する方針を再確認の上、
周知

・女子中高生・保護者・教
員を対象とした理系女性

教員によるシンポジウ
ム・公開授業、個別相談

会・合同懇談会を開催

女性教員増加のための
部局長ヒアリングを実施

・男女共同参画に係る講
座別の実態・意向調査を

行い、全学的対応の検

討を行うとともにホーム
ページを立ち上げ

・子育てを行っている男
性・女性の教育・研究と

生活の両立を支える職
場環境を整備の調査検

討を実施
・女性の教員採用を推進

する方策について、先進
大学等の取り組み状況

を調査

・女子学生が置かれてい
る現状を正確に把握する

ために、女子学生（在籍
者、卒業生、修了者）を

対象にアンケート調査及
び個別聞き取り調査を実
施。また、教職員の意識

啓発を促すために講演
会を実施し、これらの内

容を報告書として取りま

とめ
産休や子育て中の女医

を対象に家庭にいても遠
隔画像診断の参加を可

能に

女性教員雇用率向上の

ためのポジティブ・アク
ションについて検討。女

性教員雇用率の向上を
目指してを策定し、本学

W ebサイト上の教職員
採用案内に掲載し学内

外に表明することに。ま
た、男女共同参画推進

担当学長補佐の設置を
検討

就業規則改正により休憩

時間変更に伴う終業時間
延長にあたり、育児・介

護を担う教職員について
は終業時間の選択を行

えるよう例外措置を設定
・女性研究者支援セン

ターを設置。設置記念シ

ンポジウムを開催

・京都府・京都市・関連
N P O法人と連携し、育児
と研究の両立支援や相
談事業等を開始
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平成18事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

q ）次世代育成支援対策 ② 女性研究者の棟極 的 ③　 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用 ㊧ その他の女性研究者
推進法に基づく行動計画 採用と当該関連制度等 登用と当該関連制度等 等の数値目標設定 保育園等乳幼児関連施
に係 る研究と出産・育児

等の両立支援等の取組

の整備 の整備 設 、その他女性関連施設
整備

大阪大学

次世代育成支援対策推

進法の行動計画の実現

のため、教職員に周知

・女性教員を計 55名任用

・薬学研究科 、生命機能
研究科等で、女性教員を
採用

大阪外語

大学

大阪教 育

大学

教員公募の際に、教育研

究上の高い能力を有する
女性教員の採用を棟極

的に進めることを留意事
項として盛り込んだ公募

要綱作成上の留意事項
を周知

管理職への登用につい

ては、女性教員の推進を
図るよう配慮し、学長補

佐3名、部局の副主事 1
名、附属学校長 1名、教

頭2名を登用

神戸大学

奈良女子

大学

・教職員ポストを配置す 昇任人事において、教授 ・授乳・搾乳室を新設
る際、女性職員の採用促

進を部局に通知し、人事
終 了後は結果を部局から

報告書を提出させるなど

により適正な教員人事を
実施

・外部からの採用につい
ては公募制を原則として
おり、助教授5 名中女性 3
名、助手2名中女性 2名を

すべて公募制で採用

・人事 に関する基本方針
で、候補者の能力、業績
等の評価が概ね同等と

認められる場合であれ
ば、積極的に女性を採用

することとして、積極的な

女性教職員の採用を推
進

・教員採用で、教授6名 中
女性0名、助教授 5名中女
性 3名、助手 2名中女性 2

名

7名中女性 2名 ・近隣保育園に協力継続

を依頼

和歌山大
学

研究倫理審査会の女性

委員を増員し、最低2名

の女性教員を登用するこ
とに

鳥取大学

女性教員の選考は教員

選考に関する基本方針

に基づき実施

島根大学

適正な能力評価をふま

えて、教員総数に占める
女性の比率を法人化以

前よりも高める

女性医師・看護師等医療

従事者の就業環境の改
善と便宜を図るため，4

月病院敷地内に院内保

育所を設置 し運営を開始

岡山大学

女性からの応募機会を増

やすことにより採用を増
やす方策を取ることとし、
教員公募情報公表ウエブ

ページの活用を促進
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の活躍促進に係る取組 48法人 ⑥　 準備・検討段階の取
組育児・介護休業制度、長 セクシュアル・ハラスメン 女性研究者研究費助成 男女共同参画関係の取 その他

期履修学生制度等の制
定・運用

ト等関連取組、各種相談

窓口整備

等研究支援 組

・セクシュアル・ハラスメン ・工学研究科で、男女共 女子中高生理系進路選 保育所の整備の提案を
ト防止のための研修会を

実施

・保健センターで、女性カ
ウンセラーや女性医師に

よる専門の女性外来を開
設。また、女性が健康診

断を受診しやすいよう女
性専用日を設定

・保健センターで、医学部
附属病院の女性（看護職

員等）の受診機会を増や
すために毎日専用の予

約時間を設定

同参画ワーキンググルー
プ、工学研究科、理学研

究科、基礎工学研究科

で、男女共同参画拡大
ワーキンググループを新
設

択支援事業を後援 取りまとめ。建設に向け

て設計及び積算を実施

出産や子育てに関して利

用できる制度について、
現行の就業規則等の条

項一覧表として整理し、
本学ホームページ学内

専用ページに掲載

・男女共同参画担当理事
を設置

・男女共同参画推進室を
設置

医学系研究科で、女性医
師・研究者支援委員会を

設置

医学部附属病院敷地内

に大学が設立・運営の主
体となる保育所の設置を

決定
長期履修学生制度を継 女性教職員の健康相談 ・若手女性研究者（本学 ・育児支援を必要とする 託児施設経営者から無
続実施。16名受け入れ。 及び育児・介護等におけ 大学院博士後期課程に1 女性研究者と育児支援を認可保育所の現状や法
理由の内訳は育児1名、 る諸問題に関する相談を 年以上在学する学生、あ 行うウエブ上のネットワー 的問題点等の情報収集

長期介護1名 担当する母性支援カウン

セラーを配置した母性支
援相談室を設置

るいは博士後期課程修

了者、又は単位取得満期

退学者で採用時35歳未
満の者）の支援を目的と

した若手女性研究者支
援経費を措置。予算配分
総額4、000千円 申請件

数33件、採択件数18件

・出産・育児・介護に携わ
る女性教員の研究活動

を支援するため、17名の
女性教員に対し34名の

教育研究支援員（博士課
程修了者、大学院学生）

を配置

・21世紀C O Eプログラム
で、若手女性研究者に総
餞95万円（計5名）の研究

支援を実施

クの開発に着手

・「科学技術分野におけ
る男女共同参画の推進」
をテーマとして、国内外

の研究者を招き国際シン
ポジウムを開催

・博士前期課程・後期課
程ともに、授業のため招

碑した女性講師と大学院
生との座談を企画し、女

性研究者としての自立に
関する経験等に関する意

見を交換

・教育プログラム「先端科
学技術の芽を生み出す
女性研究者養成」で、本
プログラム関連分野の博

士研究員を対象にフェ

ローシップ制を導入して
研究推進のための種々
の支援を実施

を行い検討

男女共同参画推進委員

会を発足

学内保育所必要度調査

のための学内アンケート
を実施

女性教員の割合を高め
る方策等を具体的重要

課題として位置づけると
ともに，男女共同参画に

おける基本理念，基本方
針及び当面の重要課題

を設定

「働きやすい病院評価」

の認証を得ることで．医
師，看護師，復職希望の

女性医師等医療従事者

への認知度の高まりを期
待。「働きやすい病院」の

認証を取得
・幼児保育について、複

数の大学に対して実態

調査を実施

・次世代育成支援対策推
進法に基づく一般事業主
行動計画の策定。保育

施設の設置の検討を盛
り込み
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平成18事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

U 次世代育成支援対策 ② 女性研究者の積極的 ③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用 ⑤ 圭の他の女性研究童

保育園等乳幼児関連施推進法に基づく行動計画 採用と当該関連制度等 登用と当該関連制度等 等の数値 目標設定

に係る研究と出産・育児

等の両立支援等の取組

の整備 の整備 設、その他女性関連施設

整備

広島大学

山口大学

次世代育成支援に関す

るパンフレットを作成し、

配布するとともに、支援
制度について周知

徳島大学

教員公募要領に、性別等

による差別を排除し、公

正な選考を行う旨を記載
し、本学の姿勢を外部 に

アピール

鳴門教 育

大学

女性大学教員の割合を

引き上げるための棟極的
改善措置（ポジティブ・ア

クション）を制定し、公募
要項に明記

中期 目標期間中に、女

性教員の割合を20％に

引き上げる

香川大学

各学部 ・研究科で、ジェン

ダーバランスに配慮して
採用

女子寮における避難方
法の改善及び防犯フェン

スの改修等実施

愛媛大学
院 内保育施設を建設し、

開所

高知大学

女性教員採用は 13名 現在の女性教員の 2割増

を目標

院 内保育所を開設し稼 動

開始

福岡教 育

大学

九州大学

九州工業

大学

女性教員の確保に関す

る基本方針に基づき、努

力

佐賀大学
トイレ及び休憩室等を整

備

長崎大学

熊本大学

医学薬学研究部、発生医

学研究センターで、女性

研究者登用のための
キヤlノアパス環境整備を

推進

附属病院で、研修医専用

の男女別ロッカー室や
シャワー ・仮眠室等を整
備

大分大学

学長裁量定員を活用し、

福祉科学研究センター、

先端医工学研究センター

で、女性教員各 1名を採
用

宮崎大学
全正規職員採用 223人中

女性職員採用 138人
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の活　 促進に係る取組 4 8法人 （む　準備・検討段階の取

組育児・介護休業制度、長 セクシュアル・ハラスメン 女性研究者研究費助成 男女共同参画関係の取 その他
期履修学生制度等の制

定・運用

ト等関連取組、各種相談

窓口整備

等研究支援 組

始業・終業の時刻の繰り

上げ・繰り下げ、時差出
勤、育児又は介護を行う

職員の時間外労働及び
深夜労働の制限、育児休

業及び育児部分休業、介
護休業及び介護部分休

業の諸制度は導入済み。
育児休業、育児部分休業

利用者57名。介護休業、
介護部分休業利用者平

成 18年度3名

学内保育所を設置するこ

とを承認。運営委託業者

を選定

各部局等の公募状況の
調査で女性応募者数を

把握。また、女性等の登

用について情報交換
女性研究者の出産・育児

及び介護を担っている現
状を支援するための研究
環境の弾力的運用を推

進

院内保育施設の設置を
検討

男女共同参画推進委員

会を設置
教育学研究科で、男女共

同参画に係る公開セミ
ナーを開催

出産育児によって離職し

た女性医師の社会復帰
支援策として、女性医師

のキャリア形成支援研修
プログラムを作成

現状調査の結果、本学

における女性等の採用
時の条件面及び採用後

の職場における男女間
の格差については、特に
大きな問題はないことを
確認

・プロジェクト全体の新規
採択分の20％を女性研

究者枠に。また、総長裁
量経費による研究スー

パースター支援プログラ

ムに女性研究者枠を新
設

・研究補助者の雇用経費
と研究費の助成を行う女
性研究者支援プログラ

ム・出産・育児期研究助
成制度を新設

男女共同参画についてを
策定し、学内外に表明

キャリア授業科目として
「社会と学問」、「女性学・

男性学A J、「女性学・男
性学B 」を開設

医学部・歯学部附属病院

で、女性医師麻酔科復帰
支援機構を設置。ママ麻

酔科医と他分野女性医
師の麻酔科復帰支援に

よる麻酔科医養成システ

ムを再構築

・医学部・歯学部附属病

院で、保育所の整備に向

けたアンケートを実施

・他機関と女性労働者の
能力発揮促進のための

取組について意見交換

・男女共同参画推進委員

会を設置

・男女共同参画コーディ
ネータを配置

・男女共同参画推進基本
計画を策定

・医学薬学研究部で、男
女共同参画推進委員会
規則を制定

女性研究者支援モデル

育成事業に採択され、女
性研究者が研究業務と

育児・介護を両立できる
よう支援を実施

女性教員の在職状況に

ついて部局長等連絡調
整会議で報告し、啓発

保育所の設置を決定
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平成18事業年度【女性研究者の活躍促進】

大学名

（p 次世代育成支援対策 ② 女性研究者の積極的 ③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用 ⑤＿＿王の他の女性研究者

推進法に基づく行動計画

に係る研究と出産 ・育児
等の両立支援等の取組

採用と当該関連制度等

の整備

登用と当該関連制度等

の整備

等の数値 目棟設定 保育園等乳幼児関連施

設、その他女性関連施設
整備

鹿児島大
学

教員採用 93名 中女性教
員 15名

・女性用トイレを増設

・設置済みの保育施設の
運営を引き続き支援

琉球大学
全教員採用59名中女性

教員採用 11名

医学部敷地 内に保育施

設を設置
北陸先端

科学技術
大学院大

学

公募文書に評価が同等

」ゝの場口は女性を優先す
る旨を記載。女性採用実

績4 名
奈 良先端

科学技術

大学院大

富山大学

自然科学
研究機構

事 業所内保育所を設置

高エネル
ギー加速器

研究機構

情報・シス

テム研究機
構

情報研で、プロジェクト研

究 員として育児 ・出産等

の 多様な人材の柔軟な
雇用を可能に
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の′　 促進に係る取 48法人 ⑥ 準備・検討段階の取

組育児・介護休業制度、長 セクシュアル・ハラスメン 女性研究者研究費助成 男女共同参画関係の取 その他

期履修学生制度等の制

定・運用

ト等関連取組、各種相談
窓口整備

等研究支援 組

女性教員への研究費の

配分をはじめとする支援
方策の充実

女性職員の就業頭境の

整備を図るため、子育て

支援策の検討に着手
・女性教員研究活動の支

援について検討

・各部局で、女性教員の
評議員への積極的登用
を検討

・女性教員支援につい
て、労働環境の整備等
多方面から支援を検討

・各部局で、女性教員を
評議員に積極的に登用

することを検討等実施

・院内保育所の建設計画
を決定

男女共同参画推進本部

及び男女共同参画企画
推進委員会を設置

職員の男女共同参画に

関する意識や職員の

ニーズの把握のためアン
ケート調査を実施
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6．6　外国人研究者の活躍促進
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平成16事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

（か 外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受

（9　英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

⑦ その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 57法人

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、
入体制の構築 応募 しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

小計 19法人 10法人 39法人 23法人 15法人

北海道大

学

外国人研究者及びその家 学部では、文学、教育学、 ・研究者 31名を招へい

族等の支援のため、北海道 経済学 、工学の全学科、理 ・諸施設見学のため協定校
大学国際婦人交流会と連 学と薬学の一部学科が、大 から教 員を受け入れ

摸 し、初歩の日本語と日本 学院では、修士課程で文 ・エネルギー変換マテリア
事情を内容とした日本語サ 学、教育 学、経済学 の全専 ル研究センターで、外国人

ロンを開設するほか、盆踊

り、餅つき等の異文化交
流、ガレージセール等を展

開

攻と理学 、薬学、工学 、農

学、情報科学の一部専攻
が、博士課程で文学 、経済

学、歯学の全専攻と理学、
薬学、工学、農学、情報科
学の胃部専攻が外国語版

ホームページに研究室案内

や募集要項等を掲載。さら

に、内容の充実を検 討

非常勤研究員 2名を採用

室蘭 工業
大学

英語による公募も実施 サテライトベンチャー ゼ ジ

ネス・ラボラトリーで、ポス

ト ドクトラル ・フェローとして
外国人2名を採用

小樽商科

大学

帯広畜産

大学

獣医学科及び大動物特殊
疾病研究センターの教員公

募で、国籍を問わず、英文

により実施

・外国籍女性 1名を助教授

に採用

・日本学術振興会事業の外
国人特別研究 員等受け入
れ

旭川医科

大学

大学宿舎規程に関する申

合せを策定。宿舎の入居資
格を外国人研究者、外国人

受託研修員等及び短期間

で学術交流等を目的として
来訪した外国人にも拡大

北見工業

大学

東北大学

外国人研究者向けの優良 法学研究科等 7研究科で、 教育学研究科等9部局で、

民間宿舎情報の蓄積及び 英文募集要項の作成ある 外国人教員の採用計画等
大学のホームページでの情

報提供を実施

いは英文ホームページの作

成・公開を実施

に関する基本方針を策定

山形大学

・人文学部、医学部、遺伝

子実験施設、V B L で教員

又は研究者合計 64人受け
入れ

・理学部で、韓国の二大学
との研究者交流を推進

・農学部で、学部間交流協
定締結校を中心に研究者

交流を実施

・外国人教員の採用は、理
学部2人、医学部 1人、計3

・理学部、理工学研究科（理

学系）では、英語版の学部・

研究科案内をホームページ
上に公開

・研究科で、英語版ホーム
ページの整備を完ア
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⑧ 準備・検討段階の取組
国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

5法人 8法人 5法人 4法人 40法人

外国の大学との交流等を企

画立案するため、国際交流
室を設置

・外国人研究者・留学生の
教育研究・居住環境の改善

計画を検討

・外国人教員採用に係る国
際公募制の導入について、
部局における国際公募制

の導入状況、外国人教員の
採用状況を調査

・重点配分経費により協定
校との交流促進、国際開発

協力促進等の方策を検討

・職員、外国人研究者等の
就労に資するための保育園
整備について、認可保育園

の設置が札幌市より承認

・外国語版ホームページに
研究室案内等を未掲載の

学部・研究科は掲載を検討

・外国人教員等を対象とし
た年俸制の導入について検
討

国立大学法人20大学、私立
大学6大学に国際公募につ

いて調査
・タイ国マヒドール大学、米

国ワシントン州立大学等と

研究協力を検討

・米国テキサスA＆M との学
術交流協定締結を協議
国際交流センターの設置に

ついて、予算状況等も勘案
しつつ継続的に検討

中国北京化工大学と学術

研究交流協定を締結
国際交流企画室を設置 ・各研究科・研究所等で、外

国人教員の採用計画等に
関する基本方針について検

討。国際公募の導入、受け
入れ態勢整備等外国人教

員の採用促進に必要な準
備等を実施

・国際交流の促進、留学生・
研究者の国際交流事業等
推進・支援について7つの

作業部会を設置し検討を開

始
○学術交流ワーキンググ

ループを設置。外国の大学
との交流促進等検討。ま

た、英文ホームページの作
成、英文概要等の発行及び

国際広報について全学的な
視点から検討

○国際研究者交流・学生交
流等ワーキンググループを

設置。支援、交流推進等に

ついて検討
○国際交流センター設置

ワーキンググループを設置
し、研究者等に対する支援
等の機能をもつセンター構

各部局で、受け入れ外国人

研究者に研究室を提供
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平成16事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

①　 外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受

⑥　 英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

の　 その他の外 国人研究者の活躍促進に係る取組　　 57法人

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、
入体制 の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

福島大学

外国人の教員採用で、公募

時に英文等を併記してホー

ムページに掲載

茨城大学

外国人研究者20名受け入

れ

工学部・超塑性工学研究セ

ンターで、パンフレットの原
案作成とH P の英文化を実
施

筑波大学

国際連携プロジェクト制度

を創設し、外国人研究者の
受け入れ等を実施

外国人教師制度を廃止し、

専任の大学教員と同じ勤務
条件とすることにより処遇を

改善

群馬大学

埼玉大学

見直した教員選考基準に基
づき、教養学部 、経済学部

及び全学教育 ・学生支援機
構 の英語教育開発センター

で、10名の外国人教員を任
期付きで採用

外国人等の多様な人材の
登用を目指すなどの基本方

針を策定。法人化以前の教
員資格審査基準を見直し教

員選考基準を制定

千葉大学

・外国人教員・研究員の招

へいは、工学部 4名、自然
科学研究科 6名、環境リモ

セ目名

・外国人受託研修員 8名を
はじめ全学で258名に上る
外国人研究者等を受け入

れ

・多数部局で、英語版の

ホームページの立ち上げが
行われ 、研究室単位で英語
版ホームページの作成を実

施

・全学版の英文ホームペー
ジを充実

東京大学

国内外の優秀な人材を採

用できる人事の弾力的運用

のため、特定有期雇用教職
員の就業に関する規程を設
置

東京外国

言吾大学

・特任外国語教員募集に係 A A 研で、外国人客員研究 学部、大学院等の採用人事

る基本的雇用条件の指針、
大学内事務手続き等 につ

いてのマニュアルをはじめ、
帰国までの事務手続きに関
する文書及び事務手続き上

の各種申請書を英文で作
成。また就業規則の一部及
び労使協定を英訳

・国際協 力特化コースで行
われた採用人事は、英語版
ホームページを作成し、公
募を実施

員 5名をプロジェクトに配置 の公募に際 して国籍 による
制限を設定しなかった

東京学芸
大学

外国人教員に、定年制を適

用した雇用も可能な制度を
整備。従来の任期制による

雇用のほか、定年制による
雇用の適用も可能となり、

雇用方法 の多様化を推進

東京農工

大学

姉妹校から研究者 3名受け

入れ

東京芸術

大学

外国人客員研究員を23名

受け入れ。前年比 6名増

教員の採用及び昇任等に

関する選考要項を制定し、
等しい能力を持つ候補者が

複数あった場合には、外国
人等を積極的に選考

東京工業

大学

外国人研究者の在留資格 2 1世紀 C O Eプログラムで、 ・研究、教育内容の情報を

認定証明書申請等に係る 計 109名の外国人研究者を 積極的に世界に向けて発
入国管理局への申請につ

いて、国際法務事務所を利

用した代理 申請を導入

招へい 信するため英文広報誌を発

行

・外国人研究者、国際交流
協定校 、国際機関および大
使飽向け英文広報誌を発

行

・学会、研究等で本学を訪
れる外国人研究者、留学生
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⑧　 準備・検討段階の取組
国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

カナダ・ビクトリア大学と学

術交流協定を更新締結

ベトナム・ハノイ国家大学と

の学生交流協定の締結に
向けた準備作美を開始

理学部で、外国人研究者受

け入れのデータの整理、教
員に、留学生、外国人研究
者受け入れの推進の方策

等についてアンケートを実
施

国際連携に係る中長期的ビ
ジョン「筑波大学国際連携

ポリシーペーパー」を取りま

とめ
アジア圏、欧米圏の上位大

学との協定締結、部局間協

定から大学間協定への格

上げ、複数大学間によるコ

ンソーシアム協定の促進等
外国人教員の採用を予定し

ている学部で、伴う住居の
確保について検討。平成17
年度以降に改善できるよう

計画

・今後交流協定を締結する
必要がある海外の大学・機

関について検討

・外国人を含む客員研究員
について、アンケート調査を
実施

外国人教員に関わるワンス

トップ・サービス業務を行う

ため、語学力のある担当職
員を総務課に配置

A A研で、外国人フェロー等

の研究スペースを提供

・外国人研究者を受け入れ

ている教員の要望調査を基
に具体的な支援策について
検討を開始し、中間報告書

の骨子をとりまとめ

・外国人研究者用宿泊施設
の収容人員を増やすため、
学内施設の利用方法を見

直し
6大学と学術交流協定を新
規締結。12大学と協定を更

新

大学間学術交流協定に基

づく姉妹校に係る共通認識
を整理し、基本戦略を検討

・国際交流室で、英語の出
来る専属事務員の配置及

び非常勤の外国語対応ス

タッフの配置を検討

・外国語による問い合わせ
の対応体制整備を検討
・各学科・専攻における優
秀な外国人教員の増員方

策に関する現状調査を実
施。結果を踏まえ、21世紀

C O E外国人特任教授、助教
授の採用及び準連携講座

の設置等を検討

・外国人研究員の宿舎不足
解消のため、民間アパート

の借り上げを検討
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平成16事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

① 外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受

⑥ 英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

の　 その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 57法人
外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、

入体制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

東京海洋

大学

・外国人研究者招へいを海

洋工学部国際交流基金か
らの援助により各学科が組
織的に行うことを決定

・外国人研究者及び受託研
修員の受け入れ審議を簡

素化し、学部教授会での審

議を不要に

お茶の水女

子大学

・非常勤講師に24名の外国

人を雇用

・比較 日本学研究センター
の大学教 員ポスト1を用い、
外国人かつ女性研究者とい

う条件に合致する者を3年

の任期付きで外国人助教
授に採用

・語学関係外国人教員 1名
の採用にも2年の任期を付
与助教授を任期付きで採用

大学紹介の広報紙として、

小型版のリーフレット（英
語、中国語、韓国語）を作

成し、外国人入学希望者に
配布。さらに、海外出張す

る教員の大学紹介に利用

電気通信
大学

人事の国際 化を進めるなど

とした教員人事の基本方針
を策定

一橋大学

・著名外国人研究者等特別
招へい事業実施要項に基

づき外国人研究者 1名を招

へい

・外国人客員研究 員23名を
受け入れ

・外国人研究員 10名、外国
語教育のための外 国人任
期付教員2名を雇用

著名外国人研究者等特別
招へい事業実施要項を整

備

横浜国立
大学

・国際交流会館の居室を増 外国人研究員 13名受け入 外国人教師制度の枠 4の内 ・英文リーフレットを検討し、
設 （夫婦室 1、単身室 3） れ 1を常勤教員 （教授）に振替 本学の情報をコンパクトに

・国際交流会館及び留学生

会館にL A N 工事を行いネッ

トワーク環境を整備

え、ポストを設置 発信

・英文ガイドを、国内の国立
大学法 人及び海外の学術
交流締結大学、関連国際機

関等へ送付

・H P 匡l際交流サイトや学生
交流協定締結校等、海外に
向けた本学の国際交流に

ついての情報発信を複数経
路で実施

新潟大学
外国人採用も視野に入れて

広く公募。7人新規採用

長岡技術

科学大学

外国人研究者の宿泊施設 日本学術振興会外国人特 外国人研究者受け入れに

について、関係 自治体に対 別研究員 2名、外国人招へ 関するJIC A 及び学術振興
して宿泊施設借上げの協力 い研究者 （短期）2名を受け 会等の外部支援関係機関

を依頼。また、地元の下宿
貸間組合との連携を強化

入れ 等の情報提供を実施し、受
け入れを拡充

上越教育

大学

金沢大学

・自然科学研究科で、国際

交流後援会寄附金で措置し

た学術交流推進費を活用
し、外国人研究者 2名を招

へい

外国人教員の任用に原則 3

年の任期を付していたが、

日本人教員の雇用形態に

福井大学

外国人教員は、学術交流協
定を締結している大学に対

し推薦依頼 し、選考、1名採

用

山梨大学

・経済活性化及び持続型社

会形成のための研究開発
プロジェクトで、外国人研究

者7名を招へい

・外国人研究者を特任教授
1名、助教授 1名を招へいし
共同研究を実施

・就業規則に有期雇用制度
を創設し、外部資金による

研究プロジェクトに外国人
常勤研究者の招へいが可

能に。2名採用

信州大学

静岡大学

外国人教員等雇用 人数は、

19名 （前年比 1名増 。定員に
占める割合は2．2％）

－　250　－



⑧　 準備・検討段階の取組

国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

国際交流推進センターに、

海外との交流・共同研究等

の活性化・支接を担当する
国際交流企画部門を設置

経済研究所で、外国人も含

めた客員研究員を受け入
れ、研究条件改善のため会
議室を研究室に転用させる

など措置を実施

7カ国9大学と大学間学術交
流協定を新規締結を決定

・国際機関と共同で行うプロ

グラム等については、その

状況を毎年冊子にとりまと
め

・学術交流協定締結大学と
の交流状況を毎年調査

11大学と2 7件の国際共同

研究等を実施

教員配置の基本方針を策

定にあたり、外国人教員の
雇用促進策について検討

外国人採用の具体案を継

続検討

外国人教員の雇用につい

て継続検討
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大学名

（む 外国人研究者 の住宅確

保等生活環境に配慮した受
（砂 英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

の　 その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 57法人

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、
入体制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

浜松医科
大学

外国人研究者、留学生が国
際交流会舘以外にも大学

の職員宿舎に入居できるよ
う規則を改正

ホームページのトップに英

文紹介を作成 。全体の4分

の 1の講座が英文ページに

名古屋大
学

・宿舎を改修し、長期清在

の外国人用宿舎を充実

・大学に滞在する外国人研
究者の子弟の教育支援を
継続実施。さらに制度整備

に着手

名古屋工
業大学

豊橋技術
科学大学

外国人教員・研究員に、大
学所有の宿舎の提供。さら

に、市民との交流の機会が
得られるように、周辺地域

の国際交流情報を提供

常勤の外国人教員・研究員

は、14名を受け入れ（総教
員数の6．3％）

三重大学

滋賀大学

滋賀医科
大学

・国際交流会舘の中国人入 多様な外国人研究者 受入 各種 団体や外国政府等か ・「2004大学概 要 Jに合わせ

居者に中国語版入居手引 制度の情報収集に努め、こ ら助成を受けた外国人研究 た内容に英文ホームページ
きを作成し配布 れらを積極的に活用し、募 者を客員研究員として受け を更新
・国際交流アソシエイト（非
常勤職員 1名）を配 置し、外
国人滞在者 （留学生等）に

対する相談体制、日常生活

に対するサポート体制を整
備

・国際交流アソシエイトによ
る日本語教室（過 1 回）にお

いて、各人の日本語能 力に
応 じた指導を実施

集案内や申請等を実施 入れ ・各講座等の英文ページ

で、スタッフ紹介 ・講座の概
要等を掲載。また、データ
ベースと連動させ、メンテナ

ンスが容易になる態勢を整
備

・学内案内板、案内標識等
を中心に順次学内表示の

英語化を実施

京都大学

外国人客員部門、寄附講

座、外部資金等の活用によ

り、300名を超える外国人教
員、外 国人研究員等を受け

京都教育
大学

外国人教員を一般教員とし

て採用することを可能に

大阪大学

外国人教員採用のために、・生物工学国際交流セン 工学研究科で、留学生と外

英語版の募集要項を作成しターで、外国人研究者 30名 国人研究者を対象とするコ
てホームページ等により募 を招へい ミュ二ティ・サイトを開設し情

集を実施。また、現地で公
募する等の措置

・外国人研究者の積極的任

用を実施。外国人教員 3
名、外国人教師 14名、外国

人研究者 44名を採用

報発信

大阪外国

語大学

・外国人研究員規程を整
備 ・制定

・外国人教師制度に代わ
り、任期制による新たな外
国人招へい教員制度を策

定。これに基づき順次外国
人招へい教員の補充を推

進。外国人招へい教員の任
期は2 年、学長が必要と認

めた場合には2年を限度

に、また学長が特に必要と
認めた場合にはさらに1年
任期を延長可能に
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（秒 準備・検討段階の取組
国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

・医学研究科で、モンゴル

健康科学大学と学術交流
協定を新規締結

・5大学と学術交流協定を新
規締結

・インターナショナルレジデ

ンス等の宿泊施設及びカン
ファレンスホール等を国際
会議で使用した外国人研究
者にアンケート調査を実施

・全教職員・院生・留学生・
外国人研究者を対象とした
保育所の設置を決定
留学生センターの国際交流

センターへの改組拡充を検

討
国際交流室を設置。研究・

留学フェアを実施

・外国大学との学術交流協

定の今後の在り方について

検討

・国際交流センター構想の
中で、国際ボランティア登録
制度（受け入れ時の諸手続

支援、ホスト・ファミリー、日
本語学習サポート外）創設

について検討
外国人教員採用率を高め

るため、適正な数値目標等

について議論
国籍等の差別がないよう教
員選考結果を公開する方

策等について検討

ホームページ更新に向け、
英語表記を改める準備を実

施

・国際交流に関する活動方
針として、多文化交流・教育

学生交流・学術研究交流を

三本柱とする国際教育研究
交流に関する基本方針、並
びに協定締結に当たっての

重点目標・活動実績の定期
評価実施を盛り込んだ学術

交流協定締結に関する指
針を策定。なお、基本方針

はH Pで公表

・国際教育研究推進計画を
策定。研究関連では、学術

交流協定校の研究者との
交流拡大を国ることを目的

とした本学国際学術交流助
成金制度・外国人研究者招

へい助成事業における適用
条件の見直し等の4項目を

設定

外国人招へい教員の所属
専攻語に対し、アンケートを

実施。教育、研究両面で豊
富な経験と高い学識を有す

る教員を確保するため、待

遇面についても中・長期的
な観点からの見直しの検討
が必要であること等をとりま

とめ
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平成16事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

① 外 国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受

⑥　 英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

の　 その他の外 国人研究者の活躍促進に係る取組　　 57法人
外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、

入体制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

神戸大学

・外国人研究者等の宿泊施

設について、都市再生機構
住宅等の学外施設を月平

均 10戸の借 り上げで対応

・大学が受け入れた外国人
研究者の帯同児童 ・生徒へ

の教育サービスを実施する
外国人児童生徒募集の制
度を開始

奈良女子

大学

旧学長官舎を改修 ・整備

し、外国人研究者等宿泊施
設として新たにNW U 奈 良会
館 （シングルルーム4室、ツ

インルーム 1皇）をオープ

ン。なお、本施設の利用案
内をホームページに登載

し、学 内教職員に周知

鳥取大学

乾燥地研究センターで、外

国人客員研究員6名受け入
れ

外国人等の採用について

教員選考に関する基本方
針の適正運用の促進を図

ることを明確化

島根大学

外国人研修員受け入れに ・外国人教員3 名採用 ・新たに外国人の研究者の
際し、既存の職員会館を研 ・協定校から外国人研究者 研修受入制度を設定

究者交流会館へ用途変更 の研修 員の受け入れを開

始

・外国言吾教育センターで、外

国人採用の公募を実施

岡山大学

・国際 的に若手研究者をプ

ログラムに参加させるため
に、外国人長期滞在用の宿
舎を整備

・外国人研究者宿泊施設の
空調設備等の更新を学長
裁量経費で実施

・生活面のサポー トとなるハ
ンドブックを作成し、外国人
研究員に配付

教員の募集は、公募を原則

とし、公募要領をW ebサイト

に掲載し、広く国内外に公
表

広島大学

・先端物質科学研究科施設

内に外 国人共同利用室を
整備

・原医研で、日本語研修の
実施

山 口大学

徳島大学

香川大学
英語版のホームページにつ

いて検討。教育学部、工学
部、農学部で、作成・公表

高知大学

外国人教員 16人採用 ・教員選考にあたり国籍等

を問わないこと等の改善指

導を実施

・外国人教員の採用につい
ては、外国人教師制度を廃

止し、新たに外国人講師に
関する規則を制定

教育学研究科、理学研究

科、黒潮圏海洋科学研究科

で、英語版ホームページを
開設

九州大学

国際交流会館及び外国人 ・外国等から優れた研究者 教 員の構成について、外国

研究者用宿 泊施設におい を招へいするため、招へい 人等の部局別在職状況を
て随時必要な設備更新を実

施

教員規程を整備。期限付き

雇用も可能 に

・教員人事の基本方針、教
員選考規程を制定。基本方

針では、外国人の棟極的採
用を明示

四半期ごとにH P において

公表

九州工業

大学

・外国人研究者（短期）の受

け入れ支援策を決定

・博士研究員の支援策を決
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⑧　 準備・検討段階の取組
国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

経済経営研究所で、独自の
評価体制として、共同研究

等で滞在する外国人研究
者に対し、共同研究並びに

当該研究所に関する評価レ
ポートの提出を課している

国際研究支援センター立ち

上げ準備を完了

外国人教師の取扱（案）を

基に、身分、職務内容、任

期、給与・待遇等について

見直しを実施

外国人研修員受け入れに

際し、共有研究室を整備

・外国人研究者を受け入れ

る場合の、教職員や各学
部・学科等における方針・

取組み及び必要な受入体
制の整備について検討開

始

・外国人教員採用に関する
現状の把握を行い、問題点

国際交流推進機構を設置。

国際交流部門及び国際研
究協力部門の2つの部門、
機構の運営に関する事項を

審議するための運営会議を

置くことにより国際交流の
戦略的・効率的な推進が図

れる体制を整備

外国人教員の登用につい

ては、採用傾向等をさらに
検証、検討

・各部局等の外国人教員の

登用の方針及び募集分野

等公募制導入実施状況の
調査をし、実情を把握

・英語版就業規則等作成の
ための資料を収集し検討

国際環境・予防医学を専攻

とする本学独自のユニーク
な大学院英語特別コースを

設け、優秀な外国人研究者

を育成

・国際交流センター（仮称）
設置構想り一キンググルー
プを設置し、本学の国際交

流についての在り方（機能、

役割等）について検討

・外国人教員数を資料とし
て各学部等に配付、教員構
成の改善の基礎資料として

継続検討
留学生会館及びインターナ

ショナルレジデンスに入居し
ている訪問研究員等を対象

に、設備、生活環境等につ
いてアンケート調査を実施

外国人の教育職員の確保

に関する基本方針について
検討
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平成16事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

① 外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受

⑥ 英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が
の　 その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 57法人
外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、

入体制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者 等採用情報

の公開等情報 発信

佐賀大学

共同研究に伴い外国人客

員研究員4名受け入れ

長崎大学

外国人特別研究員 2名、外

国人招へい研究者 1名、外

国人客員研究員70名を受
け入れ

熊本大学

教員公募では、全世界から

の応募が可能となるよう、
本学英文ホームページに掲
載するだけでなく、研究者

人材データベースJ R EC －ZN

に掲載

宮崎大学

鹿児島大

学

・外国人研究者の招へいに

ついては、外部資金獲得等
を有効利用し、外国人研究

者を招へい
○ 日本学術振興会関連で、

外国人特別研究員 3名（24

か月間）
○理工学研究科、医歯学総
合研究科で2名配置

○ 日本学術振興会支援以
外の研究で、世界の拠点的

研究機関から研究者を招へ

い
等

・本学の契約職員就業規則
に基づく契約職員（外国人

研究員）として国際公募に
より選考し、2名招へい

琉球大学

外国人教員等54人採用

政策研究

大学院 大
学

外国人研究者の受け入れ
を拡充するため、シニアフェ

ロー制度、客員研究員制度
を整備し、シニアフェロー 1

名、客員研究員9名受け入
れ。また、外国人研究員に

ついて、関係機関と共同で
受け入れるなどして、外国
人研究員8名受け入れ

北陸先端

科学技術
大学院 大

学

教員採用は公募を原則と ・外国の優秀な研究者を雇 外国人ボスドク研究員の受
し、国内外 の優秀な研究者 用するため、振興分野人材 け入れ方策の 1つである
等に広く周知するため、公 育成プログラム、e－ J SP S 外国人特別研究員の
募情報をホームページ（本 society、21世紀 C O Eプログ 申請について、メール等で
学、（独）科学技術振興機 ラム 「知識科学に基づく科 全教員に周知及び本学

構、外国の学会）及び学会

誌に掲載し、国籍等に捕わ
れない優秀な教育 ・研究者

を確保

学技術の創造と実践」を活

用し、外国人研究者計 33名
を非常勤研究員として雇用

・材料科学研究科で、優れ
た研究業績を持つ外国人

研究者を教員に採用するた

め、韓国・慶照大学校と連
携講座を立ち上げ、外国人
教員 2名採用

・科学技術開発戦略セン
ターで、21世紀 C O E プログ

ラム推進のため、外国人教
員 3名採用

21世紀C O Eプログラムの一
環のフォーラムに、外国人
研究員 16名を講演者として
招へいする等外国人研究

員の招へいを促進

ホームページに掲載
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⑧ 準備・検討段階の取組
国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

・教員公募の国外に対する

発信状況を調査。また、こ
れまで各部局がそれぞれ
担当していた教員公募の窓

口を統一し、適任者を国外
からも求めやすくするため

の検討を実施

・外国人教員に対して、働き
やすい職場環境に関するア

ンケート実態調査等を実
施

平成17年度から、外国人教
師制度を廃止して国際教育

教員として有期労働契約の
制度に変更することを決定

有能な外国人の採用につ

いて継続検討

外国人の雇用実態並びに
役職及び委員会構成に占

める割合を調査
外国語版ホームページに関

する実態調査を実施。検討

した改善策を各部局に要求

海外の大学と国際交流協

定締結に向け協議。2大学

と国際交流協定を締結
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平成16事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

① 外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受

（砂　 英言吾での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

⑦　 その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 57法人

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、

入体制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

奈 良先端
科学技術

大学院大
学

・国内外の研究者等が宿泊 外国籍教員 2名採用 （昇任 ・日本語版 ・英語版ホーム

できる研究者交流施設を整
備

・外国人教職員 の対応窓口
を設置し、就業環境及び生
活面について相談に応 じる
体制を整備

を含む） ページに、教育の目的 ・目

標を明らかにした理念及び

アドミッションポリシーを公
表

・英語版の大学紹介冊子を
改訂

・英語版ホームページの構
成及び内容を改善

富 山医科

薬科大学

外国人研究者の宿舎不足

の対策として、看護師宿 舎

への入居を試行

旧富山大

学

・外国人教 員3名を採用

・工学部で、日本学術振興
会の外国人特別研究員3名

を招へい

中国語の大学案内を作成。

韓国語版及び英語版を更
新

筑 波技術
短期大学

外国人の助教授 1名採用

人間文化
研究機構

・国立歴史民俗博物館で、

外国人研究員 3人受け入れ

・国文学研究資料館で、外
国人研究員 2名受け入れ

・国際日本文化研究セン
ターで、外国人研究員19名

新規招へい

・総合地球環境学研究所
で、外国人研究員 9名、日
本学術振興会外国人特別

研究員 1名受け入れ

・国立民族学博物館で、外
国人研究員 10 名を客員教
授 ・客員助教授 として受け

入れ。さらに外国人外来研
究員 8名受け入れ

高エネル
ギー加速器

研究機構

外国人研究員等宿泊施設

の点検を月 1回実施し、改
善すべき施設、設備等につ

いて迅速に修理や設備交
換を実施

つくば市内のバス路線の英

文表記やつくばエクスプレ

スの英文時刻表の作成、機
構 内通知の各種英語による

周知等実施

情報 ・シス

テム研究機
構

・情報研で、外国人研究員

17名、日本学術振興会外国
人特別研究員 10 名受入

・統数研で、外国人特別研
究員 6名受入

海外の教育研究職員の採

f削こおいて、雇用契約の確

認や知的財産所有権の明
確 化等円滑な運用を行うた

め、外国人教員の雇用に関
係する規程等を英文化し、

英文規程集を整備
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⑧ 準備・検討段階の取組

国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

国際交流に関するデータを

収集し、活動状況を把握

工学部案内と入試情報の
英語版が作成され、ホ胃ム

ページに掲載する準備を実
施

外国人研究員等宿泊施設

に係る事務手続きの簡素化
を検討

研究室や実験室等の利用
状況を見直し、外国人客員

用の研究室等を整備
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平成17事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

①　 外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮 した受

⑥ 英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

（訪　その他の外国人研究者の活躍促進 に係る取組　　 74法人

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国言吾化、
入体制の構 築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採 用情報

の公開等情報発信

小計 24法人 8法人 58法人 4 1法人 15法人

北海道大

学

・外国人研究者及びその家 ・エネルギー変換マテリア 国際公募は、インターネッ
族等 の支援のため、北海道

大学 国際婦人交流会と連
携し、初歩の 日本語と日本

事情を内容とした 日本語サ

ロンを開設するほか、盆踊
り、餅つき等 の異文化交
流、ガレ胃ジセール等を展

開

・職 員、外国人研究者等が
安心 して就労 ・就学できるよ
うにするため、保育園を開

園

ル研究センターで、外国人

非常勤研究員2名を採用

・30名の研究者を招へい

ト・ジャーナル等で実施

北海道教
育大学

・外国人教員を新たに2人

配置。本学全体で4人

・外国人教師3人が雇用更
新契約締結

室蘭工業

大学

英語による公募要項を作成
するとともに、ホームページ

に掲載

・サテライトベンチャー・ビ
ジネス・ラボラトリーで、ポス

ト・ドクトラル・フェローとして

外国人2名を採用

・外国人教員5名採用。全学
で外国人教員は 7名に

小樽商科
大学

経済学科の教員採用で、外

国の学会誌に公募を掲載

帯広畜産

大学

・外国人 1名を教授に採用

・（独）日本学術振興会事業
の外国人特別研究 員等を
受け入れ

英語教育担当教員の公募

に際し、r英語を母国語とす
る方が望ましい」と明記し、

外国人の採用に向けて積
極的に公募

旭川医科

大学

宿舎規程 申合せを制定。宿

舎の入居資格を外国人にも

拡大

北見工業
大学

学術交流協定を締結してい
る大学から外国人研究者を

招へいして、講演会を実施
するとともに、技術指導を受

岩手大学

外国人教員の任用促進に

関する特例措置を制定

東北大学

前年度に引き続き、外国人

研究者・留学生向けの優 良
民間宿舎情報の蓄積及び

大学のホームページでの情
報提供を実施

各部局で、人材確保に関す

る基本方針に基づき、国内
外からの公募制による任

用、外国人の任用を実施

宮城教育

大学

基礎教育科目の外国語科

目等に、外国人非常勤講師
を採用

秋田大学

外国人教員9名、外国人研

究員5名採用

同一大学出身者の割合、外

国人 、女性及び障害者の積
極的登用に関する指針を策

定。公募制による教員選考

の推進と国際公募制の導
入を明示

山形大学

・外国人研究者の宿泊施設 ・人文学部で、ロシアからの 英語版ホームページに、こ
の需要増に対応するため、 研究者受け入れ れまでの学部 ・研究科の掲
大学職 員宿舎を活用 ・理学部で、韓国 2大学との 載に加えて、学内共 同教育
・国際交流会館の空室を外 研究者交流 研究施設等を追加し、内容
国人研究者の宿泊施設とし

て利用

・医学部で、外国人教員 1人

採用
を充実

福島大学

教員の公募文書の英語版

を作成。また、ホームペー

ジに掲載し公募を実施

外国人教員採用にあたり任

期制を導入した公募を試

行。しかし適任者なし

茨城大学
工学部・超塑性工学研究セ

ンターで、非常勤研究員に
外国人研究員を配置

筑波大学 大部分の教育・研究組織

で、英文ページを公開

宇都宮大
学

・各学部で、本学ホーム
ページ及び（独）科学技術振

興機構の研究者人材デー
タベース（JR EC －ZN ）等によ

り公募

・国際学部で、英文での公
碁も実施

群馬大学

外国人教員も宿舎に入居 ・5協定校から外国人研究 外国人教師枠を廃止し、－

可能に。また、短期滞在者 者 8名を招へい 般の教員として採用できる
は、国際交流会館の宿泊施

設を貸与

・外部資金を積極的に獲得

して研究者を招へい

制度を整備
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（診 準備・検討段階の取組

国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

7法人 7法人 3法人 9法人 33法人

外国人教員等を対象とした

年俸制の導入について検
討。検討結果を受け、平成

18年度から特任教員制度
及び年俸制を導入

3大学と学術交流協定締結

宿舎の一部を外国人研究

者等の宿泊施設を含めた

国際交流センターに転用す
ること等を検討

外国人教師制度の廃止を
決定し、外国人教員への職

位換えを検討

各部局で、受け入れ外国人

研究者のための研究室を

提供

農学部で、学部間交流協定

締結校を中心にした研究者

交流

優れた人材の積極的確保

のため申し合わせについて
議論

3大学と大学間協定を新規

締結。さらに既存の部局間
協定の2大学を大学間協定

に昇格

他の部局間協定についても

可能な限り大学間協定に昇
格すべく交渉中
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平成17事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

（》 外国人研究者の住 宅確

保等生活環境に配慮した受

⑥　 英語での告知等研究者

採用 時に外国人研究者が

㊤）その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 74法人
外国人研究者の採用 、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、

入体制の構築 応募 しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

埼 玉大学

・英語教育開発センターで5

名、教養学部で4名、経済
学部で1名の任期付外国人

教員を採用

・理工学研究科で、外国人
教 員2名採用

千葉大学

・真菌医学研究センターで、

外 国人研究者を招へいし、
国際的な共同的研究体制

を構築

・フロンティアメディカル工学
研究開発センターで、フィン

ランド、イギリス等から研究
者を招へいし、プロジェクト

研究等を推進

・社会文化研究科、自然科
学研究科、医学研究院で、

C O E研究に伴う外国人教
員・研究員を招へい
等

東京大学

研究者 2、740名を受け入れ

（前年度実績 2、340 名）

・招へい研究員の履歴書の

提出のとりやめや個 々の招

へい計画に対する決定通
知の廃止等により、本部と
部局を往復する書類の種

類、提出回数を大幅に減ら

し、外国人研究 員受け入れ
手続きを簡素化

・個々の招へい計画に基づ
き、毎月必要予算額を詳細

に計算して配分を行った上

で、さらに年度末に予算調
整を行っていたが 、本年度

は、原則、年度当初配分 、9
月及び年度末の調整に省
略し、事務手続きを簡素化

東京医科
歯科大学

外国人研究員の取扱を制
定。さらに、学長の裁量によ

り柔軟な給与決定を可能と
する制度を整備

東京外国
語大学

職員宿舎に外国人教員用 ・全教員249名中外国人教 学部、大学院等の採用人事
宿泊室、国際交流会館に外 員 31名 の公募に際して国籍による

国人研究者用家族室・夫婦
室を確保

・学部の26専攻語すべてに

1名の外国人教員を配置

・A A 研で、外国人客員研究
員 5名をプロジェクトに配置

制限を設定しなかった

東京学芸
大学

大学教員10名採用中女性

かつ外国人教 員1名

外国人研究者の受入事務

は、国際交流課と留学生課
を統合したことによりワンス

トップ・サービスが可能に

東京農工

大学

・各部局で、外国人研究者

の受入れ、招へいを実施

・生物システム応用科学教
育部で、現在外国人教 員は

10％超

旧来の英文 W ebページのデ

ザインを－新し、コンテンツ

を更新

東京芸術

大学

・外国人教師制度を見直

し、2年に満たない場合にお

いても招へい・帰国旅費を
支給できる制度に改正

・教員の採用及び昇任等に
関する選考要項に基づき、
教員の新規採用にあたり、

同一の能力であった場合外
国人教員等を優先的に採

用

東京工 業

大学

・新たに外国人研究者 ・留 ・外国人教員 12名採用 外国人ボスドク等各種研究

学生の女子寮をキャンバス ・外国人研究員 222名招へ 員の募集広報について、
徒歩圏内に新規に借り上げ い ホームページの改善により

・国際交流ハウスに、日本 ・各学科・専攻で、短期招へ 的確な情報を提供し、応募

入学生及び研究者をチュー

ターとして配し、外国人研究
者の日本への適応を推進

い外国人教員ポストを用意

し、選考手続きを簡略化す

る方策等を実施。客員講座
教員、流動教員、21世紀

C O E特任教員を採用

希望に即応
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⑨ 準備・検討段階の取組
国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

大学間協定6件、部局間協

定19件を新規締結

オーストラリア国立大学、ス

イス連邦工科大学チュー

リッヒ、シンガポール国立大
学、北京大学、カリフォルニ

ア大学バークレー校、ケン
ブリッジ大学、コペンハーゲ

ン大学、オックスフォード大
学、イエール大学、東京大
学の計10大学からなる、共

同研究、研究者交流、学生

交流等を目的とした

lA R U（国際研究型大学連
合）に加盟

・国際学術戦l略本部を設置

・外国人教員のサポート体
制の充実を国際戦略の重

要な柱の1つと位置づけ、

サービスフロントチームを設
け、ワンストップ・サービス
を含めた教職員の国際交

流に関する業務を実施

A A研で、外国人フェロー等

の研究スペースを提供

外国人採用拡大について、

若手研究者の国際公募等

具体的な実施案を検討。各
部局でも検討推進

学外連携・研究協力課を設

置し、窓口体制、国際交流
に係る事務処理体制を整備

外国人研究者受入体制整

備のための新しい制度創設

の検討に着手

・国際戦略本部強化事業の

下で、事務部門を改組
○国際会議を担当する戦

略支援チームを新設すると
ともに、新たに採用された

国際連携コーディネーター
との協働により国際会議運

営に関する情報収集等のノ
ウハウの蓄積を開始

○研究者の受入・派遣を担

当する教員支援チームを新
設。同じく新設の学生交流

チームとともに留学生、外
国人研究者を一元的にサ
ポート
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平成17事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

① 外国人研究者の住 宅確

保等生活環境に配慮した受

（8　 英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

（動　その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 74法人

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、
入体制の構築 応募 しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

東京海洋

大学

お茶の水女

子大学

外国人教員任用数は、助教

授 2名、講師 1名、リサーチ

フェロー 2名

外国人教師3 名に任期制度

の適用を拡大

電気通信
大学

創立80周年記念事 業学術

交流基金補助事業で、外国
人研究者 2人招へい

・人事の基本方針に基づ

き、人種、国籍不問、能力
及び人物本位の人事を実

施

・先端ワイヤレスコミュニ
ケーション研究センターの
教授選考に、国外にも候補

者の推薦について照会する
など国内外に広く適任者を

募集

一橋大学

・各研究科で、外国人教

員、外国人客員教授の招へ

い等を行い、講義を開講

・各研究科で、外国人客員
研究者5 1名受け入れ。外国
人客員教授も10名以上

・法学研究科で、毎年韓国
か ら裁判官を研究員として
受け入れ

・教員採用総数 31名中外国
人教員は4名。前年度増

横浜国立

大学

外国人研究者 ・留学生の受

け入れを支援するため国際
交流会館の防火設備の改
善等の施設を整備

・国際社会科学研究科で、

外国人教 員1人採用

・各部局において、外国人
客員研究員受け入れ等推

進

・イギリス、アメリカから研究
者各 1人を招へいし、シンポ
ジウムを開催

・国際交流基金により研究
者 3人を招へいし、学生の

研究指導や、市民や学外者

も交えた講演会、研究交流
等を実施

新潟大学

外国人教員 18人を配置 ・教員採用には外国人の採
用も視野に入れて広く公募

・（独）科学技術振興機構の
研究者人材データベースの

活用、インターネットの利用
等により、外国人教員採用

機会の増大を推進

長岡技術
科学大学

外国人研究者の宿泊施設 ・日本学術振興会外国人研 JIC A 及び学術振興会等の
こついて、市内関係機関及 究者 （外国人特別研究員）2 外部支援関係機関等に外

び民間不動産関係へ協 力 人受け入れ 国人研究者受け入れに関
を依頼 ・非常勤講師 146人中外国

人9人
する情報提供を実施 し、受

け入れの支援・拡充を推進

上越教育

大学

外国人の雇用促進等を掲
げた教 員人事に関する基本

方針を制定。外国人教員の

公募の際には「国籍を問わ
ない。ただし、日本語を母語

としない場合は、教育及び
学内業務を遂行可能な十

分な日本語能力を有する」

ことを明記することを決定

金沢大学

・日本学術振興会事業外国

人特別研究員 1人、招へい

外国人研究者 1人、海外特
別研究員2人受け入れ

・外国人医師 2名受け入れ

外国人教員に係る任期制

を撤廃し、日本人教員の雇

用形態に合わせる
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⑨　 準備・検討段階の取組

国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

留学生、外国人研究者の国

際交流会館への入居状況
を調べ、職員宿舎への入居

の可能性を検討
・常勤の教授・助教授・講師

や任期制のリサーチフェ

ローの中に常時少なくとも
複数の外国人教員が含ま

れることを雇用システムの
原則とすることについて協

議を継続

・外国人教師の雇用制度を
見直し、平成18年度から、
給与改定等を伴う新たな外

国語教員制度を設定

社会学研究科で、外国人教

員招へい実施を担当する特

別委員会を設置

部局間学生交流協定の協

議を推進

・3大学と大学間交流協定を

新規締結

・各部局で、部局間学術交
流協定締結等が推進

2大学と大学間交流協定締

結の準備を推進
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平成17事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

（か　外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮 した受

⑥ 英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

（抄　その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 74法人

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、

入体制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

福井大学

・教育地域科学部で、中国

語担当の教員を、学術交流
協定を締結している中国の

大学に適任者の推薦を依
頼し、助教授 1名採用

・医学部で、外国人教師ポ
ストを常勤の講師ポストに
振替え、英語担 当教員とし

て外国人 1名採用

山梨大学

クリーンエネルギー研究セ

ンターで、外国人研究員 2名
を特任教授、同助教授とし

て雇用

・外国人教員の任用上の処
遇（身分、任期）等について

外国語特任教員取扱要項
を制定

・外国人教員の所属を大学
教育研究開発センター所属

に

・有期雇用職員就 業規則を
創設 し、特任制度の活用に

よる雇用体制を整備

信州大学

外国語・外国事情担当教員
規程の制定に基づき、現在

5名が契約により雇用

岐阜大学

外国人教 員について、教育

研究等で優れた実績・業績
があれば、国籍 に関係なく

広く採用する方針で広く公
募

静岡大学
外国人教員等雇用人数は、

18名 （前年比 1名滅。定員に
占める割合は2 0％）

浜松医科
大学

外国人研究者 ・留学生全員
を学 内の宿舎に入居させる

ため、職員宿舎を活用

英文ホームページによる大

学紹介を整備

名古屋工

業大学

職員会館を外国人研究者

の滞在施設として有効活用

外国人教員2名採用 任期付外国人教員 3名を終

身雇用に切り替え

豊橋技術

科学大学

職員宿舎に外国人教員6

名、客員教授 2名入居

本学教員の約 5．9％にあた

る13名の外国人教員・客員
教授を受け入れ。その他、

非常勤外国人研究員20名、
外国人研究者 15名を受入

れ

三重大学

滋賀大学

滋賀医科

大学

・外国人4名採用 種々の外国人研究者受入 イ2005大学概要」に合わせ
・外国人研究者 37名受け入

れ

制度の情報を収集及び活

用

た内容に英文ホームページ

を更新

・大学日本語版ホームペー
ジのリニューアルに合わ

せ、英文ページへの入り口
を分かりやすく改良
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（診 準備・検討段階の取組

国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

外国人教員の雇用につい

て、外国人教員の実情、メ
リットや定義付け、公募方
法等について検討。外部資
金による採用の促進、研究

面における任期制の導入、

国際広報、ポスト、採用条
件、公募方法等、継続検討

留学生センターを発展解消

し、国際共同研究などの企
画、立案を行うとともに、本
学の特色である産学連携を

国際的視点で行う国際交流

センターを設置

外国人教員採用を推進す

る方策について、他大学の
状況を調査

・外国人教師等宿泊施設へ

のインターネット、ケーブル

テレビの配線の敷設につい
て具体的を検討を開始

・外国人教師の在り方やそ
の受入体制等について検
討。外国人教師等の活動の

場としての国際交流セン
ターの充実や外国人等に対

して英吉吾で講義を行う国際
交流センター開設科目の設

置等を決定するとともに、海
外の高等教育機関の教員

を連携教授・助教授として
採用することに

外国人教員が期待される教
育研究分野、役割、必要性

等について議論
国籍等の差別がないよう教

員選考結果を公開する方
策等について検討
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平成17事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

①　 外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受

⑥ 英語での告 知等研究者

採用時に外国人研究者が

（抄　 その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 74法人

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、
入体制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

京都大学

国際交流サービスオフィス

で、外国人研究者受入れの
ための在留資格認定証明
書交付代理申請の業務を

開始。外国人研究者に対す
る入国代理申請・在留資格

認定書交付業務等の一元
化 ・集約化をはじめを順次
推進

・外国人研究員制度、寄附

講座、外部資金等の活用に

より、約 650 名の外国人教
員、外国人研究員等を受け

入れ

・京都大学教育研究振興財
団の長期招へい（若手）制
度をはじめ、プロジェクト経

外部資金、2 1世紀C O E プ

ログラム等により、外国から
の博士取得後研究員を招

へい外国人学者や外国人
共同研究者等として受け入
れ。延べ約 150名

京都教育

大学

外国人研究者の研究、厚生

面での環境整備のため、国
際交流会館主事 ・副主事と
自治会役員との定期的会

合を持ち、会館における共

同生活に対する共通理解
の向上に努力

ホームページは、引き続き
英語及び日本語で掲載

大阪大学

外国人等 向け宿泊設備整 8 部局で公募の一部を海外 ・生命機能研究科で、C O E ・外 国人教員の外国からの
債として、国際交流会館居 の雑誌等に掲載、または英 国際シンポジウムに海外か 赴任について、一定の条件
室のクロス等の張替等を実 文での公募を実施 ら研究者 8名を招へい。ま を満たす場合は、特別赴任

施 た、中・長期滞在共同研究
プロジェクトにより外国人研

究者 2名を招へい

・社会経済研究所で、外国
人研究員制度を利用して、

＼

手 当を支給可能に

・外国籍教員・研究員の任
用に配慮

研究者 5名を招へし。また、

C O E 国際連携の一環とし
て、教授 3名を行動経済学

研究センターに招へいし、
共 同研究を推進

・レーザーエネルギー学研
究センターで、外部資金に

より外国人研究者 11名を受
け入れ（客員教授除く）

・外国人教員27名、外国人
教師 14名、外国人研究員54
名採用

・歯学研究科で、C O Eポスト
ドクターとして外国人研究

者 2名を雇用

大阪外国
語大学

留学生会館に外国人研究 外国人教師 14名、外国人招 国際学術交流助成金・外国

員用ゲストルームを確保 へい教員 11名を雇用 人研究者招へい助成事業

の見直し、教 員を申請単位
とする従来の制度に加え、
招へい者を学術交流協定

校所属の研究者に限定し、
専攻語 ・講座等を申請単位

として最大 1ケ月の滞在を認

める新たな枠組み案を策
定。これに基づき、平成 18

年度募集要項を作成し、全
教員に配布

大阪教育
大学

・教員の公募要縞作成の際

の留意事項を策定
○外国語で公募要欄 を作
成し、インターネットや国際

学会誌等を活用 して周知す
ることを盛り込み

○海外からの応募や、選考

の際面接や模擬授業等を
実施のため、公募期間を

3ケ月程度と確保することを
盛り込み

兵庫教育
大学

各種国際シンポジウム開催

等により、海外から多くの研
究者を受入れ等促進

研究支援課研究支援チー

ムを設置。研究者の受入
れ・派遣に関する事務手続

きを担当する部署を一元化

神戸大学

外国人研究者の家賃の一

部を大学が負担し、さらに
家具の整備を実施

寄附金等の外部資金により
雇用する特命職員 制度を

設定。外国人教員等をより
柔軟に雇用できるよう年俸

制を導入

奈良教育
大学
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⑨　 準備・検討段階の取組
国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

国際交流サービスオフィス

を設置

ホームページに中国語での

掲載を検討

日本人、外国人のボスドク・
若手研究者を対象とした研

究所若手特別研究員

（research fet．ow）を設置。
当該研究員に、資金の特別

配分を実施

外国人研究者用宿舎の整
備を検討

2大学との交流協定新規締
結。さらに、1大学と学部間
協定を大学間協定に発展

的改定
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平成17事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

（彰　外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受

（8　 英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

⑧　 その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 74 法人
外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、

入体制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

和歌山大
学

・国際シンポジウム 開催で、

6名の外国人研究者を招へ

い

・日本学術振興会 2国間事
業による研究者を受け入れ

・3大学・機関から研究者
（一部学生を含む）17名を
招へい

鳥取大学

国際交流会館の家族室や 121世紀 C O E プログラム ・教員、外国人客員研究者

夫婦室を複数の単身者で で、外国人研究者 6名を招 の選考は、選考委員会委員

利用するなどの利便性を向 へい として、学外から2名、農学

上 ・乾燥地研究センターで、外
国人客員研究者 5 名を受け

入れ

部から1名の委員が参加

し、適切な研究者の配置に
努力

・外国人教員の積極的な登
用のため、教 員専攻に関す

る基本方針に基づき、採用
を促進するよう周知

島根大学

・外国人研究者の研修 受入 外国人研究者の研修受入 プロジェクト研究推進機構

制度に基づき、中国の協定 制度に基づき、中国の協定 で、既存学部等と連携した

校から研修員受け入れに 校から研修員延べ 15名受 兼務教員の他、機構独 自の

際し、外国人登録等の各種

手続き及び生活上の相談
体制を確立

・外国人研究者の受け入れ
に関し、受入研究者向け受
入れ各種手続きガイドを作
成し、学内周知

・医学部外国人研究員等
の増加に対応するため、職
員宿舎の一部（10戸分）を

用途変更し、宿舎用に整備

け入れ 専任教員・研究員や一定期

間研究に専念できる教員の
枠を設けるなど、教員組織

の面でも新制度を導入。本
制度により外国の優秀な研
究員を採用

岡山大学

国際共同研究推進のため、
共同研究 員の公募及び大

学院学生・ボスドク（PD F ）

の募集を国際的に展開

地球物質科学研究センター

で、現在全国共同利用によ
る国際共同研究等による外

国人研究員 50名、外国人Ⅲ
種研究員は 10 名（帰国者も
含む）を招へい

広島大学

・外国人研究者用の共同利

用室の設置と共用を開始

・民間アパート等に入居す
る外国人研究者の期間保

証を実施

外国人教員数32名 ・外国人教師について、平
成 18年4 月より雇用形態が

大きく変わるため説明会を

実施

・外国人教師制度を廃止。
これに伴い、外国人教師在
職者の雇用等の取扱いに

ついて、外国人教 員への円
滑な移行等を実施

山口大学

英語版職員就業規則、英語

版外国 人研究員就業規則

及び英語版契約書例を作
成し、W ebページに掲載

徳島大学

教員公募における募集要

項には、国籍等による差別
を排除し、公正な選考を

行っている旨を記載し、本
学の姿勢を外部にアピール

鳴 門教育

大学

・教員教育国際協 力セン

ターに、外国人客 員研究員

の受け入れ

・外国人教 員2人採 用

外国人研究者の手引きを

英語版で作成するなど受入

体制を充実

香川大学

新規採用者の半数 以上を
外国人研究者等にするなど

（経済学部で、6名 中外国人

研究者 2名）、各学部におい

てジェンダーバランスの改
善及び多彩な人材を増員

確保

各研究科で、ホームページ

の改善を図り、教育学部、

医学部、工学部、農学部

で、英語版ホームページを
公表。教育学部では、中国
語版ホームページも公表

愛媛大学

・外国人客員研究員の受け

入れ等積極的な人的交流
を推進

・先端研究センターで、客員
教授、客員助教授として外

国人研究者 4名を招へい

外国人客員研究員制度に

より、受け入れ研究者等の
身分を確保
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⑨ 準備・検討段階の取組
国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

学長裁量ポストの拡充を検

討。平成18年4月から外国
人教員1名を新たに採用決

定

国際交流会館の空室の有

効利用促進のため、規則の
見直しに着手

・外国人研究者の受け入れ

に関して、各学部・学科等
における方針・取組及び必
要な受入体制の整備につ

いて調査結果をとりまとめ、
課題等を分析

・男女共同参画推進計画を
策定するための提案書を作
成。女性、外国人等に対す

る学内における既存の制
度、慣行、意識、大学政策

の見直しを行うことも提言

・特定非営利活動法人と連

携協力に関する協定を締

結。国際交流を推進する観
点から、連携協力強化を検

討開始。また、海外の大学
等との交流状況等を評価

・外国人教員採用に関する
障害・問題点を検証

・職員宿舎の現状の調査及
び過去の外国人客員研究

員の受け入れ期間における
世帯の状況について調査
・中国政府派遣研究員に面

接を行い、受入環境の現状

や要望等について聞き取り
調査

・外国人教師・外国人研究
員の効率的な雇用手続き

の検討

・海外教育研究拠点におけ
る外国人教員の採用の要
件等について継続検討する

とともに、採用を促進
・各部局等の外国人応募者

数等を調査。人事労務担当
副学長から部局長へ外国

人の教員数増を要請

・英語版募集要項のW eb
ページへの掲載を継続検
海外への広報活動を強力

に推進する中核組織である

国際交流推進センター（仮
称）の設置及び組織と役割

等について検討
教員の研究者総覧の英語

版を作成するなどの研究交
流を促進させる体制につい

て検討

学術交流協定締結校、共同

研究機関等を相互に訪問

し、学術交流を推進
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平成17事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

①　 外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受

⑥ 英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

（扮　 その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 74法人

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、
入体制の構築 応募 しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

高知大学

教員の採用は、基本方針に

基づき外国人教員等の採

用を実施

・教育学研究科で、英語版

ホームページを公開

・医学系研究科で、英語版
ホームページを開設

・農学研究科で、ホーム
ページ日本語版 ・英語版を
開設

・大学公式ホームページ英
語版は、2005年 3月に公開

済み

福岡教育

大学

九州大学

招へい教員規程を活用し、

人間環境学研究院、法学研
究院、工学研究院、先導物
質化学研究所、留学生セン

ターで、外国人研究者 16名
雇用

前 年度に引き続き、外国人
教 員等公募及び採用状況

並びに部局別在職者数を

四半期ごとに本学 H P にお

いて公表

九州工業
大学

外国人の教育職員の確保

に努める旨の方針を策定に
基づき、外国籍教員採用は

24名中3名

・外国人研究者及び留学生

受入れを強化する方策とし

て国際戦略経費を新設

・創立 75周年記念基金を活
用した国際交流資金の適
用方針を整備

佐賀大学

外国人教師公舎移築工事 ・外国人研究者受け入れ ・外国人教師制度を平成 17
に着工 は、日本学術振興会外国人

特別研究員6名、同振興会
外国人招へい研究者 5名、

同振興会国際研究集会9
名、日本学生支援会帰国外

国人留学生短期研究制度 1
名

・共同研究に伴い外国人研
究員 26名を受け入れ

・低平地研究センター、海
洋エネルギー研究センター

で、外国籍研究者に特化し
た選考を行い、2名採用

・新規教 員採用 75名中外国
籍教員2 名（2 7％）

年度限りで廃止し、教育職

給与表（－）適用職員に切

り替え

・英語教育強化策としてネ
イティブスピーカーを採用す
るため、教員公募を国外に

も発信

長崎大学

・日本学術振興会の外国人

特別研究員 6名、外国人招

へい研究者3名を受け入れ

・外国人客員研究員5 1名を
受け入れ

外 国人教師制を廃止 し、新

たに国際教育教員として任
期を付して雇用し、給与は

一般の大学教員の給与を
適用

熊本大学

教員公募では、全世界から

の応募が可能となるよう、
本学英文ホームページに掲
載するだけでなく、研究者

人材データベースJ RE C －1N

に掲載

外国人教員の割合は、平成

15年度比較 0．9ポイント増の

16 ％

大分大学
教員公募制度の導入によ

り、外国人等の積極的任用

に配慮

公式ホームペ胃ジの教職
員数のページに、外国人等

の任用数を公表

宮崎大学
全正規職員採用 158人中外

国人 3人
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（診 準備・検討段階の取組
国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

・諸外国の大学と研究交

流、学生交流活動を推進す
る中で、世界の文化の発展

に貢献することを目棟とし、
その目標達成のため、7つ

の原則（（郭量と共に葺の充
実②個人ペースから組織

ペースへ③分散から一元化

へ④横並びから重点化へ
（9 ローカルな体制からグ

ローバルな体制へ⑥受入
れ中心から相互交流へ⑦

国際交流促進のための企
画力増強）から成る国際交
流ポリシーを策定

・本年度に設置された国際・
地域連携センターの国際交

流部門（卒後）と総合教育

センターの修学・留学生支
援部門（在学）との機能・役
割分担の明確化を実施

・理学研究科で、大学院英

語版ホームページの充実に
向けて検討

・農学研究科で、ホーム
ページ日本語版・英語版の

修正点を検討

・黒潮圏海洋科学研究科
で、ホームページ日本語
版・英語版の点検・改善を

研究科広報委員会で随時
実施

・外国人教員数等を各学部
等に資料配布

外国人職員等を取り巻く現

状について調査し、課題等
を整理

受入れ教員の手続き等を
簡素化し、負担を軽減する

措置を検討

国際研究協力課を研究協

力課と国際交流課の2課に
機能分化し、研究支援体制
を明確化

国際連携研究戦略本部に

事務職員として外国人を有
期雇用で雇用し、国際的業

務を充実

・優秀な外国人教員拡充の

ため、語学外国人教師枠の
拡大、外国人教員の待遇改
善等の制度的措置につい

て検討開始

・外国人教員の在職状況に
ついて部局長等連絡調整
会議において、報告し啓発
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平成17事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

（彰 外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受

（9　英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

（粉　その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 74 法人
外国人研究者の採用 、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、

入体制の構 築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

鹿児島大
学

・教員選考の方針に基づ

き、広く公募。教 員採用80
名中外国人6名

・多島圏研究センターで、国
際公募により計2名招へい

・難治性ウイルス疾患研究
センターで、1名招へい

・水産学部で、計2 名が 日本
学術振興会外国人特別研

究員として研究に参加

・工学部、農学部 、医歯学
総合研究科、理学部、教育
学部で、日本学術振興会外

国人招へい研究者を受け

入れ

・フロンティアサイエンス研
究推進センターで、ハー

バード大学移植生物研究所

教授と準教授を招へい

・ホームページ英語版の
データを更新。また、トップ

ページのG eneral

Inform at10n に国際事業課
に掲載 していたニューズレ

ターを同時に掲載し、学外
からの閲覧も可能に

・農学部で、ホームページ
に新しく中国語版を掲載

琉球大学

・外国人受託研修を積極的

に受け入れ。研究指導によ
り3名が医学博士の学位を

取得

・非常勤講師として外国人
31名採用 （前年度実績 1名
増）

政策研究
大学院大

学

・在 日フランス大使館との協

定により、ソルボンヌ大学教

授を客員教授として受け入
れ

・科学研究費補助金、日本
学術振興会外国人特別研

究員制度等を活用し外国人

研究者を客員研究員 12名と
して受け入れ

客員研究員受入規程を整

備し、客員研究員につい

て、日本人、外 国人を区別
なく同様の申請過程で一元

的に受け入れるシステムを
構築

総合研究

大学院大
学

先導科学研究科、葉山高等

研究センターが行う共同研
究等に参加する外国人研
究者が、葉山キャンバス宿

泊施設を使用する際、特例
として10 日以上の長期の利

用が可能となるよう運用方
針を制定

北陸先端

科学技術
大学院 大

学

・21世紀 C O Eプログラム等

を活用し、外国人研究者計

58名を研究員として雇用

・英語教育担当教授に外国
人研究者 1名採用

・情報科学研究科で、特任
教授 1名及び助手 1名の外

国人教員を採用

・材料科学研究科で、特任
助教授 1名の外国人教員を

採用

・科学技術開発戦略セン
ターで、特任講師 1名の外

国人教員を採用

・学長裁量選考により外国
人教員2 名採用

・国際共同研究プロジェクト
制度や民間財団等の招へ

い事業の活用により、外国
の優秀な研究者を客員研
究員、特別研究員として合

教員採用は、公募を原則と

し、国内外の優秀な研究者
等に広く周知するため、公
募情報をホームページ及び

学会誌に掲載し、国籍、言
語、性別、経歴等に捕われ

ない優秀な教育・研究者の

人材確保に努力

奈良先端

科学技術

大学院大
学

1ケ月を超える長期受け入
れを行っている外国人研究

者は 54 名

英語版ホームページを充実

富 山医科
薬科大学

外国人研究者の宿舎不足

の対策として、看護師宿舎

への入居を継続試行
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（診 準備・検討段階の取組

国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

国際戦略本部を設置。国際
交流に関するオ胃ガナイ

ザーとしてプログラムディレ

クター教授とプログラムオ

フィサー9名を置き、1名は
専任助教授を採用、他は学
内から兼任教職員を配置。
さらに、学外の国際経験豊

かな有識者3名を国際戦略

アドバイザーとして委嘱

水産学部で、フィリピン大学
と初のリエゾンオフィス相互

設置協定を締結。フィリピン
大学内にフィリピン事務所

を開設

外国人等の客員研究員室

を整備

大学間交流協定6件 （うち新 外国人研究者の対応を行う・外国人研究者への情報提

規3件）、部局間交流協定28 ため、英語能力のある職員 供サービスを検討。全学的

件締結し、活発な学術交流
を推進

を配置 なメ胃ルによる通知は和英

併記にて通知することに

・英語版イントラネットは、掲
載情報の整理を行い、内容

等の見直しを検討
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平成17事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

①　 外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受

⑥ 英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

（粉　その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 74法人

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、
入体 制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

旧富山大
学

・日本学術振興会拠点大学

交流事 業、21世紀 C O E プロ
グラムに関連して、毎年 40

～60 名程度外国人客員研
究 員として受け入れ

・工学部で、日本学術振興
会外国人特別研究 員3名招

へい

・V B Lで、外国人研究員を
雇用し、プロジェクト研究を

推進

国際性等の観 点から、外国

人教員の採用に配慮

人間文化

研究機構

・国立歴史民俗博物館で、 国際 日本文化研究センター 国立民族学博物館で、英文

外国人研究員6人受け入れ で、ホームページにおいて ホームページをリニューア
・国文学研究資料館で、外

国人研究員 3名受け入れ

・国際日本文化研究セン
ターで、外国人研究員 15名
新規招へい

・総合地球環境学研究所
で、外国人研究員9名、日
本学術振興会外国人特別

研究員 1名受け入れ

・国立民族学博物館で、外
国人研究員8名を客員教
授・客員助教授として受け

入れ。さらに外国人外来研
究員目名受け入れ。さらに

（独）国際協力機構からの委
託事業で世界の開発途上

国 10カ国から外国人受託研
修員を受け入れ

・外国人研究者延べ 68人招
へい

外国人研究員受け入れ時

の研究者情報紹介等を随
時更新し情報公開を推進。

また、外国人研究員等の募
集案内を実施

ル

高エネル

ギー加速器

研究機構

外国人研究員等宿泊施設

の点検を月1回実施し、改
善すべき施設、設備等につ

いて迅速 に修理や設備交
換を実施

つくば市内のバス路線の英

文表記やつくばエクスプレ

スの英文時刻表の作成、機
構内通知の各種英語による

周知等実施

情報 ・シス

テム研究機
構

・外国人研究員88名、日本

学術振興会外国人特別研
究員12名を受け入れ

・外国人客員教授 9名等、計
37名の外国人研究者を受
け入れ

・統数研で、外国人客員教
授・助教授、外国人研究員
等を戦略研究センターでの

採用を拡大して受け入れ

・情報研で、国際交流協定
締結機関からの研究 員やイ

ンターンシップ受け入れ制
度により海外からの人材養
成 に努力

・外国人研究者26名の招へ
い等、海外研究機関との研
究交流、研究者招へいを促

進

・極地研で、年次シンポジウ
ムや公開講演会に外国人
を招へい

・情報研で、オープンフォー
ラムに海外から著名な研究
者を招へい

・遺伝研で、国外の著名な
研究者を招へい
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⑨ 準備・検討段階の取組

国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

・経済学部で、中国語、韓

国語ホームページの作成

及び英言吾ホームページ充実
等の計画を策定

・工学部で、英語版の学部
案内をホームページに掲載

できるよう準備

・外国人教師の今後の雇用
形態について検討

・国際交流室の設置を検討

国際日本文化研究センター

で、国内外の研究者に日本
文化の研究成果を公募し、

これらを論文集として出版

し、広く国内外の日本研究
機関等に配付

・外国人研究員等宿泊施設

の老朽化に伴う大規模な改
修工事について、年次計画

を立案

・外国人研究員等宿泊施設
に係る事務手続きの簡素化
を検討
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平成18事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

① 外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮 した受

⑥ 英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

（訪　その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 7 1法人

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、

入体制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

小計 20件 8法人 57法人 25法人 12法人

北海道大
学

・外国人研究者及びその家 総長室重点配分経費による ・大学英語版ホ胃ムページ

族等の支援のため、北海道 大学間協定校との交流促 について、最新情報告知梱

大学国際婦人交流会と連 進事業 （招へい・派遣）を展 をトップページに移行するな

摸し、初歩の日本語と日本 開。研究者 12名招へ い、教 ど構成を改定。また、国際

事情を内容とした 日本語サ

ロンを開設するほか、盆踊
り、餅つき等の異文化交

流 、ガレージセール等を展
開

・職員、外国人研究者等が
安心して就労 ・就学できるよ

うにするため、保育園を運
営

員、学生等 16名派遣 関連プロジェクトや外国人

研究者の生活サポートペー

ジへのリンクを増設

・学内教職員、中国同窓会
等に北京オフィス有効活用

のため、北京オフィス・メー

ル通信を創刊、隔月発行

北海道教

育大学

外国人教師の取扱いに関

する要項を策定し、雇用期

間の限度等、契約に当たっ

て必要な事項を策定

室 蘭工業
大学

・外国人教員 1名採用 。全学

で外国人教員は8名

・英語教育充実のため、学
長枠を用い外国人教 員採
用

小樽商科
大学

経済学科の教員採用で、外

国のインターネット求人サイ

トに公募を掲載

帯 広畜産
大学

・英語を母国語とする外国

人教員 1名採用

・（独）日本学術振興会事業
の外国人特別研究員等外
国人研究者3名受入れ

旭川医科

大学

北見工業

大学

SV B L で、外国研究者 2人を

招へい。また、日本学術振

興会事業で外国人研究者 2
人を招へい

岩 手大学

外国人教師2名採用

東 北大学

外国人研究者 ・留学生向け

の優 良民間宿舎情報を大
学のホームページで情報提
供

各学部及び研究科で、国内

外からの公募制による任

用、外国人の任用を実施

宮城教育

大学

従来から外国人教員を採

用。外国人教員（助教授）

は、3年間の期限を付して
任用を更新。また、外国人
非常勤講師を採用

秋 田大学

外国人教員 10名、外国人研
究員4名、外国人博士研究

員（非常勤）目名採用

同一大学出身者の割合、外

国人、女性及び障害者の積
極的登用に関する指針の
学 内周知、推進に努力

山形大学

国際交流会館に単身着用4 ・外国人研究者受入れ410 ・英語版ホームページに、

学部・研究科の掲載に加え

て学内共 同教育研究施設、
保健管理センター等を追加

し充実

・各学部で、学部 ・学科の英
語版ホームページを充実

戸と夫婦及び家族用を確保 人

・工学部で、外国人教 員1人
採用

福島大学 外国人教員 2名採用

茨城大学

宇都宮大
学

英文ホームページに公募要
領を掲載

教育研究面での国際化に
対応 した外国人教員の採

用に努めるため、従来の教
員人事方針に加え、教員選

考の基本指針を策定

群馬大学

外国人教員も宿舎に入居 ・5協定締結校から外国人 外国人教員の積極的な採

可能に。また、短期滞在者 研究者 6名を招へい 用を図ることを目的に外国

に対しては、国際交流会館 ・外部資金を積極的に活用 人教師枠を廃止し、一般の

の宿泊施設を貸与 して研究者を招へい

・C O E国際シンポジウムを
開催し、著名な外国人研究
者 6名を招へい

教員として採用する制度を

整備
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⑨ 準備・検討段階の取組

国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

4法人 5法人 3法人 12法人 31法 人

外国人教師及び外国人研
究員等に特任教員制度及

び年俸制を導入。可能な者

から年俸制を適用。年俸制
適用率．旧外国人教師

0．00％、旧外国人研究員

35．7 1％、合計25．64％

ニューズレター発行につい

て英文・中文の充実に注力
することなど機動的情報発

信・受信と効率的運営を目
指すことに

外国人研究者等の宿泊施

設を含めた国際交流セン

ターの設置に向け、基本設
計等の準備を進めることに
平成19年度、英語圏外国人

教員1名増員することに

外国人教師制度の平成20

年度末廃止に伴い、外国人

教員への職位換えを決定

外国人研究者専用研究室
を提供するとともに外国人

を含む学外研究者用の専

用ロッカー及び机を準備し、
インターネットに接続したパ

ソコンを設置

姉妹校協定締結大学から

の外国人学術交流研究者

へ研究費5万円を支援

超塑性工学研究センター

で、非常勤研究員に外国人
研究員2名を配置

国際交流企画室を設置 大学間協定1件、部局間協

定5件を新規締結。さらに、
既存の部局間協定2件を大

学間協定に昇格
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平成18事業年度【外国人研究者の活踵促進】

大学名

① 外国人研究者の住宅確
保等生活環境に配慮した受

⑥ 英語での告知等研究者
採用時に外国人研究者が

（説　その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 71法人

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、

入体制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

埼玉大学

理工学研究科で、外国人専

任教員 1名、外国人客員教

員 1名採用

千葉大学

・家族を持つ外国人若手研
究者の職員宿舎への入居

を可能に

・近郊ホテルと連携し、短期
滞在の外 国人研究者が割

引価格で利用可能に

・東京大学と連携し、産官
学における柏学術国際都
市支援会を立ち上げ。ホー

ムページに留学生・外国人

研究者向け住宅情報を英
語・中国言吾・韓国語・日本語

で提供

環境健康都市園芸フィール

ド科学教育研究センター

で、外国人研究者の受け入
れを推進

東京大学

民間資金長期借入による国
際宿舎の整備事業を推進

教職員の採用については、

国籍を問わない柔軟な取組

を実施。常勤教員は22か国
から86名、特定有期雇用教

員は25か国から132名、常
勤職員は 3か国から5名の

外国人教職員を受け入れ

東京医科
歯科大学

医歯学総合研究科で、外国 新任用・給与制度において 新たな英語版 HP のトップ

人教 員を含む若手研究者

を積極的に採用

外国人研究員の取扱い及
び給与決定上の弾力的な

連用を可能とし、受け入れ
促進の環境を整備

ページを作成

東京外国

語大学

国際交流会館を開館。外国 ・全教員 249名中外国人教 ・新規外国人教員の着任時

人研究者用家族室 ・夫婦 員35名 に開催するオリエンテーシヨ

室 ・単身室を生活支援施設 ・学部の 26専攻語すべてに ンの際配布するマニュアル

として確保 1名の外国人教員を配置 （英語版及びアラビア語版）
を作成・配布し、本学の

ホームページ上にも掲載。

同マニュアルは、事務手続
き、就業規則、勤務時間、
休暇等に関する規則、裁量

労働制に関する労使協定
等の関連規則を含む

・採用人事に際して国籍や
性別による制限を設定しな

かった

東京学芸

大学

教育実践研究支援セン

ター、教員養成カリキュラム

開発研究センターで、外国

人客員教授を受入れ

東京農工

大学

採用教員22名中外国人3名

東京芸術

大学

・外国人客員研究員規則を

制定

・特別招へい教授の業務の
委嘱に関する取扱要項を制
定。国内外の著名な研究者

を一定期間雇用して本学の
教育研究の充実を図る制

度を構 築

東京工業
大学

国際交流会館の管理人室
を居室に改装し、外国人研

究者 ・外 国人教員のための

居住スペースを増設。ま
た、家族棟の台所の改修を

行うとともに、貸し出し用食
器の充実、及び掃除マニュ

アル （4ケ国語）を作成し、配

・セミナーに優れた外国人

研究者を招へい

・外国人教員数は前年度比
1名増合計32名

・新設 G lobal Edge InstEtute
で、世界中から優秀な外国
人研究者 9名をテニュアト

ラック特任助教として採用
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⑨　 準備・検討段階の取組

国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

・教員助手（任期2年）が採

用されている理工学研究科
研究部のポストを助教（任
期2年）のポストに

・外国人教員の採用促進等
について引き続き検討

国際化の指針（和文と英
文）を制定

外国人研究員等のワンス

トップサービスを提供するた
めに事務室を設置。研究者
受入れ体制整備、客員研究

員の生活支援のための入

居体制整備等を開始

・外国人研究者・留学生の

増加に対応するために附属
病院分院跡地国際村整備

計画報告書及び柏インター

ナショナルロッジ整備計画
報告書を策定

・外国人研究者のための宿
舎の利用料金、施設設備、

管理運営方法等の具体的
事項について検討を開始

平成19年5月から英語版

ホームページのリニューア

ルを行うことを決定

・A A研で、外国人フェロ胃

等の研究スペースを提供

・留学生日本語教育セン
ターで、外国人研究者に研
究スペースを提供

A A研において、外国人客

員研究員3名共同研究プロ
ジェクトに配置。また、外国

人客員研究員2名を所員と

の共同研究遂行にあてプロ
ジェクト研究を推進

・外国人教員の雇用促進に

ついて他大学の実施状況
等を踏まえ検討。今後、国
籍等による差別を排除した

選考を実施するための規程

の整備について検討してい
くことに

・外国人研究者の受入れ体
制と環境を整備する具体的
方策について検討

大学後援会経費による姉妹
校等との交流に係る旅費の

助成の募集要項を策定し、

公募及び選考。招へい1件
について旅費を助成

外国人教師制度を見直し、

国内外を問わず、顕著な業
績、高度な専門的学識又は

技能を有する者を招へいす

る招へい教員制度を構築

し、就業規則等を作成。平
成19年4月から運用するこ

とに

G IobalEdge Instituteで外
国人特任助教の研究ス

ペースとして学長裁量ス
ペース537 n了を確保

外国人教員の増員を図る

方策の実施及び状況につ

いて調査
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平成18事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

（彰　外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受

（む　 英語での告知等研究者

採用 時に外国人研究者が

（粉　 その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 71法人

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、
入体制の構築 応募 しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

東京海洋

大学

教員の採用 は原則公募制

で、国籍は記入しないことと
している。また、多様な外国
人を雇用するため、科学技

術振興機構による研究者人
材データベースJ REC －IN に

公募掲載

お茶の水女

子大学

宿舎の一部を外国人客員 外国人教 員任用数 は、助教 平成17年度 に制定した外国
研究員の宿舎として活用 授 3名、リサーチフェロー 4

名

語教員制度を、18年4 月1 日

より施行

電気通信
大学

外国人教員採用は 4名 人事の基本方針に基づき、

公募制の導入や、人種 ・国
籍不問の人事を実施

一橋大学

・著名な外国人教授を招へ

いし講演会等を開催

・E U との協力で開設された
講義科 目について、商学研
究科、経済学研究科 、法学

研究科で、EU 各国から外国
人教授を招へい。さらに、社

会学研究科、吉富吾社会研究
科、国際企業戦略研究科等

で、外国人教授を招へい
し、教育の国際化等に向け
た取組を実施

・ほぼ全部局で外国人客員
研究員を受け入れ。外国人
客員研究員 76名。

・外国人客員教授 13名
・法学研究科で、毎 年韓国
から裁判官を研究員として

受け入れ

・契約教員採用総数 14名
中、外国人教員 1名

横浜国立

大学

新潟大学

前年度比 2人増の 20 人の外
国人教員を配置

教員採用において、外国人

の採用も視野に入れて広く
公募。（独）科学技術振興機
構の研究者人材データベー

スの活用、インターネットの
利用等により、外国人教員

の採用機会を増大

長岡技術
科学大学

外国人研究者の宿泊施設

について、市内関係機関及
び民間不動産関係へのサ

ポート依頼を行うとともに宿
舎を確保

採用教員 15人中外国人2人 日本学術振興会等の外部

支援関係機関等に外国人

研究者受け入れに関する
情報収集及び提供を円滑

に行い、受入れ機会を拡充

富山大学
人文科学研究科で、外国人
向けホームページを充実

金沢大学

・日本学術振興会事業外国

人研究員 3人、招へい外国
人研究者 3人受入れ

・外国人教員雇用者数は前
年比4人増 14人

外国人教員に係る任期制を

撤廃し、日本人教員の雇用

形態に合わせる

福 井大学

・教育地域科学部で、中国
から助教授 1名採用

・（独）日本学術振興会の外
国人著名研究者招へい事
業の積極的応募を推進 。著

明研究者の招へい等計 16
件実施

山梨大学

・外国人研究者が入居する ・21世紀 C O E事業及びウイ 外国人教員の適正な配置

国際交流会館等の全戸に ン人材生涯養成拠点事業 のため、外国語特任教 員取
クーラー設置。一部に LA N

ケーブルの整備、駐輪場の
設置、ガスレンジ・電子レン

ジの更新を行うなど、生活
環境も整備

・職 員宿舎を外国人研究者
用宿舎に用途変更

で、外国人ボスドク雇用

・教育人間科学部で、外国
人研究者 1人招へい

扱要項を制定
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⑨ 準備・検討段階の取組
国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

常勤専任教員の中に、常時

少なくとも複数の外国人教

員が採用されていることを
原則とする雇用システムの

構築に着手
外国人研究者からの相談

への対応について検討

外国人研究者受入支援の

ため、新たな整備手法によ

る宿舎整備計画を検討

工学部で、1大学と学術教

育交流協定を締結

企業技術者の博士研究員9

名採用中外国人3名。高度

研究者として教育し、その
内の外国人2人を国内企業

及び研究所に送出
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平成18事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

（彰　外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受

⑥　 英言吾での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

㊨）その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 71法人
外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、

入体制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

信州大学

学部 （大学院）の学科 （専

攻）・講座・専門科 目名の英
語による表記を追加記載

岐阜大学

外国人教員の在籍は、教授 教育研究等で優れた実績 ・全研究科で英文ホーム
1、助教授 7、講師 1、助手

3 、計12名

業績があれば、国籍に関係

なく採用する方針で広く公
募

ページを公開

静岡大学

・外国人教員採用は6名（在

職者数は20名（2．3 ％））

・理学部で、中国在住の研
究者を客員教授とし、研究
推進

・電子工学研究所で、外国
人客員教授 3名を招へい

し、共 同研究を実施

国際交流センターで、各部

局ホームページの英文化を
支援

名古屋工

業大学

名古屋工業大学職員会館

使用規程を弾力的に運用、

外国人研究者 4名が利用

日本学術振興会の外国人

特別研究員事業による研究
員 17名受け入れ

豊橋技術

科学大学

国際交流会館のほか大学

所有の教職員宿舎に外国

人教員・研究者も入居可能
とし、11名入居

国際交流協定校等からの

外国人教員 ・研究者を本学
教員の 6．1％受入れ

三重大学

滋賀大学

滋賀医科

大学

国際交流会館住民を対象

に、生活に関するミーティン
グを実施

・外国人 6名採用

・外国人客員研究員は前年
度比 2倍増の 18 名受入れ

・文部科学省新世紀国際教
育交流プロジェクト等で外

国人研究者 33名受入れ

京都大学

・外国人研究員制度等の活

用により、約540名の外国

人教員、外国人研究員等を
受け入れ

・京都大学教育研究振興財
団の長期招へい（若手）制
度等により、外国からの博

士取得後研究員を招へい

外国人学者や外国人共同
研究者等として受け入れ。

延べ 155名

京都大学

京都教育
大学

外国人教員を専任教員とし

て 1名任用

ホームページは、引き続き

英語及び日本語で掲載。中
国語での掲載を平成 19年

度から実施することに
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⑨ 準備・検討段階の取組
国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

・外国人教職員の積極的採

用に関して、全学的な基本
方針を検討。外国人研究者

は、任期を付してプロジェク

ト等に教員等としての雇用
を可能とする新たな特定有
期雇用教職員等就業規則

を制定し、平成19年度から
実施することに

・学部の外国人研究者受入
の問題点を調査

諸外国の大学等との教育

研究上の人的交流を促進
するために、教員任用制度

等を積極的に活用した招へ

い・派遣制度について検討

・外国人研究者等の滞在施

設の充実を図るための方策

について、愛知県留学生交
流推進協議の検討委員会

に参加し、宿舎対策につい
ての現状・整備予定等に関

し協議

・外国人の教員の採用推進
と教育の国際化に関するア

ンケートを実施

外国人教育職員増加策に

ついて、雇用制度及び運用
方針を検討
外国人が公募に応募しやす

い環境を整えるため、

J REC－1N研究者人材データ
ベースの英語版文書、本学

の英語版ホームページへ
の掲載、履歴書・業績等の
本学の様式の変更等の導

入を検討

外国人学者（客員教授、研

究者、招へい研究者等）に

よる講義や集中講義を開
講。さらに、特別講義、セミ

ナー、講演会、シンポジウ
ムを開催

・国際交流サービスオフィス

で、外国人研究者に対する
サ胃ビスの向上に努力

・一部部局で、海外に研究
拠点やサーバーオフィスを

設置して一層の国際展関を
外国人研究者対象に学習・

生活実態調査を実施
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平成18事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

（》 外国人研究者の住宅確
保等生活環境に配慮した受

（む　 英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

㊤）その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 71法人

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、
入体制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

大阪大学

2部局で、公募の一部を海 ・外国人招へい研究員192 英訳の就業規則をホーム

外の雑誌等に掲載し、また
は英文での公募を実施

名受け入れ

・社会経済研究所で、テ
ニュアの外国人研究者の任
用について、現行水準を維
持

・複数部局で、外国人教員
の採用や招へいを実施

・外国人教員22名採用

ページにより学 内外に公開

大阪外国
語大学

外国人教師宿舎の給水設

備を改修

兵庫教育

大学

・4か国4大学研究者を招へ

いした国際シンポジウムや

セミナーを開催

・兵庫海外研究ネットワーク
事 業の積極的に活用によ

り、多く外国人研究者を受

け入れ

神戸大学

外国人研究者のための住

居を確保するとともに、家賃

及び調度品の借上 げ料に

ついても一定割合で大学が
負担することにより、来 日研
究者の経済的負担を軽減

・経済学研究科で、各種プ

ログラム等に海外研究者を
招へい

・遺伝子実験センターで、21
世紀 C O E プログラム予算を

活用し、招へい外国人研究
者による英語での研究指導

等を実施

・経済経営研究所で、特命
職員 制度を活用し、外国人

研究員を特命助教授として
採用

和歌山大
学

職員宿舎の空室を外国人

研究者に供用するため、外
国人研究者の受入に伴う居

住場所に関する特別措置
要項を制定。1名に供用開

始

鳥取大学

外国人宿舎を改修。世帯用 ・医学部で、外 国人をプロ 外国人教員の選考は、教員

1戸、単身用3戸を外国人研 ジ工クト研究員として採用。 選考に関する基本方針に
究着用として増設し、使用

開始

さらに、外国人4名をR A とし

て受入れ。また、臨床指導
医を招へい

・乾燥地研究センターで、外
国人客員研究者6 名、外国
人研究者 2名を受け入れ。

外国人客員研究者の選考
に当たっては、選考委員会
委員として学外から2名、農

学部から1名の委員が参加

し、適切な研究者の配置に
努力

・21世紀C O Eプログラムで、
外国人研究者 11名招へい

基づき実施

島根大学

職員宿舎 10戸を用途変更

し、外国人研究者等のため

の宿舎を確保

・分野横断型の重点研究部
門で、優秀な若手外国人研

究者 3名をボスドクとして雇

用

・協定校等から寧夏特別研
究員として合計 13名の研究

者を受入れ

岡山大学

地球物質科学研究センター

で、共同研究員の公募及び
ボスドク（P D F）の募集を国

際的に展開

・地球物質科学研究セン

ターで、国際共同研究等の

外国人研究員40名、外国人

Ⅲ種研究員 11名を招へい
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（9　準備・検討段階の取組

国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

外国人教員の労働環境の

改善・整備を実施

・外国人研究者・留学生の

受け入れサービスのあり方

に関する答申を取りまと
め。外国人研究者及びその
家族の当初の懸念の払拭

と受入教員等の負担軽減

のためのワンストップ・サー
ビス・オフィスの開設を提言

・本学独自のW EB上に構築
した海外研究者向け参加型
情報提供システムを大学の

事業として運用することを

・外国人研究者の受入れ拡 新たに日大学・研究機関と ・外国人教師のより効果的

充を図るため、研究助成情

報の集権及び問い合わせ
蜜　　 －‾　　 研の者の

学術交流協定を締結 な運用方法に闇し調査

・外国人教師の退職時期と
退職金額等将来の雇用計

画に関する調査
．ひロを　 冗化し、　 亢

活動推進のための大学院

生による研究会情報の収
集、学会、研究会への参
加、国内研究者とのアポイ

ントメントの補助等サポート
体制を整備

・外国からの問い合わせに
対する助言担当者の選出
を構築

・外国人研究員及び招へい
外国人研究者等、海外の研

究者の離任時に研究に関
する評価を受ける制度を確

立。この制度を参照し、同
様の制度の全学的な確立

に向けた検討を開始

・商工会議所、県、市、企業
に協力を仰ぎ、外国人研究
者のための長期的な宿舎

整備に向け検討

中国から、協定により毎年
教員を招くことに

外国人教員の雇用割合を

高める方策として、公募は
外国も含めることを確認
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平成18事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

（彰 外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受

⑥　 英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

（勒　 その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 71法人

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、
入体制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

広島大学

・外国人研究員制度による

招へいを継続的に実施

・外国人教 員数前年比5 名
増の 37名

・4時間勤務からフルタイム

制にする、給与面での充実

を図る、研究費を配分す
る、研究環境を整備する、
事務職員 の国際業務研修

を行い外国人研究者支援

策の強化を行うなど多方面

での支援策を充実

・国内外から優れた研究者
を招へいするためにサバ

ティカル研修制度を提案し、
制度化

・外国人教員について、契
約職員制度へ移行すること

により、雇用形態、適用範

囲、給 与面等を整備・充実

山口大学

徳 島大学

教員公募要領に、国籍等に

よる差別を排除し、公正な

選考を行う旨を記載し、本
学の姿勢を外部にアピ胃ル

鳴門教育

大学

教員教育国際協力センター

で、外国人客員研究員 3人
受 け入れまた、国際教育協
力専門家会議等に外国人

研究者延べ 11名を招へい

香川大学
農学部で、英語ネイティブ

スピーカー教員を公募

各学部 ・研究科で、外国人

教員の採用 に配慮

工学研究科で、韓国語ホー

ムページを公開

愛媛大学

学 内規程の適正な運用等

により外国人研究者受入れ
体制を整備

高知大学 外国人教員2名採用

九州工業

大学

外国人採用 1名

佐賀大学

各学部等 は英語版公募要 ・外国人客員研究員 1名受 国際交流基金創設を創設 施設名の英語併記を推進

領を作成して広く国外にも け入れ し、外国 人研究者招へい援
教員公募情報を発信 ・外国籍教員8名採用。全教

員中外国籍教員 3．4％

助事業を支援

長崎大学

・教授 1名、助教授 1名、プロ

ジェクト型研究の研究 員6名

等、外国人教職員 計目名採

用

・在籍外国人教員 35 名中新
規採用教員は5名

・海外からの専門家 20 7名
招へい

・日本学術振興会の外国人
特別研究 員2名、外国人招

へい研究者 1名受け入れ

・外国人客員研究員42名受
け入れ

熊本大学

教員公募では、全世界から

の応募が可能となるよう、
本学英文ホームページに掲

載する他、研究者人材デー
タベースJR EC 」N に掲載

外国人教員の割合は、平成

15年度比較 1．3ポイント増の
2％

大分大学

・日本学術振興会の外国人

著名研究者招へい事業で
招へい

・総合科学研究支援セン
ターで外 国人教 員助教授 1

名、医学部で外国人教員助
手 1名採用

宮崎大学
全正規職員採用者 223人中

外国人2人
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⑨ 準備・検討段階の取組
国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

・未整備だった短期的滞在

外国人研究者（単身）用宿
泊施設について、借上げを

し、家具・備品を設置して、
平成19年4月から廉価（敷
金免除）で提供することに

・工学研究科で、独自の外
国人研究者招へい制度の
検討を開始

・薬学部で、外国人教員の
採用計画を決定

・外部資金の活用による外
国人研究者招へい経費を

確保

各部局等毎の公募状況の

調査で外国人応募者数を
把握

外国人教員増員の方策を
検討

国際戦略経費及び創立75

周年記念基金による外国人

研究者の受入数を調査。充
実策を検討するとともに、創

立75周年記念基金による外
国人研究者受入増強のた

め、事業公募用ポスターを
作成して短期招へい及び姉

妹校交流招へい事業の周
知を再度実施

有能な外国人教員のさらな

る採用拡充のため、語学外

国人教師枠の拡大、外国人
教員の待遇改善等の制度

的措置について検討
西オーストラリア大学と学

術交流協定を締結
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平成18事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

① 外国人研究者の住宅確

保等生活環境に配慮した受

⑥ 英語での告知等研究者

採用時に外国人研究者が

β）その他の外国人研究者の活躍促進に係る取組　　 71法人

外国人研究者の採用 、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、
入体制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

鹿児島大

学

・教員採用 93名中外国人3

名

・多島圏研究センターで、助
教授 1名、教授 1名を招へい

・難治ウイルス病態制御研
究センターで、研究者を招

へい

・水産学部で、研究者 20名
招へい

・理学部で、研究者 1名を招
へい

・医歯学総合研究科で、助
教授3名、研究者1名招へい

・理学部で、研究者招へい
鹿屋体育

大学
外国人客員研究員 1名を1
年間受け入れ

琉球大学

・外国人特任教員4名採用

・外国人非常勤講師28名採
用

・JIC A 集団研修外国人受託
研修 員6人受け入れ

・若手外国人研究員を受け
入れ

政策研究

大学院大
学

教員採用の国際公募を実
施

外国人研究員4名受け入れ

北陸先端
科学技術

大学院大
学

海外の学会誌や求人サイ

ト、英字新聞を積極的に活
用

外国人教員8名採用 ・教員採用は、公募を原則

とし、国内外の優秀な研究
者等に広く周知するため、

公募情報をホームページ及
び学会誌に掲載し、国籍、

言言吾、性別、経歴等に捕わ

れない優秀な教育・研究者

の人材確保に努力

・公募文書に評価が同等の
場合は外国人を優先する

旨を記載
奈良先端
科学技術

大学院大

外国人教員等の就業環境

を充実

人間文化

研究機構

・国立歴史民俗博物館で、
外国人研究員 8名受け入れ

・総合地球環境学研究所
で、外国人研究員 16 名、日
本学術振興会外国人特別

研究員 1名受け入れ

・国立民族学博物館で、外
国人研究員8名を客員教授

あるいは客員助教授として
受け入れ。外国人14名を外

来研究員として受け入れ

自然科学

研究機構

・各機関で、外国人研究者

の採用を促進するとともに、
外国人来訪者等を適宜受

け入れ

・生理学研究所で、外国人
研究職員（客員教授、研究
員）の制度を活用

・機構本部及び各機関の

ホームページの英語化を推
進。特に海外からの来訪者

に対する交通案内、会議施
設、宿泊施設に関する情報

を充実

・機関内メールの英文・和
文併記の実施により、英語

による情報発信を強化し、
外国人研究者の受入の利
便性の向上に努力

高エネル
ギー加速器

研究機構

外国人研究員等宿泊施設
について、床張 り替えを行

い、宿泊環境を改善。また
宿泊施設の各部屋に LAN

配線を行い、利便性を向上

招へいされる外国人研究者

の要望や条件に応じた受入
体制を検討し、新たに短期

外国人研究員の招へい制
度を設けるため、取扱要項

を制定
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⑨ 準備・検討段階の取組
国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

内外の優れた若手研究者

の育成を図るため、研究助
手を創設。平成19年度より

運用を開始

外国人研究者や教職員等

の国際交流懇話会を開催

・外国人研究者の日本語に

よる研究発表及び一般市

民と交流するフォーラム等
を実施

・外国の研究機関との関係
の構築を図り、外国人招へ
いを進めるとともに国際研
究集会、シンポジウムの開
催を梧極的に支援

・国際日本文化研究セン
ターで、外国人研究員も参
画する共同研究を実施

・国立歴史民俗博物館で、
共同研究や資料研究に外

国人研究員が参加できるよ
う配慮

外国語に堪能なスタッフの

配置、職員向けの語学研修

の実施により、外国人研究
者の受入の利便性の向上

に努力

外国人来訪者等の研究及
び生活環境の改善等を提

l＝l
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平成18事業年度【外国人研究者の活躍促進】

大学名

（D　外国人研究者の住宅確⑥ 英語での告知等研究者
保等生活環境に配慮した受採用時に外国人研究者が
入体制の構築 応募しやすい環境の整備

外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、
い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報

の公開等情報発信

情報 ・シス

テム研究機
構

・日本学術振興会外国人特

別研究員9名受け入れ

・外国人研究員 15名採用、
外国人研究者42名招へい

・情報研で、国際交流協定
に基づく研究交流プログラ
ムの一環として、43 名の研
究者を招へい

・統数研で、戦略研究セン
タ胃の採用枠を拡大して外

国人客員教授・助教授、外
国人研究員等受け入れ

・遺伝研で、外国人教員2名
採用。また、外国人研究者

を積極的に招へい
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⑨ 準備・検討段階の取組

国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他

統数研で、2件の国際研究

交流協定を締結
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6．7　優れた高齢研究者の能力の活用
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平成16事業年度【優れた高齢研究者の能力の活用】

大学名
① 定年後の競争的資金等の活用 ② 定年後に研究職以外の立場で ③ その他の優れた高齢研究者の ④　 準備 ・検討段階の取組

による研究継続の取組 科学技術振興のため活躍できる取 能 力の活用に係る取組

小計 3法人 11法人 5法人 8法人

北海道大

学

キャリアアドバイザー 、研究業務従
事者、研究補助業務従事者の3件

で教員を再雇用

・勤務延長制度や再雇用制度を導

入し職員就 業規則に規定

・勤務延長制度の基準を決定
帯広畜産

大学

教員に選択定年制を導入。定年後

の異動等を容易に

東北大学

・就業規則に定年延長及び再雇用

について規定

・定年 ・再雇用制度の基本方針を
策定

千葉 大学

千葉大学グランドフェロー（本学に

多年勤務し退職 した教職員が教育

研究に係る全学的な特定の活動に
参画する千葉大学教育研究推進
員）は32名

東京 外国

語大 学

定年制に関する審議を開始

東京 海洋
大学

・本学定年退賎教授を対象に新任

教員への教育研究上のアドバイス
等を目的に特任教授称号の授与に

ついて検討

・教員の定年延長について検討
お茶の水女

子大 学

客員教授2 名、特任教授1名を、定
年後の人材活用のために任用

横浜 国立
大学

定年退撤した教授を非常勤職員と

して採用し、特任教授 （研究担 当）
又は特任教授 （教育担当）として活
動できる特任教授の選考規則を制

定。特任教授 （研究担当）1名を採

用。特任教授は研究指導のほか、
研究活性化に資する活動も行う

福井 大学
ボランティアとして教育研究に寄与

するシニアフェロー制度を策定

岐阜 大学

教育職員の 60 ・－65歳の選択定年

制を導入し、個人が 60歳から定年

までの間の目標を設定し、学長が
それを裁定する制度を策定

三重大学
定年後も教育・研究活動を推進で

きる招へい教員受入規程を制定

大阪 大学
再雇用制度等を導入することを確

認。平成 17年度の検討に必要な資
料の収集等実施

神戸 大学
定年年齢の延長措置を含め人事
制度の在 り方について資料収集等

調査、検討

鳥取 大学
定年後の継続雇用制度について検

討

島根 大学
退職教 員を嘱託講師として活用 本学名誉教授・退職教員による教

育支援組織づくりを検討

岡山大学

特命教授制度 （名誉教授等のうち

教育活動に無報酬で従事すること

を希望する者で学長が必要と認め
た場合、特命教授 として授業等を
担当する制度）を導入

広島大学
再雇用制度として特任教員取扱要

項を制定。契約職員 1名、日々雇用
職員 7名、パート職員 11名

山口大学
定年退職制度ワーキングゲル胃プ

を設置

高知 大学

エルダープロフェッサー構想 （本学

の様々な教育研究活動を退職教員
が支援）についてワーキンググ

ループで検討。平成 17年4 月から開
設。37人の退職教員が登録

九州 大学

業績優秀な教員の定年年令を70才

に延長し、研究継続が可能となる
制度を策定

九州 大学

外部資金を活用 した研究者の雇用

を促進するための特任教授制度を

策定、運用。特任教授を3名雇用

琉球大学
65歳以上の者の採用も可能となる

よう教員就業規程を制定
政策 研究

大学院大

定年退職教員が研究教育に従事

するリサーチフェロー委嘱を制度化
北陸 先端

科学技術
大学院大

1年を超えない範囲内で定年退職

日を更新できる制度を策定

高エネル
ギー加速器

研究機構

定年退職者から再雇用職員（事務
職員 ・技術職員2人）と、非常勤の

研究支援推進 員（教員・技術職員8

人）を雇用
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平成17事業年度【優れた高齢研究者の能力の活用】

大学名
（D　 定年後の競争的資金等の活用 ② 定年後に研究職以外の立場で ③ その他の優れた高齢研究者の ④ 準備・検討段階の取組
による研究継続の取組 科学技術振興のため活躍できる取 能 力の活用に係る取組

小計 1法人 14法人 5法人 11法人

北海道大
学

教 員の再雇用制度 （嘱託職員）の

適用 により、4名の定年退職教授を

採用

帯広畜産
大学

・非常勤講師として1名の定年教員

を任用

・特任教授の取扱を制定。本年度
本学を定年退職する教員を来年度

から特任教授として雇用

岩手大学
学生相談室の相談員として、退職
職員3名に委嘱

東北大学
65歳までの継続雇用システムを策
定

宮城教育
大学

退職教授等の教育実践者を登用
する特任教授制度の導入を提言

筑波大学

定年年齢を超えた教 員で、研究等

で顕著な業績を持つ者を特任教授
として来年度から任用することを決
定

宇都宮大

学

本学退職者を対象とした「宇都宮
大学支援人材バンク」を設置。12名

の登録

埼玉大学
定年退職職員の再雇用関連規程

を制定

千葉大学
グランドフェロ肩制度により、学生

の修学相談 、進路相談 に対応

東京外国

語大学

教 員の定年を62から63歳に延長し

たことに伴い、大学全体のパワー

アップを図るため、各部局の特性に
応 じた新たな評価システムの構築

を推進

東京工業

大学

・教員の定年延長による教育研究

の活性化への影響について検討を
開始

・60歳を越えた教 員の役割分担に
ついて検討

東京海洋

大学

定年延長ではなく、再雇用の方向

で決定

お茶の水女

子大学

・定年退職者を1名客員教授に任
用。定年後の人材活用は延べ 3名

・外部資金受入期間を雇用限度と
した定年退職教員を、特任教員とし

て採用する制度を設定
横浜 国立

大学

定年退職後も特任教授制度により

新たに 1人を採用

静岡大学

入学者の入学前準備教育のため

本学退職教員を教育特任教授とし

て委嘱
愛知教育

大学

再雇用制度を整備。大学教員は 65
歳まで再雇用が可能 。給与は60％

三重大学

・定年退職後も継続 して学生に対
する授業及び教育・研究指導に従

事する者を雇用するため、特任教
員に関する規程を制定

・招賄教授 ・特任教授の制度によっ
て雇用した教員等の最終雇用年齢
を68歳まで延長するなどの優遇制
度規程を整備

京都教育

大学

定年後に特別に雇用する制度の導

入 について検 討開始

大阪大学

高年齢者雇用安定法対応のため
教職員 にアンケート調査を実施。再

雇用制度実施に向け検討

広島大学
高度専門職業人養成に特化した実
践的教育を行うために、定年退職

者を非常勤講師として採用

山口大学

外部資金を継続 して獲得できる定

年退職教員を特命教育職員等とし

て位置付けることによって支援

高年齢者雇用安定法を踏まえた継
続雇用制度導入に向け準備

高知大学

退職教員が非常勤講師等として教
育研究に参加する窓 口「高知大学

工ルダープロフェッサーセンター」
開設。38人が登録。工ルダープロ

フェッサーにおける授業は各学部
において延べ 13 人で446時間

九州大学

・業績優秀な教員の定年延長制度
を継続 して運用

・再雇用については、特任教授制
度を活用し、医学、工学、農学研究
院、産学連携センターにおいて6名

の特任教授を雇用
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平成17事業年度【優れた高齢研究者の能力の活用】

大学名
（彰 定年後 の競争的資金等の活用 ② 定年後に研究職以外の立場で ③ その他の優れた高齢研究者の ④　 準備 ・検討段階の取組
による研究継続の取組 科学技術振興のため活躍できる取 能 力の活f削こ係る取組

長崎大学

高年齢者雇用安定法対応で再雇

用制度を見直し、規則を改正。具
体的な再雇用の運用方法について

検討開始

大分大学

講師数増 を図るため退職後や名誉

教授による講義担当の可能性を検

討

琉球大学
一部分野について、個々に任期を

付した定年に関する申合せを制定
政策研究

大学院大
リサーチフェロー制度を継続して運

用。4名採用
北陸先端
科学技術

大学院大

1年を超えない範囲内で定年退職

日を更新できる制度を継続して運
用

人間文化

研究機構
定年制等について検討

高エネル

ギー加速器

研究機構

・定年退職者から再雇用職員（技

術職員 2人）と、非常勤の研究支援
推進員（教員・技術職員 10人）

・定年退職者等をより積極的に活
用することを目的としたダイヤモン
ドフェロー称号授与に関する規程を

制定、実施。9名
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平成18事業年度【優れた高齢研究者の能力の活用】

大学 名
①　 定年後の競争的資金等の活用 ②　 定年後に研究職以外の立場で （劃　 その他の優れた高齢研究者の ④ 準備 ・検討段階の取組

による研究継続の取組 科学技術振興のため活躍できる取 能力の活用に係る取組

小計 5法人 15法人 14法人 13法人

北海 道大
学

教員 に係る再雇用制度は、特任教
員として整備。定年退職教授2名再

雇用

教員の勤務延長制度の適用によ
り、定年退職教授 1名勤務延長

帯広畜産
大学

・特任教授制度により定年退職教

員 1名を特任教授として採用

・C O E特任教授制度により定年退
職教員 1名採用

弘前大学

各学部で、定年退職者を特任教 員

として再雇用する具体 的な検討を
開始

岩手大学
継続して、学生相談室の相談員 と

して、退職した職員に委嘱（延べ 114
日）

東北大学
教員の定年制度及びそのほかの

柔軟な施策での任用の可能性を検

宇都宮大

学

本学退職者を対象とした報酬を受

けないで教育研究活動等を行うた

めの宇都宮大学支援人材バンク登
録者 （12名）のうち3名を非常勤講
師として活用

群馬大学
定年等退職者の能 力を活用するた

めに再雇用制度を整備

千葉大学

グランドフェロー 16名が、普遍教
育、学術研究指導、学生相談等に

従事

東京医科
歯科大学

高年齢者雇用確保措置として、定

年退職後も再任用職員として引き

続き雇用する継続雇用制度を導入
東京外国

語大学

教員65歳定年制の可能性を検討。

再雇用で対応することに

東京農工

大学

選択定年制度について、対象・定

年年齢 ・退職の時期等具体的に策
定

東京工業

大学

大学院理工学研究科（理学系）一
部専攻で、定年退職教員を非常勤

教員として雇用

定年延長の効果と影響に関するア

ンケート調査を実施、分析

東京海洋
大学

・定年退職教員を非常勤講師として

採用する制度を新設

・定年退職教 員等を対象に特任教
員制度を新設

お茶の水女

子大学

定年退職教員である特任教授、特

任助教授等特任教員は、外部資金

による任用者を対象とするよう制度
を改正

定年退職者を4名客員教授に任

用。定年後の人材活用は延べ 7名

選択定年制度に関する要項を制定

電気通信
大学

退職教員で民間等との共同研究を

推進する者を客員教員として雇用

し、共同研究を推進

横浜 国立

大学

外部資金導入等に貢献が見込ま

れる者及び在職中に技術者リカレ

ント教育の実践を通じ社会貢献に
顕著な功績のあった者を引き続き

長岡技術

科学大学

外部資金プロジェクトの リーダーの

退職予定教員について、特任教員
制度に基づき、特任教授として採

用。3名

信州 大学
改正高年齢者雇用安定法の趣 旨

に沿ったシニア雇用制度を導入。
定年退職後の継続雇用を制度化

岐阜 大学

教育及び研究分野のそれぞれに優

れた実績を持つ定年退職教授を、

それぞれの分野 における特任教授
として各 1名任命

愛知教育

大学

大学教 員再雇用制度により4人採
用。65歳までの 2年間の雇用、給与

は退職時の約6割、勤務形態、教
育研究 は従前どおり、大学運営に

は携わらない
名古屋工

業大 学

定年退職教員の再雇用について答
申

三重 大学

大型外部資金を受入れた教員が定

年後も大学において研究を継続で
きる仕組みを導入

改正高年齢者雇用安定法に基づき

高年齢者雇用に関する規程を制
定。各事業場の過半数代表者との

間において、定年後の雇用の基準

に関する労使協定を締結し、定年
退職 予定者に対し意向を確認し雇

用を確定

京都 大学

高年齢者等の雇用の安定等に関

する法律改正に伴う高年齢者雇用
確保措置として、職員の再雇用制
度を整備

任期を付して雇用する職員のうち、
高度な専門的知識及び豊富な実務

経験を有する専門家を、定年を超

えて雇用することができる特定職
員の制度を導入することに
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平成18事業年度【優れた高齢研究者の能力の活用】

大学名
① 定 年後の競争的資金等の活用 ②　 定年後 に研究職 以外の立場で ③ その他の優れた高齢研究者の ④ 準備 ・検討段階の取組
による研究継続の取組 科学技術振興のため活躍できる取 能力の活用に係る取組

京都教育
大学

定年後に特別に雇用する制度を検

討

大阪大学
年俸制の任期付常勤教職員、非常
勤職員に段階的に満 65歳までの雇

用を可能にする制度を導入

大阪外国

語大学

特任教授制度の確立に向け、定年

退職等の人材バンク制度を骨子と
する報告を取りまとめ

神戸大学
教員の定年年齢 63歳の延長措置

又は継続雇用制度を検討

奈 良女子

大学

高年齢者等の雇用の安定に関する
法律を踏まえ、再雇用に関する取

扱いを制定、労使協定を締結
和歌山大

学
再雇用制度に関する基本方針を策
定

島根大学

・定年退職教員を特任教授（非常

勤職員 ）として給与額を抑えて採

用。6名

・教育学部で、特任教授制度を活
用して退職教員 8名を採用

広島大学

定年退職後の教員を教育主担当

教員等として配置する制度を大学
教員の継続雇用制度の検討に併

せて検討を進めることに

山口大学

高年齢者継続雇用に向け、再雇用

希望の意 向調査を実施し、学内体
制を整備

香川大学
教育職員の定年延長に係る雇用制
度の具体的方策を作成

高知大学

退職教員が非常勤講師等として教
育研究に参加する窓 口「高知大学

工ルタープロフェッサーセンター」に
46人登録。工ルタープロフェッサー
における授業は 10人で238時間

工ルダープロフェッサーセンターの
地域連携諸活動として、公開講座、

講演会等多様な活用を可能にする
体制作りを検討

長崎大学

高齢者等の雇用安定等に関する法

律に対応し、定年退職者の再雇用

の対象者となる基準 に関する労使
協定書を締結。再雇用希望者全員
を再雇用

琉球大学

一部分野について、個別に定年に

関する申合せを制定。法務研究科
教員1名、地域共同研究センター教
員 1名雇用延長

政策研究
大学院大

リサーチフェロー制度により、教員5

名 （継続含む）採用

北陸先端
科学技術

大学院大
学

研究業績等により特 に優れている

と学長が認め、当該研究分野に係
る高度の専門的な知識経験を必要

とする教育研究 業務に従事させる
ための特別招璃教授の定年を70歳

とし、また、特別な理由があるとき
は、任期を付して雇用できるように

関係規則を改正

1年を超えない範囲内で定年退職

日を更新できる制度を継続して運
用

高エネル
ギー加速器

研究機績

ダイヤモンドフェロー称号授与制度
を運用。15名
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